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Ⅰ  本 編 
 

１．国民の皆様へ 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「機構」という。）は、我が国のエネルギー・環境

分野及び産業技術の中核的技術開発推進機関として、内外の最新の技術動向や政策動向を的確に把握しつつ、

政策当局との密接な連携の下、研究開発事業の適切なマネジメントによる実施とその成果の普及を通じ、我が

国の内外のエネルギー・環境問題の解決及び産業競争力の強化並びに国民経済の発展に貢献しております。事

業の実施にあたっては、民間企業、大学、公的研究機関、地方の行政機関等と適切な連携を推進する体制を構

築するとともに、これらの連携により事業を効率的に実施しております。 

平成２４事業年度においては、年度計画に基づき産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関

連業務、クレジット取得関連業務等を、着実に、かつ戦略的に実施することにより、後述しますとおり各業務

において大きな成果を挙げております（参照：平成２４事業年度実績）。特に、平成２４年度は、東日本大震災

以降大きく変化した日本のエネルギーを巡る環境を踏まえ、太陽電池、風力、バイオマス等の再生可能エネル

ギーの技術や省エネルギーの技術を開発してまいりました。また、米国ニューメキシコ州でのスマートグリッ

ド実証事業やタイでの最先端医療技術の実証事業を開始するなどグローバルな活動を推進してまいりました。

さらに、沖合における着床式洋上風力発電の実証運転を開始したほか、災害対応９分野のロボット技術を初公

開する等、中長期に渡って推進してきた研究開発の成果が結実致しました。 

このような活動を今後も積極的に推進し、「エネルギー・地球環境問題の解決」と「産業競争力の強化」に

貢献してまいります。 

 

２．基本情報 

（１）新エネルギー・産業技術総合開発機構の概要 

  ①目的 
機構は、非化石エネルギー、可燃性天然ガス及び石炭に関する技術並びにエネルギー使用合理化のための

技術並びに鉱工業の技術に関し、民間の能力を活用して行う研究開発（研究及び開発をいう。以下同じ。）、

民間において行われる研究開発の促進、これらの技術の利用の促進等の業務を国際的に協調しつつ総合的に

行うことにより、産業技術の向上及びその企業化の促進を図り、もって内外の経済的社会的環境に応じたエ

ネルギーの安定的かつ効率的な供給の確保並びに経済及び産業の発展に資することを目的としております。

このほか、気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定書（以下「京都議定書」という。）第六条３に規定

する排出削減単位の取得に通ずる行動に参加すること、京都議定書第十二条９に規定する認証された排出削

減量の取得に参加すること及び京都議定書第十七条に規定する排出量取引に参加すること等により、我が国

のエネルギーの利用及び産業活動に対する著しい制約を回避しつつ京都議定書第三条の規定に基づく約束を

履行することに寄与することを目的としております。（独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法

第四条） 

 

  ②業務内容 
機構は、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第四条の目的を達成するため、以下の業務

を行います。 

   ⅰ）産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関連業務等 

・産業技術開発関連業務 

①民間のみでは取り組むことが困難な、実用化までに中長期の期間を要し、かつリスクの高い「ナシ

ョナルプロジェクト」、②産業技術及び新エネルギー・省エネルギー技術の「実用化・企業化促進事業」、

③大学や公的研究機関等の有望な技術シーズを育成する「技術シーズの育成事業」を、技術分野ごとの

特性や研究開発を取り巻く環境の変化を踏まえて適切に組み合わせて実施する。 
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【技術分野】 

 ＜１＞ライフサイエンス分野 

 ＜２＞情報通信分野 

 ＜３＞環境分野 

 ＜４＞ナノテクノロジー・材料分野 

 ＜５＞エネルギー分野 

 ＜６＞新製造技術分野 

 ＜７＞各分野の境界分野・融合分野及び知的基盤研究分野 

・新エネルギー・省エネルギー関連業務等 

平成 23 年３月 11 日の東日本大震災により日本のエネルギーを巡る環境は大きく変化しており、太陽

光・風力などの再生可能エネルギーの導入拡大やそれを支えるスマートグリッドの構築、蓄電池、燃料

電池、ヒートポンプなどのエネルギー関連技術の革新を目指した、新エネルギー・省エネルギー関連業

務等の重要性はますます高まっている。 

これらの情勢を踏まえ、機構は、新エネルギー・省エネルギーにおける政府として重点的に取り組む

べき分野の技術開発、実証試験及び導入普及の各業務等を戦略的・重点的に【新エネルギー・省エネル

ギー関連業務等における技術分野ごとの計画】のとおり推進する。 

 

【新エネルギー・省エネルギー関連分野】 

 ＜１＞燃料電池・水素エネルギー利用技術分野 

 ＜２＞新エネルギー技術分野 

 ＜３＞省エネルギー技術分野 

 ＜４＞環境調和型エネルギー技術分野 

 ＜５＞国際関連分野 

 ＜６＞石炭資源開発分野 

   ⅱ）クレジット取得関連業務 

・「京都議定書目標達成計画」に基づき、京都議定書に定める第一約束期間の目標達成に向けて、国内対策

を基本として国民各界各層が最大限努力してもなお、京都議定書の約束達成に不足する差分を踏まえ、

計画的に目標達成に必要と見込まれるクレジットの取得及び政府への移転を、制度改善と運用体制の強

化をしつつ、実施する。 

   ⅲ）債務保証経過業務・貸付経過業務 

・鉱工業承継業務に係る貸付金の回収について、債権の管理を適切に行い、回収額の最大化に向けて計画

的に進める。 

   ⅳ）石炭経過業務 

・貸付金償還業務について、回収額の最大化に向け、管理コスト等を勘案しつつ、個別債務者の状況に応

じた適切な措置を講じ、計画的に貸付金の回収を進める。 

・旧鉱区管理等業務について、旧石炭鉱業構造調整臨時措置法（昭和三十年制定）により機構が買収し、

最終鉱業権者となっている旧鉱区に関する鉱害の発生の防止のため、当該鉱区の管理及び鉱害発生後の

賠償を行う。 
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  ③沿革 

平成 15 年 10 月 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構設立 

平成 18 年 ４月 アルコール事業本部を完全民営化に向け特殊会社に移行 

(日本アルコール産業株式会社法の施行) 

平成 18 年 ７月 京都メカニズム クレジット取得関連業務を追加 

平成 19 年 ４月 技術経営力の強化に関する助言業務を追加 

平成 24 年 ９月 石炭資源開発業務及び地熱資源開発業務を独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構 

に承継 

平成 25 年 ４月 石炭経過業務を独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構に承継 

 

  ④設立根拠法 
    独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法（平成十四年十二月十一日・法律第百四十五号） 

 

  ⑤主務大臣（主務省所管課等） 
    経済産業大臣（経済産業省産業技術環境局技術振興課） 

    ※京都メカニズムクレジット取得関連事業は経済産業大臣及び環境大臣 
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  ⑥組織図 

独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構の組織図 

（平成 25 年４月１日現在）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（２）本社・支部等の住所 

   ①本部 〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町 1310 番 

       ミューザ川崎セントラルタワー（総合受付 16階） 

 

   ②関西支部 〒530-0001 大阪府大阪市北区梅田三丁目３-10 

       梅田ダイビル 16 階 

 

（３）資本金の状況                      （単位 ： 百万円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政 府 出 資 金 125,125 673 48 125,750 

民 間 出 資 金 157 - - 157 

資 本 金 合 計 125,282 673 48 125,907 

 

エ ネ ル ギ ー ・ 環 境 本 部 

監 事 

省 エ ネ ル ギ ー 部 

ス マ ー ト コ ミ ュ ニ テ ィ 部 

環 境 部 

理 事 長 

副 理 事 長 

理 事 

総 務 企 画 部 

電子・材料・ナノテクノロジー部 

技 術 開 発 推 進 部 

バイオテクノロジー・医療技術部 

国 際 部 

海外事務所（ﾜｼﾝﾄﾝ、ｼﾘｺﾝﾊﾞﾚｰ、ﾊﾞﾝｺｸ、
北 京 、 欧 州 、 ﾆ ｭ ｰ ﾃ ﾞ ﾘ ｰ ） 

 
 
 
 

 
 

京 都 メ カ ニ ズ ム 事 業 推 進 部 

(関西支部) 

監 事 室 

産 業 技 術 本 部 

総 務 部 

事 業 管 理 部 

新 エ ネ ル ギ ー 部 

(本 部) 

人 事 部 

資 産 管 理 部 

シ ス テ ム 業 務 部 

経 理 部 

検 査 ・ 業 務 管 理 部 

評 価 部 
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（４）役員の状況（平成 25 年３月 31 日現在） 

役 職 氏 名 任 期 担 当 経 歴 

理 事 長 古川 一夫 
自 H23.10.1 

至 H27.9.30 
組織業務運営 （株）日立製作所 執行役社長 

副理事長 羽藤 秀雄 
自 H23.7.16 

至 H27.9.30 

業務運営全般についての

理事長補佐、エネルギー・

環境全般担当 

消費者庁審議官 

理 事 植田 文雄 
自 H21.8.17 

至 H25.9.30 

電子・材料・ナノテクノロ

ジー、省エネルギー、京都

メカニズム事業推進担当 

トヨタ自動車（株）車両材料技術部 

バイオマス技術開発室シニアスタッ

フエンジニア 

理 事 和坂 貞雄 
自 H19.10.1 

至 H25.9.30 
環境、新エネルギー担当 

（独）新エネルギー・産業技術総合

開発機構 環境技術開発部長 

理 事 元木 英一 
自 H23.10.1 

至 H25.9.30 

経理、検査・業務管理、資

産管理、システム業務担当 

（独）新エネルギー・産業技術総合

開発機構 検査・業務管理部長 

理 事 国吉  浩 
自  H24.9.1 

至 H25.9.30 

国際、スマートコミュニテ

ィ担当 
近畿経済産業局地域経済部長 

理 事 倉田 健児 
自  H24.6.3 

至 H25.9.30 

産業技術全般、総務企画、

人事、評価、バイオテクノ

ロジー・医療技術担当 

(独)産業技術総合研究所 企画本部

副本部長 

監 事 藤井 哲哉 
自 H23.10.1 

至 H25.9.30 
監査業務担当 東京ガス（株）監査部長 

監 事 

(非常勤) 
渡辺 通春 

自 H21.9.1 

至 H25.9.30 
監査業務担当 

（株）東芝顧問 

（株）東芝機械監査役（非常勤） 

 

 

（５）常勤職員の状況 

常勤職員は平成 24 年度末において 824 名（前期末比-27 名、3.2％減）であり、平均年齢は 45 歳（前期末 45

歳）となっています。 

（注）時点は、平成 25 年１月１日現在。
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３．簡潔に要約された財務諸表   

 ① 貸借対照表（http://www.nedo.go.jp/introducing/teikyou_3taisyaku.html） 
（単位 ： 百万円） 

資        産 H25.3.31 現在 負        債 H25.3.31 現在 
流動資産 125,168  流動負債 21,650 
  現金及び預金 89,852    預り補助金等 109 
  有価証券 27,800  未払金 21,337 
 前渡金 533  その他の流動負債 204 
  貸付金 6,247 固定負債  5,502 
 未収金 515  退職給付引当金 1,276 
  その他の流動資産 220  保証債務損失引当金 1,860 
固定資産 17,812  鉱害賠償担保預り金 1,670 
  有形固定資産 1,382   受託事業預り金 321 
  減価償却累計額 △ 504  その他の固定負債 375 
  減損損失累計額 △ 26 負 債 合 計 27,152 
  無形固定資産 4 純     資     産 H25.3.31 現在 
  投資有価証券 10,998 資本金 125,907 
  長期前渡金 321 資本剰余金 △ 173 
  投資その他の資産 5,637 利益剰余金（△ 繰越欠損金） △ 9,906 
       前中期目標期間繰越積立金 0           
      積立金 11,445 
       前年度繰越欠損金 △ 61,831            
       当期総利益 42,002 
       △ 当期総損失 △ 1,523 
     純 資 産 合 計 115,828 

資 産 合 計 142,980 負債・純資産合計 142,980 

※ 金額の欄の計数は、原則として四捨五入によっているので端数において合計と一致しないものがあります。 

 

 ② 損益計算書（http://www.nedo.go.jp/introducing/teikyou_3taisyaku.html） 
（単位 ： 百万円） 

経   常   費   用 H24.4.1～H25.3.31 
業務費 144,658  
  給与手当 675  
  外部委託費 111,185 
  補助事業費 19,155  
  請負費 1,677 
 その他の業務費 11,966 

一般管理費 7,394 

  給与手当 3,024  
  減価償却費 77  
  その他の一般管理費 4,294  
雑損 610  

経常費用合計 152,663  
経   常   収   益 H24.4.1～H25.3.31 

運営費交付金収益 175,008  
業務収益 37  
受託収入 10,729  
補助金等収益 1,546  
資産見返負債戻入 69  
財務収益 630  
雑益 4,289  

経常収益合計 192,308  
経常利益 39,645  
臨時損失 △ 48  
臨時利益 835  
当期純利益 41,955  
△ 当期純損失 △ 1,523  
前中期目標期間繰越積立金取崩額 48  
当期総利益 42,002  
△ 当期総損失 △ 1,523  

※ 金額の欄の計数は、原則として四捨五入によっているので端数において合計と一致し

ないものがあります。 
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 ③ キャッシュ・フロー計算書（http://www.nedo.go.jp/introducing/teikyou_3taisyaku.html） 
（単位 ： 百万円） 

項               目 H24.4.1～H25.3.31 

Ⅰ．業務活動によるキャッシュ・フロー 8,421 

   （支出：原材料、商品又はサービスの購入等）  

   （収入：運営費交付金、補助金等）  
     

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー  1,124 

   （支出：定期預金の預入等）  

   （収入：定期預金の払戻等）  

     

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 653 

   （支出：不要財産に係る国庫納付等）  

  （収入：政府出資金の受入）  
     

Ⅳ．資金増加額（△資金減少額） 10,198 

     

Ⅴ．資金期首残高 2,934 

    

Ⅵ．資金期末残高 13,132 

※ 金額の欄の計数は、原則として四捨五入によっているので端数において合計と一致しないものがあります。 

 

 ④ 行政サービス実施コスト計算書（http://www.nedo.go.jp/introducing/teikyou_3taisyaku.html） 
                                                                         （単位 ： 百万円） 

項               目 H24.4.1～H25.3.31 

Ⅰ．業務費用 136,206 

   損益計算書上の費用  152,711 

   （控除）自己収入等 △ 16,505 

     
Ⅱ．損益外減価償却相当額 1  

      

Ⅲ．損益外減損損失相当額 119 

    

Ⅳ．損益外除売却差額相当額 △ 95 

    

Ⅴ．引当外賞与見積額 △ 18 

      

Ⅵ．引当外退職給付増加見積額 313 
  
Ⅶ．機会費用 1,740 

   国有財産無償使用の機会費用 1,038 

   政府出資等の機会費用 702 

  
Ⅷ．（控除）法人税等及び国庫納付額 △ 602 

     
Ⅸ．行政サービス実施コスト  137,663 

※ 金額の欄の計数は、原則として四捨五入によっているので端数において合計と一致しないものがあります。 
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（参考）財務諸表の科目の説明（主なもの）   

 

① 貸借対照表  
現金及び預金：現金、１年以内に満期の到来する預金 

有 価 証 券：１年以内に満期の到来する国債、政府保証債、その他の債券 

前 渡 金：通常の業務活動において発生した前渡金 

貸 付 金：融資事業の貸付元本 

未 収 金：通常の業務活動において発生した未収入金 

その他の流動資産：未収収益、前払費用 等 

有形固定資産：建物、構築物、機械及び装置、車両運搬具、工具器具備品、土地など長期にわたって使

用または利用する有形の固定資産  

減価償却累計額：損益計算書に計上された減価償却費の累計額及び損益外減価償却相当額の累計額 

減損損失累計額：固定資産の使用しない決定を行い、中期計画等で想定した業務を行った上で発生した

減損額 

無形固定資産：電話加入権 

投資有価証券：１年以内に満期の到来しない国債、政府保証債、その他の債券 

長 期 前 渡金：排出量取引によるクレジット取得に係る前渡金 

投資その他の資産：破産更生債権等、敷金・保証金 等 

運営費交付金債務：国からの運営費交付金のうち、未実施の部分に該当する債務残高 

預り補助金等：補助金の概算交付に係る預り金 

未 払 金：通常の業務活動において発生した未払金 

その他の流動負債：１年内返済予定長期借入金、預り金 等 

退職給付引当金：退職給付に係る引当金（運営費交付金に基づく収益以外の収益によってその支払い財

源が予定されているもの） 

保証債務損失引当金：債務保証に係る損失に備えるための引当金 

鉱害賠償担保預り金：石炭経過業務における鉱害発生時の賠償に備えるための担保預り金 

受託事業預り金：国からの受託事業における預り金 

その他の固定負債：資産見返負債、長期前受収益 等 

資 本 金：国及び民間からの出資金 

資 本 剰 余金：資本金及び利益剰余金以外の資本 

利 益 剰 余金：業務に関連して発生した剰余金の累計額  

繰 越 欠 損金：業務に関連して発生した欠損金の累計額  

積 立 金：当期未処分利益を毎期積み立てた合計額 

前中期目標期間繰越積立金：前中期目標期間の最後の事業年度の利益処分により、現中期目標期間に繰 

り越すこととされた積立金 

 

② 損益計算書  
業 務 費：業務に要した費用  

一 般 管 理費：当法人の運営に必要な職員等に要する給与、賞与等の人件費及び賃借料 等 

財 務 費 用：利息の支払に要する経費  

運営費交付金収益：国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識した収益及び会計基準第 81

第３項による振替額 

業 務 収 益：貸付金利息収入 等 

受 託 収 入：国からの受託事業に係る収入 

補助金等収益：国からの補助金のうち、当期の収益として認識した収益  

資産見返負債戻入：補助金等を財源として償却資産を取得したときの当該資産に係る当事業年度分の減 

価償却費 

財 務 収 益：有価証券利息 等 
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臨 時 損 失：退職給付引当金繰入額 等 

臨 時 利 益：保証債務損失引当金戻入益 等 

前中期目標期間繰越積立金取崩額：前中期目標期間繰越積立金のうち、当事業年度に取り崩した額 

 

③ キャッシュ・フロー計算書 
業務活動によるキャッシュ・フロー：通常の業務の実施に係る資金の状態を表し、サービスの提供等に

よる収入、原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出等が該当  

投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資

金の状態を表し、固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出が該当  

財務活動によるキャッシュ・フロー：増資等による資金の収入・支出、借入れ・返済による収入・支出

等、資金の調達及び返済などが該当  

 

④ 行政サービス実施コスト計算書  
業 務 費 用：機構が実施する行政サービスのコストのうち、損益計算書における費用相当額として計

上される費用から、国等から以外の収益を差し引いた費用  

損益外減価償却相当額：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されないものとして

特定された資産の減価償却費相当額（損益計算書には計上していないが、累計額は貸借

対照表に記載されている） 

損益外減損損失相当額：独立行政法人会計基準第 87「特定の償却資産の減価に係る会計処理」を行うと

した償却資産及び非償却資産について使用しない決定を行い、中期計画等で想定した業

務を行った上で発生した減損額（損益計算書には計上していないが、累計額は貸借対照

表に記載されている） 

損益外除売却差額相当額：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されないものとし

て特定された資産の除売却損益相当額（損益計算書には計上していないが、累計額は貸

借対照表に記載されている） 

引当外賞与見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の賞与引当金見積額（損

益計算書には計上していないが、同額を貸借対照表に注記している）  

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合や国等からの

出向職員に係る機会費用など退職給付引当金の計上を必要としない場合の退職給付引当

金増加見積額  

機 会 費 用：政府出資金合計額に一定の割合を乗じたもの、国又は地方公共団体の財産を無償又は減

額された使用料により賃貸した場合の本来負担すべき金額などが該当  

 

４．財務情報   

(１) 財務諸表の概況   

① 経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、キャッシュ･フロー等の主要な財務デ

ータの経年比較・分析（内容・増減理由） 
（経常費用）  

平成 24 年度の経常費用は 152,663 百万円と、前年度比 26,669 百万円の減（14.9％減）となっている。

これは、補助事業費が前年度比 15,552 百万円の減（44.8％減）となったことが主な要因である。  

（経常収益）  

平成 24 年度の経常収益は 192,308 百万円と、前年度比 16,877 百万円の増（9.6％増）となっている。こ

れは、運営費交付金収益が前年度比 30,447 百万円の増（21.1％増）となったことが主な要因である。  

（当期総損益）  

上記経常損益の状況、臨時利益として 835 百万円及び臨時損失として 48 百万円を計上した結果、平成

24 年度の当期総損益は 40,479 百万円と、前年度比 38,040 百万円の増（1559.7％増）となっている。  
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（資産）  

平成 24 年度末現在の資産合計は 142,980 百万円と、前年度末比 303 百万円の減（0.2％減）となってい

る。これは、投資その他の資産の減 28,742 百万円（62.9％減）及び現金及び預金の増 18,306 百万円（25.6％

増）が主な要因である。 

（負債）  

平成 24 年度末現在の負債合計は 27,152 百万円と、前年度末比 41,363 百万円の減（60.4％減）となって

いる。これは、運営費交付金債務の減 53,508 百万円（100.0％減）が主な要因である。  

（業務活動によるキャッシュ・フロー）  

平成 24 年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 8,421 百万円と、前年度比 15,888 百万円の減

（212.8％減）となっている。これは、原材料、商品又はサービスの購入による支出が 43,396 百万円の減

（26.2％減）及び運営費交付金収入が 16,934 百万円の減（12.2％減）となったことが主な要因である。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

平成 24 年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 1,124 百万円と、前年度比 2,433 百万円の減（68.4％

減）となっている。これは、定期預金の払戻による収入が 42,812 百万円の減（19.5％減）及び定期預金の

預入による支出が 31,244 百万円の減（14.5％減）となったことが主な要因である。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

平成 24 年度の財務活動によるキャッシュ・フローは 653 百万円と、前年度比 4,006 百万円の減（86.0％

減）となっている。これは、政府出資金の受入による収入が前年度比 4,111 百万円の減（85.9％減）とな

ったことが主な要因である。 

 

表 主要な財務データの経年比較 
[単位：百万円] 

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

経常費用  207,565  277,716  255,779  179,331  152,663 

経常収益  205,534  272,001  249,512  175,431  192,308 

当期総利益  △ 880  △ 3,925  △ 6,037 (注2) 2,439 (注 5)  40,479 

資産  135,784  160,654  147,232  143,284  142,980 

負債  50,180  77,034  78,047  68,515  27,152 

利益剰余金（又は△繰越欠損金）  △ 42,679  △ 46,607  △ 52,648  △ 50,338  △ 9,906 

業務活動によるキャッシュ・フロー  △ 63,762  25,673  1,625 (注3) △ 7,466 (注 6)   8,421 

投資活動によるキャッシュ･フロー  64,552  △ 29,225  10,194  3,558  1,124 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △ 498 (注 1) 5,016  △ 12,238 (注4) 4,659  653 

資金期末残高  1,748  3,212  2,792  2,934  13,132 

（注）第２期中期目標期間：平成 20 年度～平成 24 年度（５年間） 

対前年度比における著しい変動の理由  

（注１）政府出資金の受入による収入の増等のため 

（注２）臨時利益の増等のため 

（注３）受託収入の減等のため 

（注４）不要財産に係る国庫納付等による支出の減等のため 

（注５）会計基準第 81 第３項による運営費交付金債務の収益振替があったこと等のため 

（注６）原材料、商品又はサービスの購入による支出の減等のため 

 

 ② セグメント事業損益の経年比較・分析（内容・増減理由） 
（区分経理によるセグメント情報） 

一般勘定の経常損益は 5,304 百万円と、前年度比 3,818 百万円の増（256.9％増）となっている。これは、

業務費における補助事業費が前年度比 13,324 百万円の減（75.4％減）となったことが主な要因である。  

電源利用勘定の経常損益は 2,566 百万円と、前年度比 1,963 百万円の増（325.9％増）となっている。こ

れは、運営費交付金収益が前年度比 3,880 百万円の増（99.2％増）となったことが主な要因である。 

エネルギー需給勘定の経常損益は 33,447 百万円と、前年度比 33,176 百万円の増（12275.4％増）となっ

ている。これは、運営費交付金収益が前年度比 46,565 百万円の増（57.2％増）となったことが主な要因で

ある。 
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基盤技術研究促進勘定の経常損益は△621 百万円と、前年度比 4,397 百万円の増（87.6％増）となって

いる。これは、業務費における外部委託費が前年度比 4,342 百万円の減（86.6％減）となったことが主な

要因である。 

鉱工業承継勘定の経常損益は△５百万円と、前年度比５百万円の減（894.6％減）となっている。これは、

業務収益におけるその他の業務収入が前年度比５百万円の減（91.7％減）となったことが主な要因である。 

石炭経過勘定の経常損益は△1,044 百万円と、前年度比 196 百万円の増（15.8％増）となっている。こ

れは、一般管理費における給与手当が前年度比 113 百万円の減（28.6％減）となったことが主な要因であ

る。 

 

（業務区分によるセグメント情報） 

産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関連業務等の事業損益は 40,695百万円と、前年

度比 43,342 百万円の増(1637.3％増)となっている。 

クレジット取得関連業務の業務費は前年度比 2,544 百万円の減（19.2％減）、受託収入は前年度比 2,544

百万円の減（19.2％減）となっている。 

債務保証経過業務・貸付経過業務の事業損益は△５百万円と、前年度比５百万円の減(799.2％減)となっ

ている。 

石炭経過業務の事業損益は△1,044 百万円と、前年度 208 百万円の増（16.6％増）となっている。 

 

表 経常損益の経年比較（区分経理によるセグメント情報） 
[単位：百万円] 

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

一般勘定 

経常費用  45,115  67,929  79,737  63,986  38,822 

経常収益  45,592  68,433  80,813  65,472 
 
 44,126 

経常損益  477  504  1,076  1,486  5,304 

電源利用勘定 

経常費用  10,862  10,874  5,676  3,971  5,496 

経常収益  11,294  11,150  6,163  4,573  8,061 

経常損益  432  276  486  602  2,566 

エネルギー需給勘定 

経常費用  147,319  191,509  160,659  104,539  106,170 

経常収益  147,483  191,374  162,073  104,809  139,616 

経常損益  163  △ 135  1,415  270  33,447 

基盤技術研究促進勘定 

経常費用  2,297  5,680  8,607  5,184 (注1) 709 

経常収益  387  388  344  166  88 

経常損益  △ 1,910  △ 5,292  △ 8,263  △ 5,018  △ 621 

鉱工業承継勘定 

経常費用  151  124  106  11  8 

経常収益  273  264  218  11  3 

経常損益  122  140  113  △ 1 
 
 △ 5 

石炭経過勘定 

経常費用  1,865  1,796  1,672  1,745  1,535 

経常収益  547  583  576  505  490 

経常損益  △ 1,318  △ 1,213  △ 1,097  △ 1,240   △ 1,044 

特定事業活動等促進経過勘定 

経常費用  0  0  0  -  - 

経常収益  6  4  3  -  - 

経常損益  5  4  3  -  - 

調整 

経常費用  △ 46  △ 196  △ 679  △ 105  △ 77 

経常収益  △ 46  △ 196  △ 679  △ 105  △ 77 

経常損益  -  -  -  -  - 

合   計 

経常費用  207,565  277,716  255,779  179,331  152,663 

経常収益  205,534  272,001  249,512  175,431  192,308 

経常損益  △ 2,030  △ 5,715  △ 6,267  △ 3,900  39,645 

（注）第２期中期目標期間：平成 20 年度～平成 24 年度（５年間）。特定事業活動等促進経過勘定は、平成 23 年４月１日付けで

廃止。 

対前年度比における著しい変動の理由 

（注１）外部委託費が減少したため 
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表 事業損益の経年比較（業務区分によるセグメント情報） 
 [単位：百万円] 

  平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

産業技術開発関連業務及び新
エネルギー・省エネルギー関連
業務等 
（旧）研究開発関連業務及び新エ
ネルギー・省エネルギー導入普及
関連業務等 

事業費用 
 

 
198,094  209,670  201,570  164,302 

 
140,390 

事業収益  197,273  205,050  196,307  161,655  181,085 

事業損益  △ 821  △ 4,620  △ 5,262  △ 2,647 (注2) 40,695 

クレジット取得関連業務 

事業費用  7,454 (注 1） 66,126  52,431  13,273  10,729 

事業収益  7,454 (注 1） 66,126  52,431  13,273  10,729 

事業損益  -  -  -  -  - 

債務保証経過業務・貸付経

過業務 

(旧)出資・貸付経過業務 

事業費用  152  124  106  11  8 

事業収益  278  267  221  11  3 

事業損益  126  143  115  △ 1  △ 5 

石炭経過業務 

事業費用  1,865  1,796  1,672  1,745  1,535 

事業収益  530  558  553  493  490 

事業損益  △ 1,335  △ 1,238  △ 1,119  △ 1,252  △ 1,044 

合   計 

事業費用  207,565  277,716  255,779  179,331  152,663 

事業収益  205,534  272,001  249,512  175,431  192,308 

事業損益  △ 2,030  △ 5,715  △ 6,267  △ 3,900  39,645 

（注）第２期中期目標期間：平成 20 年度～平成 24 年度（５年間）。「産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関

連業務等」及び「債務保証経過業務・貸付経過業務」の区分は、平成 19 事業年度において、それぞれ「研究開発関連業務及

び新エネルギー・省エネルギー導入普及関連業務等」、「出資・貸付経過業務」と区分していたものを、第二期中期計画にお

ける事業区分の見直しに伴い、平成 20 事業年度からは区分の名称及び事業内容を変更している。このため、平成 19 年度は

変更前の区分による情報、平成 20 年度以降は変更後の情報を記載している。 

   なお、この変更がセグメント情報に与える影響は軽微なものである。 

対前年度比における著しい変動の理由 

（注１）クレジット取得関連業務の事業規模が増加したため 

（注２）会計基準第 81 第３項による運営費交付金債務の収益振替があったこと等のため 

 

③ セグメント総資産の経年比較・分析（内容・増減理由） 
（区分経理によるセグメント情報）  

一般勘定の総資産は 16,541 百万円と、前年度比 7,565 百万円の減（31.4％減）となっている。これは、

現金及び預金が前年度比 6,260 百万円の減（28.2％減）となったことが主な要因である。  

電源利用勘定の総資産は 5,592 百万円と、前年度比 533 百万円の増（10.5％増）となっている。これは、

現金及び預金が前年度比 635 百万円の増（13.4％増）となったことが主な要因である。 

エネルギー需給勘定の総資産は 56,653 百万円と、前年度比 7,926 百万円の増（16.3％増）となっている。

これは、現金及び預金が前年度比 14,742 百万円の増（36.3％増）となったことが主な要因である。  

基盤技術研究促進勘定の総資産は 11,107 百万円と、前年度比 43 百万円の増（0.4％増）となっている。

これは、現金及び預金が前年度比 114 百万円の増(11.7％増)となったことが主な要因である。 

鉱工業承継勘定の総資産は 1,738 百万円と、前年度比３百万円の減（0.1％減）となっている。これは、

貸付金が前年度比 25 百万円の減（100.0％減）となったことが主な要因である。  

石炭経過勘定の総資産は 51,426 百万円と、前年度比 1,164 百万円の減（2.2％減）となっている。これ

は、貸付金が前年度比 944 百万円の減（13.1％減）となったことが主な要因である。 

 

（業務区分によるセグメント情報） 

産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関連業務等の総資産は 89,444 百万円と、前年度

比 3,598 百万円の増(4.2％増)となっている。  

クレジット取得関連業務の総資産は 372 百万円と、前年度比 2,735 百万円の減（88.0％減）となってい

る。これは、クレジット取得に係る長期前渡金が前年度比 2,753 百万円の減（89.6％減）となったことが

主な要因である。 

債務保証経過業務・貸付経過業務の総資産は 1,738 百万円と、前年度比３百万円の減(0.1％減)となって

いる。  

石炭経過業務の総資産は 51,425 百万円と、前年度比 1,165百万円の減（2.2％減）となっている。 

 



 

- 13 - 

表 総資産の経年比較（区分経理によるセグメント情報） 
[単位：百万円] 

  平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

一般勘定 総資産  11,223  45,599  48,174  24,106  16,541 

電源利用勘定 総資産  4,230  3,678  3,376  5,059  5,592 

エネルギー需給勘定 総資産  39,849  32,448  34,237  48,727  56,653 

基盤技術研究促進勘定 総資産  10,697  10,901  11,302  11,065  11,107 

鉱工業承継勘定 総資産  18,910  18,568  1,853  1,741  1,738 

石炭経過勘定 総資産  50,322  49,051  47,681  52,590  51,426 

特定事業活動等促進経過勘定 総資産  599  605  609  -  - 

調整 総資産  △ 46  △ 196  0  △ 4  △ 78 

合   計 総資産  135,784  160,654  147,232  143,284  142,980 

（注）第２期中期目標期間：平成 20 年度～平成 24 年度（５年間）。特定事業活動等促進経過勘定は、平成 23 年４月１日付けで

廃止。 

 

表 総資産の経年比較（業務区分によるセグメント情報） 
[単位：百万円] 

  平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

産業技術開発関連業務及び新エネル
ギー・省エネルギー関連業務等 
（旧）研究開発関連業務及び新エネルギ
ー・省エネルギー導入普及関連業務等 

総資産  51,989  80,330  

 

91,238  

 

85,846 

  

89,444 

クレジット取得関連業務 総資産  10,738  8,883  5,851  3,107 (注1) 372 

債務保証経過業務・貸付経過業務 
（旧）出資・貸付経過業務 

総資産  22,752  22,415  2,462  1,741  1,738 

石炭経過業務 総資産  50,305  49,025  47,681  52,590  51,425 

合   計 総資産  135,784  160,654  147,232  143,284  142,980 

（注）第２期中期目標期間：平成 20 年度～平成 24 年度（５年間）。「産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関

連業務等」及び「債務保証経過業務・貸付経過業務」の区分は、平成 19 事業年度において、それぞれ「研究開発関連業務及

び新エネルギー・省エネルギー導入普及関連業務等」、「出資・貸付経過業務」と区分していたものを、第二期中期計画にお

ける事業区分の見直しに伴い、平成 20 事業年度からは区分の名称及び事業内容を変更している。このため、平成 19 年度は

変更前の区分による情報、平成 20 年度以降は変更後の情報を記載している。 

   なお、この変更がセグメント情報に与える影響は軽微なものである。 

対前年度比における著しい変動の理由 

（注１）クレジット取得に係る長期前渡金が減少したため 

 

④ 目的積立金の申請、取崩内容等 
該当なし。 

 

⑤ 行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析（内容・増減理由） 
平成 24 年度の行政サービス実施コストは 137,663 百万円と、前年度比 20,469 百万円の減（12.9％減）と

なっている。これは、業務費用が対前年度比 19,248 百万円の減（12.4％減）となったことが主な要因である。 
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表 行政サービス実施コストの経年比較 
[単位：百万円] 

  平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

業務費用  194,115  205,820  198,474  155,454  136,206 

うち損益計算上の費用  207,611  277,788  255,903  179,400  152,711 

うち自己収入  △ 13,497  △ 71,968  △ 57,430  △ 23,946  △ 16,505 

損益外減価償却等相当額  43  6  6  5  1 

損益外減損損失相当額  817  -  5  28 (注1) 119 

損益外除売却差額相当額 -  -  △ 47    1   (注2) △ 95 

引当外賞与見積額  △ 28  △ 5  △ 11  △ 19  △ 18 

引当外退職給付増加見積額  571  111  143  267  313 

機会費用  2,464  2,774  2,625  2,548  1,740 

（控除）法人税等及び国庫納付金  △ 769  △ 757  △ 618  △ 153  △ 602 

行政サービス実施コスト  197,213  207,949  200,576  158,132  137,663 

（注）第２期中期目標期間：平成 20 年度～平成 24 年度（５年間） 

対前年度比における著しい変動の理由 

（注１）減損処理を行ったため 

（注２）資産の売却を行ったため 

 

(２) 施設等投資の状況（重要なもの） 

① 当事業年度中に完成した主要施設等 
    該当なし 

 

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 
    該当なし 

 

③ 当事業年度中に処分した主要施設等 
    区分所有宿舎 

    吉塚敷地 

    太宰府敷地 

    粕屋敷地 



 

- 15 - 

(３) 予算・決算の概況 

[単位：百万円] 

区分 
平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由 

収入 257,107 223,513 286,471 310,457 249,526 285,725 164,292 174,204 135,242 138,338   

運営費交付金 154,826 154,826 190,299 190,299 166,595 166,595 138,514 138,514 121,891 121,580 
 「国家公務員の給与の改定及び臨時特
例に関する法律」に準じた給与削減があ
ったため 

国庫補助金 63,018 53,784 39,357 45,059 29,544 33,700 3,123 11,161 309 326 前年度からの繰越があったため 

受託収入 30,842 4,709 43,322 64,022 42,824 49,722 16,336 10,520 7,958 7,977 前年度からの繰越があったため 

政府出資金 5,000 2,100 10,500 5,500 5,000 8,663 1,200 4,784 500 673 前年度からの繰越があったため 

貸付回収金 1,185 2,825 667 965 698 1,410 1,127 2,466 1,094 1,164 貸付金の回収が予定より多かったため 

業務収入 349 1,336 437 1,379 2,575 4,481 1,951 3,796 1,364 2,904 事業者からの返還があったため 

その他収入 1,886 3,933 1,888 3,234 2,289 (注 1) 21,155 2,041 2,963 2,125 3,715 資産売却収入が予定より多かったため 

支出 258,483 205,651 288,013 274,638 254,043 274,047 165,195 175,625 136,883 150,033 
 

業務経費 154,286 135,240 195,791 156,371 169,520 161,514 137,241 145,783 120,517 134,383 前年度からの繰越があったため 

国庫補助金事業費 63,018 53,784 39,357 45,059 29,544 33,700 3,123 11,161 309 326 前年度からの繰越があったため 

受託経費 30,842 4,709 43,322 64,022 42,824 49,722 16,336 10,520 7,958 7,977 前年度からの繰越があったため 

借入金償還 725 725 484 484 241 241 54 54 - - 
 

支払利息 48 48 23 23 7 7 1 1 - -   

一般管理費 9,564 9,272 9,037 8,679 8,663 8,202 8,367 8,035 8,098 7,327   

その他支出 - 1,873 - - 3,243 (注 2) 20,660 74 71 - 20 国庫納付による支出があったため 

（注）第２期中期目標期間：平成 20 年度～平成 24 年度（５年間） 

予算額と決算額の差額の説明  

（注１）資産売却収入が予定より多かった等のため 

（注２）政府出資の払戻による支出があったため 
  

(４) 経費削減及び効率化目標との関係 

 機構においては、当中期目標期間（平成 20 年度～平成 24 年度）終了年度における一般管理費を、平成 19 年度

比 15％を上回る削減を目標としている。この目標を達成するため、役職員人件費の削減、情報システム関連経費

の抑制等の取組による事務経費の効率化の措置を講じ、平成 24 年度末時点で、平成 19 年度比 22.7％の削減を達

成した。なお、人件費については、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」等に基

づき、平成 17 年度比５％を上回る総人件費削減を実施することを目標としており、「国家公務員の給与の改定及

び臨時特例に関する法律」に準じた給与及び賞与の減額、民間出向者の抑制及び退職者の不補充による人員削減

等の取組を実施し、総人件費の削減を行っているところである。 

 また、事業費については、当中期目標期間終了年度において、平成 19 年度比５％（ただし、京都メカニズム取

得関連業務、基盤技術研究促進事業、競争的資金及び補正予算は除く）を上回る効率化を目標としており、当該

目標達成のため①機構の実施プロジェクト数については、平成 19 年度の 120 件に対し平成 24 年度は 64 件に重点

化、②プロジェクトの大括り化等を実施しつつ、国が行うべき重点的研究開発テーマへの選択と集中、③途中段

階での厳正な中間評価の実施と、プロジェクトのテーマの中止、見直し、資金追加による開発成果促進等のマネ

ジメント、④異なるプロジェクト間の相互連携による成果の相互活用、⑤ユーザー企業を含めた垂直連携等の成

果を挙げるための先進的なプロジェクトフォーメーションの工夫、⑥複数年度契約を始めとする研究現場の状況

変化に対応可能な柔軟な制度設計等の措置を講じ、事業の質を損なうことなく、むしろ向上させながら効率化を

行っているところである。 

 

                                             （単位：百万円） 

区分 

基準額※1 当中期目標期間 

金額 比率 
23 年度 24 年度 

金額 比率 金額 比率 

①一般管理費 9,208  100％ 7,846  85.2% 7,122 77.3% 

②総人件費 7,418  100％ 5,805 78.2% 5,366 72.3% 

③事業費 186,101 100％ 111,540 59.9% 113,536 61.0% 

※１ 一般管理費、事業費については、平成 19 年度予算を基準とし、削減目標を設定している。総人件費 

については、平成 17 年度を基準とし、削減目標を設定している。 
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５．事業の説明   

(１) 財源構造   

機構の経常収益は 192,308 百万円で、その内訳は、運営費交付金収益 175,008 百万円（収益の 91.0％）、業

務収益 37 百万円（収益の 0.0％）、受託収入 10,729 百万円（収益の 5.6％）、補助金等収益 1,546 百万円（収

益の 0.8％）、資産見返負債戻入 69 百万円（収益の 0.0％）、財務収益 630 百万円（収益の 0.3％）、雑益 4,289

百万円（収益の 2.2％）となっている。 

これを業務別に区分すると、産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関連業務等では、運営

費交付金収益 175,008 百万円（事業収益の 96.6％）、業務収益 37 百万円（事業収益の 0.0％）、補助金等収益

1,546 百万円（事業収益の 0.9％）、資産見返負債戻入 69 百万円（事業収益の 0.0％）、財務収益 150 百万円（事

業収益の 0.1％）、雑益 4,277 百万円（事業収益の 2.4％）、クレジット取得関連業務では、受託収入 10,729 百

万円（事業収益の 100.0％）、債務保証経過業務・貸付経過業務では、業務収益１百万円（事業収益の 24.0％）、

財務収益２百万円（事業収益の 74.8％）、雑益０百万円（事業収益の 1.2％）、石炭経過業務では、財務収益

478 百万円（事業収益の 97.5％）、雑益 12 百万円（事業収益の 2.5％）となっている。 

 

(２) 財務データ及び業務実績報告書と関連付けた事業説明   

 ア 産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関連業務等 
産業技術開発関連業務については、我が国の産業競争力の強化を通じた経済活性化及びエネルギー・環境問

題の解決に貢献するよう、１）ナショナルプロジェクト、２）実用化・企業化促進事業、３）技術シーズの育

成事業の３種の事業を組み合わせて実施した。新エネルギー・省エネルギー関連業務等については、技術開発、

実証試験、導入促進(単純な普及支援は除く)の事業を、三位一体で推進するなどにより、効率的・効果的に実

施した。 

事業の財源は、運営費交付金（平成 24 年度交付額 121,580 百万円）、国庫補助金（平成 24 年度 326 百万円）、

政府出資金（平成 24 年度 673 百万円）、業務収入（平成 24 年度 2,891 百万円）、その他収入（平成 24 年度 2,938

百万円）となっている。 

事業に要する費用は、業務経費 133,635 百万円、国庫補助金事業費 326 百万円、一般管理費 6,527 百万円、

その他支出 20 百万円である。 

 

 イ クレジット取得関連業務 
クレジット取得関連業務の実施に当たっては、経済産業省及び環境省との緊密な連携の下、「京都議定書目

標達成計画」に沿って実施した。その際、①リスクの低減を図りつつ、費用対効果を考慮して取得すること、

②地球規模での温暖化防止、途上国の持続可能な開発への支援を図ること、という観点を踏まえつつ、適切に

業務を推進した。 

事業の財源は、受託収入（平成 24 年度 7,977 百万円）となっている。 

事業に要する費用は、受託経費 7,977 百万円である。 

 

 ウ 債務保証経過業務・貸付経過業務 
鉱工業承継業務に係る貸付金の回収については、債権の管理を適切に行い、回収額の最大化に向けて計画的

に進めた。 

事業の財源は、貸付回収金（平成 24 年度 29 百万円）、業務収入（平成 24 年度２百万円）、その他収入（平

成 24 年度２百万円）となっている。 

事業に要する費用は、一般管理費８百万円となっている。 

 

 エ 石炭経過業務 
  （ア）貸付金償還業務 

回収額の最大化に向け、管理コスト等を勘案しつつ、個別債務者の状況に応じた適切な措置を講じ、計

画的に貸付金の回収を進めた。 
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  （イ）旧鉱区管理等業務 

旧石炭鉱業構造調整臨時措置法（昭和三十年制定）により機構が買収し、最終鉱業権者となっている旧

鉱区に関する鉱害の発生の防止のため当該鉱区及びぼた山の管理を行った。 

事業の財源は、貸付回収金（平成 24年度 1,134 百万円）、業務収入（平成 24 年度 11 百万円）、その他収

入（平成 24 年度 775 百万円）となっている。 

事業に要する費用は、業務経費 748 百万円、一般管理費 791 百万円となっている。 

 

各業務の具体的な内容については、「Ⅱ 参考編（平成 24 年度の事業実績）」を参照。 

 



 - 18 - 

Ⅱ  参考編（平成２４年度の事業実績） 
 

１．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を

達成するためとるべき措置 

（１）産業技術開発関連業務 

［中期計画］ 

 機構が産業技術開発関連業務を推進するに当たっては、第３期科学技術基本計画（平成１８年３月閣議決定）におい

て重点分野とされたライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料、エネルギー、ものづくり技術等の

基本的な政策に基づく分野について、日本の産業競争力強化へつながるテーマを実施する。併せて、エコイノベーショ

ンの実現を意識し、他の機関にはない機構の特徴とこれまでの業績を明確に意識、検証しつつ、以下の基本方針の下、

産業技術開発関連業務を推進する。 

［２４年度計画］ 

機構が産業技術開発関連業務を推進するに当たっては、新成長戦略（平成２２年６月閣議決定）及び第４期科学技術基

本計画（平成２３年８月閣議決定）に貢献するためグリーン・イノベーション、ライフ・イノベーションなどに関連す

る技術開発及び国際標準化研究開発などを着実に遂行する。なお、プロジェクトマネジメントの推進にあたっては、常

にスピード感とグローバルな視点を持ち、実施内容を精査しながら行うこととする。 

 

＜グリーン・イノベーション、ライフ・イノベーション等の強化＞ 

これまで機構が取り組んできた太陽光、燃料電池、蓄電池等のグリーン・イノベーション関連技術開発、ライフ・イノ

ベーション関連技術開発、国際標準化研究開発などをさらに強化する。 

 

＜国際的取り組みの強化＞ 

世界的なエネルギー・環境問題の解決をリードしつつ、我が国の経済成長を実現させていくため、これまで機構はスマ

ートグリッド分野や水分野などでの国際共同事業を行ってきているが、引き続き、我が国の有するエネルギー・環境関

連技術について、世界標準となる技術の確立を図るとともに、将来におけるエネルギー、環境、産業分野での市場の拡

大を目指し、国際的な協力・協調関係をさらに重層化していく。 

（ア）研究開発マネジメントの高度化 

ⅰ）全般に係る事項 
［中期計画］ 

 機構が産業技術開発関連業務を推進するに当たっては、ＰＤＳ（企画－実施－評価）サイクルを深化させ、高度な研

究開発マネジメントを実践する。具体的には、産業技術開発関連業務を実施するに当たって、以下に留意することとす

る。 

［２４年度計画］ 

 機構が産業技術開発関連業務を推進するに当たっては、ＰＤＳ（企画－実施－評価）サイクルを深化させ、高度な研

究開発マネジメントを実践する。具体的には、産業技術開発関連業務を実施するに当たって、以下に留意することとす

る。 

 

［中期計画］ 

・将来の社会ニーズや技術進歩の動向、国際的な競争ポジション等を踏まえ、要素技術、要求スペック、それらの導入

シナリオを時間軸上に示した「技術戦略マップ」の改訂を毎年度継続する。 

・「技術戦略マップ」の策定・改訂及び日々の学界・産業界との情報交換等により構築した有識者とのネットワークを

深化・拡大し、機構の研究開発マネジメントに活用する。 

［２４年度計画］ 

・将来の社会ニーズや技術進歩の動向、国際的な競争ポジション等を踏まえ、要素技術、要求スペック、それらの導入

シナリオを時間軸上に示した「技術戦略マップ」の改訂を行う。 

・「技術戦略マップ」の策定・改訂及び日々の学界・産業界との情報交換等により構築した有識者とのネットワークを

深化・拡大し、機構の研究開発マネジメントに活用する。 

[２４年度業務実績] 

・機構は、経済産業省、産業界等との連携の下、総勢約６００名の産学官の専門家の英知を結集して、研究開発プロジ

ェクト戦略の基本となる「技術戦略マップ２０１３」を策定した。策定に当たっては、機構が計３５回の策定ワーキ

ンググループを開催し、最新の技術動向や市場動向、研究開発成果を基に８分野を対象に改訂を行った。 

・技術戦略マップの策定・改訂において、当該分野の有識者のみならず、異分野の有識者との意見交換を行うことによ

り、有識者とのネットワークの深化・拡大を図り、機構の研究開発マネジメントに活用した。 
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［中期計画］ 

・ＰＤＳサイクルの一層の深化と確実な定着を図るべく、中間評価、事後評価及び追跡調査の各結果から得られた知

見・教訓を「ＮＥＤＯ研究開発マネジメントガイドライン」において引き続き組織知として蓄積するよう毎年度改訂

するとともに、同ガイドラインが機構内でより一層活用されるよう、毎年度２回以上の機構内の普及活動を実施する。 

［２４年度計画］ 

・「ＮＥＤＯ研究開発マネジメントガイドライン」については、機構が実施する中間評価、事後評価等から得られた知

見を追加して平成２４年度中に改訂し、機構内に周知する。また、同ガイドラインが機構内でより一層活用されるよ

う、年度内に２回以上、機構内の普及活動を行う。 

・国際的な共同研究・実証を視野に置いた知財戦略・標準化戦略の枠組みの構築や平成２２年度に策定した「知財に関

するマネジメント基本方針」の着実な運用と高度化、更なる出口戦略を強力に推進する。 

［２４年度業務実績］ 

・「ＮＥＤＯ研究開発マネジメントガイドライン」については、機構が実施する中間評価、事後評価等から得られたマ

ネジメント上の成功事例及び教訓となる事例を６件追加するなどの改訂を行った。また職員向け研修における説明会

を７回行うなど、機構内の普及活動を行った。 

・平成２４年度新規公募時に求めた知財提案の内容把握を行いつつ、プロジェクト実施者、ならびに機構内における知

財マネジメント事例を収集し、ノウハウの蓄積に努めた。これを踏まえ、「ＮＥＤＯプロジェクトにおける知財マネ

ジメント基本方針」の改訂・公表を行い、知財合意書の作成ガイドを策定した。また、特許分析システムの運用及び

普及の観点から、終了プロジェクトの分析事例を主たる内容としたシステム操作研修を実施した。 

 

［中期計画］ 

・機構職員が研究現場に直接出向くことにより「企業・大学インタビュー」を毎年度実施し、その結果を研究開発マネ

ジメントの高度化等のための具体的な取組に結び付け、翌年度のインタビューで評価する。 

［２４年度計画］ 

・機構職員が研究現場に直接出向くことにより「企業インタビュー」を実施し、その結果を研究開発マネジメントの高

度化等のための具体的な取組に結び付け、平成２５年度のインタビューで評価する。 

［２４年度業務実績］ 

 研究開発投資を行う企業のうち４５社に対して企業役員等へインタビューを実施した。研究現場の評価を把握、改め

て制度改善に着手することにより、現場とのＰＤＳサイクルを深化させた。 

 

［中期計画］ 

・国内のみならず海外の企業や機関と共同で研究開発を実施する必要性が高まっていることを踏まえ、必要に応じて海

外機関との国際連携を図り、双方にとってのＷｉｎ－Ｗｉｎの関係を構築するため、我が国と相手国双方の利益に結

び付く可能性のある技術等について、その有効性を十分検証した上で、情報交換協定などの協力関係を構築した機関

数を１．５倍以上に増加させる。その際、意図せざる技術流出の防止の強化を図る観点から、機構の事業の実施者の

成果の取扱いについての仕組みの整備等に努めるものとする。 

［２４年度計画］ 

・海外機関との国際連携を図り、双方にとってＷｉｎ－Ｗｉｎの関係を構築するため、我が国と相手国双方の利益に結

び付く可能性のある技術等について、その有効性を十分検証した上で、情報交換協定などの協力関係を推進し、また

事業内容によっては共同プロジェクトの構築を図る。共同プロジェクトでは、両国からのファンドにより共同研究を

行うなど仕組みを工夫し、相乗効果を発揮するよう努める。その際、意図せざる技術流出の防止の強化を図る観点か

ら、機構の事業の実施者の成果の取扱についての仕組みの整備等に努めるものとする。また、世界銀行との関係では、

双方が指向する事業の連携を高めるため、事業プランの情報交換等を行う。 

［２４年度業務実績］ 

 平成２４年度は、国際連携促進のためスマートコミュニティ分野や産業技術分野を中心として、意図せざる技術流出

防止の観点を踏まえつつ、以下の取り組みを実施した。 

・フランス経済財政産業省傘下の起業支援・イノベーション振興機構（ＯＳＥＯ）との間で、環境分野及び産業技術分

野において、日仏が協力して二国間の共同研究開発を支援する仕組みを整備。公募の結果、バイオテクノロジー・医

療分野に係る研究開発テーマ３件を採択。 

・シンガポール国家研究基金（ＮＲＦ）との間で、環境分野及び産業技術分野において、日星が協力して二国間の共同

研究開発を支援する仕組みを整備。公募の結果、バイオテクノロジー・医療分野に係るＦＳテーマ 3件を採択。 

・アジア開発銀行（ＡＤＢ）との間で、エネルギー・環境分野における連携に係るＭＯＵ締結。 

・世界銀行（ＷＢ）との間で、双方の指向する事業の連携を高めるため、事業プランの情報交換等を実施。 

 
ⅱ）企画段階 
［中期計画］ 

・類似する研究開発テーマが同時に進行したり同種の研究内容が複数の研究開発事業で行われることによって、今後、

効率的かつ効果的な研究開発業務の実施に問題が生ずることがないよう、第２期中期目標期間中に業務の枠組みを含

めた事業の再編整理、研究テーマの重点化等を行い、必要な実施体制の見直しを行うものとし、実施プロジェクト数

が平成１９年度の数を上回らないようにする。 

［２４年度計画］ 

・必要な実施体制の見直しを行うものとし、実施プロジェクト数が平成１９年度の数を上回らないようにするという中
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期計画の達成に向けてプロジェクトを重点化する。 

［２４年度業務実績］ 

・必要な実施体制の見直しを行い、機構の実施プロジェクト数については、平成１９年度の１２０件に対し、平成２４

年度では６４件に重点化した。 

 

［中期計画］ 

・事業実施効果の確保及び事業費の有効活用を図るため、企画型の研究開発事業の立案及びテーマ公募型研究開発事業

の案件採択時において、費用対効果分析の実施を徹底するよう努める。 

［２４年度計画］ 

・研究開発に係るプロジェクトについては、市場創出効果・雇用創造効果等が大きく、広範な産業への高い波及効果を

有し、中長期的視点から我が国の産業競争力の強化に資することや内外のエネルギー・環境問題の解決に貢献するな

ど、投入費用を上回る効果が見込まれるかどうかの費用対効果分析の実施を徹底するよう努める。 

［２４年度業務実績］ 

 研究開発に係るプロジェクトについて、企画立案段階において、外部有識者を活用した事前評価を実施し、予算に見

合った成果が期待できるかどうかという費用対効果の観点から評価を実施した。また、平成２４年度新規事業について

も引き続き、それら分析から得られる数値等をプロジェクトの基本計画の中に「アウトカム目標」として項目に入れる

ようマニュアルに記載し、実施段階においても常にアウトカムを意識してプロジェクトマネジメントを実施した。 

 

［中期計画］ 

・有識者をプログラムマネージャー（ＰＭ）・プログラムディレクター（ＰＤ）として採用して活用するとともに、部

署横断的なリエゾン担当を設置し、分野融合型・連携型プロジェクトの企画を促進する。 

［２４年度計画］ 

・有識者をプログラムマネージャー（ＰＭ）・プログラムディレクター（ＰＤ）として採用して活用する。また、分野

融合型・連携型プロジェクトの企画を促進するため、部署横断的なリエゾン担当の設置や、機動的な実施体制の構築

を図る。 

［２４年度業務実績］ 

・半導体技術に専門性を有するプログラムマネージャー（ＰＭ）１名を新たに配置し、技術開発マネジメントの高度化

を図った。また、分野横断的なＰＪ（ＩＴ融合による新社会システムの開発・実証プロジェクト）の企画運営を、一

体的、効率的及び効果的に行うため「ＩＴ融合推進本部」を新たに設置するなど、機動的な実施体制の構築を図った。 

 

［中期計画］ 

・地域に埋もれた「まだ見ぬ強豪」のシーズを発掘するために、地方経済産業局や地方の大学との連携強化を図ること

とし、機構職員による「イノベーション・オフィサー」及び外部専門家による「新技術調査委員」を全国各地に配置

して一層の活用を図る。 

［２４年度計画］ 

・機構の支援を受けるに至っていない地域に埋もれた優れた技術シーズを発掘するために、地方経済産業局や地方の大

学等との連携強化を図ることとし、各支部に配置している機構職員による３名の「イノベーション・オフィサー」及

び全国各地に配置している外部専門家による２３名の「新技術調査委員」の一層の活用を図る。 

［２４年度業務実績］ 

・機構の支援を受けるに至っていない地域に埋もれた優れた技術シーズを発掘するために、合同制度説明会の実施等に

より地方経済産業局や地方の大学との連携強化を図った。また、全国各地に配置している２１名の「新技術調査委

員」及び各支部に配置している機構職員による３名の「イノベーション・オフィサー」との連携を強化しつつ、優れ

た技術シーズの発掘を行った。 

 
ⅲ）実施段階 
［中期計画］ 

・採択においては、企画競争・公募を通じて、最高の英知を集めたプロジェクトフォーメーションを実現し、その過程

で約５，０００人の外部有識者のプールを形成し、これを活用して事前評価及び採択審査を実施する。 

・実施期間中に機構外部の専門家・有識者を活用した評価を適切な手法で実施することとし、特に５年間程度以上の期

間を要する事業については、３年目ごとを目途とする中間評価を必ず行う。また、機構による自主的な点検等により

常に的確に事業の進捗状況を把握するよう努める。これらの結果等を基に事業の加速化・縮小・中止・見直し等を迅

速に行う。 

［２４年度計画］ 

・約５，０００人の外部有識者を活用し、プロジェクト実施前に適切に事前評価を行うとともに、採択においては企画

競争・公募を通じ、審査を厳正かつ公正に行う。 

・最高の英知を集めたプロジェクトフォーメーションを実現すべく、テーマ間の連携や資金の適切な流れの確保も含め、

実施体制の調整を行う等により、積極的に機構のプロジェクトマネジメント機能を発揮する。 

・特に、実施者を選定する際は、これまで以上にその役割、必要性などを精査していく。その際、他府省等のプロジェ

クトとの重複排除のための仕組み強化や連携強化等に取り組み、事業規模の縮減等を図りつつ、重点化する。 

・ＮＥＤＯの研究開発マネジメント機能が生かせる事業に重点化し、ＮＥＤＯのマネジメント機能が生かされない一者

への資金配分等を徹底的に見直す。 
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・機構外部の専門家・有識者を活用して中間評価を１０件実施し、その結果を基にプロジェクト等の加速化・縮小・中

止・見直し等を迅速に行う。 

［２４年度業務実績］ 

・約５，０００人の外部有識者を活用し、プロジェクト実施前に適切に事前評価を行うとともに、採択においては企画

競争・公募を通じ、最高の英知を集めたプロジェクトフォーメーションを実現できるよう審査を厳正かつ公正に実施

した。 

・平成２４年度は、ナショナルプロジェクト１０件について中間評価を実施した。評価結果は、適切に計画の一部変更

等を施し、迅速に基本計画・実施方針に反映させる等の対応を実施した（テーマの一部を加速し実施するもの（５

件）、計画を一部変更して実施するもの（１件）など）。 

・ＮＥＤＯの研究開発マネジメント機能が生かせる事業に重点化し、ＮＥＤＯのマネジメント機能が生かされない一者

への資金配分等を徹底的に見直した。 

 

［中期計画］ 

・各事業で得られた成果を相互に活用する等、事業間連携に取り組むとともに、分野連携・融合を促進し、成果の最大

化を図る。また、制度においては各制度を連携して実施するとともに、必要に応じて複数制度を大括り化する等、機

動的な運用を行う。 

［２４年度計画］ 

・各事業で得られた成果を相互に活用する等、事業間連携に取り組むとともに、分野連携・融合を促進し、成果の最大

化を図るため、必要に応じて関係部署の連携による意見交換会を実施する。また、制度においては各制度を連携して

実施するとともに、必要に応じて複数制度を大括り化する等、機動的な運用を行う。 

［２４年度業務実績］ 

・各事業で得られた成果の相互活用や成果の最大化を図るため、プロジェクトの重点化を実施した。例えば、「有機系

太陽電池実用化先導技術開発」においては、「太陽エネルギー技術研究開発」という類似技術のプロジェクトを追

加・統合することで、アウトカム実現に向け効率的に事業運用を行った。 

   

［中期計画］ 

・手続き面では、事業の予見性を高めるとともに、進捗に応じた柔軟な執行を可能とするために導入した「複数年度契

約」や、研究開発のニーズに迅速に応える「年複数回採択」等の制度面・手続き面の改善を行うとともに、事業実施

者に対する説明会を毎年度４回以上行う。 

・事業実施者における経費の適正な執行を確保するため、機構内の検査専門部署を中心に、不正行為を行った事業実施

者に対しては新たな委託契約及び補助金交付決定を最大６年間停止するといった厳しい処分並びに不正事項を処分し

た場合の全件公表及び機構内部での情報共有等の取組を、政府の動向等を踏まえつつ徹底する。 

［２４年度計画］ 

・研究開発については、複数年実施の案件が大宗であることを踏まえ、複数年度契約・交付決定を極力実施する。また、

「複数年度契約・交付決定」、「年複数回採択」等の制度面・手続き面の改善を行うとともに、事業実施者に対する説

明会を平成２４年度に４回以上行う。 

・事業実施者における経費の適正な執行を確保するため、不正行為を行った事業実施者に対しては新たな委託契約及び

補助金交付決定を最大６年間停止（研究活動における不正行為については最大１０年間停止）するといった厳しい処

分並びに不正事項を処分した場合の全件公表及び機構内部での情報共有等の取組を、関係機関の動向等を踏まえつつ

徹底する。 

［２４年度業務実績］ 

 研究開発については、複数年度契約・交付決定、年複数回採択等の制度を効果的に実施するとともに、平成２４年度は、

産業財産権等報告の委任範囲の拡大、労働費非計上者の従事状況報告の様式の廃止等の見直しを行った。また、平成２

５年度に向けた契約・検査制度の改善等にも着手した。 

 これら改善内容等について、事業実施者向けに６月・９月・１０月・２月の４回、全国６箇所（６月は５箇所、９月は

４箇所、１０月は２箇所、２月は６箇所：札幌、仙台、東京、名古屋、大阪、福岡）で制度面・手続面の説明会を開催

したところ、１，１５６名の参加があった。 

 不正行為により処分した事案（平成２４年度３件）については、事案の内容に応じた契約等の停止及び返還金の請求を

行い、処分内容を公表した。 

 

ⅳ）評価段階 
［中期計画］ 

・研究開発期間中のみならず終了後も、その成果の実用化に向けて、研究開発の実施者を始め幅広く産業界等に働きか

けを行うとともに、研究開発成果をより多く、迅速に社会につなげるための成果普及事業として、プロジェクト成果

物をユーザーにサンプルの形で提供し、その評価結果から課題を抽出するサンプルマッチング事業、プロジェクト成

果を実使用に近い環境で実証する成果実証事業等を実施する。 

・また、制度面で研究開発成果の実用化を阻害する課題があれば、積極的に関係機関に働きかける。 

［２４年度計画］ 

・研究開発期間中のみならず終了後も、その成果の実用化に向けて、研究開発の実施者のみならず幅広く産業界等に働

きかけを行うとともに、研究開発成果をより多く、迅速に社会につなげるための成果普及事業としてサンプルマッチ

ング事業、成果実証事業等を実施する。 
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・また、制度面で研究開発成果の実用化を阻害する課題を収集・整理し、関係機関に働きかけるための仕組みを構築す

る。 

［２４年度業務実績］ 

・機構内全ての事業で開発された成果物を対象として、サンプル提供者と、それを活用した用途展開や実用化または製

品化のアイディアを有するユーザーとのマッチングの場をホームページを通じて提供する「開発成果の新用途展開事

業」を引き続き実施した。 

・機構の事業により開発された小形風車の性能評価手法及び安全性に関する技術基準をベースとして、「小形風車の性

能および安全性に関する規格」(JSWTA0001）が制定された。 

 

［中期計画］ 

・機構の研究開発マネジメントの改善や研究開発プロジェクトの企画立案機能の向上に反映させることを目的として、

「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成１７年３月２９日内閣総理大臣決定）を踏まえ、評価に伴う過重な作

業負担の回避という観点を考慮しつつ、原則として、２４０本以上の終了プロジェクトについて逐次追跡調査を実施す

る。 

・また、追跡調査の結果として把握される継続事業（機構の事業終了後において事業実施者が機構の成果を活用して実施

する研究開発等の活動をいう。）の比率を９０％以上とする。 

［２４年度計画］ 

・評価に伴う過重な作業負担の回避という観点を考慮しつつ、第１期中期目標期間中からの継続分のうち平成２４年度

調査対象となっている３０件（平成１８年度終了）、第２期中期目標期間から調査を開始した３８件（平成２０、２

２年度終了）、新たに平成２４年度に事後評価を行う１９件（平成２３年度終了）のナショナルプロジェクト、加え

て３件のテーマ公募型の研究開発事業（平成２２年度終了）についても追跡調査を行い、計９０件の結果について分

析及び評価を行う。さらに、公募段階における「ＮＥＤＯ研究開発プロジェクトの実施実績調査」についても引き続

き実施し、成果の多面的な把握に努める。 

・ナショナルプロジェクトの追跡調査の結果として把握される継続事業（機構の事業終了後において事業実施者が機構

の成果を活用して実施する研究開発等の活動をいう。）の比率を把握する。また、機構のプロジェクトは国際競争力

のある産業・製品の創出や社会経済への好影響、ＣＯ２削減や安心・安全な社会を実現する上で重要な役割を果たし

ており、今後もその把握・分析に努める。 

［２４年度業務実績］ 

・平成２４年度においては、評価に伴う過重な作業負担の回避という観点を考慮しつつ、第１期中期目標期間中からの

継続分のうち今年度調査対象となっている３０件、第２期中期目標期間から調査を開始した４０件、平成２４年度に

事後評価を実施した１８件、６件のテーマ公募型の研究開発事業の計９４件のナショナルプロジェクトについて追跡

調査を実施し、詳細な分析を行った。プロジェクト終了後に上市・製品化に至っている企業や中止等に至っている企

業についてその要因を把握・分析するとともに、その結果等を国内外の学会・シンポジウム等において積極的に情報

発信した。 

・平成２４年度において、追跡調査の結果として把握される継続事業（機構の事業終了後において事業実施者が機構の

成果を活用して実施する研究開発等の活動をいう。）の比率は、１００％であった。また、新たに公募段階における

「ＮＥＤＯ研究開発プロジェクトの実績調査」を１８プロジェクトにおいて実施し、更なる成果の把握に努めた。 

 
ⅴ）社会への貢献 
［中期計画］ 

・機構の活動は、広く国民・社会からの理解及び支持を得ることが重要であることから、機構の成果を国民・社会へ還

元する観点から、展示会等において、事業で得られた研究開発成果を積極的に発表することにより、引き続きわかり

やすく情報発信することとする。 

・事業で得られた研究開発成果と企業とのマッチングの場を設け、成果の普及促進を図る。 

［２４年度計画］ 

・機構の活動は、広く国民・社会からの理解及び支持を得ることが重要であることから、機構の成果を国民・社会へ還

元する観点で、展示会等において、事業で得られた研究開発成果を積極的に発表する。 

・事業で得られた研究開発成果と企業とのマッチングの場を設け、成果の普及促進を図る。 

［２４年度業務実績］ 

・事業で得られた研究開発成果の発表・マッチングのために、イノベーションジャパン等のイベント（展示会・国際会

議・成果報告会・セミナー・シンポジウム）（６９件）を開催した。うち、スマートグリッド展／スマートグリッド

サミット、World Future Energy Summit、nanotech2013 等、来場者が１万人を超える、国内外の展示会への出展等

（２１件）を行い、積極的な情報発信を行った。 

・また、ウェブサイトのトップページにおいて、プロジェクトやイベント活動、海外案件のＭＯＵ締結等の情報を紹介

するコーナー「最近の動き」（８４件）をリアルタイムに更新し、情報提供の充実を図るとともに、同じくウェブサ

イトにおいては「開発成果の新用途展開事業（サンプルマッチング）」のページを掲載し、ＮＥＤＯ事業による成果

の最大化を図った。 

 

［中期計画］ 

・付加価値の高い研究開発成果の実用化に向け、事業実施者における強い知的財産権の取得を奨励する。また、研究開

発成果の国際的普及のため、研究開発実施中から国際標準化に一体的に取り組むとともに、研究開発成果の国際標準
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化に取り組む。具体的には、毎年度、年度計画に以下の項目に関する数値目標を設定し、その達成を図る。 

 ①研究開発プロジェクトにおける標準化に係る取組を含んだ基本計画数 

 ②機構の事業におけるＩＳＯ等の国内審議団体又はＩＳＯ等への標準化に関する提案件数 

［２４年度計画］ 

・付加価値の高い研究開発成果の実用化に向け、「知財マネジメント基本方針」に基づき事業実施者における知財管理

の高度化を図るとともに、研究開発成果の国際的普及のため、研究開発実施中から国際標準化に一体的に取り組む。 

・機構における研究成果の出口戦略を策定するため、各事業を支援するための知財・国際標準化の外部アドバイザ等の

体制強化を図る。 

① 研究開発プロジェクトにおける標準化に係る取組を含む基本計画数：１７件程度  

② 機構の事業におけるＩＳＯ等の国内審議団体又はＩＳＯ等への標準化に関する提案件数：４件程度 

・機構における研究開発の出口戦略を強化するため、各事業を支援するための国際標準化や知財マネジメントに関する

アドバイザとして２０名以上を整備・維持する。 

［２４年度業務実績］ 

・平成２４年度新規公募についても、公募の提出書類に知財の管理・運営方針に関わる提案の提出を求め、可能な範囲

で事業実施者における知財管理の高度化を促した。 

・出口戦略の策定に向けて外部有識者等を含めた委員会を組織し、様々なアドバイスを取り込めるよう体制を強化した。 

・研究開発と一体的に取り組む標準化活動事例として、①サービスロボットの安全性に関する国際安全規格及びこれに

基づく認証、②断熱材に係わる熱伝導率測定法の国際標準化活動等を実施した。 

 ①研究開発プロジェクトにおける標準化に係る取り組みを含む基本計画数：２５件 

 ②機構の事業におけるＩＳＯ等の国内審議団体又はＩＳＯ等への標準化に関する提案件数：１９件 

・機構における知財戦略・標準化戦略を支援するため、国際標準化、コンソーシアムにおける知財の取扱い等の各種専

門家からアドバイスを得る体制を整え（アドバイザー２０名超）、コンソーシアムの知財規程、国際連携に係る海外

機関との契約締結、秘密保持契約等に関して助言等を得た。 

 

［中期計画］ 

・技術経営力に関する各界有識者のネットワークを構築し、このネットワークを活用しつつ技術経営力に関する知見を

深化させ、その成果を産業界に発信する。 

［２４年度計画］ 

・技術経営力に関する各界有識者のネットワークを構築し、このネットワークを活用しつつ技術経営力に関する知見を

深化させ、その成果を産業界に発信する。 

［２４年度業務実績］ 

・技術経営力の強化に関する情報の発信を目的として、イノベーションジャパン 2012 等において、約１０８０名の聴

講者に講演を行った。技術と知財で優り事業で優る仕組みの構築や各事業分野の取組みと戦略について情報を発信し

た。 

 

［中期計画］ 

・大学が研究の中核として、新しい産業技術を生み出しつつあるプロジェクトを対象とし、大学に拠点を設けて人材育

成、人的交流事業等を展開する「ＮＥＤＯ特別講座」について、効率的・効果的な実施方法の工夫を図りつつ実施す

る。 

［２４年度計画］ 

・大学等が研究の中核として、新しい産業技術を生み出しつつあるプロジェクトを対象とし、大学等に拠点を設けて人

材育成、人的交流事業等を展開する「ＮＥＤＯ特別講座」について効率的・効果的な実施方法の工夫を図りつつ実施

する。 

［２４年度業務実績］ 

・企業単独や関連業界だけでは実施できない人材育成の機会として、「ＮＥＤＯ特別講座」を６講座８拠点にて実施。

全体で７０回以上の講座を開催しのべ１，６６０名以上が受講。また５回のシンポジウムを開催しのべ５５０名以上

が参加。 

（イ）研究開発の実施 

［中期計画］ 

 研究開発事業の推進に当たっては、①民間のみでは取り組むことが困難な、実用化までに中長期の期間を要し、かつ

リスクの高い「ナショナルプロジェクト」、②産業技術及び新エネルギー・省エネルギー技術の「実用化・企業化促進

事業」、③大学や公的研究機関等の有望な技術シーズを育成する「技術シーズの育成事業」、を、技術分野ごとの特性や、

研究開発を取り巻く環境の変化を踏まえて適切に組み合わせて実施する。 

 上記の３種類の研究開発事業のそれぞれについて、以下の原則の下で実施する。 

 研究開発の実施に際しては、以下の目標の達成を図る。 

［２４年度計画］ 

  研究開発事業の推進に当たっては、①民間のみでは取り組むことが困難な、実用化までに中長期の期間を要し、か

つリスクの高い「ナショナルプロジェクト」、②産業技術及び新エネルギー・省エネルギー技術の「実用化・企業化促

進事業」、③大学や公的研究機関等の有望な技術シーズを育成する「技術シーズの育成事業」を、技術分野ごとの特性
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や研究開発を取り巻く環境の変化を踏まえて適切に組み合わせて実施する。 

 上記の３種類の研究開発事業について、以下の原則の下で実施する。 

・研究開発の実施に際しては、産学官で取組む基盤的技術の開発、安全性基準や市場性のない特定環境技術の開発、国

際共同研究・実証等は委託とし、それ以外は２／３を上限とした共同研究又は助成とする。 

・また、間接費率については、中小企業と大学等を除き、原則として１０％とする。 

・業務委託契約等について、再委託の額を原則として契約金額の５０％未満とする。 

［２４年度業務実績］ 

 研究開発事業の推進に当たっては、①民間のみでは取り組むことが困難な、実用化までに中長期の期間を要し、かつ

リスクの高い「ナショナルプロジェクト」、②産業技術及び新エネルギー・省エネルギー技術の「実用化・企業化促進

事業」、③大学や公的研究機関等の有望な技術シーズを育成する「技術シーズの育成事業」を、技術分野ごとの特性や、

研究開発を取り巻く環境の変化を踏まえて適切に組み合わせて実施した。 

・研究開発の実施に際しては、平成２４年度新規事業については産学官で取組む基盤的技術の開発、安全性基準や市場

性のない特定環境技術の開発、国際共同研究・実証等は委託とし、それ以外は２／３を上限とした共同研究又は助成と

した。 

・また、間接費率については、中小企業と大学等を除き、原則として１０％とした。 

・業務委託契約等について、再委託の額を原則として契約金額の５０％未満とした。 

 

［中期計画］ 

・「ナショナルプロジェクト」においては、機構外部の専門家・有識者を活用した事後評価において、技術的成果、実

用化見通し、マネジメント等を評価項目とし、別途公表される計算式に基づき８割以上が「合格」、６割以上が「優

良」との評価を得る。また、特許については、真に産業競争力の強化に寄与する発明か、海外出願の必要はないか等

に留意しつつ、その出願件数を第２期中期目標期間中に国内特許については５，０００件以上、海外特許については

１，０００件以上とする。 

［２４年度計画］ 

・「ナショナルプロジェクト」においては、平成２４年度に事後評価を実施予定の１９件のプロジェクトについて、成

果、実用化見通し、マネジメント及び位置付けを評価項目とし、評点法を用いて「優良」又は「合格」（＊）との結果

を得たプロジェクトがどの程度あるかを年度内に把握し、速やかに対外的に公表する。 

（＊）原則として、①位置付け、②マネジメント、③成果及び④実用化の見通しをそれぞれＡ（優）＝３点、Ｂ（良）

＝２点、Ｃ（可）＝１点、Ｄ（不可）＝０点で評価者に評価してもらい、それぞれ平均得点を算出した上で、すべての

評価軸が１．０点以上かつ③と④の和が４．０点以上であれば「優良」とし、３．０点以上であれば「合格」とする。 

・また、真に産業競争力の強化に寄与する発明等、その質の向上に留意しつつ、平成２４年度における特許出願件数を

国内特許については１，０００件以上、海外特許については２００件以上を目指し、その取得に取り組む。 

［２４年度業務実績］ 

・平成２３年度に終了したプロジェクト１８件（１件は事業期間延長となり翌年度以降の評価としたため、当初予定数

と異なる。）に事後評価を行い、平成２４年度に終了したプロジェクト４件に事後評価前倒し実施を行ったところ、

２２件（１００％）が合格以上であり、このうち１５件（６８％）は優良に該当した。本結果については、ホームペ

ージ等を通じて対外的に公表した。 

・特許出願の２４年度実績は、国内特許７２５件、海外特許３１８件であった（平成２５年３月末現在）（ただし、現

在集計中であり、今後増加する。なお、２３年度実績は、平成２４年４月集計の段階では、国内特許８９１件、海外

特許２９３件であったが、平成２５年３月現在では、国内特許１，２２０件、海外特許４６２件）。 

 

［中期計画］ 

・「実用化・企業化促進事業」においては、事業終了後、３年以上経過した時点での実用化達成率を２５％以上とする。

また、特にイノベーションの実現に資するものとして実施する事業については、機構外部の専門家・有識者を活用し

た事後評価において、技術的成果、実用化見通し等を評価項目とし、別途公表される計算式に基づき６割以上が「順

調」との評価を得るとともに、同評価により得られた知見を基に、技術経営力の強化に関する助言業務の観点も踏ま

え、事業実施者に対してアドバイスを行う。 

［２４年度計画］ 

・「実用化・企業化促進事業」においては、イノベーション推進事業（次世代戦略技術実用化開発助成事業、ナノテ

ク・先端部材実用化研究開発を除く。）等の研究開発テーマについて、終了後３年以上経過した時点での実用化達

成率を２５％以上とするという中期計画の達成に向けて取り組む。また、イノベーション推進事業（ナノテク・先

端部材実用化研究開発を除く。）については、機構外部の専門家・有識者を活用した事後評価において、技術的成

果、実用化見通し等を評価項目とし、６割以上が「順調」（＊）との評価を得るという中期計画の達成に向けてマ

ネジメントを行うとともに、同評価により得られた知見を基に、技術経営力の強化に関する助言業務の観点も踏ま

え、事業実施者に対してアドバイスを行う。なお、イノベーション推進事業及びＳＢＩＲ技術革新事業においては、

新規採択を実施しない。 

（＊）原則として、①技術に関する評価項目（技術開発の達成状況等）及び②実用化見通しに関する評価項目（実用化

スケジュール等）をそれぞれＡ＝４点、Ｂ＝３点、Ｃ＝２点、Ｄ＝１点、Ｅ＝０点で評価者に評価してもらい、そ

れぞれ平均得点を算出した上で、原則として合計４．０点以上の場合を「順調」とする。 

［２４年度業務実績］ 

・「実用化・企業化促進事業」において、平成１５年度から平成２１年度までに事業が終了した案件について、平成２
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４年度におけるイノベーション推進事業（次世代戦略技術実用化開発助成事業、ナノテク・先端部材実用化研究開発

及びエコイノベーション推進事業を除く。）等の実用化達成率は、３１．５％であった。 

・イノベーション推進事業については、機構外部の専門家・有識者を活用し、終了事業者に対して、技術的成果、実用

化見通し等を評価項目とした事後評価を実施した結果、７７．１％が「順調」との評価を得た。さらに、同評価によ

り得られた知見を基に、技術経営力の強化に関する助言業務の観点も踏まえ、事業実施者に対してアドバイスを行っ

た。 

 

［中期計画］ 

・「技術シーズの育成事業」においては、事業の実施に基づく査読済み研究論文の予算当たりの発表数を、技術分野ご

との特徴その他適当な条件を加味した上で、第１期中期目標期間と同等以上とする。また、これらの研究成果が、ど

のような社会的インパクトを与えたかをシミュレートできるモデル及び指標に関する検討を進める。 

・また、これらの結果を対外的に公表する。 

［２４年度計画］ 

・「技術シーズの育成事業」においては、事業の実施に基づく査読済み研究論文の予算当たりの発表数を、技術分野ご

との特徴その他適当な条件を加味した上で、第１期中期目標期間と同等以上とするという中期計画の達成に向けて取

り組む。さらに、これらの研究成果が、どのような社会的インパクトを与えたかをシミュレートできるモデル及び指

標に関する検討を継続して行う。なお、先導的産業技術創出事業においては、新規採択を実施しない。 

［２４年度業務実績］ 

・平成２４年度の論文数は、６８３本であった。 

・また、研究成果がどのような社会的インパクトを与えたかを評価する指標に関する検討を行った。企業との共同研究

契約数や論文数を用いて指標を導出し、各研究分野の専門家による定性的評価との相関を評価、指標の有効性を検討

した。 

 

ⅰ）ナショナルプロジェクト 
［中期計画］ 

 ナショナルプロジェクトは、民間のみでは取り組むことが困難な、実用化までに中長期の期間を要し、かつリスクの

高い技術テーマにつき、民間の能力を活用して機構が資金負担を行うことによりその研究開発を推進するものである。

このため、国際的な研究開発動向、我が国産業界の当該技術分野への取組状況や国際競争力の状況、エネルギー需給の

動向、当該技術により実現される新市場・新商品による我が国国民経済への貢献の程度、産業技術政策や新エネルギ

ー・省エネルギー政策の動向、国際貢献の可能性等を十分に踏まえつつ、適切なプロジェクトの企画立案、実施体制の

構築及び着実な推進を図るものとする。かかる目的の実現のため、以下に留意するものとする。 

［２４年度計画］ 

 ナショナルプロジェクトは、民間のみでは取り組むことが困難な、実用化までに中長期の期間を要し、かつリスクの

高い技術テーマにつき、民間の能力を活用して機構が資金負担を行うことによりその研究開発を推進するものである。

このため、国際的な研究開発動向、我が国産業界の当該技術分野への取組状況や国際競争力の状況、エネルギー需給の

動向、当該技術により実現される新市場・新商品による我が国国民経済への貢献の程度、産業技術政策や新エネルギ

ー・省エネルギー政策の動向、国際貢献の可能性等を十分に踏まえつつ、適切なプロジェクトの企画立案、実施体制の

構築及び着実な推進を図るものとする。係る目的の実現のため、以下に留意しつつ【産業技術開発関連業務における技

術分野ごとの計画】のとおり実施する。 

 

［中期計画］ 

 また、基盤技術研究促進事業については、第２期中期目標期間中において、事業の廃止を含めた検討を行う。なお、

環境適応型高性能小型航空機研究開発事業については、その将来の売上に不確定な要素はあるが、そのリスクを上回る

政策的意義を有することにかんがみ、基盤技術研究促進事業により実施する。 

［２４年度計画］ 

 また、基盤技術研究促進事業については、新規採択については廃止し、平成２４年度内に事業の廃止を含めた検討を

行う。また、研究委託先からの収益納付・配当の促進により資金回収の徹底を図る。なお、先進操縦システム等研究開

発については、その将来の売上に不確定な要素はあるが、そのリスクを上回る政策的意義を有することにかんがみ、基

盤技術研究促進事業により実施する。 

 さらに、最先端研究開発支援プログラムについては、総合科学技術会議にて選定された中心研究者の研究支援担当機

関として業務を実施する。 

［２４年度業務実績］ 

 基盤技術研究促進事業において、継続事業１件を実施した。また、研究成果の事業化の状況や売上等の状況について

１０９件の報告書を徴収し、研究委託先等への現地調査を７１回実施した。１２件の収益実績を確認し、総額約２３

百万円の収益納付があった。 

 最先端研究開発支援プログラムにおいては、総合科学技術会議にて選定された中心研究者のうち２件（Mega-ton 

Water System、有機系太陽電池開発）の支援を引き続き実施し、中間評価を受け次年度に向けた対応検討を行った。 

 

［中期計画］ 

・プロジェクトの立ち上げに当たっては、産業界・学術界等の外部の専門家・有識者を活用して、市場創出効果・雇用

創造効果等が大きく、広範な産業への高い波及効果を有し、中長期的視点から我が国の産業競争力の強化に資するこ
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とや内外のエネルギー・環境問題の解決に貢献するなど、投入費用を上回る効果が見込まれるかどうかの費用対効果

の観点も含めた事前評価を可能な限り実施し、その結果を反映するとともに、全てのプロジェクトについて開始前に

広く国民から意見を収集するパブリックコメントを１回以上実施する。その結果を活用しつつ、機構は民間では実施

が困難なハイリスクの研究開発を実施することにかんがみ、費用対効果等の不確実性が高くとも、将来の産業・社会

に大きな改革をもたらす研究課題には果敢に取り組むことが必要であること、また、機構の研究開発の成果は、単純

に実際の投入費用に対する収益額の大小でその成否を判断するのは適切ではなく、むしろ経済全体への波及効果とい

う公共・公益性の観点において社会へ還元すべきであることにも留意して、プロジェクトを実施する。 

［２４年度計画］ 

・プロジェクトの立ち上げに当たっては、産業界・学術界等の外部の専門家・有識者を活用して、市場創出効果・雇用

創造効果等が大きく、広範な産業への高い波及効果を有し、中長期的視点から我が国の産業競争力の強化に資するこ

とや内外のエネルギー・環境問題の解決に貢献するなど、投入費用を上回る効果が見込まれるかどうかの費用対効果

の観点も含めた事前評価を可能な限り実施し、その結果を反映するとともに、全てのプロジェクトについて開始前に

広く国民から意見を収集するパブリックコメントを１回以上実施する。その結果を活用しつつ、機構は民間では実施

が困難なハイリスクの研究開発を実施することにかんがみ、将来の産業・社会に大きな改革をもたらす研究課題には

果敢に取り組むことが必要であること、また、機構の研究開発の成果は、単純に実際の投入費用に対する収益額の大

小でその成否を判断するのは適切ではなく、むしろ経済全体への波及効果という公共・公益性の観点において社会へ

還元すべきであることにも留意して、プロジェクトを実施する。 

［２４年度業務実績］ 

・全ての新規事業等１５件については、外部有識者等による事前評価を実施して事前評価書を作成し、パブリックコメ

ントを求めるＮＥＤＯ ＰＯＳＴを実施した。さらに、その内容や反映結果を全てＮＥＤＯのホームページ上に公開

した。また、事前評価書には、将来的な市場規模やＣＯ２削減効果等について記載し、基本計画のアウトカム目標を

明確化した。 

 

［中期計画］ 

・事前評価の結果実施することとなったプロジェクトについては、経済産業省が定めるプログラム基本計画等に沿って、

産業界・学術界等の外部有識者との意見交換及び広く国民から収集した意見を反映させ、適切なプロジェクト基本計

画を策定する。プロジェクト基本計画には、プロジェクト終了時点での最終目標を極力定量的かつ明確に記述し、

「出口イメージ」を明確に記述するものとする。 

・プロジェクト基本計画で定める研究期間については、中長期的な視点から、必要に応じ、中期目標期間にとらわれず

柔軟かつ適切に策定する。 

・５年間以上の期間を要するプロジェクトについては、プロジェクト基本計画上、３年目を目途とした中間時点での中

間目標を極力定量的かつ明確に記述する。 

［２４年度計画］ 

・事前評価の結果、実施することとなったプロジェクトについては、経済産業省が定めるプログラム基本計画等に沿っ

て、産業界・学術界等の外部有識者との意見交換及び広く国民から収集した意見を反映させ、適切なプロジェクト基

本計画を策定する。プロジェクト基本計画には、プロジェクト終了時点での最終目標を極力定量的かつ明確に記述し、

「出口イメージ」を明確に記述するものとする。 

・プロジェクト基本計画で定める研究期間については、中長期的な視点から、必要に応じ、中期目標期間にとらわれず

柔軟かつ適切に策定する。 

・５年間以上の期間を要するプロジェクトについては、プロジェクト基本計画上、３年目を目途とした中間時点での中

間目標を極力定量的かつ明確に記述する。 

［２４年度業務実績］ 

・事前評価の結果、新たに実施することとなったプロジェクトについては、事前評価書やパブリックコメントを反映さ

せ、極力定量的かつ明確な最終目標及び、明確な「出口イメージ」を記述した基本計画を策定した。また、「アウト

カム」を明確に記述した。 

・プロジェクト基本計画で定める研究期間については、中長期的な視点から、必要に応じ、中期目標期間にとらわれず

柔軟かつ適切に策定した。 

・５年間以上の期間を要するプロジェクトについては、プロジェクト基本計画上、３年目を目途とした中間時点での中

間目標を極力定量的かつ明確に記述した。 

 

［中期計画］ 

・プロジェクト内の各実施主体間の競争体制による場合のように、設置が適切でない場合を除き、指導力と先見性を有

するプロジェクトリーダーを選定・設置し、プロジェクトリーダーが、機構内部との明確な役割分担に基づき、機構

と連携してプロジェクトを推進できるよう、当該プロジェクトの推進に必要かつ十分な権限と責任を負うような制度

を構築する。なお、必要に応じてプロジェクトの企画立案段階からプロジェクトリーダーを指名し、プロジェクト基

本計画の策定及び研究体制の構築への参画を求める。 

［２４年度計画］ 

・設置が適切でない場合を除き、指導力と先見性を有するプロジェクトリーダーを選定・設置し、プロジェクトリーダ

ーが機構内部との明確な役割分担に基づき、機構と連携してプロジェクトを推進できるよう、当該プロジェクトの推

進に必要かつ十分な権限と責任を負うような体制の構築に努める。また、必要に応じて企画立案段階からプロジェク

トリーダーが参画できるよう、プロジェクトリーダーのプロジェクト開始前からの選定・設置を行う。 



 - 27 - 

［２４年度業務実績］ 

・設置が適切な全てのプロジェクトについて、平成２４年度は１１名のプロジェクトリーダー及びサブプロジェクトリ

ーダーを委嘱し、適切な研究開発チーム構成を実現した。また、プロジェクトリーダー等と機構のプロジェクト推進

部部長との間で了解事項メモを締結し、それぞれの役割を明確にするとともに、当該プロジェクトの推進に必要かつ

十分な権限と責任を付与した。なお、プロジェクト企画段階からのプロジェクトリーダー選定・設置については、平

成２４年度は実施しなかった。 

 

［中期計画］ 

・プロジェクトについては、その性格や目標に応じ、企業間の競争関係や協調関係を活用した適切な研究開発体制の構

築を行う。特に、研究管理法人を経由するものは、それが真に必要な役割を担うもののみとし極力少数とするととも

に、真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定し、成果を最大化するための最適な研究開発体制の構

築に努める等、安易な業界横並び体制に陥ることのないよう留意する。 

［２４年度計画］ 

・プロジェクトについては、その性格や目標に応じ、企業間の競争関係や協調関係を活用した適切な研究開発体制の構

築を行う。その際、真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定し、成果を最大化するための最適な研

究開発体制の構築に努める等、安易な業界横並び体制に陥ることのないよう留意する。 

［２４年度業務実績］ 

・プロジェクトの委託先等の選定については、外部有識者による事前審査と機構内の契約・助成審査委員会の２段階で

審査し、選考にあたっては、提案内容や執行能力などの優位性を審査基準にする他、優れた部分提案者の開発等体制

への組み込みを考慮すべき事項として、適切な研究開発フォーメーションの構築に努めた。 

 

［中期計画］ 

・プロジェクトの終了後、機構外部の専門家・有識者を活用し、技術的成果、実用化見通し、マネジメント等を評価項

目とした事後評価を実施するとともに、その結果を以後の機構のマネジメントに活用する。 

［２４年度計画］ 

・プロジェクト終了に伴い実施する事後評価においては、マネジメント、成果、実用化の見通し等について評価する。

評価に当たっては機構外部の専門家・有識者を活用するなど適切な体制を構築する。特に、ナショナルプロジェクト

については、１９件の事後評価を、機構外部の専門家・有識者から構成される評価委員会により実施する。 

［２４年度業務実績］ 

・平成２４年度は、平成２３年度に終了したプロジェクト１８件（１件は事業期間延長となり翌年度以降の評価とした

ため、当初予定数と異なる。）及び平成２４年度に終了したプロジェクト４件について外部専門家による事後評価を

実施した。その結果得られた多くの教訓等を、属人的なものとすることなく組織として蓄積し、今後のマネジメント

に活かすとともにＰＤＳサイクルを強化していくため、研究開発マネジメントガイドラインの事例を拡充した。さら

に、これらを研究開発マネジメント能力向上のための研修に活用した。 

 
ⅱ）実用化・企業化促進事業 
［中期計画］ 

 実用化・企業化促進事業は、比較的短期間で成果が得られ、即効的な市場創出・経済活性化に高い効果を有し得るも

のであることにかんがみ、その実施に際しては、以下に留意するものとする。 

 なお、本事業の実施に当たっては、必要に応じて大学等の基礎基盤の科学技術の知見も活用し、実用化・企業化を後

押しするものとする。 

・テーマの採択に当たっては、本事業が比較的短期間で技術の実用化・市場化を行うことを目的とするものであること

に留意し、達成すべき技術目標及び実現すべき新製品等の「出口イメージ」が明確で、我が国の経済活性化やエネル

ギー・環境問題の解決により直接的で、かつ大きな効果を有する案件を選定する。 

・公的機関のニーズ等を踏まえた技術開発課題の解決への取組を行う事業については、その有効性等を検証しつつ実施

する。また、エコイノベーションの実現に資する取組を行う事業については、その有効性等を検討し、必要に応じて

実施する。 

［２４年度計画］ 

 実用化・企業化促進事業として、下記を実施する。 

①イノベーション推進事業（次世代戦略技術実用化開発助成事業、ナノテク・先端部材実用化研究開発を除く。） 

②ＳＢＩＲ技術革新事業 

③福祉用具実用化開発推進事業 

 

①イノベーション推進事業（次世代戦略技術実用化開発助成事業、ナノテク・先端部材実用化研究開発を除く。）につ

いては、企業や大学等の技術シーズを実用化に効率的に結実させるため、テーマ重視の柔軟な運用の下に実施する。事

業実施中は実用化を念頭に置いた技術開発マネジメントを支援する。継続分４２件のテーマを実施する。さらに、本事

業の実用化事例等について広く情報発信を行う。 

②ＳＢＩＲ技術革新事業については、公的機関のニーズ等を踏まえた技術開発課題に対する事前研究（Ｆ／Ｓ）で採択

した９件について研究を継続し、その内、ステージゲート評価により継続が認められた４件を研究開発（Ｒ＆Ｄ）とし

て実施する。 

③福祉用具実用化開発推進事業については、優れた技術や創意工夫ある福祉用具実用化開発を行う民間企業等に対する
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テーマの採択を行い実施するとともに、継続分１件のテーマを実施する。また、政府予算等の成立を条件として、平成

２５年度新規採択に係る公募を年度内に実施する。さらに、その開発成果について、広く社会への普及啓発を図るため、

助成事業終了後、１０事業者以上を展示会等のイベントを通じて広く社会へ紹介する。 

［２４年度業務実績］ 

実用化・企業化促進事業として、下記を実施した。 

①イノベーション推進事業（次世代戦略技術実用化開発助成事業、ナノテク・先端部材実用化研究開発を除く。） 

②ＳＢＩＲ技術革新事業 

③福祉用具実用化開発推進事業 

 

①イノベーション推進事業（次世代戦略技術実用化開発助成事業、ナノテク・先端部材実用化研究開発を除く。）につ

いては、企業や大学等の技術シーズを実用化に効率的に結実させるため、テーマ重視の柔軟な運用の下に実施した。

事業実施中は実用化を念頭に置いた技術開発マネジメントを支援した。継続分４２件のテーマを実施した。さらに、

イノベーション・ジャパン 2012を通じて本事業で得られた成果について情報発信を行った。 

②ＳＢＩＲ技術革新事業については、公的機関のニーズ等を踏まえた技術開発課題に対する事前研究（Ｆ／Ｓ）で採択

した９件について研究を継続し、その内、ステージゲート評価により継続が認められた４件を研究開発（Ｒ＆Ｄ）と

して実施した。 

③福祉用具実用化開発推進事業については、平成２４年度は公募を２回実施し、第１回公募では申請３３件のうち２件、

第２回公募では申請１２件のうち５件のテーマを厳正な審査を経て新規採択するとともに、継続分１件と合わせて、

８件のテーマに助成金を交付、民間企業等による優れた技術や創意工夫のある福祉用具の実用化開発を推進した。さ

らに、バリアフリー展、国際福祉機器展を通じて、助成事業者の成果を紹介するとともに、イベントに来場されたユ

ーザーの声を開発に反映した。 

 
ⅲ）技術シーズの育成事業 
［中期計画］ 

 広範な視点から社会・産業界のニーズに対応するため、大学・公的研究機関の研究者やその国際共同研究チームなど

が有する有望な技術シーズを育成する事業を実施する。その際、我が国の競争的な研究開発環境の醸成等研究開発シス

テムの改革にも資するよう努めるとともに、我が国の産業競争力の強化やエネルギー・環境問題解決等の政策目的に即

したテーマの選定を適切に行うため、以下に留意するものとする。 

・テーマの選定に当たっては、基礎的・基盤的なものから、広範な産業への波及効果が期待できるものまで、将来の産

業技術シーズとして広くポテンシャルを有するテーマを採択する。 

・所属機関や経歴・業績などにとらわれず、若手研究者や地方の大学・公的研究機関の優れた提案も積極的に発掘する。

その際、配分先の不必要な重複や過度の集中排除に努めるものとする。 

［２４年度計画］ 

 技術シーズの育成事業として「先導的産業技術創出事業（若手研究グラント）」を実施する。当該事業の実施に当た

っては、将来の産業技術シーズとしてポテンシャルを有するテーマや、広範な産業への波及効果が期待できるテーマを

対象とするとともに、所属機関や経歴・業績などにとらわれず、若手研究者や地方の大学・公的研究機関からの優れた

案件にも助成する。さらに、中間評価において、研究の進捗、企業との連携状況等を評価し、その結果に基づき、助成

の重点化を図ることとする。平成２４年度においては、継続分１４８件のテーマを実施する。 

［２４年度業務実績］ 

・「産業技術研究助成事業」においては、平成２４年度は、継続分１４８件に対し、助成金を交付した。また、終了し

た３８件を対象に事後評価を実施した。 

・研究開発途中の段階から優れた産業技術シーズを広く産業界に周知し、ビジネスパートナー、ユーザーとの連携強化

を促進することにより、産業応用化、実用化の確度を高めるための支援を行った。具体的には、イノベーション・ジ

ャパンへの出展、マッチングデーへの参加、産学連携ガイドラインの有効性検証など、研究成果の分かりやすい情報

発信および連携先企業候補の担当者との情報交換の場の提供支援等を実施した。 

・また、記者会見を含む７件のプレスリリースを実施し、研究成果の幅広い広報に努めた。 

（ウ）産業技術人材養成の推進 

［中期計画］ 

 民間企業や大学等において中核的人材として活躍し、イノベーションの実現に貢献する技術者の養成事業の質的強化

を図る。具体的には、産業技術の将来を担う創造性豊かな技術者・研究者を機構の研究開発プロジェクトや公的研究機

関等の最先端の研究現場において研究開発等に携わらせること及び大学等の研究者への助成をすることにより人材を育

成するとともに、機構の研究開発プロジェクトに併設するＮＥＤＯ特別講座について効率的・効果的な実施方法の工夫

を図りつつ実施する。これらの活動を通じ、民間企業や大学等において中核的人材として活躍する技術者を、高齢化の

進展状況、政府予算の状況その他適当な条件を加味した上で、第１期中期目標期間と同等程度養成する。産業技術フェ

ローシップ事業については、高度な学歴と知識を有する鉱工業技術者の養成を図るとともに、その成果を十分に把握す

るため、終了者の追跡調査等により事業成果を的確に把握し、事業目的に即した成果が得られているか検証するととも

に、検証結果を公表する。その際、終了者のうち本事業の養成目的に合致した業務に従事する者の占める割合を６０％

以上とする。 

［２４年度計画］ 
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 民間企業や大学等において中核的人材として活躍し、イノベーションの実現に貢献する技術者の養成事業の質的強化

を図る。具体的には、産業技術の将来を担う創造性豊かな技術者・研究者を機構の研究開発プロジェクトや公的研究機

関等の最先端の研究現場において研究開発等に携わらせること及び大学等の研究者への助成をすることにより人材を育

成するとともに、機構の研究開発プロジェクトに併設する「ＮＥＤＯ特別講座」について効率的・効果的な実施方法の

工夫を図りつつ実施する。これらの活動を通じ、民間企業や大学等において中核的人材として活躍する技術者を、高齢

化の進展状況、政府予算の状況その他適当な条件を加味した上で、第１期中期目標期間と同等程度養成する。 

［２４年度業務実績］ 

・ナショナルプロジェクト等への若手研究者の参画等の推進を通して、約５９０名の若手研究者を中心とした人材養成

を行った。（第１期中期目標期間実績 ６，２１４名） 

  （定義：平成２４年度中に新たに登録した、４０歳未満の若手研究者（通年ベース）） 

（エ）技術経営力の強化に関する助言 

［中期計画］ 

 ナショナル・イノベーション・システムにおける機構の役割と責務を踏まえ、研究開発等の成果が事業者の経営上活

用されることを重視し、機構が実施してきた研究開発マネジメントの高度化に向けた取組を強化することにより技術経

営力に関する知見を深化させるとともに、その成果を活用した事業者の技術経営力の強化に関する助言に係る業務とし

て、以下の取組を実施する。 

［２４年度計画］ 

 ナショナル・イノベーション・システムにおける機構の役割と責務を踏まえ、研究開発等の成果が事業者の経営上活

用されることを重視し、機構が実施してきた研究開発マネジメントの高度化に向けた取組を強化することにより技術経

営力に関する知見を深化させるとともに、その成果を活用した事業者の技術経営力の強化に関する助言に係る業務とし

て、以下の取組を実施する。 

 

［中期計画］ 

・技術経営力に関する各界有識者のネットワークを構築し、このネットワークを活用し、技術経営力に関する機構内職

員の研修を毎年度１コース以上実施するとともに、技術経営力の強化をテーマとしたシンポジウム等を毎年度１回以

上開催すること等により、その知見を産業界等に発信する。とりわけ、これまでに蓄積された研究開発プロジェクト

のフォーメーション等の決定における採択審査委員会、プロジェクトの途中及び事後における評価委員会などにおけ

る外部有識者を含めた関係各方面とのネットワークを十二分に活用する。 

［２４年度計画］ 

  技術経営力に関する各界有識者のネットワークを活用しつつ、研究開発管理に必要なスキルに係る機構内職員の研

修を実施するとともに、技術経営力の強化をテーマとしたシンポジウム等を１回以上開催すること等により、その知見

を産業界等に発信する。とりわけ、これまでに蓄積された研究開発プロジェクトのフォーメーション等の決定における

採択審査委員会、プロジェクトの途中及び事後における評価委員会などにおける外部有識者を含めた関係各方面とのネ

ットワークを十二分に活用する。 

［２４年度業務実績］ 

・技術経営力の強化に関する情報の発信を目的として、イノベーションジャパン 2012 等において、約１０８０名の聴

講者に講演を行った。技術と知財で優り事業で優る仕組みの構築や各事業分野の取組みと戦略について情報を発信し

た。 

・機構内職員向けの研修として、「プロジェクトマネジメント研修」（全１８回）や「出口戦略セミナー」（全９回）等、

第２期中期目標期間中に計１８コースの新規の研修を実施し、これらを通じて職員の技術経営力等の能力強化に取り

組んだ。これにより、プロジェクトマネジメント能力の体系的な獲得や標準・知財戦略や研究開発マネジメントに関

して幅広い視点で理解を深め、職員自らの資質・能力向上を図った。 

 

［中期計画］ 

・研究開発マネジメントの専門家を目指す職員を外部の研究開発現場等に毎年度１名以上派遣し、その経験を積ませる

とともに、大学における技術経営学、工学等の博士号、修士号等について、第２期中期目標期間中に５名以上の取得

を行わせる等、当該業務実施に必要な知識・技能の獲得に資する能力開発制度を充実する。 

［２４年度計画］ 

・職員の研究開発マネジメント能力の更なる向上のため、１名の職員を外部の研究開発現場等に派遣し、その経験を積

ませる。 

・プロジェクトマネジメントに必要な専門知識を習得させるため、２名の職員を大学のＭＯＴコース等に派遣し、博士

号、修士号取得を目指す。 

・プロジェクトの国際展開に対応するため、１名以上の職員を海外の大学院等へ派遣し、将来の国際業務を担う人材を

育成する。 

［２４年度業務実績］ 

・技術開発現場への派遣として東京大学先端科学技術研究センターに１名の固有職員を派遣し、職員の技術開発マネジ

メント能力の向上を図った。また、東京大学博士課程に２名、東京工業大学博士課程に１名、東京理科大学修士課程

に１名、海外大学院の修士課程等に２名の職員を派遣し、ＮＥＤＯ職員に求められる政策分析・立案手法、プロジェ

クト運営、技術経営論等に関する専門的知見や語学の更なる習得、深化を図った。 
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［中期計画］ 

・イノベーション、研究開発マネジメント及びプロジェクトマネジメント関係の実践的研究発表として、セミナー、学

会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等に機構自身として第２期中期目標期間中に１００本以上の発表を行う。 

［２４年度計画］ 

・イノベーション、研究開発マネジメント及びプロジェクトマネジメント関係の実践的研究発表として、セミナー、学

会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等に機構自身として２０本程度の発表を行う。 

［２４年度業務実績］ 

・イノベーション、研究開発マネジメント及びプロジェクトマネジメント関係の実践的研究発表として、セミナー、学

会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等に機構自身として、２０本の発表を実施した。 

 

［中期計画］ 

・技術経営力に関する各界有識者のネットワークを活用し、機構の事業実施者に対し、知的財産の適切な管理・運営、

国際標準化の取組を含む技術経営力の強化に係る助言を行う。 

［２４年度計画］ 

・知財・国際標準化等の有識者を活用し、知財マネジメントへの取組への支援を強化する。併せて、特許分析システム

等による情報収集・提供体制の整備を行う。また、機構の事業実施者に対して、技術経営力に係る助言等を行う。 

［２４年度業務実績］ 

・研究委託・助成先の中小企業、ベンチャー企業等に対し、ＮＥＤＯ職員と技術経営の専門家がコンサルティングを行

うなど、技術経営力の強化に関する助言業務を実施した（１３回（１１事業者）） 

・知財マネジメント検討委員会を組織し、有識者の助言の下、ＮＥＤＯプロジェクトにおける知財マネジメントの本格

的な運用に向け「知財マネジメント基本方針」の改訂・公表を行った。また、プロジェクト参加者における知財合意

書の迅速な策定を促すため、「知財合意書の作成ガイド」を策定した。 

・特許分析システムの運用及び普及の観点から、終了プロジェクトの分析事例を主たる内容としたシステム操作研修を

実施した。 

 

［中期計画］ 

・研究開発マネジメントのノウハウ等の成果を、社会人向け公開講座等を活用して、企業の技術開発部門や企画部門の

担当者等に発信する。 

［２４年度計画］ 

・研究開発マネジメントのノウハウ等の成果に基づき、研究開発管理に必要なスキルに係る機構内職員の研修を実施す

る。 

［２４年度業務実績］ 

・機構内職員向けの研修として、「プロジェクトマネジメント研修」（全１８回）や「出口戦略セミナー」（全９回）等、

第２期中期目標期間中に計１８コースの新規の研修を実施し、これらを通じて職員の技術経営力等の能力強化に取り

組んだ。これにより、プロジェクトマネジメント能力の体系的な獲得や標準・知財戦略や研究開発マネジメントに関

して幅広い視点で理解を深め、職員自らの資質・能力向上を図った。 

 

［中期計画］ 

・ベンチャー企業等を対象とする事業において、事業実施者の経営能力に関する要素を審査の過程で重視することとし、

審査の過程で得られた知見を基に、技術経営力の強化に関する助言業務の観点も踏まえ、事業実施者に対してアドバ

イスを行う。 

［２４年度計画］ 

・イノベーション推進事業においては、昨年度まで、申請時に企業経営自己評価レポートの提出を求めるとともに、審

査の際に申請者による知的資産経営のプレゼンテーションを実施してきた。審査の過程で得られた知見を基に、技術

経営力の強化に関する助言業務の観点も踏まえ、ベンチャー企業、中小企業等の事業実施者に対してアドバイスを行

う。 

［２４年度業務実績］ 

・イノベーション推進事業においては、従前より申請者全員から企業経営自己評価レポートを提出させ、審査の際に申

請者による知的資産経営のプレゼンテーションを実施し、終了事業者評価委員会で審査した結果を踏まえて、今後の

実用化に向けた助言を行った。 

 

［中期計画］ 

・研究開発と技術経営を担う人材を育成し、人的ネットワークを更に強化するための研究拠点として、技術経営等につ

いての「ＮＥＤＯ特別講座」を平成２１年度までに設置する。 

 

［中期計画］ 

・事業者の技術経営力の強化に向けた業務の一環としての観点も踏まえつつ、良質な技術シーズを発掘するため、機構

の事業に対する応募に係る相談対応を毎年度２回以上実施する。 

［２４年度計画］ 

・事業者の技術経営力の強化に向けた業務の一環としての観点も踏まえつつ、良質な技術を発掘するため、機構の事業
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に対する応募に係る相談対応を２回以上実施する。 

［２４年度業務実績］ 

・分野横断的公募事業の公募時期に合わせて公募説明会をのべ３１回、個別相談会をのべ３１回開催した。その他、経

済産業局等において制度説明会をのべ１１回開催した。 

 

（産業技術開発関連業務における技術分野ごとの計画） 
［中期計画］ 

 後掲 

［２４年度計画］ 

 別添 

［２４年度業務実績］ 

 別添 

（２）新エネルギー・省エネルギー関連業務等 

［中期計画］ 

 近年の中国・インドを始めアジア諸国の高い経済成長を背景とした世界のエネルギー需要の増加見通し、間近に迫っ

た京都議定書第一約束期間及びポスト京都議定書の議論が活発化の動きがある一方で、ドイツの太陽光発電導入量が平

成１７年度において日本を抜いて世界一となり、また、米国における平成１９年１月のブッシュ大統領の年頭演説にお

けるバイオマスエタノールの積極的導入方針の明確化などのエネルギーを巡る政策の激変も起きている。 

 こうした中、我が国では、中国、インド等アジアを中心とする諸国とのエネルギー・環境協力の動きを活発化させる

一方で、平成１９年５月には「世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比して２０５０年までに半減する」という全世

界に共通する長期目標を含めた「Ｃｏｏｌ－Ｅａｒｔｈ－エネルギー革新技術計画」をとりまとめているところである。 

［２４年度計画］ 

 平成２３年３月１１日の東日本大震災により日本のエネルギーを巡る環境は大きく変化しており、太陽光・風力など

の再生可能エネルギーの導入拡大やそれを支えるスマートグリッドの構築、蓄電池、燃料電池、ヒートポンプなどのエ

ネルギー関連技術の革新を目指した、新エネルギー・省エネルギー関連業務等の重要性はますます高まっている。 

 

［中期計画］ 

 これらの情勢を踏まえ、機構は、我が国産業競争力の強化を果たしつつ我が国のエネルギー安定供給確保と地球温暖

化問題の課題解決に貢献するとともに、アジア地域を始めとする世界のエネルギー・環境問題の課題解決にも適切な貢

献を果たしていくことを念頭に置き、我が国の新エネルギー・省エネルギーの２０１０年度目標及び京都議定書目標達

成計画の達成のための短期対策を加速的に実施することと、２０３０年度を目処とした我が国エネルギー戦略の達成や

地球温暖化問題の究極の目的達成に貢献することを視野に入れた中長期対策を着実に実施すること等のため、新エネル

ギー・省エネルギーにおける政府として重点的に取り組むべき分野の技術開発、実証試験及び導入普及の各業務、石炭

資源開発業務等を戦略的・重点的に推進する。 

［２４年度計画］ 

  こうした情勢を踏まえ、機構は、新エネルギー・省エネルギーにおける政府として重点的に取り組むべき分野の技

術開発、実証試験の各業務等を戦略的・重点的に【新エネルギー・省エネルギー関連業務等における技術分野ごとの計

画】のとおり推進する。 

 

［中期計画］ 

 これらの業務の推進を通じ、エネルギー関連施設の立地条件、技術進歩による設備能力向上、政府予算の状況その他

適当な条件を加味した上で、国内における第１期中期目標期間の温暖化ガスの排出抑制効果と遜色のないレベルの排出

抑制を図る。 

［２４年度計画］ 

 これらの業務の推進を通じ、エネルギー関連施設の立地条件、技術進歩による設備能力向上、政府予算の状況その他

適当な条件を加味した上で、国内における第１期中期目標期間の温暖化ガスの排出抑制効果と遜色のないレベルの排出

抑制を図るという中期計画の達成に向けて取り組む。 

［２４年度業務実績］ 

 エネルギー関連施設の立地条件、技術進歩による設備能力向上、政府予算の状況その他適当な条件を加味した上で、

国内における第１期中期目標期間の温暖化ガスの排出抑制効果と遜色のないレベルの排出抑制を図るという中期計画の

達成に向けて取り組んできた。 

 平成２３年度までで当該業務は終了し、第１期、第２期とも年平均で約２００万トン程度、通算１，７８１万トンの

ＣＯ２削減効果をあげた。 

 

［中期計画］ 

 なお、新エネルギー・省エネルギー導入普及業務においては、石油代替エネルギーの開発及び導入の促進に関する法

律（昭和５５年法律第７１号）及びエネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和５４年法律第４９号）に基づき定め

られた目標の達成状況を踏まえつつ、すべての事業について、第２期中期目標期間中に継続の必要性や事業成果につい

て検証し、必要性や成果が乏しい事業については廃止する。また、継続実施する事業及び新たに実施する事業について
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は、必ず終期を設定する。 

［２４年度計画］ 

 なお、新エネルギー・省エネルギー関連業務等のうち、石炭資源開発業務及び地熱資源開発業務については、災害時

における石油の供給不足への対処等のための石油の備蓄の確保等に関する法律等の一部を改正する法律案（平成２４年

２月１０日閣議決定）（以下「備蓄法等一部改正法案」という。）が成立し、施行された場合には、必要な措置を講ずる

こととする。 

［２４年度業務実績］ 

 なお、新エネルギー・省エネルギー関連業務等のうち、石炭資源開発業務及び地熱資源開発業務については、災害時

における石油の供給不足への対処等のための石油の備蓄の確保等に関する法律等の一部を改正する法律の成立、施行を

受け、平成２４年９月１５日付けで独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構に承継した。 

 

［中期計画］ 

 また、新エネルギー・省エネルギー導入普及業務における実施者ごとの個別の案件の実施期間について、原則２年以

内とし、２年を超える場合には、事業ごとに技術的専門家から構成されることとなる委員会によって事業実施期間を設

定する。ただし、設備・機器の生産や設置工事等の関係であらかじめ定めた事業実施期間内での完了が困難な場合は、

有識者から構成されている審査委員会の審査を受けて事業実施期間を延長する。 

 

（新エネルギー・省エネルギー関連業務等における技術分野ごとの計画） 
［中期計画］ 

 後掲 

［２４年度計画］ 

 別添 

［２４年度業務実績］ 

 別添 

（３）産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関連業務等の実施に係る

共通的実施方針 

（ア）企画・公募段階 

［中期計画］ 

ⅰ）円滑かつ迅速な事業実施・推進を図るため、極力多くの事業について、政府予算の成立を条件として、実施年度の

前年度の３月までに公募を開始する。 

［２４年度計画］ 

ⅰ）円滑かつ迅速な事業実施・推進を図るため、極力多くの事業について、政府予算等の成立を条件として、平成２４

年度の３月までに公募を開始する。 

［２４年度業務実績］ 

ⅰ）円滑かつ迅速な事業実施・推進を図るため、極力多くの事業について、政府予算の成立を条件として、平成２４年

度の３月までに公募を開始した。 

 

［中期計画］ 

ⅱ）ホームページ等のメディアの最大限の活用等により採択基準を公表しつつ、公募を実施する。また、公募に際して

は、機構のホームページ上に、公募開始の１ヶ月前（緊急的に必要なものであって事前の周知が不可能なものを除

く。）には公募に係る事前の周知を行う。また、テーマ公募型の研究開発事業においては、地方の提案者の利便にも

配慮し、地方を含む公募説明会の一層の充実を図る。 

［２４年度計画］ 

ⅱ）ホームページ等のメディアの最大限の活用等により採択基準を公表しつつ、公募を実施する。また、公募に際して

は、機構のホームページ上に、公募開始の１ヶ月前（緊急的に必要なものであって事前の周知が不可能なものを除

く。）には公募に係る事前の周知を行う。 

［２４年度業務実績］ 

ⅱ）ホームページ等のメディアの最大限の活用等により採択基準を公表しつつ、公募を実施した。また、公募に際して

は、機構のホームページ上に、公募開始の１ヶ月前（緊急的に必要なものであって事前の周知が不可能なものを除

く。）には公募に係る事前の周知を行った。また、テーマ公募型の研究開発事業においては、地方の提案者の利便に

も配慮し、地方を含む公募説明会の一層の充実を図った。 

 

［中期計画］ 

ⅲ）テーマ公募型の研究開発事業については、採択件数の少ない事業を除き、年度の枠にとらわれない随時の応募相談

受付と年間複数回の採択を行う。 

 

［中期計画］ 

ⅳ）新エネルギー・省エネルギー関連業務等の「実証」及び「導入普及」業務においては、制度の利用者が容易に事業
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の趣旨や応募方法等を理解できるよう、第１期中期目標期間に引き続き、事業横断的な統一マニュアルを策定し、で

きる限り公募方法等を統一化するとともに、補助金交付規程等の規程類を機構のホームページ上で公開し、利用者の

利便性の向上に向けた情報提供を更に充実する。 

［２４年度計画］ 

ⅳ）制度の利用者が容易に事業の趣旨等を理解できるよう、補助金交付規程等の規程類を機構のホームページ上で公開

する等、利用者の利便性の向上に向けた情報提供を行う。 

［２４年度業務実績］ 

ⅳ）制度の利用者が容易に事業の趣旨や応募方法等を理解できるよう、第１期中期目標期間に引き続き、事業横断的な

統一マニュアルを策定し、できる限り公募方法等を統一化するとともに、補助金交付規程等の規程類を機構のホーム

ページ上で公開した。 

 

［中期計画］ 

ⅴ）機構外部からの優れた専門家・有識者の参加による、客観的な審査・採択基準に基づく公正な選定を行う。 

［２４年度計画］ 

ⅴ）機構外部からの優れた専門家・有識者の参加による、客観的な審査・採択基準に基づく公正な選定を行う。 

［２４年度業務実績］ 

ⅴ）事業実施者の審査・選定については、応募要領に審査の方法・基準を示した上で、約５，０００人の外部有識者を

活用して、客観的で公正な審査・選定に努めた。 

 

［中期計画］ 

ⅵ）選定結果の公開と不採択案件応募者に対する明確な理由の通知を行う。 

［２４年度計画］ 

ⅵ）選定結果の公開と不採択案件応募者に対する明確な理由の通知を行う。 

［２４年度業務実績］ 

ⅵ）選定結果の公開と不採択案件応募者に対する明確な理由の通知を行った。 

（イ）業務実施段階 

［中期計画］ 

ⅰ）交付申請・契約・検査事務などに係る事業実施者の事務負担を極力軽減するとともに、委託事業においては研究開

発資産等の事業終了後の有効活用を図る。 

［２４年度計画］ 

 交付申請・契約・検査事務などに係る事業実施者の事務負担を極力軽減するとともに、委託事業においては研究開発

資産等の事業終了後の有効活用を図る。 

［２４年度業務実績］ 

押印書類による届出内容等の見直しや資産登録管理を効率的に行うため、ＮＥＤＯ及び事業者双方で確認できるよう

様式を変更するなど事務負担軽減と効率化を推進した。また、委託事業終了後速やかに有効活用が図られるよう、所有

権の移転に係る手続きを具体的に約款に規程することにより簡略化した。 

 

［中期計画］ 

 国からの運営費交付金を原資とする事業については、事業実施者から目標達成に向けた明確なコミットメントが得ら

れる場合には、最長３年間程度の複数年度契約・交付決定を実施する。国からの補助金等を原資とする事業については、

その性格を踏まえつつも、制度の趣旨に応じた柔軟な応募受付・事業実施システムを構築することにより、年度の切れ

目が事業実施の上での不必要な障壁となることのないよう、利用者本位の制度運用を行う。 

［２４年度計画］ 

 国からの運営費交付金を原資とする事業については、事業実施者から目標達成に向けた明確なコミットメントが得ら

れる場合には、原則として最長３年間程度の複数年度契約・交付決定を実施する。国からの補助金等を原資とする事業

については、その性格を踏まえつつも、制度の趣旨に応じた柔軟な応募受付・事業実施システムを構築することにより、

年度の切れ目が事業実施の上での不必要な障壁となることのないよう、利用者本位の制度運用を行う。 

［２４年度業務実績］ 

 国からの運営費交付金を原資とする事業については、事業実施者から目標達成に向けた明確なコミットメントが得ら

れる場合には、最長３年間程度の複数年度契約・交付決定を原則実施した。平成２４年度新規契約についてもほぼ１０

０％の導入となった。国からの補助金等を原資とする事業についても、制度の趣旨に応じた柔軟な応募受付・事業実施

システムを構築することにより、年度の切れ目が事業実施の上での不必要な障壁となることのないよう、早期の事務手

続きにより利用者本位の制度運用を行うように努めた。 

 

［中期計画］ 

 なお、十分な審査期間を確保することに最大限留意の上、応募総数が多い場合等、特段の事情がある場合を除き、公

募締切から採択決定までの期間をそれぞれ以下の日数とすることにより、事務の合理化・迅速化を図る。 

・ナショナルプロジェクト：原則４５日以内 

・実用化・企業化促進事業：原則７０日以内 
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・技術シーズの育成事業 ：原則９０日以内 

・新エネルギー・省エネルギー関連業務の「実証」及び「導入普及業務」：原則６０日以内 

［２４年度計画］ 

 なお、十分な審査期間を確保することに最大限留意の上、応募総数が多い場合等、特段の事情がある場合を除き、公

募締切から採択決定までの期間をそれぞれ以下の日数とすることにより、事務の合理化・迅速化を図る。 

・ナショナルプロジェクト：原則４５日以内 

・実用化・企業化促進事業：原則７０日以内 

・技術シーズの育成事業 ：原則９０日以内 

・新エネルギー・省エネルギー関連業務の「実証」及び「導入普及業務」：原則６０日以内 

［２４年度業務実績］ 

 平成２４年度に公募を実施した研究開発プロジェクト等の受託者・交付先の採択については、海外との調整に時間を

要した案件（１件）、条件付き採択等による実施内容・技術要件・研究体制などの調整に時間を要した案件（１０件）

を除き、事業区分毎に掲げる公募締切から採択決定までの目標期間以内で採択決定した。 

・ナショナルプロジェクトでは、期間内で採択決定を行った事業は３１件中２２件（７１％） 

・実用化・企業化促進事業では、期間内で採択決定を行った事業は４件中２件。（５０％） 

・技術シーズの育成事業（若手研究者に対する助成事業）は、新規の公募は行わなかった。 

・新エネルギー・省エネルギー関連業務の実証・導入普及事業では、公募を行った事業６件全てが、期間内に採択決定

が行われた。 

 

［中期計画］ 

ⅱ）委託先の事情により適用できない場合等を除き、委託事業における日本版バイドール条項の適用比率を１００％と

することにより研究開発実施者の事業取組へのインセンティブを高めるとともに、委託先に帰属する特許権等につい

て、委託先における企業化の状況及び第三者への実施許諾の状況等につき毎年調査し、適切な形で対外的に公表する。 

［２４年度計画］ 

 委託先の事情により適用できない場合等を除き、委託事業における日本版バイドール条項の適用比率１００％とする

ことにより、研究開発実施者の事業取組へのインセンティブを高めるとともに、委託先に帰属する特許権等について、

委託先における企業化の状況及び第三者への実施許諾の状況等につき調査し、適切な形で対外的に公表する。 

［２４年度業務実績］ 

 委託事業における日本版バイドール条項の適用率を１００％として、バイドール条項が適用された事業の実施効果の

最大化に向け、知財マネジメントの観点から強化を図るべく、プロジェクト参加者間における知財の取扱いに関するル

ールや知財運営委員会機能の整備状況や知的財産権の利用状況調査（バイ・ドール調査）を行った。さらに、ＮＥＤＯ

の関与を明確にする等さらなる向上を図るため、知財マネジメント基本方針の改訂を行った。 

 

［中期計画］ 

ⅲ）制度面・手続き面の改善を、変更に伴う事業実施者の利便性の低下にも留意しつつ行うとともに、事業実施者に対

する説明会を毎年度４回以上行う。また、毎年度、事業実施者に対してアンケートを実施し、制度面・手続き面の改

善点等について、８割以上の回答者から肯定的な回答を得る。 

［２４年度計画］ 

 事業実施者に対するアンケートで、中期目標期間中に８割以上の回答者から肯定的な回答を得られるように、事業実

施者の利便性の向上を意識しつつ、制度面・手続き面の改善を行う。また、事業実施者に対する説明会を４回以上行う。 

［２４年度業務実績］ 

 平成２４年度の当機構の制度改善に係る全体的な取り組みについてアンケート調査を実施したところ、アンケート回

答者から「満足している」との９割を大幅に上回る肯定的回答が得られた。また、平成２４年度に取り組んだ産業財産

権等報告の委任範囲の拡大、労働費非計上者の従事状況報告の様式の廃止等の見直しについては、改善項目を理解して

いる回答者の８割以上から「改善と思う」との肯定的な回答を得た。 

 平成２４年度は、事業実施者に対する契約・検査制度についての説明会を６月・９月・１０月・２月の４回、全国６

箇所（６月は５箇所、９月は４箇所、１０月は２箇所、２月は６箇所：札幌、仙台、東京、名古屋、大阪、福岡）で開

催し、制度の改善事項の一層の周知を図った。 

（ウ）評価及びフィードバック 

［中期計画］ 

 機構外部の専門家・有識者を活用した厳格な評価を行い、その結果を基に、事業の加速化・縮小・中止・見直し等を

迅速に行うとともに、以降の事業実施及び予算要求プロセスに反映する。特に、中間時点での評価結果が一定水準に満

たない事業については、国からの運営費交付金を原資とする事業にあっては抜本的な改善策等がない場合には原則とし

て中止するとともに、国からの補助金等を原資とする事業にあっては技術開発動向、エネルギー市場・産業の動向、制

度利用者の要望等を踏まえた政策当局への提言等をより積極的に行い、政策実施機関としての役割を全うする。 

［２４年度計画］ 

 機構外部の専門家・有識者を活用した厳格な評価を行い、その結果を分析したデータを基に、事業の加速化・縮小・

中止・見直し等を迅速に行うとともに、以降の事業実施及び予算要求プロセスに反映する。 

 特に、中間時点での評価結果が一定水準に満たない事業については、国からの運営費交付金を原資とする事業にあっ
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ては抜本的な改善策等がない場合には原則として中止するとともに、国からの補助金等を原資とする事業にあっては技

術開発動向、エネルギー市場・産業の動向、制度利用者の要望等を踏まえた政策当局への提言等をより積極的に行い、

政策実施機関としての役割を全うする。 

［２４年度業務実績］ 

 平成２４年度は、５年間程度以上の期間を要し、かつ事業開始から３年目程度を経過したナショナルプロジェクト１

０件について、機構外部の専門家・有識者を活用した中間評価を実施し、その評価結果を受け、国からの運営費交付金

を原資とする事業の内、５事業はテーマの一部を加速し、別の１事業については計画の見直しなどの改善を行った。 

（エ）成果の広報・情報発信に関する事項 

［中期計画］ 

ⅰ）国民へのわかりやすい成果の情報発信・提供のため、対象に応じた、成果の映像、印刷物、ホームページ等の媒体

の製作・提供、成果発表会、展示会等の開催及び出展等を行う。特に、機構の最新の取組等を紹介する機関誌につい

ては年４回以上発行するとともに、分野ごとのパンフレットについては定期的に更新する。これらの媒体については、

必要に応じて英語版を含む外国語版を作成する。 

 国民一般を対象とした広報・情報発信については、特に、記者発表回数や来場者１万人超の一般向け展示会（産業

技術、エネルギー・環境関連）出展数を毎年度現行水準以上とする。 

 我が国の次世代の研究開発を担う小中学生を対象とした広報・情報発信については、特に、科学技術館の展示内容

の充実を図るとともに、子ども向け啓発事業を毎年度３回以上実施する。また、アンケート等を通じてこれらの効果

について検証し、その結果に応じて内容を見直す。 

［２４年度計画］ 

ⅰ）平成２４年度においては、各パンフレットの必要性を改めて精査し、重複がないようよう適宜見直しを行いなが

ら、コスト削減を目的として合理的に作成する。 

 広報誌として、研究成果の最新情報や機構が取り組む様々な活動の紹介などをわかりやすく掲載した「Ｆｏｃｕｓ

ＮＥＤＯ」を４回発行する。 

 国民への情報発信及び、国内外で実施する事業の社会的貢献、意義を伝えるために、マスメディアに対し積極的ア

ピールを行うべく、各部門の研究成果についてプレスリリース及び記者会見を実施する。また、マスメディアに対し

てＮＥＤＯ事業への理解を深めるためのブリーフィングを実施する。 

 さらに、機構が取り組んできたエネルギー・環境技術開発、産業技術開発の社会への貢献を広く国民に理解しても

らえるよう、各種成果報告会の開催、セミナー・シンポジウムの開催、来場者１万人超の展示会への出展等を行う。

なお、出展する展示会の選定にあたってはゼロベースで見直しを行う。 

 また、一般国民への分かりやすく迅速な情報発信として、ホームページのコンテンツについて、随時アップデート

を行う。また、海外向けの英語コンテンツの充実を図る。 

 我が国の次世代の研究開発を担う小中学生を対象とした情報発信は、科学技術館等において積極的に展開するほか、

小中学生向けのイベント等、啓発事業を３回以上行う。 

 分かりやすい情報発信を行うよう広報活動を強化するため、引き続き広報室の各部への指導強化を行う。 

［２４年度業務実績］ 

ⅰ）平成２４年度においては、成果のみならず、機構の取り組んできたエネルギー・環境技術開発、産業技術開発の

幅広い活動をわかりやすく伝えるため「ＮＥＤＯ活動報告アニュアルレポート２０１２」を作成。また、各分野のパ

ンフレットは重複がないように適宜見直しを図り、コスト削減につなげた。 

 広報誌として、研究成果の最新情報や機構が取り組む様々な活動の紹介などをわかりやすく掲載した「ＦＯＣＵＳ 

ＮＥＤＯ」を４回発行。社会的に関心の高い「スマートコミュニティ」や「洋上風力」等について取り上げ、アピー

ルを行った。 

 国民への情報発信のため、マスメディアへの積極的アピールを進めるべく、各部門の研究成果について記者会見を

実施。また、マスメディアに対してＮＥＤＯ事業への理解を深めるためのブリーフィングや、実際の現場を記者に公

開する現地見学会を実施した。 

 さらに、機構の取り組んできたエネルギー・環境技術開発、産業技術開発の社会への貢献を広く国民に理解しても

らえるよう、各種成果報告会の開催、セミナー・シンポジウムの開催、来場者１万人超の展示会への出展等を行った。

なお、出展する展示会の選定にあたってはゼロベースで見直しを行ったことにより、出展すべき展示会の絞込みをか

け、それらに重点的に力を入れることが出来た。 

 また、一般国民への分かりやすい情報発信を行うために、適宜ホームページのコンテンツを見直し、バナーを活用

したメリハリのある情報発信を行った。 

 我が国の次世代の研究開発を担う小中学生を対象とした情報発信を科学技術館等において積極的に展開したほか、

小中学生向けのイベント等普及啓発事業（霞ヶ関デー、被災地太陽電池工作教室）などを行った。 

 分かりやすい情報発信を行うよう広報活動を強化するため、広報室の各部への指導強化を行った結果、特にプレス

リリース案件については、露出の増加につながった。 

 

［中期計画］ 

ⅱ）研究開発の成果を基礎とした産業競争力及び新エネルギー・省エネルギー分野への貢献（アウトカム）については、

中長期な視野で様々な事例とその幅広い波及効果を収集・把握することに努め、印刷物、ホームページ等により、毎

年度、広く情報発信を行う。 
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［２４年度計画］ 

ⅱ）研究開発の成果を基礎とした産業競争力及び新エネルギー・省エネルギー分野への貢献（アウトカム）については、

中長期的な視野で様々な事例とその幅広い波及効果を収集・把握することに努め、印刷物、ホームページ等により、

広く情報発信を行う。 

［２４年度業務実績］ 

ⅱ）アウトカム把握について、集計データを５０品目から７０品目に拡大し、ＣＯ２削減効率や市場シェア率の観点か

ら社会的便益を尺度とする評価を行った。これらアウトカムの情報発信として、ＮＥＤＯのホームページに、追跡調査

等で把握したＮＥＤＯプロジェクトによる成果の実用化事例として火力発電用高効率ガスタービンや産業界の省エネル

ギー／環境負荷低減に大きく貢献する高性能工業炉など、新たな情報発信等を行った。 

 

［中期計画］ 

ⅲ）展示会等の企画・開催、学会等との連携による共同イベントの実施等を通じ、事業で得られた研究開発成果を積極

的に発表することにより、研究開発成果と企業とのマッチングの場を設け、成果の普及促進を図る。その際、成果の

公表等については、国民への情報発信や学界での建設的情報交換等の視点と、知的財産の適切な取得、国際標準化等

その成果の我が国経済活性化への確実な貢献等の視点とに留意するものとする。 

［２４年度計画］ 

ⅲ）展示会等の企画・開催、学会等との連携による共同イベントの実施等を通じ、事業で得られた研究開発成果を積極

的に発表することにより、研究開発成果と企業とのマッチングの場を設け、成果の普及促進を図る。その際、成果の

公表等については、国民への情報発信や学界での建設的情報交換等の視点と、知的財産の適切な取得、国際標準化等

その成果の我が国経済活性化への確実な貢献等の視点とに留意するものとする。 

［２４年度業務実績］  

ⅲ）事業で得られた研究開発成果の発表・マッチングのために、イノベーションジャパン、国際福祉機器展等のイベン

ト（展示会・国際会議・成果報告会・セミナー・シンポジウム）(６９件)を開催・出展した。うち、スマートグリッ

ド展／スマートグリッドサミット、World Future Energy Summit、nanotech2013 等の来場者が１万人を超える国内

外の展示会(２１件)への出展等を行い、積極的な情報発信を行った。 

 

［中期計画］ 

ⅳ）内外の研究開発マネジメント機関との情報交換を実施するとともに、イノベーション、研究開発マネジメント及び

プロジェクトマネジメント関係の実践的研究発表として、セミナー、学会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等

に機構自身として第２期中期目標期間中に１００本以上の発表を行う。 

［２４年度計画］ 

ⅳ）内外の研究開発マネジメント機関との情報交換を実施するとともに、イノベーション、研究開発マネジメント及び

プロジェクトマネジメント関係の実践的研究発表として、セミナー、学会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等

に機構自身として２０本程度の発表を行う。 

［２４年度業務実績］ 

ⅳ）イノベーション、研究開発マネジメント及びプロジェクトマネジメント関係の実践的研究発表として、セミナー、

学会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等に機構自身として、２０本の発表を実施した。 

 

［中期計画］ 

 なお、補正予算により追加的に措置された交付金及び補助金の活用については、以下のとおりとする。 

ａ）平成２０年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金及び補助金については、「安心実現のための

緊急総合対策」の低炭素社会実現対策のために措置されたことを認識し、低炭素社会の早期実現に向けた取組強化

のために活用する。 

ｂ）平成２０年度補正予算（第２号）により追加的に措置された交付金については、「生活対策」の中小・小規模企

業等支援対策のために措置されたことを認識し、中小企業等に対する研究開発支援の強化のために活用する。 

ｃ）平成２１年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金については、「経済危機対策」の低炭素革命、

健康長寿・子育て及び底力発揮・２１世紀型インフラ整備のために措置されたことを認識し、低炭素・循環型社会

の構築、資源大国の実現、医療品等新技術の開発加速、中小企業支援の推進、ＩＴの徹底活用による国民の利便性

向上のために活用する。 

ｄ）平成２１年度補正予算（第２号）により追加的に措置された交付金については、「明日の安心と成長のための緊

急経済対策」の環境・エネルギー技術への挑戦のために措置されたことを認識し、低炭素社会の実現に不可欠な素

材の開発等、革新的な環境技術開発の前倒しや低炭素社会システムの実現に向けた取組の推進のために活用する。 

ｅ）平成２２年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金については、「円高・デフレ対応のための緊

急総合経済対策」のグリーン・イノベーションの推進、ライフ・イノベーションの推進のために措置されたことを

認識し、レアアース等代替技術の開発、グリーン・イノベーションの研究開発支援の加速、ライフ・イノベーショ

ンの研究開発支援の加速のために活用する。 

f)平成２３年度補正予算（第３号）により追加的に措置された交付金については、東日本大震災からの復興のために

措置されたことを認識し、省エネルギー分野等の革新的技術開発、災害対応無人化システム研究開発のために活用

する。 

［２４年度計画］ 

 なお、補正予算により追加的に措置された交付金については、それぞれの政策目的のために措置されたことを認識し、
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着実に執行する。 

＜平成２４年度補正予算＞ 

日本経済再生に向けた緊急経済対策のために措置されたことを踏まえ、イノベーション実用化ベンチャー支援事業の公

募を迅速に開始した。 

 

（４）クレジット取得関連業務 

［中期計画］ 

 クレジット取得関連業務は、京都議定書における我が国の目標達成に資するための京都メカニズムクレジットの取得

を確実かつ費用対効果を考慮して行うことを目的として、経済産業省及び環境省が機構に委託したものである。 

 第１期中期目標期間中、政府としてのクレジット取得の制度と運用体制の構築、及びクレジット取得の契約締結を行

ってきた。 

 第２期中期目標期間におけるクレジット取得関連業務の実施に当たっては、引き続き経済産業省及び環境省との緊密

な連携の下、我が国が京都議定書目標達成計画に基づき、京都議定書に定める第一約束期間の目標達成に向けて、国内

対策を基本として国民各界各層が最大限努力してもなお京都議定書の約束達成に不足する差分を踏まえ、計画的に目標

達成に必要と見込まれるクレジットの取得及び政府への移転を、制度改善と運用体制の強化をしつつ実施するものとす

る。その際、①計画的にクレジットを取得するとともに、国の財政支出の効率化の観点から、取得に係る予算総額の低

減を含めた、効率的かつ着実なクレジットの取得に努めること、②地球規模での温暖化防止、途上国の持続可能な開発

への支援を図ること、という観点を踏まえつつ、適切に業務を推進する。 

 かかる目的の実現のため、以下に留意するものとする。 

［２４年度計画］ 

 クレジット取得関連業務の実施に当たっては、経済産業省及び環境省との緊密な連携の下、「京都議定書目標達成計

画」に基づき、京都議定書に定める第一約束期間の目標達成に向けて、国内対策を基本として国民各界各層が最大限努

力してもなお京都議定書の約束達成に不足する差分を踏まえ、計画的に目標達成に必要と見込まれるクレジットの取得

及び政府への移転を、制度改善と運用体制の強化をしつつ実施するものとする。その際、①計画的にクレジットを取得

するとともに、国の財政支出の効率化の観点から、取得に係る予算総額の低減を含めた、効率的かつ着実なクレジット

の取得に努めること、②地球規模での温暖化防止、途上国の持続可能な開発への支援を図ること、という観点を踏まえ

つつ、適切に業務を推進する。 

 以下において「プロジェクト」とは、クリーン開発メカニズム（ＣＤＭ）、共同実施（ＪＩ）又はグリーン投資スキ

ーム（ＧＩＳ）のいずれかに係るプロジェクトをいう。 

 また、クレジット取得事業の形態は、下記のとおりとする。 

①機構が、自らもプロジェクト参加者等として京都議定書に基づく他のプロジェクト参加者等との間でクレジット購入

契約を締結し、クレジット発行者からクレジットを直接取得する事業。 

②機構が、クレジットを既に取得又は今後取得する見込みのある事業者等との間で転売等によるクレジット購入契約等

を締結し、クレジットを取得する事業。 

③機構が、日本国政府と京都議定書附属書Ｂ国※政府による覚書等に基づき、附属書Ｂ国政府と排出割当量売買契約を

締結し、クレジットを取得する事業。 

※附属書Ｂ国とは、京都議定書附属書Ｂに掲げられた排出削減に関する数値目標を有している国を指す。 

［２４年度業務実績］ 

 クレジット取得にあたっては、地球規模での温暖化防止、途上国の持続可能な開発への支援という観点を踏まえ、各

種プロジェクトのうち、効率的かつ着実なクレジット取得を行える体制は維持しているが、平成２４年度は政府方針に

より新規契約によるクレジットの取得は行わなかった。これまでに、政府取得目標の約１億トン－ＣＯ２に迫る９，７

５２．８万トン－ＣＯ２の契約量を確保している。 

 平成２４年度はクレジットの確実な移転に注力し、引き続き事務管理等の効率化・適正化に努めたところ、新たに４

０６．０万トン－ＣＯ２を政府の管理口座へ移転、累積では９，３６５．４万トン－ＣＯ２となるなど、第一約束期間

の目標達成に貢献した。 

 ＧＩＳ案件については、移転されたクレジットを確実なものとするために、グリーニングの着実な実施を推進すると

ともに、日本の環境技術移転を図るべく、契約相手国において日本技術紹介のワークショップ等を開催した。 

 既契約のＣＤＭ案件については、国連審査の長期化・厳格化の現状に対応するため、プロジェクト実施者や関係機関

等と連携を密にし、国連登録及びクレジット発行の円滑化の推進に努めた。 

（ア）企画・公募段階 

［中期計画］ 

ⅰ）クリーン開発メカニズム（ＣＤＭ）・共同実施（ＪＩ）・グリーン投資スキーム（ＧＩＳ）によるクレジットの取得

に最大限努力する。 

ⅱ）クレジット取得に係る契約の相手先となる事業者等（以下「契約相手先」という。）の選定については、原則とし

て公募によるものとし、その際ホームページ等のメディアの最大限の活用等を図る。また、原則として随時の応募受

付と年間複数回の採択を実施する。また、必要に応じて公募説明会を開催し、契約相手先に対して公募に関する周知

を図る。 
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ⅲ）契約相手先の選定においては、客観的な審査・採択基準に基づく公正な審査を行う。具体的には、その信用力、プ

ロジェクトの内容、提案されたクレジットの価格や移転時期その他必要な事項を考慮して選定する。その際、必要に

応じて世界で取引されているクレジットのデータベース等の活用などを図るなど、優れた提案等を速やかに採択する

ための審査体制を維持する。また、審査に当たっては、提案者等が国際ルール等を踏まえて行った、クレジットを生

成するプロジェクトに係る環境に与える影響及び地域住民に対する配慮の徹底について確認を行う。 

ⅳ）クレジット取得においては、リスクの低減を図りつつ、費用対効果を考慮してクレジットを取得する観点から、

個々のクレジット取得におけるリスクを厳正に評価することに加えて、取得事業全体として、契約相手先やプロジェ

クト実施国を分散させることなどの措置を講じる。 

［２４年度計画］ 

ⅰ）ＣＤＭ・ＪＩ・ＧＩＳに係るプロジェクトによるクレジットの取得に最大限努力する。 

ⅱ）クレジット取得に係る契約の相手先となる事業者等（以下「契約相手先」という。）の選定については、原則とし

て、公募によるものとし、必要に応じて随時の応募受付と年間複数回の採択を実施するものとする。その際ホームペ

ージ等のメディアの最大限の活用等を図る。また、必要に応じて公募説明会を開催し、契約相手先に対して公募に関

する周知を図る。 

ⅲ）契約相手先の選定においては、客観的な審査・採択基準に基づく公正な審査を行う。具体的には、信用力、プロジ

ェクトの内容、提案されたクレジットの価格や移転時期その他必要な事項を考慮して選定する。その際、必要に応じ

て世界で取引されているクレジットのデータベース等の活用などを図るなど、優れた提案等を速やかに採択するため

の審査体制を維持する。また、審査に当たっては、提案者等が国際ルール等を踏まえて行った、クレジットを生成す

るプロジェクトに係る環境に与える影響及び地域住民に対する配慮の徹底について確認を行う。 

ⅳ）クレジット取得においては、リスクの低減を図りつつ、費用対効果を考慮してクレジットを取得する観点から、

個々のクレジット取得におけるリスクを厳正に評価することに加えて、取得事業全体として、契約相手方やプロジェ

クト実施国を分散させることなどの措置を講じる。 

［２４年度業務実績］ 

ⅰ）政府方針により、平成２４年度は新規契約によるクレジット取得を行わなかった。 

ⅱ）クレジット取得に係る契約の相手方となる事業者等（以下「契約相手先」という）の選定については、クレジット

価格等の状況を精査しつつ公募を検討したが、結果として公募は見送りとした。 

ⅲ）契約相手先の選定にあたって、信用力、プロジェクトの内容、提案されたクレジットの価格や移転時期等を考慮し、

客観かつ公平な審査を行う体制を維持した。世界で取引されているクレジット価格情報や企業情報等のデータベース

も活用し、クレジットを生成するプロジェクトの環境に与える影響及び地域住民に対する配慮を徹底するため、提案

者に対するヒアリングを行うこともスキーム化している。 

ⅳ）ＧＩＳ案件について、グリーニングリスク等の固有のリスクを厳正に評価した上で契約締結しており、グリーニン

グ施行に関しては、履行違反を防ぐべくモニタリング等による確認と是正指導を可能とし、着実なグリーニングを可

能とする緻密なスキームを導入し実施した。また、実施国を分散させることで、リスク低減を図った。 

（イ）業務実施段階 

［中期計画］ 

ⅰ）クレジット取得に係る契約の締結に際しては、費用対効果を考慮してクレジットを取得する観点から、必要に応じ

て取得契約額の一部前払いを行う。この際、契約相手先の業務遂行能力・信用力等を厳格に審査するとともに、原則

前払い額の保全のための措置を講じる。また実際にクレジットが移転されるまでに相当の期間を要することから、必

要に応じ、複数年度契約を締結する。 

ⅱ）契約相手先からの進捗状況に関する定期報告の提出及び随時の報告の聴取や必要に応じた現地調査等を行うことに

より、プロジェクトの進捗状況の把握に努めるとともに、必要に応じて契約相手先と協議し、適切な指導を行い、当

初の取得契約が遵守されるよう管理する。また、管理に当たっては、複数年度契約により年々累積していく契約案件

を効率的に管理していくための体制を構築する。 

ⅲ）クレジット取得等業務を取り巻く環境の変化等を踏まえて柔軟かつ適切に対応する体制とするとともに、必要に応

じた職員の能力向上、機構内の関係部門との連携を図る。また、将来のプロジェクトの案件形成にあっては、その実

施が可能な地域や省エネルギー技術・新エネルギー技術等の拡大を図るため、関連する業務の成果との連携を図る。

これらにより、適切に効率的かつ効果的な業務管理・運営を実施する。 

［２４年度計画］ 

ⅰ）クレジット取得に係る契約の締結に際しては、費用対効果を考慮してクレジットを取得する観点から、必要に応じ

て取得契約額の一部前払いを行う。この際、契約相手先の業務遂行能力・信用力等を厳格に審査するとともに、原則

前払い額の保全のための措置を講じる。また実際にクレジットが移転されるまでに相当の期間を要することから、必

要に応じ、複数年度契約を締結する。 

ⅱ）契約相手先からの進捗状況に関する定期報告の提出及び随時の報告の聴取や必要に応じた現地調査等を行うことに

より、プロジェクトの進捗状況の把握に努めるとともに、必要に応じて契約相手先と協議し、適切な指導を行い、当

初の取得契約が遵守されるよう管理する。また、管理に当たっては、複数年度契約により年々累積していく契約条件

を効率的に管理していくための体制を構築する。 

ⅲ）クレジット取得等業務を取り巻く環境の変化等を踏まえて柔軟かつ適切に対応する体制とするとともに、必要に応

じた職員の能力向上、機構内の関係部門との連携を図る。また、将来のプロジェクトの案件形成にあっては、その実

施が可能な地域や省エネルギー技術、新エネルギー技術等の拡大を図るため、関連する業務の成果との連携を図る。
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これらにより、適切に効率的かつ効果的な業務管理・運営を実施する。 

［２４年度業務実績］ 

ⅰ）平成２４年度はクレジットの取得に係る新たな契約締結を行わなかったが、契約相手先の業務遂行能力・信用力等

の厳格な審査等の費用対効果を考慮した審査・契約体制は維持している。 

ⅱ）確実なデリバリー実施の観点から、ＧＩＳ案件においては、グリーニングの進捗状況等について契約相手国からの

定期報告や必要に応じて実施する現地調査（海外事務所の活用を含む）を通して把握、必要に応じて実施計画の見直

しを指示する等、適切な指導を行った。また、年々累積していくＣＤＭ並びにＧＩＳ契約の管理のため、適正規模の

要員数で対応した。 

ⅲ）ＧＩＳによるグリーニング活動への支援の本格化に伴い、欧州事務所、国際部及び各推進部との連携強化に引き続

き注力。今後の取得事業を取り巻く環境変化に対応するため、要員を適切に配置しつつ、取得業務の進捗を踏まえ人

員体制の効率化を図るなど業務体制を整備した。また、気候変動枠組条約締約国会議（ＣＯＰ）等に参加し、情報収

集及び発信に努めた。 

（ウ）評価及びフィードバック・情報発信 

［中期計画］ 

ⅰ）クレジット取得関連業務が京都議定書の目標達成という国際公約に関係していることのみならず、国民の関心の高

い地球温暖化防止に直結した業務であることを踏まえ、毎年度、クレジット取得量及び取得コストの実績について、

外部の専門家・有識者を活用しつつ、京都メカニズムクレジットの市場価格等を踏まえたクレジット取得事業全体の

検証及び評価を実施する。また、クレジット取得の状況や事業を取り巻く環境の変化などの情報収集・分析を行い、

これらを踏まえて以降の事業実施に反映させる。さらに、制度の運用状況や改善点等について精査し、政策当局への

提言等を行う。 

ⅱ）クレジットの取得状況に関する情報発信については、原則として、契約相手先の名称、取得契約に係るクレジット

量並びに毎年度の取得量及び取得コストの実績について、できる限り速やかに公表（注）する。ただし、公表するク

レジットの取得コストについては、我が国がクレジット取得事業を実施するに当たって不利益を被らないものに限定

する。 

 注：我が国が不利益を被らないよう公表時期・内容について十分留意しつつ実施する。 

［２４年度計画］ 

ｉ）クレジット取得関連業務が京都議定書の目標達成という国際公約に関係していることのみならず、国民の関心の高

い地球温暖化防止に直結した業務であることを踏まえ、毎年度、クレジット取得量及び取得コストの実績について、

外部の専門家・有識者を活用しつつ、京都メカニズムクレジットの市場価格等を踏まえたクレジット取得事業全体の

検証及び評価を実施する。また、クレジット取得の状況や事業を取り巻く環境の変化などの情報収集・分析を行い、

これらを踏まえて以降の事業実施に反映させる。さらに、制度の運用状況や改善点について精査し、政策当局への提

言等を行う。 

ⅱ）クレジットの取得状況に関する情報発信については、原則として、契約相手先の名称、取得契約に係るクレジット

量並びに毎年度の取得量及び取得コストの実績について、できる限り速やかに公表（注）する。ただし、公表するク

レジットの取得コストについては、我が国がクレジット取得事業を実施するに当たって不利益を被らないものに限定

する。 

（注）：我が国が不利益を被らないよう公表時期・内容について十分留意しつつ実施する。 

［２４年度業務実績］  

ⅰ）クレジット取得量及び取得コストの実績について、年度終了後４月に開催した外部専門家・有識者による「京都メ

カニズムクレジット取得事業評価委員会」での意見等を参考に、クレジット市場価格等を踏まえて評価を行った。 

  また、同委員会における意見等を参考に、クレジット取得状況や事業を取り巻く環境変化等の情報収集及び分析等

を行い、政策当局への情報提供等を行った。 

ⅱ）当年度のクレジット取得契約相手先の名称、取得契約クレジット量及び移転クレジット量等については、年度終了

後に速やかに公表した。 

（エ）地球温暖化対策技術普及等推進事業 

［２４年度計画］ 

  我が国が世界に誇る低炭素技術・製品等の普及、地球規模の温暖化対策への貢献を目指し、将来の事業化を目指す

案件の発掘調査、組成調査等からなるＦ／Ｓ事業を展開する。また、これまでの技術開発成果の活用を促進するため、

他事業との連携を強化する。 

［２４年度業務実績］ 

 ２回の公募を行い、一次公募２１件（発掘調査４件、組成調査１２件、フォローアップ調査５件）、二次公募２件

（ＭＲＶ方法論適用等調査２件）の計２３件（対象国１２ヶ国）のＦ／Ｓ事業を採択し、我が国の低炭素技術・製品の

普及をはかりながら対象国での温室効果ガス排出削減に貢献するプロジェクトの発掘や組成等を、他の国際事業等との

連携をはかりながら推進した。また、本事業に関連して、ＣＯＰ１８のサイドイベントや、平成２３年度実施ＦＳの成

果報告会を開催し、本事業の情報発信を行った。さらに、政府が行うインド、エチオピア、インドネシア、ベトナムに

おけるＦＳ実施国での報告会等への協力を行った。 
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（５）債務保証経過業務・貸付経過業務 

［中期計画］ 

 省エネルギー・リサイクル推進に係る債務保証業務については、保証継続案件及び求償権を有している案件について、

債務保証先の適切な管理及び求償権の回収額から回収コストを差し引いた額の最大化に向け適切な措置を講じる。なお、

同債務保証の新規採択業務の廃止に伴い、当該業務を実施するための基金に係る政府出資金については、所要の法整備

が行われた後に全額国庫納付する。 

 鉱工業承継業務に係る貸付金の回収については、債権の管理を適切に行い、回収額の最大化に向けて計画的に進め、

約定回収等を終了した時点をもって当該業務を廃止する。 

［２４年度計画］ 

 鉱工業承継業務に係る貸付金の回収については、債権の管理を適切に行い、回収額の最大化に向けて計画的に進める。 

［２４年度業務実績］ 

 鉱工業承継業務に係る貸付金の回収については、債権の管理を適正に行うとともに、平成２４年度回収予定分以上の

回収を行った。 

＜平成２４年度回収予定額と回収額＞ 

回収予定額２３百万円 

回収実績額２９百万円 

（６）石炭経過業務 

（ア）貸付金償還業務 

［中期計画］ 

 回収額の最大化に向け、管理コスト等を勘案しつつ、個別債務者の状況に応じた適切な措置を講じ、計画的に貸付金

の回収を進める。 

［２４年度計画］ 

 回収額の最大化に向け、管理コスト等を勘案しつつ、個別債務者の状況に応じた適切な措置を講じ、計画的に貸付金

の回収を進める。 

 平成２４年度は平成２４年度償還予定分を回収する。ただし、回収額は個別債務者の状況によって変動する。 

［２４年度業務実績］ 

 平成２４年度の償還予定額１，３３４百万円を計画通り回収した。 

（イ）旧鉱区管理等業務 

［中期計画］ 

 廃止前の石炭鉱業構造調整臨時措置法により機構が買収し、最終鉱業権者となっている旧鉱区及びボタ山に関し、鉱

害発生の未然防止のための管理及び鉱害発生後の賠償を行う。 

［２４年度計画］ 

 旧石炭鉱業構造調整臨時措置法（昭和３０年制定）により機構が買収し、最終鉱業権者となっている旧鉱区に関する

鉱害の発生の防止のため、当該鉱区の管理及び鉱害発生後の賠償を行う。 

 具体的には、旧鉱区管理マニュアルに従って、旧鉱区及びぼた山等の管理を行うとともに、買収した旧鉱区に係る鉱

害については、過年度採択未処理物件を含め、発生後速やかに、公正かつ適正に賠償する。 

 また、坑廃水改善対策については、２２年度に定めた炭鉱毎の基本方針に従い、関係自治体等と協議を行いつつ、実

施計画の策定等を行い、関係者協議が整った炭鉱より、施設設置工事を実施する。 

［２４年度業務実績］ 

 旧鉱区及びぼた山の管理を行った。 

 具体的には、 

１）旧鉱区管理マニュアルに従い、旧鉱区に係る２７炭鉱のぼた山・坑口等の状況調査及び４炭鉱に係るぼた山保全工

事・開放坑口閉塞工事等を実施した。 

２）坑廃水改善対策については、２２年度に定めた炭鉱毎の基本方針及び平成２３年度に実施した基本設計に基づき、

２炭鉱の実施設計及び３炭鉱の坑廃水処理施設設置用地等の用地買収等を行うとともに１炭鉱の水量・水質調査を行っ

た。 

３）旧鉱区に係る鉱害処理については、申し出５１４件に対し、鉱害であるか否かの認否件数２９１件（うち、鉱害で

ある旨採択（認定）した件数５３件、不採択（否認）件数２３８件）の処理を行い、前年度末未処理分２０件及び２４

年度採択件数のうち２９件の計４９件（計５４８百万円）の鉱害処理を適正に実施した。 



 - 41 - 

２．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）機動的・効率的な組織 

［中期計画］ 

 近年における産業技術分野の研究開発を巡る変化や、国際的なエネルギー・環境問題の動向の推移に迅速かつ適切に

対応し得るような、柔軟かつ機動的な組織体制を構築し、意思決定及び業務執行の一層の迅速化と効率化を図る。その

際、人員及び財源の有効利用により組織の肥大化の防止及び支出の増加の抑制を図るため、事務及び事業の見直しを積

極的に実施するとともに、人員及び資金の有効活用の目標として、下記を設定し、その達成に努める。 

［２４年度計画］ 

 近年における産業技術分野の研究開発を巡る変化や、国際的なエネルギー・環境問題の動向の推移に迅速かつ適切に

対応し得るような、柔軟かつ機動的な組織体制を構築し、意思決定及び業務執行の一層の迅速化と効率化を図る。その

際、人員及び財源の有効利用により組織の肥大化の防止及び支出の増加の抑制を図るため、「独立行政法人の事務・事

業の見直しの基本方針（平成２２年１２月７日閣議決定）」等を踏まえ、事務及び事業の見直しを積極的に実施すると

ともに、人員及び資金の有効活用の目標として、下記を設定し、その達成に努める。 

［２４年度業務実績］ 

 近年における産業技術分野の研究開発を巡る変化や、国際的なエネルギー・環境問題の動向の推移に迅速かつ適切に

対応し得るような、柔軟かつ機動的な組織体制を構築し、意思決定及び業務執行の一層の迅速化と効率化を図った。そ

の際、人員及び財源の有効利用により組織の肥大化の防止及び支出の増加の抑制を図るため、「独立行政法人の事務・

事業の見直しの基本方針（平成２２年１２月７日閣議決定）」等を踏まえ、事務及び事業の見直しを積極的に実施する

とともに、人員及び資金の有効活用の目標として、下記を設定し、その達成に努めた。 

 

［中期計画］ 

（ア）効率的な業務遂行体制を確保するため、各部門の業務に係る権限と責任を規程等により明確化するとともに、産

業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関連業務等については、基本計画等により業務の進捗及び成

果に関する目標を明確に設定し、組織内部においてその達成状況を厳格に評価する。 

［２４年度計画］ 

（ア）効率的な業務遂行体制を確保するため、各部門の業務に係る権限と責任を規程等により対外的にも明確化する。 

産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関連業務等については、基本計画等により業務の進捗及び

成果に関する目標を明確に設定し、組織内部においてその達成状況を厳格に評価する。 

［２４年度業務実績］ 

（ア）産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関連業務等については、全ての事業について、各部門が

責任を持って策定した基本計画または実施方針により業務の進捗及び成果に関する目標の達成度の把握に努め、そ

のうち、平成２４年度は、５年間程度以上の期間を要し、かつ事業開始から３年目程度を経過したナショナルプロ

ジェクト１０件について、機構外部の専門家・有識者を活用した中間評価を実施した。 

 

［中期計画］ 

（イ）関連する政策や技術動向の変化、業務の進捗状況に応じ、機動的な人員配置を行う。また、外部専門家等の外部

資源の有効活用を行う。特に、プログラムマネージャー等、高度の専門性が必要とされるポジションについては、

積極的に外部人材を登用する。 

［２４年度計画］ 

（イ）関連する政策や技術動向の変化、業務の進捗状況に応じ、機動的な人員配置を行う。また、外部専門家等の外部

資源の有効活用を行う。特に、プログラムマネージャー等、高度の専門性が必要とされるポジションについては、

積極的に外部人材を登用する。 

［２４年度業務実績］ 

（イ）外部専門家等の有効活用に関し、ＰＭ１名（半導体技術）を新たに配置した。また、知財・国際標準化分野のＰ

Ｍにおいては、ＮＥＤＯの技術開発プロジェクトの出口戦略を強化する観点から、平成２４年１２月に改訂された

「ＮＥＤＯプロジェクトにおける知財マネジメント基本方針」の改訂方針に関する助言や、ＮＥＤＯ内プロジェク

ト推進部からの知財戦略、国際標準化戦略等に関する相談対応及び助言のほか、国内最大規模の産学マッチングイ

ベントである「イノベーション・ジャパン２０１２」における基調講演等を実施した。 

 

［中期計画］ 

（ウ）各部門の業務が相互に連携して効率的な運営が行われるような体制になるよう、更なる随時見直しを図る。 

［２４年度計画］ 

（ウ）社会情勢、技術動向に迅速に対応できる組織体制になるよう、更なる随時見直しを図る。 

［２４年度業務実績］ 

（ウ）社会情勢、技術動向を踏まえつつ、部の体制について随時見直しを行い、最終年度の成果最大化に向け、当年度

には部の統廃合を見送った。一方、関係各部のメンバーから構成される「ＩＴ融合推進本部」を設置（２４年１０

月）し、部室横断的な業務にも機動的に対応した。 
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［中期計画］ 

（エ）本部、地方支部、海外事務所間における双方の円滑な流通・有機的連携を一層図るとともに、業務の状況を踏ま

え必要に応じ組織の見直しを図る。特に国内支部、海外事務所については、戦略的、機動的に見直しをする。 

［２４年度計画］ 

（エ）本部、地方支部、海外事務所間における双方の円滑な流通・有機的連携を一層図るとともに、組織の見直しを図

る。 

［２４年度業務実績］ 

（エ）本部、支部間は、各種業務打合せ、連絡会議、支部職員対象研修開催等により業務の有機的連携を図った。本部、

海外事務所間は、本部、海外事務所間で連携して海外プロジェクトを推進する等双方の有機的連携を図った。また、

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成２２年１２月７日閣議決定）に基づき、地方支部につい

て体制の見直しを行い、北海道支部及び九州支部をそれぞれ２４年度末で閉所した。（平成２５年４月１日付）。 

 

［２４年度計画］ 

（オ）引き続きＮＥＤＯ分室について、他の独立行政法人とそれぞれの会議室を共有する方式で運用を継続する。 

［２４年度業務実績］ 

（オ）引き続きＮＥＤＯ分室について、他の独立行政法人とそれぞれの会議室を共有する方式で効率的な運用を行った。 

 

［２４年度計画］ 

（カ）区分所有宿舎６戸については、国庫納付に向けて、引き続き売却に向けた手続きを実施する。 

［２４年度業務実績］ 

（カ）区分所有宿舎６戸については、入札による売却を行い、その譲渡収入を平成２５年１月に国庫納付した。 

 

［２４年度計画］ 

（キ）粕屋敷地、太宰府敷地、筑紫野敷地、吉塚倉庫、篠栗書庫については、引き続き売却処分等を実施する。 

［２４年度業務実績］ 

（キ）粕屋敷地、太宰府敷地、筑紫野敷地、吉塚倉庫、篠栗書庫については、不動産鑑定評価による売却価格の見直し

を行い、平成２５年２月に入札を実施した結果、筑紫野敷地、篠栗書庫は不調となったものの、粕屋敷地、太宰府

敷地、吉塚倉庫については売却処分を行った。 

 

［２４年度計画］ 

（ク）引き続き、伊東敷地の国庫納付に向けた手続きを的確に行う。 

［２４年度業務実績］ 

（ク）伊東敷地については、処分方針を現物納付から売却による譲渡収入納付に変更し、入札を２回実施したが不調と

なった。 

 

［２４年度計画］ 

（ケ）民間からの出向者数について計画的に抑制する。 

［２４年度業務実績］ 

（ケ）民間からの出向者数について計画的に抑制を図った。 

（２）自己改革と外部評価の徹底 

［中期計画］ 

 全ての事業につき、厳格な評価を行い、不断の業務改善を行う。また、評価に当たっては機構外部の専門家・有識者

を活用するなど適切な体制を構築する。評価は、研究開発関連事業に関する技術評価と事業評価の両面から適切に実施

し、その後の事業改善へ向けてのフィードバックを行う。 

 評価の実施に際しては、事業のＰＤＳサイクル全体の評価が可能となるよう「成果重視」の視点を踏まえ、「ＮＥＤ

Ｏ研究開発マネジメントガイドライン」の一層の活用を図る。 

 また、管理会計の視点を可能な限り考慮した評価のあり方を検討する。具体的には、例えば、試行的に中長期にわた

るコスト、進捗、成果を考慮すべき事業を選定し、個別事業毎の中間・事後評価の時点、事業終了後数年経過後に行う

追跡評価の時点において、投入と効果の関係をコストの視点から可能な限り具体的・定量的に評価する方策を検討する。 

 さらに、機構の成果のうち優れたものについては、内外の各種表彰制度に機構自らが応募し、又は事業実施者におけ

る応募を促す。 

［２４年度計画］ 

 ・平成２４年度に中間評価を行う全ての事業について、不断の改善を行う。評価に当たっては機構外部の専門家・有

識者を活用するなど適切な体制を構築する。特に、ナショナルプロジェクトについては、１０件の中間評価を、機構外

部の専門家・有識者から構成される評価委員会により実施する。 

・評価は、研究開発関連事業に関する研究評価と事業評価の両面から適切に実施し、プロジェクトの加速、計画の変更

等の事業改善へ向けたフィードバックを行う。なお、テーマ公募型の研究開発事業等に係る制度評価に関しては、当該

制度の運営・管理等の改善に資するため、中間評価を適切に実施する。 

［２４年度業務実績］ 
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 平成２４年度に中間評価を行った全１０件のプロジェクトの内、テーマの一部を加速し実施するもの（５件）、計画

を一部変更して実施するもの（１件）など、不断の業務改善を行った。また、評価に当たっては機構外部の専門家・有

識者を活用するなど適切な体制で実施した。評価は、研究開発関連事業に関する技術評価と事業評価の両面から適切に

実施し、その後の事業改善へ向けてのフィードバック（中間評価結果の反映方針の策定など）を行った。なお、テーマ

公募型の研究開発事業に係る制度評価（平成２４年度の評価対象全４件）に関しては、当該事業の運営・管理等の改善

に資するため、中間評価を３件行い、事業終了後には事後評価を行った（１件）。 

 さらに、管理会計の視点を可能な限り考慮した評価のあり方については、ＮＥＤＯのプロジェクトにより開発された

成果から実用化したもののうち、企業等へのアンケートおよびヒアリングにより売上高が把握できた主要７０製品につ

いて、２０１１年～２０２０年までの費用対効果に対する試算を実施した。 

（３）職員の意欲向上と能力開発 

［中期計画］ 

 個人評価においては、適切な目標を設定し、その達成状況を多面的かつ客観的に適切にレビューすることにより評価

する。また、個人評価の運用に当たっては、適切なタイミングで職員への説明や研修等を行うことにより、円滑な運用

を目指すとともに、毎年度職員に対する人事評価制度の理解度の調査を行い、その結果を現行水準以上にする。さらに、

評価結果の賞与や昇給・昇格への適切な反映を拡大することにより、職員の勤労意欲の向上を図る。 

 現行の研修コースの見直しを行い、業務を行う上で必要な研修の充実を図るため、第２期中期目標期間中に新規の研

修コースを５コース以上設置する。 

［２４年度計画］ 

  職員の意欲向上と能力開発に関し、平成２４年度は以下の対応を行う。 

・平成２０年度より適用した人事評価制度の定着と円滑な運用を図る。 

・人事評価制度に対する理解度向上のための研修に加え、管理職に対し、評価者の視点の統一と部下の管理・育成能力

強化のため、評価者向け研修を実施する。 

・人事評価制度についての理解度調査、意見聴取を行う。 

・ＮＥＤＯのマネジメント機能を更に強化するため、プロジェクトマネジメント研修、評価マネジメント研修を拡大実

施し、プロジェクト担当職員の総合的なプロジェクト運営能力向上を図る。 

・階層別研修については、若手職員の業務遂行能力強化のための研修を実施するとともに、ＮＥＤＯの将来を担う中堅

層に対して、次期管理職の養成を目指す研修を実施する。 

・業務の急速な国際展開に対応するため、従来の若手職員に加え、国際関連業務に携わる職員を中心に語学研修を実施

し、国際関連業務の一層の推進・円滑化を目指す。 

［２４年度業務実績］ 

 職員の意欲向上と能力開発に関し、平成２４年度は以下の対応を行った。 

・総合評価積み上げ算出方式等の評価結果に対する透明性、公平性を追求した人事評価制度を平成２０年度より導入し、

定着を図った。 

・制度理解の為、新規着任者に対する研修を７回、評価者研修を４回実施した。 

・人事評価に関する理解度及び意見徴集を目的としたアンケートを実施し、評価制度の理解度について理解できたとの

回答が９８％に達した。 

・プロジェクトマネジメント研修、評価マネジメント研修については、機構内役職員を対象とした定期的な講座の実施

の他、新人と２年目職員の階層別研修においても講義を取り入れ、プロジェクトマネジメント能力の向上を図った。ま

た、知財・国際標準化戦略に関する出口戦略強化セミナーを実施し、プロジェクト担当者の知財・国際標準化に関する

意識向上に努めた。 

・階層別研修においては、新人研修では業務の基本の徹底習得、２年目職員では業務遂行能力・コミュニケーション能

力等の向上、主任研修では役割認識や交渉能力強化、主査・課長代理研修ではリーダーシップ能力向上のための研修を

実施した。 

・語学研修については、若手職員に対する集合研修の実施の他、国際関連業務に関わる職員を中心に英語の eラーニン

グや英文 e-メールライティング研修を新たに実施し、国際関連業務の推進・円滑化を図った。 

 

［中期計画］ 

 技術経営力に関する各界有識者のネットワークを構築し、このネットワークを活用し、技術経営力に関する機構内職

員の研修を毎年度１コース以上実施するとともに、技術経営力の強化をテーマとしたシンポジウム等を毎年度１回以上

開催すること等により、その知見を産業界等に発信する。 

［２４年度計画］ 

・技術経営力に関する各界有識者のネットワークを活用しつつ、研究開発管理に必要なスキルに係る機構内職員の研修

を実施するとともに、技術経営力の強化をテーマとしたシンポジウム等を１回以上開催すること等により、その知見

を産業界等に発信する。とりわけ、これまでに蓄積された研究開発プロジェクトのフォーメーション等の決定におけ

る採択審査委員会、プロジェクトの途中及び事後における評価委員会などにおける外部有識者を含めた関係各方面と

のネットワークを十二分に活用する。 

［２４年度業務実績］ 

・技術経営力の強化に関する情報の発信を目的として、イノベーションジャパン 2012 等において、約１０８０名の聴

講者に講演を行った。技術と知財で優り事業で優る仕組みの構築や各事業分野の取組みと戦略について情報を発信し
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た。 

・機構内職員向けの研修として、「プロジェクトマネジメント研修」（全１８回）や「出口戦略セミナー」（全９回）等、

第２期中期目標期間中に計１８コースの新規の研修を実施し、これらを通じて職員の技術経営力等の能力強化に取り

組んだ。これにより、プロジェクトマネジメント能力の体系的な獲得や標準・知財戦略や研究開発マネジメントに関

して幅広い視点で理解を深め、職員自らの資質・能力向上を図った。 

 

［中期計画］ 

 研究開発マネジメントの専門家を目指す職員を外部の研究開発現場等に毎年度１名以上派遣し、その経験を積ませる

とともに、大学における技術経営学、工学等の博士号、修士号等について、第２期中期目標期間中に５名以上の取得を

行わせる等、当該業務実施に必要な知識・技能の獲得に資する能力開発制度を充実する。 

［２４年度計画］ 

・職員の研究開発マネジメント能力の更なる向上のため、１名の職員を外部の研究開発現場等に派遣し、その経験を積

ませる。 

・プロジェクトマネジメントに必要な専門知識を習得させるため、２名の職員を大学のＭＯＴコース等に派遣し、博士

号、修士号取得を目指す。 

・プロジェクトの国際展開に対応するため、１名以上の職員を海外の大学院等へ派遣し、将来の国際業務を担う人材を

育成する。 

［２４年度業務実績］ 

・技術開発現場への派遣として東京大学先端科学技術研究センターに１名の固有職員を派遣し、職員の技術開発マネジ

メント能力の向上を図った。また、東京大学博士課程に２名、東京工業大学博士課程に１名、東京理科大学修士課程

に１名、海外大学院の修士課程等に２名の職員を派遣し、ＮＥＤＯ職員に求められる政策分析・立案手法、プロジェ

クト運営、技術経営論等に関する専門的知見や語学の更なる習得、深化を図った。 

 

［中期計画］ 

 内外の研究開発マネジメント機関との情報交換を実施するとともに、イノベーション、研究開発マネジメント及びプ

ロジェクトマネジメント関係の実践的研究発表として、セミナー、学会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等に機

構自身として第２期中期目標期間中に１００本以上の発表を行う。 

［２４年度計画］ 

・内外の研究開発マネジメント機関との情報交換を実施するとともに、イノベーション、研究開発マネジメント及びプ

ロジェクトマネジメント関係の実践的研究発表として、セミナー、学会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等に

機構自身として２０本程度の発表を行う。 

［２４年度業務実績］ 

・内外の研究開発マネジメント機関との情報交換を実施するとともに、イノベーション、研究開発マネジメント及びプ

ロジェクトマネジメント関係の実践的研究発表として、セミナー、学会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等に機

構自身として、２０本の発表を実施した。 

 

［中期計画］ 

 研究開発マネジメントへの外部人材の登用に際しては、機構における業務が「技術の目利き」の能力向上の機会とし

てその後のキャリア・パスの形成に資するよう、人材の育成に努める。 

［２４年度計画］ 

・研究開発マネジメントへの外部人材の登用に際しては、機構における業務が「技術の目利き」の能力向上の機会とし

てその後のキャリア・パスの形成に資するよう、人材の育成に努める。 

[２４年度業務実績] 

 プロジェクトマネジメント研修、評価マネジメント研修については、機構内役職員を対象とした定期的な講座の実施

によるＮＥＤＯ全体のマネジメント能力向上を図るとともに、知財・国際標準化戦略に関する出口戦略強化セミナーを

実施してプロジェクト担当者の知財・国際標準化に関する意識向上を図ることにより、人材の育成に努めた。 

 

［中期計画］ 

 研究開発マネジメント、契約・会計処理の専門家等、機構職員に求められるキャリア・パスを念頭に置き、適切に人

材の養成を行うとともに、こうした個人の能力、適性及び実績を踏まえた適切な人員配置を行う。 

［２４年度計画］ 

・研究開発マネジメント、契約・会計処理の専門家等、機構職員に求められるキャリア・パスを念頭に置き、適切に人

材の養成を行うとともに、こうした個人の能力、適性及び実績を踏まえた適切な人員配置を行う。 

［２４年度業務実績］ 

 個々の職員の業務実績、人事評価、希望調書、面談等を踏まえつつ、職員個人の能力・適性を踏まえた人員配置に努

めた。 

（４）業務の電子化の推進 

［中期計画］ 
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 事業者との間の申請・届出等手続きを電子的手法により行うシステムの導入、登録研究員に係る研究経歴書の取扱の

電子化の平成２１年度までの環境整備等、電子化の促進等により事務手続きの一層の簡素化・迅速化を図るとともに、

ホームページの利便性の確保、電子メールによる新着情報の配信等を通じ、機構の制度利用者の利便性の向上に努める。 

 幅広いネットワーク需要に対応しつつ、職員の作業を円滑かつ迅速に行うことができるよう、機構内情報ネットワー

クの充実を図る。 

［２４年度計画］ 

 業務の電子化の推進に関し、平成２４年度には以下の対応を行う。 

・新システムの検討・導入により、業務の簡素化、アウトカムデータベースの整備等、効率的な業務運営の充実を図る。 

・ホームページのコンテンツの充実、電子メール等を活用した新着情報の配信、機構の制度利用者の利便性の向上に努

める。 

・幅広いネットワーク需要に対応しつつ、職員の行う事務作業を円滑かつ迅速に行うことができるよう、「情報基盤サ

ービス」の機構内情報ネットワークの充実を図る。 

・引き続き、今後明らかとなるシステムの脆弱性への対応を着実に進めるとともに、詐称メール、ウィルスメールのブ

ラックリストの管理・適用により、ウイルス攻撃への監視及び対応を行い情報セキュリティの強化を図る。また、機構

内全役職員を対象に情報セキュリティに関する教育研修を実施し、情報セキュリティに関する意識の維持・向上を図る。 

［２４年度業務実績］ 

 業務の電子化の推進に関し、平成２４年度は以下の対応を行った。 

・ＮＥＤＯ外部（委託先等）への追跡調査を Web で実施できる「成果フォローアップシステム（追跡調査）」を開発し

た。なお、当該システムは平成２５年度から本格運用を開始する予定。 

・ホームページのコンテンツにおいて、トップページに、最近のトピックを整理し、リンク集を作成。利用者のニーズ

に応えた利便性の向上に努めた。 

・各職員のシンクライアント環境にインストールされている標準ソフトである一太郎及び Acrobatのバージョンアップ

を実施した。 

・Web サイトの閲覧に係る脆弱性対策を引き続き実施し、ブラックリスト・ホワイトリスト等の管理・適用によりセキ

ュリティ対策の強化を図った。また、機構内全役職員を対象とした情報セキュリティ e-ラーニング、情報セキュリテ

ィ自己点検を実施し、情報セキュリティに関する意識の維持・向上を図った。さらに、海外事務所の情報セキュリティ

対策状況を調査し、海外事務所向け情報セキュリティガイドラインを策定した。 

 

［中期計画］ 

 情報システム、重要情報への不正アクセスに対する十分な強度を確保することにより、業務の安全性、信頼性を確保

する。 

 「独立行政法人等の業務・システム最適化実現方策」に基づき策定した「ＮＥＤＯ ＰＣ－ＬＡＮシステムの最適化

計画」を踏まえ、効率的な情報システムの構築に努めるとともに、ＰＤＳサイクルに基づき継続的に実施する。 

［２４年度計画］ 

・「独立行政法人等の業務・システム最適化実現方策」に基づき策定した「ＮＥＤＯＰＣ－ＬＡＮシステムの最適化計

画」を踏まえ、平成２２年度より導入した「情報基盤サービス」について、「ユーザ利便性の向上」「セキュリティ対

策の強化」「運用管理の強化・合理化」等に継続して取り組む。また、平成２３年度に策定した業務システム系サー

バの更新計画に基づき、業務システム系サーバの更新に着手する。 

［２４年度業務実績］ 

・新たな暗号化 USB の運用開始及び貸出 PC の増強を行いユーザ利便性の向上を図り、また、OS 等のパッチ適用により

セキュリティ対策の強化を図った。 

さらに業務システム系サーバの更新として文書管理システム、PJ 系システム等の統合・仮想化基盤への移行を実施し

た。 

（５）外部能力の活用 

［中期計画］ 

 費用対効果、専門性等の観点から、法人自ら実施すべき業務、外部の専門機関の活用が適当と考えられる業務を精査

し、外部の専門機関の活用が適当と考えられる業務については、外部委託を活用するものとする。特に、機構の研究成

果等を外部発信する活動の一環として設置している科学技術館の常設展示ブースについては、今後も引き続き外部委託

により保守・運営業務を効率的に実施する。 

 なお、外部委託の活用の際には、機構の各種制度の利用者の利便性の確保に最大限配慮するものとする。 

［２４年度計画］ 

 費用対効果、専門性等の観点から、法人自ら実施すべき業務、外部の専門機関の活用が適当と考えられる業務を精査

し、外部の専門機関の活用が適当と考えられる業務については、引き続き外部委託を活用する。なお、機構の研究成果

等を外部発信する活動の一環として、科学技術館での展示については、リニューアルを行い、外部委託により保守・運

営業務を効率的に実施する。 

 なお、外部委託の活用の際には、機構の各種制度の利用者の利便性の確保に最大限配慮する。 

［２４年度業務実績］ 

 従来から実施している、機構の情報ネットワークシステムの維持管理及び運用のアウトソーシング、職員の給与支給

に係る明細の作成業務及び当該明細の地方組織の職員への発送業務に係る事務処理、海外出張における損害保険付保業
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務、総合受付業務、資産管理業務、情報基盤サービス関連業務等の外注を継続し、外部委託により効率的に実施した。 

 また、展示協力を行っている科学技術館のＮＥＤＯ展示室については、技術の最新動向に合わせ、リニューアルを行

った。 

 なお、機構の各種制度の利用者にとっての利便性が低下しないことにも配慮しつつ外部委託を活用した。 

（６）省エネルギー及び省資源の推進と環境への配慮 

［中期計画］ 

 環境に調和して持続的に発展可能な社会に適応するため、毎年度環境報告書を作成・公表するとともにその内容の充

実を図ることにより、日常の業務推進に当たりエネルギー及び資源の有効利用を図るものとする。また、機構の温室効

果ガス排出抑制等のための実施計画（平成１９年７月２日作成）に基づき、平成２４年度において平成１８年度比６％

削減の達成に向け取り組む。 

［２４年度計画］ 

 機構の「温室効果ガス排出抑制等のための実施計画（平成１９年７月２日作成）」における最終年度として、日常の

業務における環境配慮・省資源・省エネルギーの取り組みを一層高い意識を持って進めるとともに、これまでの取り組

みを環境報告書に総括し、積極的に公表する。また、同計画において策定した温室効果ガスの排出削減目標「平成２４

年度において平成１８年度比６％削減」を達成する。 

［２４年度業務実績］ 

機構の「温室効果ガス排出抑制等のための実施計画（平成１９年７月２日作成）」における最終年度として、日常の

業務における環境配慮・省資源・省エネルギーの取り組みを一層高い意識を持って進め、これまでの取り組みを環境報

告書に総括し、積極的に公表した。また、同計画において策定した温室効果ガスの排出削減目標「平成２４年度におい

て平成１８年度比６％削減」を（大幅に上回る▲４８．４％）達成した。（左記の数値は暫定値。平成２５年１２月頃

確定見込み） 

（７）業務の効率化 

［中期計画］ 

 一般管理費（退職手当を除く。）については、業務の効率化等を進めることにより段階的に削減し、第２期中期目標

期間の最後の事業年度において平成１９年度比１５％を上回る削減を行う。 

［２４年度計画］ 

 一般管理費（退職手当を除く。）については、業務改善、汎用品の活用等による調達コストの削減の取組等を通じて

業務の効率化を進めることにより、第２期中期目標期間の最後の事業年度である本年度において平成１９年度比１５％

を上回る削減に向けた取組を行う。 

［２４年度業務実績］ 

一般管理費（退職手当を除く。）については、業務改善、汎用品の活用等による調達コストの削減の取組等を通じて

業務の効率化を進めたことにより、第２期中期目標期間の最後の事業年度である本年度において平成１９年度比▲２２．

７％を達成。 

 

［中期計画］ 

 総人件費については、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成１８年法律第４７

号）等に基づく総人件費削減（平成２２年度までの５年間において５％の削減を達成。）を図るとともに、経済財政運

営と構造改革に関する基本方針２００６（平成１８年７月７日閣議決定）に基づき、人件費改革の取組を平成２３年度

まで継続する。 

［２４年度計画］ 

 総人件費については、抑制に向けた取り組みを引き続き行う。 

［２４年度業務実績］ 

 総人件費については、「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」に準じた給与及び賞与の減額、民間出

向者の抑制、退職者の不補充による人員削減等の取組を実施した。これらの取組により、総人件費は５，３６６百万円

となった。 

 

［中期計画］ 

 給与水準については、ラスパイレス指数、役員報酬、給与規程、俸給表及び総人件費を引き続き公表するとともに、

国民に対して納得が得られるよう説明する。また、以下のような観点からの給与水準の検証を行い、これを維持する合

理的な理由がない場合には必要な措置を講じることにより、給与水準の適正化に取り組み、その検証結果や取組状況を

公表する。 

［２４年度計画］ 

 給与水準については、ラスパイレス指数、役員報酬、給与規程、俸給表及び総人件費を引き続き公表するとともに、

国民に対して納得が得られるよう説明する。また、以下のような観点から給与水準の検証を行い、これを維持する合理

的な理由がない場合には必要な措置を講じることにより、給与水準の適正化に取り組み、その検証結果や取組状況を公

表する。 

［２４年度業務実績］ 
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 給与水準については、「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」に準じた給与及び賞与の減額、平成２

３年度に引き続き、初任給のベースアップを見送ること等を実施した。この結果、平成２４年度のラスパイレス指数は

１０４.４となった。 

 

［中期計画］ 

・法人職員の在職地域や学歴構成等の要因を考慮してもなお国家公務員の給与水準を上回っていないか。 

・高度な専門性を要する業務を実施しているためその業務内容に応じた給与水準としているなど給与水準が高い原因に

ついて、是正の余地がないか。 

・国からの財政支出の大きさ、累積欠損の存在、類似の業務を行っている民間事業者の給与水準等に照らし、現状の給

与水準が適切かどうか十分な説明ができるか。 

・その他、法人の給与水準についての説明が十分に国民の理解の得られるものとなっているか。 

［２４年度計画］ 

・法人職員の在職地域や学歴構成等の要因を考慮してもなお国家公務員の給与水準を上回っていないか。 

・高度な専門性を要する業務を実施しているためその業務内容に応じた給与水準としているなど給与水準が高い原因に

ついて、是正の余地がないか。 

・国からの財政支出の大きさ、累積欠損の存在、類似の業務を行っている民間事業者の給与水準等に照らし、現状の給

与水準が適切かどうか十分な説明ができるか。 

・その他、法人の給与水準についての説明が十分に国民の理解の得られるものとなっているか。 

［２４年度業務実績］ 

・在職地域及び学歴構成を考慮したラスパイレス指数は１０４.８となっており、国家公務員の給与水準を上回って

いるが、当機構は技術的知見を駆使した専門性の高い技術開発マネジメント業務を実施していることから、大学院卒

が高い割合（全体の約３割）を占めており、国家公務員に比べて高い給与水準となっている。 

・平成２４年度支出予算の総額に占める国からの財政支出額は約９５．５％と高い割合を占めているが、当機構が実

施している日本の産業競争力強化、エネルギー・地球環境問題の解決のための産業技術開発関連事業、新エネルギ

ー・省エネルギー関連事業、京都メカニズムクレジット取得事業等は、いずれも民間単独で行うことが困難であり、

国からの財政支出によって実施されることを前提としていることによる。また、当機構の支出総額１，５００億円に

占める給与、報酬等支給総額４８億円億円の割合は約３．２％であり、割合としては僅少であることから給与水準は

適切であると考えられる。 

・２３年度末時点における累積欠損額は５０３億円であったが、その主な発生理由は下記の通りである。 

 石炭経過業務については、主に政府から出資を受けた資金を取り崩す形で業務にかかる経費を賄っているため、業

務の進捗に伴って、会計上の欠損金が不可避的に生じるものである。 

基盤技術研究促進事業については、政府出資金を原資として事業を実施する仕組みとなっていること及び民間企業

と同一の会計処理を法律により義務化されていることから、事業を遂行する過程で、会計上の欠損金が不可避に生じ

るものである。平成２４年度は、委託先への現地調査や売上等による納付慫慂を実施した結果、約２３百万円の納付

実績を挙げたところであり、引き続き終了案件に対する資金回収の徹底を図る。 

 上述の通り、当機構の累積欠損は会計上不可避に発生するものであり、給与水準と直接結びつくものではないと考

えられる。 

 

［中期計画］ 

 事業については、京都メカニズムクレジット取得関連業務、基盤技術研究促進事業及び競争的資金を除き、第２期中

期目標期間の最後の事業年度において平成１９年度比５％を上回る効率化を行う。また、既存事業については進捗状況

を踏まえて不断の見直しを行う。 

［２４年度計画］ 

 事業については、京都メカニズムクレジット取得関連業務、基盤技術研究促進事業及び競争的資金（先導的産業技術

創出事業及び最先端研究開発支援プログラム）を除き、第２期中期目標期間の最後の事業年度である本年度において平

成１９年度比５％を上回る効率化に向けた取組を行うともに、事業の着実な遂行に必要となる研究開発管理費について

は必要額を厳正に精査の上効率的な執行を図る。また、既存事業については進捗状況を踏まえて不断の見直しを行う。 

［２４年度業務実績］ 

 事業については、京都メカニズムクレジット取得関連業務、基盤技術研究促進事業及び競争的資金（先導的産業技術

創出事業及び最先端研究開発支援プログラム）を除き、第２期中期目標期間の最後の事業年度である本年度において平

成１９年度比３９％減とするなど、十分な効率化を図った。 

また、既存事業については１０件の中間評価を行い、テーマの一部を加速して実施するもの（５件）、計画を一部変更

して実施するもの（１件）など、不断の業務改善を行った。 

 

［中期計画］ 

 事務及び事業の見直し、石炭経過業務の縮小、内部管理部門と事業実施部門との連携推進、各種申請の電子化の拡大

等を踏まえ、組織体制の合理化を図るため、実施プロジェクト数が平成１９年度の数を上回らないよう重点化を図る。 

［２４年度計画］ 

 事務及び事業の見直し、石炭経過業務の縮小、内部管理部門と事業実施部門との連携推進、各種申請の電子化の拡大

等を踏まえ、組織体制の合理化を図るため、実施プロジェクト数が平成１９年度の数を上回らないようにするという中

期計画の達成に向けてプロジェクトを重点化する。 
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［２４年度業務実績］ 

・必要な実施体制の見直しを行い、機構の実施プロジェクト数については、平成１９年度の１２０件に対し、平成２４

年度では６４件に重点化した。 

 

［中期計画］ 

 民間委託による経費削減については、既に実施している窓口業務の民間委託に加え、特に間接部門における更なる委

託の可能性につき検討する。また、既に試行的に行っている各種申請の電子化の範囲を拡大し、その有効活用を図るこ

とにより経費削減を図る。 

［２４年度計画］ 

 民間委託による経費削減については、既に実施している窓口業務の民間委託に加え、特に間接部門における更なる委

託の可能性につき検討する。また、各種申請の電子化の範囲を拡大し、その有効活用を図ることにより経費削減を図る。 

［２４年度業務実績］ 

 ・平成２２年１１月から利用している「ＮＥＤＯ情報基盤サービス」により、運用管理の強化・合理化をアウトソー

シングすることにより実現し、引き続き経費の削減を図った。 

（８）石炭経過業務の効率化に関する事項 

［中期計画］ 

 業務に係るマニュアル策定等による定形化の推進等、業務運営の円滑化を図る。 

［２４年度計画］ 

 必要に応じマニュアルを見直すとともに、これに従って、効果的かつ適切な業務の運用を図る。 

［２４年度業務実績］ 

 特定鉱害金銭賠償等マニュアルを見直し、他の鉱害賠償マュアルとの整合を図り、効率的かつ適切に業務への運用を

図った。 

（９）随意契約の見直しに関する事項 

［中期計画］ 

 契約の相手方、金額等について、少額のものや秘匿すべきものを除き引き続き公表し、透明性の向上を図る。また、

「随意契約見直し計画（平成１９年１２月作成）」に基づく取組を着実に実施するとともに、その取組状況を公表する。 

 具体的には、物品調達等の契約については、競争入札の厳格な適用により透明性・公平性を確保するとともに、国に

準じた随意契約によることができる限度額の基準を厳格に運用する。一方、研究開発関連事業等の委託契約については、

選定手続きの透明性・公平性を十分に確保しつつ、企画競争・公募の方法により効率的な運用を行う。 

［２４年度計画］ 

 契約の相手方、金額等について、少額のものや秘匿すべきものを除き引き続き公表し、透明性の向上を図る。また、

「随意契約等見直し計画（平成２２年４月作成）」に基づく取組を引き続き着実に実施するとともに、その取組状況を

公表する。具体的には、物品調達等の契約については、競争性のない随意契約を原則廃止し、競争入札の厳格な適用に

より透明性・公平性を確保するとともに、国に準じた随意契約によることができる限度額の基準を厳格に運用する。一

方、研究開発関連事業等の委託契約については、選定手続きの透明性・公平性を十分に確保しつつ、企画競争・公募の

方法により効率的な運用を行う。 

 これらの方策により、競争性のある契約方式における国の水準を上回るようにする。 

［２４年度業務実績］ 

 随意契約の見直し状況及び月別の契約締結内容について、ＮＥＤＯホームページ上で公表を行い引き続き透明性の向

上を図った。また、物品調達等の契約については、随意契約によることが真にやむを得ないものを除き、引き続き一般

競争入札等による契約を行い、契約の透明性・公平性を図った。一方、研究開発関連事業等の委託契約については、選

定手続きの透明性・公平性を十分に確保しつつ、企画競争・公募の方法により効率的な運用を行った。 

 これらの取組により、平成２４年度の競争性のある契約は、件数：９５．４％、金額：９６．３％（国の水準は平成

２２年度 件数８４％、金額７９％）となった。 

 

［中期計画］ 

 さらに、全ての契約に係る入札・契約の適正な実施がなされているかどうかについて、監事等による監査を受ける。 

［２４年度計画］ 

 また、契約監視委員会による契約の点検・見直しの結果を踏まえ、過年度に締結した競争性のない随意契約のうち可

能なものについては競争契約に移行させるとともに、一者応札・応募についても、これまでに取り組んできた仕様書の

具体性の確保、参加要件の緩和、公告期間の見直し、情報提供の充実等を通じて、引き続き競争性の確保に努める。 

 さらに、入札・契約の適正な実施がなされているかどうかについて、監事等による監査及び契約監視委員会による点

検を受ける。 

［２４年度業務実績］ 

 また、契約監視委員会を開催し、契約の点検・見直しを行った結果、研究開発等については引き続き一者応募の場合

に公募期間の延長を行うことや、広く公募・入札情報を周知するため公募予告、公募、説明会時にメール配信サービス

への登録を慫慂することなどにより、一層の契約の適正化に努めた。 
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 さらに、全ての契約に係る入札・契約手続きに関しては、契約プロセスの適切性・透明性等の観点から、四半期毎に

監事による監査を受けた。 

（１０）コンプライアンスの推進 

［中期計画］ 

 法令遵守や法人倫理確立等コンプライアンスの取組については、今後更なる徹底を図るべく、管理部門の効率化に配

慮しつつ、機構が果たすべき責任・機能との関係でプライオリティをつけながら、コンプライアンスや情報公開・情報

管理に関する法務関連業務を扱うグループの設置などによる事業部との連携強化・迅速対応など内部統制機能の強化を

図るとともに、不正を行った者に対する処分等講じた措置については全て公表する。特に、コンプライアンス体制につ

いては、必要な組織体制・規程の整備により、ＰＤＳサイクル確立の観点から体系的に強化を図る。 

 具体的には、機構職員に対するコンプライアンス研修の年４回以上の実施に加え、受託者や補助事業者に対してもコ

ンプライアンス研修を年４回以上行う。また、不正事業者への対応については、機構職員の教育研修の充実、新規の受

託者や補助事業者のうち過去に公的資金の受入実績がない者に対する経理指導を全件実施する。さらに、談合等の不正

を行った者に対する処分に係る規程等を平成２０年度末までに整備するとともに、不正を行った者に対する処分は全件

公表するといった厳正な対応を徹底する。 

［２４年度計画］ 

 機構におけるコンプライアンスの取組については、個々のリスク事項の発生防止を目指すとともに、発生を前提とし

た抑止策の調査・検討を行い、研修を活用しつつ組織全体でリスクを最小化するよう取り組む。職員研修は年間４回以

上実施するなどにより、コンプライアンスの取組を体系的に強化する。 

 不正事業者の抑制に向け、新規の受託者や補助事業者のうち過去に公的資金の受入実績がない者に対する経理指導を

全件実施するとともに、受託者や補助事業者に対してもコンプライアンス研修を年４回実施する。さらに、不正事業者

に対して厳正な対応を図るため、不正を行った者に対する処分は全件公表するといった措置を徹底する。 

［２４年度業務実績］ 

 機構におけるコンプライアンスの取組については、経営幹部による「コンプライアンス推進委員会」（１回）、各部管

理職による「コンプライアンス担当者会議」（２回）をそれぞれ開催し、職員間でのコンプライアンス情報の共有を推

進した。また、研修（１２回）を本部で実施したほか、地方支部に講師を派遣して同内容の研修（３回）を実施し、コ

ンプライアンスに対する職員の意識向上に取り組むことで、体系的な強化を図った。 

新規の受託・補助事業者のうち公的資金の受入実績がない全ての事業者に対して、採択決定後や中間検査時にあわせて

経理指導を実施するとともに、新規採択事業者や契約・検査事務に不慣れな事業者向けに説明会を開催し、公的資金の

適正執行について周知を図った。 

また、平成２４年度中に６月・９月・１０月・１２月の４回、全国主要都市で開催した事業者向け検査研修では、コン

プライアンスの取組や法令・規定等に則した適正な経費執行について研修を行った。 

不正事業者に対しては、不正金額の返還請求、契約等停止の処分を行い、これらの内容について公表するとともに、再

発防止策の策定及び報告を求めた。 

 

［中期計画］ 

 監査については、独立行政法人制度に基づく外部監査の実施に加え、内部業務監査や会計監査を毎年度必ず実施する。

なお、監査組織は、単なる問題点の指摘に留まることなく、可能な限り具体的かつ建設的な改善提案を含む監査報告を

作成する。 

 関連法人については、関連法人への再就職の状況及び機構と関連法人との間の取引等の状況について情報を開示する。 

［２４年度計画］ 

 監査については、独立行政法人制度に基づく外部監査の実施に加え、内部業務監査や会計監査を実施する。その際に

は、単なる問題点の指摘にとどまることなく、可能な限り具体的かつ建設的な改善提案を含む監査報告を作成するよう

努める。 

 関連法人については、関連法人への再就職の状況及び機構と関連法人との間の取引等の状況について情報を開示する。 

［２４年度業務実績］ 

 監査については、内部監査計画に基づき計画的に業務監査及び会計監査を実施するとともに、平成２３年度の監査結

果のフォローアップ監査をあわせて実施し、改善状況を盛り込んだ監査報告とした。 

 関連法人については、関連法人への再就職の状況及び機構と関連法人との間の取引等の状況について情報を開示した。 

３．予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

［中期計画］ 

 予算、収支計画及び資金計画は以下の通り。予算の見積もりは運営費交付金の算定ルールに基づき２．（７）の目標

を踏まえ試算したものであり、実際の予算は毎年度の予算編成において決定される係数等に基づき決定されるため、こ

れらの計画の額を下回ることや上回ることがあり得る。 
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（１）予算 

［中期計画］ 

［運営費交付金の算定ルール］ 

 毎年度の運営費交付金（Ｇ（ｙ））については、以下の数式により決定する。 

 

G(y)（運営費交付金）＝A(y)（一般管理費）×α（一般管理費の効率化係数）＋B(y)（事業に要する経費）×β（事業

の効率化係数）×γ（中長期的政策係数）＋C(y)（調整経費）－D(y)（自己収入） 

 

 A(y)（一般管理費）＝Sa(y)（一般管理費人件費）＋Ra(y)（その他一般管理費）  

 Sa(y)＝Sa(y－1)×s1(一般管理費人件費調整係数)  

 Ra(y)＝Ra(y－1)×δ（消費者物価指数）  

 B(y)（事業に要する経費）＝Sb(y)（事業費人件費）＋Rb(y)（その他事業に要する経費）  

 Sb(y)＝Sb（y－1）×s2（事業費人件費調整係数）  

 Rb(y)＝Rb（y－1）×δ（消費者物価指数）  

 D(y)（自己収入）＝D（y－1）×d(自己収入調整係数) 

 

A(y)：運営費交付金額のうち一般管理費相当分。 

B(y)：運営費交付金額のうち事業に要する経費相当分。 

C(y)：短期的な政策ニーズ及び特殊要因に基づいて増加する経費。短期間で成果が求められる技術開発への対応、重点

施策の実施（競争的資金推進制度）、法令改正に伴い必要となる措置等の政策ニーズ、及び退職手当の支給、事

故の発生等の特殊要因により特定の年度に一時的に発生する資金需要について必要に応じ計上する。 

D(y)：自己収入。基本財産の運用より生じる利子収入等が想定される。 

Sa(y)：役員報酬、職員基本給、職員諸手当及び超過勤務手当に相当する額。 

Sb(y)：事業費中の人件費。 

 係数α、β、γ、δ、s 及び d については、以下の諸点を勘案した上で、各年度の予算編成過程において、当該年度

における具体的な係数値を決定する。 

α（一般管理費の効率化係数）：２．（７）にて２４年度において１９年度比１５％を上回る削減を達成することとして

いるため、この達成に必要な係数値とする。 

β（事業の効率化係数）：２．（７）にて２４年度において平成１９年度比５％を上回る削減を達成することとしている

ため、この達成に必要な係数値とする。 

γ（中長期的政策係数）：中長期的に必要となる技術シーズへの対応の必要性、科学技術基本計画に基づく科学技術関

係予算の方針、独立行政法人評価委員会による評価等を総合的に勘案し、具体的な伸び率を決定する。 

δ（消費者物価指数）：前年度の実績値を使用する。 

s1（一般管理費人件費調整係数）：職員の新規採用、昇給・昇格、減給・降格、退職及び休職等に起因した一人当たり

給与等の変動の見込みに基づき決定する。 

s2（事業費人件費調整係数）：事業内容に基づき決定する。 

d （自己収入調整係数）：自己収入の見込みに基づき決定する。 

 

 ①総計           （別表１－１） 

 ②一般勘定         （別表１－２） 

 ③電源利用勘定       （別表１－３） 

 ④エネルギー需給勘定    （別表１－４） 

 ⑤基盤技術研究促進勘定   （別表１－５） 

 ⑥鉱工業承継勘定      （別表１－６） 

 ⑦石炭経過勘定       （別表１－７） 

 ⑧特定事業活動等促進経過勘定（別表１－８） 

［２４年度計画］ 

（１）予算 

 ①総計           （別表１－１） 

 ②一般勘定         （別表１－２） 

 ③電源利用勘定       （別表１－３） 

 ④エネルギー需給勘定    （別表１－４） 

 ⑤基盤技術研究促進勘定   （別表１－５） 

 ⑥鉱工業承継勘定      （別表１－６） 

 ⑦石炭経過勘定       （別表１－７） 

［２４年度業務実績］ 

（１）決算報告書 

 平成２４事業年度財務諸表「決算報告書」に記載のとおり。 
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（２）収支計画 

［中期計画］ 

 ①総計           （別表２－１） 

 ②一般勘定         （別表２－２） 

 ③電源利用勘定       （別表２－３） 

 ④エネルギー需給勘定     （別表２－４） 

 ⑤基盤技術研究促進勘定   （別表２－５） 

 ⑥鉱工業承継勘定       （別表２－６） 

 ⑦石炭経過勘定       （別表２－７） 

 ⑧特定事業活動等促進経過勘定（別表２－８） 

［２４年度計画］ 

（２）収支計画 

 ①総計           （別表２－１） 

 ②一般勘定         （別表２－２） 

 ③電源利用勘定       （別表２－３） 

 ④エネルギー需給勘定    （別表２－４） 

 ⑤基盤技術研究促進勘定   （別表２－５） 

 ⑥鉱工業承継勘定      （別表２－６） 

 ⑦石炭経過勘定       （別表２－７） 

［２４年度業務実績］ 

（２－１）貸借対照表 

 平成２４事業年度財務諸表「貸借対照表」に記載のとおり。 

（２－２）損益計算書 

 平成２４事業年度財務諸表「損益計算書」に記載のとおり。 

（３）資金計画 

［中期計画］ 

 ①総計           （別表３－１） 

 ②一般勘定         （別表３－２） 

 ③電源利用勘定       （別表３－３） 

 ④エネルギー需給勘定    （別表３－４） 

 ⑤基盤技術研究促進勘定   （別表３－５） 

 ⑥鉱工業承継勘定      （別表３－６） 

 ⑦石炭経過勘定       （別表３－７） 

 ⑧特定事業活動等促進経過勘定（別表３－８） 

［２４年度計画］ 

（３）資金計画 

 ①総計           （別表３－１） 

 ②一般勘定         （別表３－２） 

 ③電源利用勘定       （別表３－３） 

 ④エネルギー需給勘定    （別表３－４） 

 ⑤基盤技術研究促進勘定   （別表３－５） 

 ⑥鉱工業承継勘定      （別表３－６） 

 ⑦石炭経過勘定       （別表３－７） 

［２４年度業務実績］ 

（３）キャッシュ・フロー計算書 

 平成２４事業年度財務諸表「キャッシュ・フロー計算書」に記載のとおり。 

（４）経費の削減等による財務内容の改善資金 

［中期計画］ 

 各種経費を必要最小限にとどめることにより、財務内容の改善を図る観点からも、２．（７）に記載した、一般管理

費の削減、総人件費削減及び人件費改革の取組並びに事業の効率化を行う。 

［２４年度計画］ 

（４）経費の削減等による財務内容の改善 

 ２．（７）に記載した、一般管理費の削減、総人件費削減及び人件費改革の取組並びに事業の効率化を行うことによ

り、各種経費を必要最小限にとどめ、財務内容の改善を図る。 

［２４年度業務実績］ 
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（４）経費の削減等による財務内容の改善 

 ２．（７）に記載した、一般管理費の削減等の取り組みを進め、各種経費を必要最小限にとどめたことなどにより、

制度的に不可避に生じる欠損金などの特殊要因を除き、法人全体で１４９億円に加え、運営費交付金債務残高の全額収

益化に伴う３７５億円の合計で５２４億円の利益剰余金を計上。  

（５）繰越欠損金の増加の抑制 

［中期計画］ 

 基盤技術研究促進事業については、政府出資金を原資として事業を実施する仕組みとなっていることから、事業を遂

行する過程で、実施した研究開発が成功してその成果を基にした収益が上がるまでの間は、民間企業と同一の会計処理

を法律により義務化されていることから、会計上の欠損金が不可避に生じるものである。このため、第２期中期目標期

間中においては、環境適応型高性能小型航空機研究開発事業の実施に伴い本事業に係る欠損金は増加する予定である。 

 また、基盤技術研究促進事業については、平成１８年度末時点で４１４億円の欠損金が生じているところであるが、

独立行政法人の欠損金をめぐる様々な議論に配慮しつつ、特に新規案件については事業の見通しを精査し慎重を期す一

方、資金回収の徹底を図る。具体的には、研究成果の事業化の状況や売上等の状況について報告の徴収のみならず研究

委託先等への現地調査を励行し、必要に応じ委託契約に従った売上等の納付を慫慂するとともに、当該年度において納

付される見込みの総額を年度計画において公表する。また、終了評価において所期の目標が達成されなかった事業につ

いては、その原因を究明し、今後の研究開発に役立たせる。 

 石炭経過業務については、平成１３年度の石炭政策終了に伴い、旧鉱区の管理等の業務に必要となる経費を、主とし

て政府から出資を受けた資金を取り崩す形で賄うこととしているため、業務の進捗に伴って、会計上の欠損金が不可避

に生じるものである。このため、第２期中期目標期間中においては、旧鉱区の管理等の業務の実施に伴い本業務に係る

欠損金は増加する予定である。 

 このことに留意しつつ、石炭経過業務については、平成１８年度末時点で９６億円の欠損金が生じているところであ

るが、独立行政法人の欠損金をめぐる様々な議論に配慮した上で、管理コスト等を勘案し業務を計画的・効率的に実施

する。 

［２４年度計画］ 

 基盤技術研究促進事業については、資金回収の徹底を図るために研究成果の事業化の状況や売上等の状況について報

告の徴収のみならず研究委託先等への現地調査を励行し、必要に応じ委託契約に従った売上等の納付を慫慂する。平成

２４年度において納付される総額については、１，０００万円程度を見込んでいる。 

 石炭経過業務については、平成１３年度の石炭政策終了に伴い、旧鉱区の管理等の業務に必要となる経費を、主とし

て政府から出資を受けた資金を取り崩す形で賄うこととしているため、業務の進捗に伴って、会計上の欠損金が不可避

に生じるものである。このため、平成２４年度においても、旧鉱区の管理等の業務の実施に伴い本業務に係る欠損金が

発生する予定である。 

 このことに留意しつつ、石炭経過業務については、独立行政法人の欠損金を巡る様々な議論に配慮した上で、管理コ

スト等を勘案し業務を計画的・効率的に実施する。 

［２４年度業務実績］ 

 基盤技術研究促進事業において、継続事業１件を実施した。また、研究成果の事業化の状況や売上等の状況について

１０９件の報告書を徴収し、研究委託先等への現地調査を７１回実施し、慫慂を行った。１２件の収益実績を確認し、

総額約２３百万円の収益納付があった。 

 石炭経過業務については、旧鉱区の管理及び旧鉱区に発生した鉱害の賠償等を適切に実施したことにより、２３年度

に生じた２２．４億円の積立金が約１０．７億円減少した。 

（６）自己収入の増加へ向けた取組 

［中期計画］ 

 独立行政法人化することによって可能となった事業遂行の自由度を最大限に活用して、国以外から自主的かつ柔軟に

自己収入を確保していくことが重要である。このため、補助金適正化法における研究設備の使用の弾力化、成果把握の

促進による収益納付制度の活用、利益相反等に留意しつつ寄付金を活用する可能性等、自己収入の増加に向けた検討を

行い、現行水準以上の自己収入の獲得に努める。 

 また、収益事業を行う場合は、法人所得課税に加え、その収益額に因らず法人住民税の負担が増大するため、税法上

の取扱の見直しを含め税に係る制約を克服する方法を検討し、その上で、研究開発マネジメントノウハウを活用した指

導や出版を通じた発信等により、そこから収益が挙がる場合には、さらなる発信の原資として活用する。 

［２４年度計画］ 

 収益納付については、成果の把握を確実に行うこととする一方、納付しやすい仕組みを導入することで、納付額の増

大に努める。 

 収益事業を行う場合は、法人税に加え、その収益額によらず法人住民税の負担が増大するため、税法上の取扱の見直

しを含め税に係る制約を克服する方法について検討を行う。また、補助金適正化法における研究設備の使用の弾力化、

利益相反等に留意しつつ寄付金を活用する可能性等の検討を行う等、自己収入の増加に向けた検討を行う。 

［２４年度業務実績］ 

 自己収入成果把握の促進による収益納付制度について、納付に係る事務手続きの改善の検討に着手した。 
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（７）資産売却収入の拡大 

［中期計画］ 

 土地・建物の売却については、鑑定評価等市場調査を行い、かつ競争原理を働かせる（予定価格の公表による一般競

争入札等）ことにより実施する。 

 第２期中期目標期間中に、機構が行う業務への供用を終了した研究開発資産の翌年度における売却手続きに要する期

間を平均９ヶ月以内とすることを目指す。 

［２４年度計画］ 

 業務への供用を終了した研究開発資産の売却手続きの迅速化に向け、処分手続きの短縮につながる改善を引き続き実

施する。 

［２４年度業務実績］ 

 研究開発資産について、事業部門と事業者との処分手続き時期の早期化を図ったことにより、売却手続きが迅速化し

た。 

（８）金融資産の運用 

［中期計画］ 

 金融資産の運用については、機構内で定めた運用方針に基づき、資金源別の留意事項、運用主体の選定時における競

争原理などを確保しつつ運用を行ってきた。更なる効率化に向け、現行の運用方法の見直しを検討する。 

［２４年度計画］ 

 金融資産の運用については、運用方針に基づき、引き続き効率的な運用に努める。 

［２４年度業務実績］ 

 金融資産の運用については、運用方針に基づき効率的な運用を実施した。 

（９）運営費交付金の効率的活用の促進 

［中期計画］ 

 機構においては、その資金の大部分を第三者への委託、助成等によって使用していることから、年度末の確定検査に

よって不適当と認められた費用等については、費用化できずに結果として運営費交付金債務として残ってしまうという

仕組みとなっている。しかしながら、運営費交付金の効率的活用の観点からは、費用化できずに運営費交付金債務とな

ってしまうものの抑制を図ることが重要である。 

 このため、独立行政法人化における運営費交付金のメリットを最大限に活用するという観点を踏まえ、第２期中期目

標期間終了時における運営費交付金債務残の同期間の最終年度の予算額に対する比率を９％以内に抑制する。 

［２４年度計画］ 

 最終年度における計画の達成に向けて、毎年度末における契約済又は交付決定済でない運営費交付金債務を抑制する

ために、事業の進捗状況の把握を中心とした予算の執行管理を行い、国内外の状況を踏まえつつ、事業の加速化等を行

うことによって費用化を促進する。 

［２４年度業務実績］ 

＜早期執行に向けた予算執行管理の高度化＞ 

・月次の執行状況調査において未執行額の精査を行い、不要不急な予算を開発成果創出促進制度として有効活用する運

用を実施。事業の進捗状況に応じ、事業者への支払等に努めるなど、精緻な執行管理を実施。 

＜事業計画の前倒しによる予算の追加配賦＞ 

・積極的な事業計画の前倒しにより成果の最大化が期待できる案件等に対して優先的に追加配賦。 

・以上の取り組みを行った結果、交付金債務は３７５億円、平成２４年度予算額に対して３０．８％。国際事業におけ

る相手国側の都合により発生した債務等を除いた場合は１７５億円、１４．４％となった。 

４．短期借入金の限度額 

［中期計画］ 

 運営費交付金の受入の遅延、補助金・受託業務に係る経費の暫時立替えその他予測し難い事故の発生等により生じた

資金不足に対応するための短期借入金の限度額は、６００億円とする。 

［２４年度計画］ 

 運営費交付金の受入の遅延、補助金・受託業務に係る経費の暫時立替えその他予測し難い事故の発生等により生じた

資金不足に対応するための短期借入金の限度額は、６００億円とする。 

［２４年度業務実績］ 

 実績なし。 

５．重要な財産の譲渡・担保計画 

［中期計画］ 
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 桜新町倉庫（東京都世田谷区桜新町）については、平成２２年度末までに売却する。 

 祖師谷宿舎（東京都世田谷区祖師谷）については、新規入居を抑制することにより遊休資産化し平成２２年度末まで

に売却する。 

 白金台研修センター（東京都港区白金台）については、平成２３年度中に現物納付する。 

６．剰余金の使途 

［中期計画］ 

 各勘定に剰余金が発生したときには、後年度負担に配慮しつつ、各々の勘定の負担に帰属すべき次の使途に充当できる。 

・研究開発業務の促進 

・広報並びに成果発表及び成果展示等 

・職員教育・福利厚生の充実と施設等の補修・整備 

・事務手続きの一層の簡素化・迅速化を図るための電子化の推進 

・債務保証に係る求償権回収等業務に係る経費 

７．その他主務省令で定める事項等 

（１）施設及び設備に関する計画 

［中期計画］ 

・白金台研修センターの処分に伴い必要となる研修会議施設 

 （注）上記の計画については、状況の変化に応じ柔軟に対応するものとし、予見しがたい事情により変更する場合が

ある。 

（２）人事に関する計画 

（ア）方針 

［中期計画］ 

・研究開発マネジメントの質的向上、知識の蓄積・継承等の観点から職員の更なる能力向上に努めるとともに、組織と

しての柔軟性の確保・多様性の向上等の観点から、産学官から有能な外部人材を積極的に登用し、一体的に運用する。 

［２４年度計画］ 

 研究開発マネジメントの質的向上、知識の蓄積・継承等の観点から職員の更なる能力向上に努めるとともに、組織と

しての柔軟性の確保・多様性の向上等の観点から、産学官から有能な外部人材を積極的に登用し、一体的に運用する。 

［２４年度業務実績］ 

 技術開発マネジメントの質的向上を図るため、職員の技術開発現場等への派遣、階層別研修の強化、プロジェクトマ

ネジメント研修の実施等、職員の能力向上のための様々な取組を実施した。また、半導体技術に専門性を有するＰＭを

配置する等産官学から有能な外部人材を積極的に登用するとともに、個々の職員の業務実績、面談等を踏まえ、適材適

所の人員配置に努めた。 

（イ）人員に係る指標 

［中期計画］ 

・研究開発業務、導入普及業務については、業務のマニュアル化の推進等を通じ、定型化可能な業務は極力定型化し、

可能な限りアウトソーシング等を活用することにより、職員をより高次の判断を要するマネジメント業務等に集中さ

せるとともに、人件費の抑制を図る。 

（参考１）常勤職員数 

・期初の常勤職員数        ９７２人 

・期末の常勤職員数の見積もり ： 期初と同程度の範囲内で、人件費５％削減計画を踏まえ弾力的に対応する。 

（参考２）中期目標期間中の人件費総額 

 第２期中期目標期間中の人件費総額見込み  ３４，５６５百万円 

 ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当する範囲の費用である。 

［２４年度計画］ 

 業務のマニュアル化、システム化、アウトソーシング等を通じ、業務の一層の効率化を図り、人件費の抑制を図る。 

［２４年度業務実績］ 

 平成２４年度は「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」に準じた給与及び賞与の減額、民間出向者の

抑制、退職者の不補充による人員削減等の取組を実施することにより、人件費の抑制を図った。 
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（３）中期目標の期間を超える債務負担 

［中期計画］ 

 中期目標の期間を超える債務負担については、研究開発委託契約等において当該事業のプロジェクト基本計画が中期

目標期間を超える場合で、当該債務負担行為の必要性・適切性を勘案し合理的と判断されるもの及びクレジット取得に

係る契約について予定している。 

 クレジット取得については、多くの日数を要するものがあるため、債務負担を必要とするものである。債務負担の計

画については以下のとおり。 

  

債務負担の限度額 債務負担を行った年度 支出を行うべ

き年度 

第１期及び第２期中期目標期

間中の支出見込額 

１２，２４２百万円 平成１８年度 平成１８年度

以降８箇年度 

１１，０１８百万円 

４０，６９２百万円 平成１９年度 平成１９年度

以降７箇年度 

３５，９４５百万円 

※ 上記金額については、政府からの受託状況等により変動があり得る。 

［２４年度計画］ 

 中期目標の期間を超える債務負担については、研究開発委託契約等において当該事業のプロジェクト基本計画が中期

目標期間を超える場合で、当該債務負担行為の必要性・適切性を勘案し合理的と判断されるものについて予定している。 

［２４年度業務実績］ 

 実績なし。 

（４）独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１９条第１項に規定する

積立金の使途 

［中期計画］ 

 第１期中期目標期間中の繰越積立金は、第１期中期目標期間中に自己収入財源で取得し、第２期中期目標期間へ繰り

越した有形固定資産の減価償却に要する費用等に充当する。 

［２４年度計画］ 

 第１期中期目標期間中の繰越積立金は、第１期中期目標期間中に自己収入財源で取得し、第２期中期目標期間へ繰り

越した有形固定資産の減価償却に要する費用に充当する。 

［２４年度業務実績］ 

 第１期中期目標期間中の繰越積立金１６２百万円のうち４８百万円を有形固定資産の減価償却に要する費用に充当し

た。 
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８．産業技術開発関連業務における技術分野ごとの実績 

＜１＞ライフサイエンス分野 

［中期計画］ 

 ライフサイエンスの進展は、ヒトゲノム解読完了により従来にも増して目覚ましいものがある。ポストゲノム研究に

おける国際競争が更に激化するとともに、ＲＮＡ（リボ核酸：タンパク質合成等に関与する生体内物質の一種）の機能

の重要性等、これまでの知識体系を大きく変える画期的な科学的成果やエピジェネティクス（後天的ＤＮＡ修飾による

遺伝発現制御に関する研究分野）といった新たな研究分野も次々と出現している。こうした研究成果を医薬品開発に活

用した分子標的薬が徐々に出始めるとともに、個人のゲノム情報に基づき医薬品の投与量を調整して副作用を回避する、

病態に応じて医薬品の有効性を投薬前に判断するなど、個別化医療の実現につながり始めている。 

 また、バイオテクノロジーを活用した新しい医療分野として期待されている再生医療については、皮膚、角膜、軟骨

といった一部の分野において、既に臨床研究が進み現実的な医療により近づいているとともに、新たな幹細胞技術等の

基礎的知見も充実している。さらに、ゲノム解析コストの低下により多くの微生物・植物のゲノム解読が進展したこと

から、ゲノムの知見と遺伝子改変により有用機能を強化された微生物・植物の利用が進んだ。この結果、バイオプロセ

スによる多様な有用物質（抗体等のタンパク質医薬品、化成品等）の生産が可能となりつつある。 

 第２期中期目標期間においては、我が国で今後本格化する少子高齢社会において、健康で活力に満ちた安心できる生

活を実現するため、健康・医療基盤技術、生物機能を活用した生産・処理・再資源化プロセス技術等の課題について重

点的に取り組むこととし、以下の研究開発を推進するものとする。 

①健康・医療基盤技術 

［中期計画］ 

 健康・医療基盤技術に関しては、創薬分野及び医療技術分野に取り組む。 

・創薬分野 

［中期計画］ 

 治験コストの増大、大型医薬の特許切れ、市場のグローバル化等を背景として、十分な開発投資に耐え得る企業規模

を求め、合併による業界再編が急速に進んだ。また、進展著しいライフサイエンス分野の知見を活用した新たな創薬コ

ンセプトの創造や創薬支援ツールの開発など、創薬プロセスにおけるベンチャー企業（特に米国）の存在感が増すとと

もに、治験支援を行う企業の成長など、自前主義から分業化へと創薬プロセスの大きな変革の中にある。 

 第２期中期目標期間中においては、欧米の大手製薬企業といえども急速に進展するポストゲノム研究開発を全て自前

でまかなうことは難しい状況にあることから、最先端の研究成果を積極的に取り込むとともに、これまでに蓄積した遺

伝子機能情報等の基盤的知見、完全長ｃＤＮＡ（タンパク質をコードする配列に対応したＤＮＡ）等のリソース及び解

析技術を十分に活用し、製薬企業のニーズを踏まえ、生体内で実際に機能しているタンパク質複合体を解析する技術、

Å単位で生体分子の３次元構造を解析する技術、研究用モデル細胞の創製等により、創薬プロセスの高度化・効率化を

一層進める。加えて、機能性ＲＮＡ、糖鎖、エピジェネティクス、幹細胞等、ライフサイエンスの急速な進展による知

識体系の変化に機動的に対応し、産業界の意見を吸い上げ、産業技術につながる的確な技術シーズへの対応を行い、疾

患や発生・分化など細胞機能に重要な働きを示す生体分子を十個以上解析し、新たな創薬コンセプトに基づく画期的な

新薬の開発や新たな診断技術の開発等につなげる。また、基礎研究の成果をいち早く臨床現場に繋げるため、医療上の

重要性や、医療産業、医療現場へのインパクトの大きな技術開発課題に対し、関係各省との連携と適切な役割分担の下

に橋渡し研究を推進し、その中で新規創薬候補遺伝子５０個以上を同定する等、技術の開発と円滑な普及に向けた取組

を行う。 

《１》基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発／橋渡し促進技術開発［平成１９

年度～平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 少子高齢化が進む中、がん、生活習慣病、免疫・アレルギー疾患、精神神経疾患等に関する先端的医療技術の創出を

目指す。医療現場のニーズに基づき、急速に発展している多様なバイオ技術、工学技術等の基礎・基盤研究の成果を融

合し、また民間企業と臨床研究機関が一体となって、円滑に実用化につなげる技術開発を推進する。 

平成２４年度は、平成１９年度から平成２２年度までに採択した継続課題について研究開発を行う。また、最終年度に

該当するテーマの自主評価を実施することにより橋渡し技術開発を促進する。 

［２４年度業務実績］ 

 医療現場のニーズに基づき、急速に発展している多様なバイオ技術、工学技術等の基礎・基盤研究の成果を融合し、

また民間企業と臨床研究機関が一体となって、円滑に実用化につなげる技術開発を推進した。平成２４年度は６件のテ

ーマを継続実施した。また、研究進捗に応じた加速予算の追加による研究支援を行った（橋渡し：橋渡し研究）。 

①創薬技術 
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・マイクロドーズ臨床試験を活用した革新的創薬技術の開発（薬物動態・薬効の定量的予測技術を基盤として）（平

成２０年度～、橋渡し） 

・癌特異的抗原受容体改変Ｔ細胞の輸注とがんワクチンによる複合的がん免疫療法の研究開発（平成２１年度～、橋

渡し） 

・腸管下痢症経口ワクチンの研究開発（平成２２年度～、橋渡し） 

・がん細胞に発現する必須アミノ酸トランスポーター（ＬＡＴ１）を分子標的とする新規抗がん療法の研究開発（平

成２２年度～、橋渡し） 

②診断技術 

・アルツハイマー病総合診断体系実用化プロジェクト：根本治療の実現に向けて（平成１９年度～、橋渡し） 

③再生・細胞医療技術 

・高密度スキャフォールドフリー脂肪由来幹細胞構造体を用いた骨軟骨組織再生の臨床研究（平成２２年度～、橋渡

し） 

《２》ゲノム創薬加速化支援バイオ産業基盤技術開発［平成２０年度～平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

研究開発項目①創薬加速に向けたタンパク質構造解析基盤技術開発 

膜タンパク質とその複合体の生体内に近い状態での立体構造解析、相互作用解析、計算科学分野に

おける基盤技術の開発により創薬加速に資することを目的に、名古屋大学大学院創薬科学研究科教授 

藤吉 好則氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

（１）電子線等による膜タンパク質及びその複合体の構造解析技術開発 

複数のイオンチャネル、ポンプ、ＧＰＣＲなどの構造解析から創薬への有用性を実証する。 

（２）核磁気共鳴法による膜タンパク質及びその複合体とリガンド分子の相互作用解析技術開発 

“ファージペプチドとの相互作用配列同定法”と“ＩＮＰＨＡＲＭＡ法”とを組み合わせた新手法

の開発に取り組み、新規創薬作用点の知見を取得・提示する。 

（３）高精度ｉｎ ｓｉｌｉｃｏスクリーニング等のシミュレーション技術開発 

高精度の新化合物活性推算法や動的性質を反映した薬物ドッキング・スクリーニング手法、リード

創製に向けた分子設計支援技術を開発するとともに、創薬実証研究を行う。 

研究開発項目②有用天然化合物の安定的な生産技術開発 

天然物化学情報基盤技術の開発により創薬加速に資することを目的に、産業技術総合研究所バイオ

メディシナル情報研究センター主任研究員 新家 一男氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究

開発を実施する。 

放線菌を対象に、新規の医薬品開発につながる有望な天然化合物の合成に必要な生合成遺伝子クラ

スターを体系的に取得し、安定生産に適したホスト放線菌、導入ユニットの構築及び導入技術を確立

する。 

［２４年度業務実績］ 

①創薬加速に向けたタンパク質構造解析基盤技術開発 

 膜タンパク質とその複合体の生体内に近い状態での立体構造解析、相互作用解析、計算科学分野における基盤技術、

および天然物化学情報基盤技術の開発により、創薬加速に資することを目的に、名古屋大学細胞生理学研究センター教

授 藤吉 好則氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

（１）電子線等による膜タンパク質およびその複合体の構造解析技術開発 

 ヒト由来膜タンパク質の大量発現・精製法を開発した。極低温電子顕微鏡や自動電子顕微鏡の開発を進めるとと

もに、電子線結晶学、電子線トモグラフィーのためのコンピューターシステム開発を行った。水チャネル、イオン

チャネル、ギャップ結合チャネル、ＡＴＰａｓｅ等の膜タンパク質の構造解析を行った。 

（２）核磁気共鳴法による膜タンパク質およびその複合体とリガンド分子の相互作用解析技術開発 

 再構成ＨＤＬを用いて、ＧＰＣＲ等の膜タンパク質を安定化させた状態でのＮＭＲ試料調整法を開発した。低分

子リガンドと標的タンパク質の距離を高精度に見積もるＤＩＲＥＣＴＩＯＮ法を開発した。細胞の中でタンパク質

間相互作用を解析するｉｎ－ｃｅｌｌ ＮＭＲ法を開発した。 

（３）高精度ｉｎ ｓｉｌｉｃｏ スクリーニング等のシミュレーション技術開発 

 マルチカノニカル分子動力学計算において新しいアルゴリズムを導入することにより、エントロピー的な自由エ

ネルギー障壁が高く、従来は困難とされてきたタンパク質間相互作用にも応用できるシミュレーション手法を確立

した。 

②有用天然化合物の安定的な生産技術開発 

 天然物化学情報基盤技術の開発により創薬加速に資することを目的に、産業技術総合研究所バイオメディシナル情

報研究センター主任研究員 新家 一男氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

 次世代シークエンサーを用いたゲノム解析結果より、目的とする生合成クラスターを同定する手法を開発し、１０

０ｋｂｐ超の巨大な生合成遺伝子クラスターを取得する手法（ＢＡＣ法）を確立した。また、放線菌ホストＫＡＳＵ

株を用いて、巨大な生合成遺伝子クラスターが生産する化合物、および休眠生合成遺伝子が生産する化合物の異種発

現生産に成功した。 
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《３》ヒト幹細胞産業応用促進基盤技術開発 ［平成２０年度～平成２７年度］ 

［２４年度計画］ 

研究開発項目①ヒト幹細胞実用化に向けた評価基盤技術の開発 

ヒト幹細胞の産業利用を促進することを目的に、京都大学ｉＰＳ細胞研究所特定拠点長・副所長教

授 中畑 龍俊氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

（１）ＥＳ細胞領域 

スクリーニングで見出した化合物の最適化及びこれを用いた化学合成培地の開発に着手する。また、

三次元大量培養を可能とするための培養基材の最適化を進めるとともに、試作した自動培養措置にて

培養試験を開始する。京大株及び入手可能な外国株さらに新規培養システムで培養した株を用いた品

質解析を行ない、指標の策定に向けた研究を継続する。 

（２）ｉＰＳ細胞領域 

凍結保存装置の連結された自動培養装置の小型化を目指す。また、現状の自動培養装置については

未分化性を維持したｉＰＳ細胞コロニーを識別できる非侵襲的幹細胞画像解析装置を内部に設置する。 

（３）滑膜由来間葉系幹細胞領域 

微小重力環境培養法及び浮遊回転培養法などの検討を通じて大量培養に適した培養システムの試作

を行う。また、これによって得られた間葉系幹細胞の安全性、有効性の確認を目的とした動物試験を

実施する。 

（４）Ｍｕｓｅ細胞領域 

産業応用に適したＭｕｓｅ細胞の品質評価指標の開発を継続するとともに、見いだした指標を用い

て分取したＭｕｓｅ細胞の第三者による客観的評価を通じて、指標の検証を行なう。また、培養プロ

トコルの至適化を併せて進める。 

（５）間葉系幹細胞領域 

細胞の増殖性、生存期間、形質の変化等の評価を通じて良質な間葉系幹細胞を識別する細胞マーカ

ー及び細胞の品質管理に有用なマーカーを探索する。また、有血清／無血清培地の比較により細胞培

地開発の基盤構築を目指す。 

研究開発項目②ヒトｉＰＳ細胞等幹細胞を用いた創薬スクリーニングシステムの開発 

 ヒト幹細胞の産業利用を促進することを目的に、東京医科歯科大学生体材料工学研究所教授 安

田 賢二氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

（１）ヒトｉＰＳ細胞等幹細胞から心筋細胞への高効率な分化誘導技術の開発 

遺伝性ＱＴ延長（ＬＱＴ）症候群の症例からｉＰＳ細胞を樹立、疾患由来心筋細胞の作出を行い、

再生心筋の異常活動電位の計測などの機能解析を継続する。また、遺伝子組換えによる疾患モデル心

筋細胞の作出も行い、パネル試験開発を並行して実施する。 

（２）ヒトｉＰＳ細胞等幹細胞を活用した創薬スクリーニングシステムの開発 

心毒性検査指標を総合的に評価できるかを明らかにするため、引き続きシステムの改良を行う。特

に、細胞ネットワークシステムチップ製造技術について開発を継続し、オンチップ心毒性総合スクリ

ーニングシステムの完成を目指す。また、国内外製薬企業との試験的化合物評価へ向けた実用化整備

を行う。さらに、そのための実用化プロトタイプ装置の完成を目指す。 

［２４年度業務実績］ 

研究開発項目①ヒト幹細胞実用化に向けた評価基盤技術の開発 

ヒト幹細胞の産業利用を促進することを目的に、京都大学ｉＰＳ細胞研究所特定拠点教授・副所長 

中畑 龍俊氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

（１）ＥＳ細胞領域 

バッグを用いた閉鎖系自動培養装置プロトタイプの作製に着手した。合成培地の開発において有効

な低分子化合物を見出した。ヒトＥＳ細胞の三次元大量培養を可能にするための培養基質及び培養基

材の開発を開始した。非侵襲・無標識で定量的にヒトＥＳ細胞コロニーの多面的な形態を測定できる

イメージング装置の開発に着手した。京大樹立２株と外国株１株の継代初期細胞と長期培養後の細胞

についてゲノム、エピゲノム、遺伝子発現、脂質、糖鎖など品質指標につき既に報告のある国際デー

タとの比較検討を行い、解析方法の異なったデータを統合して比較する為の標準化を進めた。 

（２）ｉＰＳ細胞領域 

自動培養装置と凍結保存装置連携の試験及び装置の改良および装置全体の小型化を検討した。また、

観察装置では形態評価の開発を継続すると共に、非侵襲的３次元観察の要素開発を行い、自動培養装

置内への設置を進めた。ヒト幹細胞の有用な性質を損なわずに安定培養が可能な、成分が明確かつ異

種生物由来の成分を含まない培養基材・培養液を開発した。国際的なあらゆる情勢の変動にも産業へ

の影響を極力排除するため all made in Japanから構成される日本ブランドの幹細胞培養を構築した。

更に、培養液の開発においては、未分化マーカー発現およびテラトーマ形成能を維持してヒトｉＰＳ

細胞（２０１Ｂ７株）を培養できる有効成分や凍結保存できる有効成分の検討に着手した。一方、幹

細胞に関連する技術動向調査を行い、用語と定義に関する国際規格（案）の骨子及び草案を作成した。 

（３）滑膜由来間葉系幹細胞領域 

大量培養した滑膜由来間葉系幹細胞の安全性と有効性確認のため、ブタ軟骨欠損への移植試験、未
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分化能、分化能、癌化リスクの評価を行った。大量培養に関しては微小重力環境培養あるいは試作し

た浮遊回転培養装置を用いた浮遊回転培養法における細胞接触面積の拡大を検討し、システムの試作

を開始した。細胞の品質管理については多数の滑膜由来間葉系幹細胞に特徴的な遺伝子候補から未分

化マーカーの解析を行い、滑膜由来間葉系幹細胞の表現型を遺伝子解析・蛋白解析などを通じて網羅

的に分析した。更に、細胞保存技術については凍結保存液中のＤＭＳＯ含有率低減など構成成分の検

討を行った。 

（４）Ｍｕｓｅ細胞領域 

これまでに開発した手法を用いて取得したＭｕｓｅ細胞とＮｏｎ－Ｍｕｓｅ細胞、異なるヒト組織

由来のＭｕｓｅ細胞及び異なる動物種由来のＭｕｓｅ細胞の比較による共通因子の解析を、遺伝子発

現解析、プロテオーム解析技術等を用いて行い、分離精製によるダメージの少ないＭｕｓｅ細胞の選

別に有用な因子となる候補を複数見出すとともに、今後のＭｕｓｅ細胞取得のためのマーカーとして

の可能性を検討した。さらに、従来のレーザーによる分離を行うセルソーターに変わる、いくつかの

Ｍｕｓｅ細胞取得方法について効率等の検証を行うとともに、プロトコルの改善に努めた。出澤サブ

プロジェクト・リーダーとは独立した第三者によるＭｕｓｅ細胞の研究を進めることで、Ｍｕｓｅ細

胞に関する再現性を評価した。 

（５）間葉系幹細胞領域 

細胞の増殖性、生存期間、形質の変化等の評価を通じて良質な間葉系幹細胞を識別しうる細胞マー

カー及び細胞の品質管理に有用なマーカーを探索した。更に、有血清－無血清培地の比較により細胞

培地開発の基礎を築いた。 

研究開発項目②ヒトｉＰＳ細胞等幹細胞を用いた創薬スクリーニングシステムの開発 

ヒト幹細胞の産業利用を促進することを目的に、東京医科歯科大学生体材料工学研究所教授 安田 

賢二氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

（１）ヒトｉＰＳ細胞等幹細胞から心筋細胞への高効率な分化誘導技術の開発 

幹細胞の心筋細胞への高効率な分化誘導方法の開発においては、２型と３型遺伝性ＱＴ延長症候群

症例から樹立したｉＰＳ細胞から心筋細胞を誘導し、イオン電流や活動電位等の解析を行うとともに、

これらのｉＰＳ細胞由来心筋細胞を用いた不整脈の誘発試験を行った。 

（２）ヒトｉＰＳ細胞等幹細胞を活用した創薬スクリーニングシステムの開発 

オンチップ心毒性総合スクリーニングシステムにヒトｉＰＳ細胞由来心筋細胞を適用し、偽陰性・

偽陽性薬剤の応答について改善を検討するとともに、パネル試験用細胞セットを用いた評価を進め、

最適な細胞ラインの検討とパネル試験への対応の可能性について検討した。また、実用化簡易計測装

置および２Ｄシート専用マルチウェル電極プレートを整備するとともに、開発システムを評価するた

めの実験プロトコルの作成を進めた。 

 

《４》後天的ゲノム修飾のメカニズムを活用した創薬基盤技術開発 ［平成２２年度～

平成２６年度、中間評価：平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 後天的ゲノム修飾の効果的・効率的な解析手法の開発により、画期的な診断技術や新薬コンセプトの創造につなげる

創薬基盤とすることを目的に、東京大学先端科学技術研究センター教授 油谷 浩幸氏をプロジェクトリーダーとし、

以下の研究を実施する。 

研究開発項目①後天的ゲノム修飾解析技術開発 

癌組織のＤＮＡメチル化を１塩基レベルで解析するとともに、ＤＮＡ脱メチル化の網羅的解析法を

確立する。ヒストンＨ３／Ｈ４テールの修飾組み合わせ解析のさらなる高感度化と、ＳＲＭ定量法の

高精度・高感度化を行う。ＲＮＡ－ｓｅｑ解析パイプラインによる新規ノンコーディング転写産物の

予測法の改良に取り組む。 

研究開発項目②後天的ゲノム修飾と疾患とを関連づける基盤技術開発 

胃・肺・肝・胆膵癌など３０例程度（累積計９０例）の検体を採取する。ＲＮＡ－ｓｅｑ解析によ

り、非コードＲＮＡとエピゲノム関連複合体との相互作用・機能阻害解析を行う。４５０Ｋエピジェ

ノタイピングアレイにより癌組織に特異的な異常メチル化マーカーの同定を行い、血液検体における

診断マーカーを探索する。ｓｈＲＮＡを用いて癌細胞株の解析を行い、新たな創薬診断の標的候補分

子を同定する。 

研究開発項目③探索的実証研究 

細胞周期に依存したヒストンＨ４テールの修飾組み合わせの高精度検出技術を確立する。天然物ラ

イブラリー及び阻害ペプチドライブラリースクリーニングの系を確立する。メチル化酵素と化合物の

共結晶のＸ線結晶構造解析を行うとともに、がん細胞株の細胞生物学的解析、質量分析計によるター

ゲット修飾解析による化合物の評価を行う。 

［２４年度業務実績］ 

 後天的ゲノム修飾の効果的・効率的な解析手法の開発により、画期的な診断技術や新薬コンセプトの創造につなげる

創薬基盤とすることを目的に、東京大学先端科学技術研究センター教授 油谷 浩幸氏をプロジェクトリーダーとし、
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以下の研究を実施した。 

研究開発項目①後天的ゲノム修飾解析技術開発 

ＤＮＡメチル化の網羅的解析技術開発において、Ｉｎｆｉｎｉｕｍアッセイの高密度４５０Ｋアレ

イのプローブデザインを行った。新規エピゲノム修飾の候補としてコヒーシンのアセチル化及びその

修飾酵素について解析を進めた。ヒストンＨ３とＨ４の修飾抗体を用いた多重免疫蛍光染色と定量化

による少数細胞のヒストン修飾動態解析法を開発した。質量分析計Ｏｒｂｉｔｒａｐ ＥＬＩＴＥを

用い検出したＨ４テールの修飾組み合わせについて、さらに高感度化を行った。 

研究開発項目②後天的ゲノム修飾と疾患とを関連づける基盤技術開発 

新鮮凍結検体の収集を基本として、長鎖ＲＮＡを含めたエピゲノム解析に耐える品質管理の下に、

胃癌、肺癌、肝臓癌について１００例程度の症例の蓄積を行い、また累積９０例程度の腫瘍組織から

体系的にＤＮＡ・ＲＮＡの抽出・精製を行った。新たなｄｉｒｅｃｔゼノグラフトラインとして、膵

がん２４ライン（これまでの累積総数５８ライン／１８５症例（３１％））、胃がん４０ライン（総数

６１ライン／２８９症例（２１％））を樹立した。２０種類の癌腫特異的マーカー候補（脳腫瘍３マ

ーカー、乳癌１マーカー、大腸癌２マーカー、肝癌７マーカー、白血病２マーカー、前立腺癌１マー

カー）と、２４種類の複数の癌腫で陽性となるマーカー候補で良好な結果を得たため、これらを次の

段階の血液で検証する候補遺伝子とした（特許出願５件）。タンパク質複合体解析等を通じ、協働し

て作用するタンパク質等を同定することにより、エピゲノム修飾の制御システムを解明し、新たな創

薬診断の標的候補分子を同定した。 

研究開発項目③探索的実証研究 

飛行時間型質量分析計（ＭＡＬＤＩ－ＴＯＦＭＳ）によるヒストンメチル化活性のスクリーニング

に加え、２種の標的分子についてα－スクリーニング法を用いたハイスループット活性測定法の確立

に着手し、１分子については構築した系でスクリーニングを行った。３標的分子について、ｉｎ ｓ

ｉｌｉｃｏスクリーニングで得た候補化合物を用いてｉｎ ｖｉｔｒｏでの活性阻害化合物を得た。 

 

・医療技術分野 

［中期計画］ 

 診断・治療機器の国内外における日本製品のシェア等について、大きな変動はないものの、内視鏡や超音波関連の技

術や機器の国際競争力は技術的に優位である。高齢化の進展する日本においては、充実した医療による国民の健康の確

保及び患者のＱＯＬ（生活の質）の向上が重要な課題となる。 

 第２期中期目標期間は、厚生労働省を始め関係省庁との連携の下、これまでに蓄積した知見を基に診断機器や低侵襲

治療機器の開発、標準化等成果普及のための環境整備に取り組み、早期医療の実現、再生医療の実用化を目指す。また、

診断・治療機器の一体化や高機能化、更にはナノテクや情報通信等の先端技術との融合を図り、新たな「医薬工連携」

領域となる基盤構築を進める。具体的には、分子イメージング機器開発では、高精度な工学技術や手法、新規診断薬開

発等を融合することにより、悪性腫瘍等の早期診断を目指す。この開発では、空間分解能１ｍｍ以下のＤＯＩ検出器

（深さ方向の放射線位置検出器）を用いた近接撮像型部位別ＰＥＴ装置（乳房用プロトタイプ）の開発などを目標とす

る。また、薬剤と外部エネルギーの組み合わせによる画期的な低侵襲治療システムを目指すＤＤＳ研究開発、より低侵

襲かつ安全な手術を可能とする診断治療一体型手術支援システムの開発等を進める。ＤＤＳ研究開発では、従来型光増

感剤の１／１０の濃度、及び１／１０の光エネルギー密度で従来型光線力学療法（ＰＤＴ）と同等以上の抗腫瘍効果を

達成する光線力学治療システムの開発などを目標とする。さらに、再生医療分野では心筋、運動器等組織の構築を目指

すとともに、製造プロセスの有効性・安全性にかかる評価技術開発や、これら技術のＪＩＳ化を通じてＩＳＯ等への国

際標準への提案を行う。この開発では、細胞厚みを１μｍの精度で非侵襲的・継続的に計測する間葉系幹細胞の一次培

養プロセスの計測・評価装置の開発などを目標とする。 

 また、加齢や疾病等によって衰えた身体機能を補助できる社会参加支援機器等の研究開発を行う。加えて、医療・福

祉の現場にそれらの技術が円滑に導入されることを支援するためのデータ提供等や、機械操作等人間の行動特性に適合

させた製品技術に関する研究開発等を行う。 

 福祉用具の実用化開発については、第２期中期目標期間中に、広く社会への普及啓発を図るため、助成事業終了後、

その開発成果について、年間５事業者以上を展示会等のイベントを通じて広く社会へ紹介すること等を行う。 

 

《１》がん超早期診断・治療機器の総合研究開発 ［平成２２年度～平成２６年度、中

間評価：平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 がんによる死亡率を低下させることを目指し、がん性状・位置等の情報を正確に得るための超早期高精度診断機器シ

ステムと、その情報に基づく低侵襲な治療の可能性を広げる超低侵襲治療機器システムの開発を目的に、山口大学名誉

教授 加藤 紘氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①超早期高精度診断システムの研究開発 
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（１）画像診断システムの開発 

悪性度の高いがんをより早期に診断するために必要な診断システム及び分子プローブ等の開発を行

うため下記項目を実施する。 

（ア）高機能画像診断機器の研究開発 

（イ）がんの性状をとらえる分子プローブ等の研究開発 

（２）病理画像等認識技術の研究開発 

病理医の負担を軽減し、高効率で信頼性の高い病理診断技術の確立に必要な病理画像のデジタル化

やデータベース化、及び蛍光粒子を用いた病理画像検出技術の開発を行うため下記項目を実施する。 

（ア）病理画像等認識基礎技術の研究開発 

（ⅰ）定量的病理診断を可能とする病理画像認識技術 

（ⅱ）１粒子蛍光ナノイメージングによる超高精度がん組織診断技術 

（イ）病理画像等認識自動化システムの研究開発 

（ⅰ）定量的病理診断を可能とする病理画像解析システム 

（ⅱ）１粒子蛍光ナノイメージングによる超高精度がん組織診断システム 

（３）血液中のがん分子・遺伝子診断を実現するための技術・システムの研究開発 

血中に遊離したがん細胞の高精度検出に必要な、検体処理プロセスの信頼性向上を実現するととも

に、がん細胞の高精度検出技術や遺伝子診断の基盤技術の開発を行うため、下記項目を実施する。 

（ア）血中がん分子・遺伝子診断のための基礎技術の研究開発 

（イ）血中がん分子・遺伝子診断自動化システムの研究開発 

研究開発項目②超低侵襲治療機器の研究開発 

（２）高精度Ｘ線治療機器の研究開発 

Ｘ線出力を向上する技術や効率的な治療計画の作成及び治療検証補助技術の開発を通じて、より効

率的なＸ線治療装置等のトータルシステムの開発を行うため、下記項目を実施する。 

（ア）小型高出力Ｘ線ビーム発生装置の開発 

（イ）動体追跡が可能な高精度Ｘ線照射装置の開発 

（ウ）治療計画作成支援技術の開発 

（エ）治療検証技術の研究開発 

［２４年度業務実績］ 

ＮＥＤＯプログラムマネジャー 山口大学 名誉教授 加藤 紘氏をプロジェクトリーダーとし、以下①、②の研究

開発項目を実施した。 

また、平成２４年４月に実施した中間評価では、がんの早期診断／早期治療それぞれにイノベーティブな技術開発を

目指していることは高く評価でき、診療の場では、臨床検査、画像検査、病理検査が、がん診断の基盤を成しており、

これらをひとつのプロジェクトにまとめたことは意義深く、ＮＥＤＯ事業としてタイムリーかつ妥当である、さらに

個々の研究開発課題は中間目標を概ね達成しており、特に事業化可能性の高いテーマに資源集中すべきという評価を得

た。それら結果を受け、特に成果があり、推進すべきテーマと判断したものは、予算追加の措置を行い、研究を加速し

た。 

研究開発項目①超早期高精度診断システムの研究開発 

（１）画像診断システムの開発 

（ア）高機能画像診断機器の研究開発 

原理検証機に対応しＭＲＩ磁場対応ＤＯＩ－ＴＯＦ検出器モジュール、フレキシブルＰＥＴ対応デ

ータ収集システムを開発し、ＭＲＩ環境下での固有分解能と時間分解能を測定した。また、フレキシ

ブルＰＥＴ対応データ処理ソフトウェアを試作し、シミュレーションデータによる評価を行った。 

（イ）がんの性状をとらえる分子プローブ等の研究開発 

膵がん・前立腺がん・乳がん・低酸素を標的としたプローブの開発を進めるとともに、動物用イン

ビボ放射線イメージング装置を用いて、それらの担がんマウスでのがんのインビボイメージングに成

功した。さらに、標的－非標的組織比が低いプローブについては、その化学構造の最適化を目指して、

分子の設計・合成を行い、それらの生体内動態、イメージングを行い、有効性の評価を行った。当初、

平成２５年度計画で実施予定であったインスリノーマ標的プローブ安全性試験については、前倒して

実施した。さらに、院内臨床用合成装置の作製に着手した。 

（２）病理画像等認識技術の研究開発 

（ア）病理画像等認識基礎技術の研究開発 

（ⅰ）定量的病理診断を可能とする病理画像認識技術 

肝組織標本の全スライド画像２，５００以上を取得し、肝細胞がん診断アルゴリズムの評価、誤

判別の原因検討を行った。画像認識技術では、細胞核特徴量に大域特徴量を加えることで、肝細胞

がん識別性能を改善した。さらに、マルチフラクタル特徴量を用いたグレード分類アルゴリズム、

肝細胞索の抽出技術、索の厚さ・層数等の組織構造を表す特徴の自動計測技術を開発し、がん分化

度等との関係性を示した。また、Ｈ＆Ｅ染色の色空間特徴に着目した新たな画像圧縮手法により約

１５％の圧縮率向上を達成した。色補正技術に関して、異なるＷＳＩスキャナ間での補正に関して

実験的に評価し、肝線維化定量の臨床的評価を開始した。また、核を含めた計測項目を使用して、

臨床的悪性度の分析を開始した。 

（ⅱ）１粒子蛍光ナノイメージングによる超高精度がん組織診断技術 
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（ａ）超高輝度・超耐光性蛍光性ナノ粒子の研究開発 

高輝度蛍光粒子の１次試作完成を受け、診断薬化に着手した。市販乳がん切片で染色性の検証を

行い、粒子表面の改質検討を行った。 

（ｂ）がん病理組織ナノイメージング基礎技術の研究開発 

臨床検体を用いて染色を開始した。さらに、他がんへの展開として、乳がんに加え、食道がんや

肝細胞がんの病理組織染色に必要な要素検討を開始した。 

（イ）病理画像等認識自動化システムの研究開発 

（ⅰ）定量的病理診断を可能とする病理画像解析システム 

核抽出のアルゴリズムの改造、取得する核特徴量の見直しを実施した。これにより中分化～低分

化の肝細胞がんについては実用レベルの検出モジュールが完成した。高分化がんの検出について、

検出できなかった画像を分析し、その対応法を検討し、再度テストを実施した。また、実用化を行

うためテスト画像を増加させるため、追加のＲＯＩ画像をライブラリ化した。 

（ⅱ）１粒子蛍光ナノイメージングによる超高精度がん組織診断システム 

（ａ）がん病理組織ナノイメージング実用化検討 

病理検査現場で使用するハイエンド顕微鏡システムとローエンド顕微鏡システムで測定を行い、

差異を検証した。測定される輝点数に差はなく、診断価値ある蛍光像が取得できる可能性を確認し

た。 

（ｂ）システム臨床価値検証 

臨床価値検証に必要な画像処理に関する課題抽出と基礎的なモジュールの仕様策定を完了した。 

（３）血液中のがん分子・遺伝子診断を実現するための技術・システムの研究開発 

（ア）血中がん分子・遺伝子診断のための基礎技術の研究開発 

血液の前処理プロトコルを構築し、疑似臨床サンプル、肺がん患者、乳がん、婦人科がんの臨床

サンプルにおいて、ＣＴＣの計数法を確立した。 

（イ）血中がん分子・遺伝子診断自動化システムの研究開発 

（ｉ）血中循環がん細胞検出技術 

誘電泳動技術を活用し、ＣＴＣを基板上に形成した微細孔に１細胞ずつ固定し検出することで、

サンプルの前処理からＣＴＣの選別・カウントを自動で可能にする装置を開発した。前処理はフィ

ルター法から密度勾配遠心法に変更し、前処理プロトコルを構築した。 

（ｉｉ）血中がん遺伝子診断の検体処理自動化システム 

赤血球を分離する技術、全細胞を標本化する細胞整列技術、ＣＴＣの染色技術、細胞整列、染色、

検出までを自動化する装置技術（プロト機Ⅰ）の開発を実施した。 

研究開発項目②超低侵襲治療機器の研究開発 

（２）高精度Ｘ線治療機器の研究開発 

（ア）小型高出力Ｘ線ビーム発生装置の開発 

大電力小型加速管、小型電子銃、及び連続可変ナローＸ線ビーム発生装置を完成させ、小型Ｘ線

ヘッドのプロトタイプを作製し、高精度Ｘ線照射装置の試作機に統合することにより、ナローＸ線

ビームの実証実験を完了した。大線量対応大電力マグネトロンのプロトタイプを完成させ、高圧パ

ルス発生装置と組み合わせて大電力での実証実験を実施。また、大電力マグネトロンと高周波回路

を小型Ｘ線ヘッドの中に組み込み、小型高出力Ｘ線ビーム発生装置の検証試験を実施した。 

（イ）動体追跡が可能な高精度Ｘ線照射装置の開発 

ハイブリッド型ＦＰＤの駆動機構の設計を完了した。座標計算精度、追跡精度の向上を図るとと

もに、インテリジェントシステムとのリアルタイム通信の動作試験を継続して行い、システムを統

合化した。 

高精度Ｘ線照射装置のプロトシステムを作成するとともにプロトシステムの動作確認、確認結果

のフィードバック改良を実施した。また、ビームストッパの方式を含むロボットの安全対策として、

患者に対する保護機構の試作を実施した。 

（ウ）治療計画作成支援技術の開発 

治療計画装置の統合システムの構築を継続して実施し、機能の動作試験を行った。４次元線量計

算・評価モジュール単体の性能試験および精度向上のための改良を行った。また、治療計画装置の

基盤的フレームワークに組み込んだ統合システムとしての動作確認及び性能検証を行った。 

治療計画装置の基盤的フレームワークおよび４次元治療計画用補助技術と統合し、ナロービーム

顕微鏡手術的Ｘ線治療計画機能を、高精度Ｘ線照射装置システムのプロトタイプを用いて評価・確

認するとともに確認結果のフィードバック改良を行った。統合したＸ線治療計画ソフトのプロトタ

イプを利用して、放射線発生装置の駆動及び線量照射制御の実測検証を行った。 

（エ）治療検証技術の研究開発 

マルチプルゲーティングを模擬した動体ファントム実験により、各ゲーティング位置における治

療ビームの照射割合が計画時の割合と一致することを実験データから解析的に確認した。ビーム照

射位置と計画位置の照合機能を実装し、ゲーティングシグナルが送信されたマーカー位置の存在密

度を評価できることを確認した。治療ビームのリアルタイム測定（応答速度５ｍｓｅｃ内）とその

信号を制御側にフィードバックさせるリアルタイム線量測定システムのプロトタイプシステムを実

装し、実証実験を行った。また、このデータを基に治療計画との照合を行えるリアルタイム治療検



- 63 - 

証システムの実装および実証を行った。 

治療計画検証システムのデータベースの構築を進め、実際に投与された線量分布及び線量体積ヒ

ストグラムを解析し、治療計画と比較して線量の過不足を評価できるシステムを構築した。 

（オ）高精度Ⅹ線治療システムの試作開発 

（ア）～（エ）で作製した小型高出力Ｘ線ビーム発生装置を搭載した高精度Ⅹ線照射装置、動体

追跡（追尾）装置、治療計画装置、治療検証システムを統合し、治療計画に基づく高精度Ⅹ線治療

システムの試作機の製作・評価を実施した。 

 

《２》がん細胞選択的な非侵襲治療機器の基盤技術開発 ［平成２２年度～平成２４

度］ 

［２４年度計画］ 

 広範囲に浸潤するがんや再発がん等に対して高い有効性が示されている中性子捕捉療法に用いる小型・高出力直線加

速装置に係る陽子線加速技術を確立することを目的に、中性子捕捉療法に適した小型直線陽子加速装置の試作を完了す

る。 

［２４年度業務実績］ 

（１）中性子捕捉療法用病院併設型小型直線加速器の研究開発 

病院内に併設して運用可能で、かつ中性子捕捉療法実施に十分な中性子を発生させるための小型直線型陽子線加

速器の製作を実施した。 

（２）中性子捕捉療法用陽子線加速器システムの検証 

加速器の製作と並行して治療実施に不可欠な治療計画システム、線量計測等に係る基盤技術の開発を行った。 

 

《３》次世代機能代替技術の研究開発 ［平成２２年度～平成２６年度、中間評価：平

成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 従来の医療技術では根治に至らない疾患の治療を可能とするため、生体内で自己組織の再生を促すセルフリー型再生

デバイス、少量の細胞により生体内で自律的に成熟する自律成熟型再生デバイス、及び、長期在宅使用が可能な小柄な

患者用の植込み型補助人工心臓の実用化を目的に、東京女子医科大学 教授 岡野 光夫氏をプロジェクトリーダーと

して、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①次世代再生医療技術の研究開発 

生体外での細胞培養を行わずに、生体内において幹細胞の分化誘導等を促進して組織再生を促すデ

バイス等の研究開発を行うため下記項目を実施する。また、この再生医療技術の有効性・安全性に関

する評価手法を確立するとともにこれらの標準化を図ることで、再生医療の産業化を促進する。 

（１）生体内で自己組織の再生を促すセルフリー型再生デバイスの開発 

（ア）セルフリー型再生デバイスの基盤研究開発 

（イ）セルフリー型再生デバイスの実用化研究開発 

（２）少量の細胞により生体内で自己組織の再生を促す自律成熟型再生デバイスの開発 

（ア）自律成熟型再生デバイスの基盤研究開発 

（ⅰ）生体内で自律的に成熟する臓器再生デバイスのための基盤研究開発 

（ⅱ）Ｍｕｓｅ細胞を用いたｉｎ ｓｉｔｕ ｓｔｅｍ ｃｅｌｌ ｔｈｅｒａｐｙの基盤研究開発  

（イ）自律成熟型再生デバイスの実用化研究開発  

（ⅰ）生体内で自律的に成熟する臓器再生デバイスのための実用化研究開発 

（ⅱ）Ｍｕｓｅ細胞を用いたｉｎ ｓｉｔｕ ｓｔｅｍ ｃｅｌｌ ｔｈｅｒａｐｙの実用化研究開

発 

（３）有効性・安全性評価技術等の開発 

研究開発項目②次世代心機能代替治療技術の研究開発 

小柄な体型にも適用可能な小型製品とし、血栓形成や感染を防ぎ、長期在宅使用が可能な植込み型

補助人工心臓を開発するため下記項目を実施する。加えて、本プロジェクト終了後に臨床試験の実施

が可能な装置を完成させることを目標とし、機械的・電気的・生物学的有効性及び安全性を検証する。 

（１）小柄な患者に適用できる植込み型補助人工心臓の開発 

（２）有効性及び安全性の評価 

［２４年度業務実績］ 

東京女子医科大学 教授 岡野 光夫氏をプロジェクトリーダーとして、以下の①・②の研究開発を実施した。また、

平成２４年６月に実施した中間評価では、基礎研究レベルでは十分当初の目的を達しており、実質２年の研究成果は目

覚ましく、臨床にいちはやく進み、事業化を推進するよう評価を得た。その結果を受け、特に推進すべきテーマと判断
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したものは、予算追加の措置を行い、研究を加速した。 

研究開発項目①次世代再生医療技術の研究開発 

（１）生体内で自己組織の再生を促すセルフリー型再生デバイスの開発 

（ア）セルフリー型再生デバイスの基盤研究開発 

幹細胞ニッチを構築する細胞外マトリックスの候補分子を同定し、その活性をｉｎ ｖｉｔｒｏで

の組織幹細胞培養系を用いて確認すると同時に、事業化をにらんだ幹細胞ニッチ構成因子の製造法検

討を開始した。また、候補幹細胞誘導・分化促進因子の治療効果を確認した。さらに障害部に候補因

子を含有したマトリックスを貼付し、治療効果を確認した。これらの成果を踏まえ、目指すべきセル

フリー型再生デバイスの具体像を絞り込んだ。 

（イ）セルフリー型再生デバイスの実用化研究開発 

セルフリー型再生デバイスの実用化に向け、デバイスの材料の選定と加工技術、及び、デバイス形

状の検討を行った。特に、当該デバイスの導入状態をシミュレーションすることによりプロトタイプ

を改良し、心機能改善効果の向上を確認した。 

（２）少量の細胞により生体内で自己組織の再生を促す自律成熟型再生デバイスの開発 

（ア）自律成熟型再生デバイスの基盤研究開発 

（ⅰ）生体内で自律的に成熟する臓器再生デバイスのための基盤研究開発 

軟骨様再生デバイスでは、ＰｕｒａＭａｔｒｉｘを基調としたゲルを開発し、また生分解性ポリマ

ー製中空糸モジュールを作製して、自律再生デバイスを試作し、動物実験で軟骨の自律再生が生じる

ことを確認した。骨用再生デバイスでは、微小人工骨エレメントを選定し、またチタン製外殻の仕様

を決定し、ビーグルならびにミニブタでの動物実験を実施し、有効性を確認した。関節用再生デバイ

スでは、ＴＥＣの大量培養を実現した。さらに、ＴＥＣを移植するため軟骨下骨として人工骨を用い、

その人工骨を固定するための、患者由来血清を用いて調製する生体材料を開発し、動物実験で有効性

を確認した。 

（ｉｉ）Ｍｕｓｅ細胞を用いたｉｎ ｓｉｔｕ ｓｔｅｍ ｃｅｌｌ ｔｈｅｒａｐｙの基盤研究開

発 

平成２３年度に候補となった遊走因子について、ＴＡＸＩＳｃａｎによりｉｎ ｖｉｔｒｏでＭｕ

ｓｅ細胞のみを遊走させることを確認した。疾患モデルマウスの末梢血等での遊走因子の濃度挙動の

解析を行った。候補遊走因子を小動物に投与し、ｉｎ ｖｉｖｏでもＭｕｓｅ細胞の集積を確認した。

さらに他家移植の可能性を検討するため、Ｍｕｓｅ細胞の他家移植指標を調べた。 

（イ）自律成熟型再生デバイスの実用化研究開発 

（ｉ）生体内で自律的に成熟する臓器再生デバイスのための実用化研究開発 

自律再生を実現する足場素材ハイドロゲルとして、ＰｕｒａＭａｔｒｉｘゲルを開発し、その生物

学的特性や安全性、安定性などを評価し、供給体制を検討した。さらに、生分解性ポリマー製中空糸

モジュールを試作し、５ｃｍ程度の大きさまで拡張を実現した。この大きさの中空糸モジュールを用

いて細胞増殖と、増殖細胞の安全な取り出しを確認した。 

（ｉｉ）Ｍｕｓｅ細胞を用いたｉｎ ｓｉｔｕ ｓｔｅｍ ｃｅｌｌ ｔｈｅｒａｐｙの実用化研究

開発 

脳梗塞モデルでは、免疫不全マウスを用いた生体内のＭｕｓｅ細胞を利用する実験系を確立し、さ

らにＭｕｓｅ細胞の移植による治療効果を確認した。白斑症モデルでは、Ｍｕｓｅ細胞から色素細胞

への分化誘導法を確立し、Ｍｕｓｅ細胞由来色素細胞を用いた３次元培養皮膚の作製に成功した。さ

らに動物への移植の検討を開始した。 

（３）有効性・安全性評価技術等の開発 

培養細胞の安全性に関する評価技術として、特定のマーカージーン、簡便なｉｎ ｖｉｔｒｏでの

試験法、動物による発癌性否定試験を確立した。製品の安全性に関しては、２週間程度で自律再生デ

バイスの生体内変化を再現できる実験モデルをマウスにおいて実現し、専用チャンバーを用いて可視

化することに成功した。これを用いて細胞形質変化の評価項目を列挙した。評価ガイドライン確立に

関しては、材料、細胞、組織特性の評価項目と、移植後の組織成熟評価法などを検討し、項目を絞り

込んだ。 

研究開発項目②「次世代心機能代替治療技術の研究開発」 

（１）小柄な患者に適用できる植込み型補助人工心臓の開発 

１次試作機について、羽根車翼形状を決定し、試作機を製作して小柄患者で想定される低流量運転

を含む性能評価を実施し、問題無く運転できることを確認した。また、駆動装置については小型化な

らびにアラーム機能の追加を実施し、試験機を完成した。 

（２）有効性及び安全性の評価 

１次試作機について血液を用いた溶血試験を実施し、小柄患者用の羽根車デザインでも臨床上問題

となる血球成分の破壊が発生しないことを確認した。また、体重１５ｋｇ程度の患者にも埋め込み可

能とするための脱血管デザインについて解析を実施し、最小限の性能低下で本体寸法を大きく短縮す

るデザイン改良を実施した。１次試作機の抗血栓性を中心とした生体適合性評価として慢性動物実験

のための送血脱血管を設計・製作し、これらを用いて慢性動物実験を開始した。 
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《４》福祉用具実用化開発推進事業 ［平成５年度～］ 

［再掲：１．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）産業技術開発関連業務 （イ）研究開発の実施 ⅱ）実用化・企業化促進事業 ③ 参照］ 

 

②生物機能を活用した生産・処理・再資源化プロセス技術 

［中期計画］ 

 近年、原油価格の急騰などによる資源枯渇に対し、化成品等の化石資源由来物質の価格高騰が予想されている。さら

に、地球環境問題より、以前にも増して化石資源に依存しない環境負荷の少ない化成品等の製造プロセスの確立や、処

理システムの確立が求められている。すなわち、生物機能を利用したいわゆる循環型産業システムの実現が強く望まれ

るようになってきている。 

 第２期中期目標期間中には、集約されつつある微生物、植物等に対しての基盤技術に関する知見を基に、生物機能を

利用した有用物質の生産基盤技術を構築するため、微生物機能を活用した高度製造基盤技術や、植物を利用した工業原

料生産技術開発に注力し、更なる技術の高度化、実用化を図る。具体的には、例えば、高性能宿主細胞創製技術につい

て生産性をプロジェクト開始時（平成１８年度世界最高値）の２倍以上とすること、工業原材料生産代謝系の前駆体及

び有用代謝物質が従来の１．２～２倍程度に増量されたモデル植物を作出すること等を目標とする技術開発を行う。こ

れら生物機能の利用については、食料、エネルギー等物質生産以外の分野との共通課題もあるため、新たな産業分野で

の生物機能活用や省庁連携も視野に入れた研究開発を行う。また、循環型産業システムの実現のため、微生物群の機能

を活用した高効率型環境バイオ処理技術開発を行い、生物機能の高度化による廃水・廃棄物の高効率化処理システムの

実用化を目指す。 
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＜２＞情報通信分野 

［中期計画］ 

 誰もが自由な情報の発信・共有を通じて、個々の能力を創造的かつ最大限に発揮することが可能となる高度な情報通

信（ＩＴ）社会を実現するとともに、我が国経済の牽引役としての産業発展を促進するため、技術の多様性、技術革新

の速さ、情報化に伴うエネルギー需要の増大といった状況も踏まえつつ、高度情報通信機器・デバイス基盤関連技術、

新製造技術、ロボット技術、宇宙産業高度化基盤技術等の課題について、引き続き重点的に取り組むこととし、以下の

ような研究開発を推進するものとする。 

①高度情報通信機器・デバイス基盤関連技術 

［中期計画］ 

 電子・情報産業は、高度情報通信社会の構築にあたって中核となる産業であり、我が国の経済を牽引する産業の一つ

と言える。当該分野は、技術の多様化、技術革新の早さといった特徴を有しており、欧米諸国に加えアジア諸国も巻き

込んだ厳しい国際競争が展開されている。 

 電子・情報産業を取り巻く環境としては、近年、情報ネットワークが拡大し、ユビキタス環境が進展している。また、

国際競争は一層の激化を見せており、国内外の産業再編も進展している。さらに、地球温暖化対策としてＩＴ機器の低

消費電力化や安全・安心の観点からのＩＴの役割、少子高齢化時代におけるＩＴによる生産性向上・成長力維持の必要

性が増大している。 

 第２期中期目標期間においては、これらの外部環境の変化を踏まえ、今後も「高度情報通信社会の実現」と、「ＩＴ

産業の国際競争力の強化」を二大目標とし、高機能化（高速化、高信頼化、大容量化、使いやすさ向上等）、省エネル

ギー化、生産性の向上といった各分野に共通の重要課題に取り組む。 

（１）半導体分野 

［中期計画］ 

 半導体の微細化は第１期中期目標期間に引き続き、世界的に基本的潮流であるものの、設備投資・研究開発投資の巨

額化や微細化に伴う製品歩留まり・生産性の低下が懸念されており、総合生産性向上への取組は不可欠である。他方、

半導体製品の更なる性能向上を図る上で、二次元的な微細化のみならず、もう一つの競争軸として三次元立体化に向け

た世界的な取組が活発化している。三次元立体化技術は我が国に優位性のある技術であるが今後各国との競争は熾烈化

していくことが予想される。 

 第２期中期目標期間中には、引き続き微細化限界に挑戦し、ｈｐ３２ｎｍ（ｈｐ：half pitch，回路配線の幅と間隔

の合計の１／２）に対応する材料・プロセス基盤や設計技術等を確立するとともに、三次元化技術への新たな取組等に

挑戦し、微細化・三次元化の手段等による半導体性能の向上を図る。 

《１》立体構造新機能集積回路（ドリームチップ）技術開発 ［平成２０年度～平成２

４年度］ 

［２４年度計画］ 

三次元化技術により、新たな機能の発揮と飛躍的な性能向上を実現する立体構造新機能集積回路技術を開発すること

を目的に、国立大学法人東京工業大学 統合研究院 教授 益 一哉氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発

を実施する。 

研究開発項目①多機能高密度三次元集積化技術 

（２）次世代三次元集積化のための評価解析技術の研究開発 

・１０μｍ接続ピッチを目指した、微細接続構造の最適化設計と評価解析技術開発を行う。 

・ひとつの三次元積層ＳｉＰ（System in Package）あたり２０Ｗ以上の発熱に対応した、放熱冷却構

造の最適化設計と評価解析技術開発を行う。 

・車載環境を想定した高温環境下での放熱冷却構造の最適化設計と、評価解析技術開発を行う。 

（３）次世代三次元集積化の共通要素技術開発と設計基準策定 

本項目では、アプリチップの試作を通じて三次元積層ＳｉＰ製造技術に必要な共通要素技術を確立

する。 

・アプリチップは、デジアナ混載用途として車載用視覚支援システム向け画像処理チップを、高速イ

ンターフェース用途として超ワイドバスメモリー－ロジック積層チップの開発を行う。 

・これらのチップ開発を通じて以下の要素技術を確立する。 

ｉ）ウエハの上にウエハを積層する“Wefa to Wefa”組み立て技術 

ｉｉ）ＴＳＶ（Though Silicon Via）のコスト削減技術（微紛体シリカ焼結絶縁層形成技術） 

ｉｉｉ）インプリメンテーション・デザインルールの開発（レイアウト、電源回路、シグナル・イン

テグリティ等） 

ｉｖ）各種テスト基準 
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・ＴＳＶの設計基準、ＴＳＶ製造工程を標準的仕様として策定する。 

［２４年度業務実績］ 

立体構造新機能集積回路技術の開発を目的に、国立大学法人東京工業大学 統合研究院 教授 益 一哉氏をプロジ

ェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①多機能高密度三次元集積化技術 

（２）次世代三次元集積化のための評価解析技術の研究開発 

・積層チップの位置決めを、粗－近接－接触－半田溶解後の４段階で行うダイナミックアライメント

方式を開発した。 

・直径５μｍの球体形状の接続端子を１０μｍ間隔で接続することに成功した。細い電子線で試料を

走査し、電子線を当てた座標の情報から対象物の形状を測定する（ＳＥＭ－デジタル画像相関）方

法を構築した。これにより、接続位置精度を２５ｎｍの誤差で測定可能となった。 

・周囲温度６５℃の下で、４層チップ合計２０Ｗを冷却する方法として、積層チップと基板間に銅製

の放熱パイプを挿入し、外部の放熱板と接続する方法を開発。１００℃以上あったチップ接合面温

度を８５℃まで下げることに成功した。 

（３）次世代三次元集積化の共通要素技術開発と設計基準策定 

アプリチップの試作を通じて、以下の共通要素技術を確立した。 

ｉ）ウエハ積層後の接合面の不純物を除くために水素処理を施したクリーニング技術を確立し、２層

積層後に深さ２５μｍ、直径８μｍのビアを生成することに成功。これにより、ウエハの三段積層

が実現した。 

ｉｉ）配線の導電層の周りに形成する絶縁層に耐熱性の高いシリカ粉体（フィラー）を用いることで

メッキ処理手法が可能となり、従来３工程必要であった絶縁層形成を１工程で実現することに成功。

全体の製造工程数を従来の２／３まで低減した。 

ｉｉｉ） 

・インプリメンテーション・デザインルールの開発において、電気回路シミュレーション手法として、

修正節点解析（Modify Nodal Anaiysis）法と潜在的挿入（Latency Insertion Method）法を組み

合わせた新たなシミュレーション技術を開発し、従来比較で８００倍の高速化（シミュレーション

時間の短縮化）を達成した。 

・電磁界シミュレーション技術として従来の時間領域差分法（Finite Difference Time Domain）を

改良し、更にグリッド数低減技術、並列計算技術を適用することで、従来方式に比べて６００倍以

上の高速化を実現。評価チップの開発では３ヶ月要していた回路設計・電磁界解析作業を０．５日

まで短縮することに成功した。 

ｉｖ）動作周波数、電源電圧、ＡＣ／ＤＣ特性などの物理層（電気的特性）、接続確認用インターフ

ェース等のリンク層、ＴＳＶの形状、ＴＳＶ（Through Silicon Via）の電気的特性の測定方法を

規定し、産総研とともにＪＥＩＴＡ（ Japan Electronics and Information Technology 

Industries Association ） お よ び Ｓ Ｅ Ｍ Ｉ （ Semiconductor Equipment and Materials 

International）に対して標準化提案活動を実施した。 

 

《２》極低電力回路・システム技術開発（グリーンＩＴプロジェクト） ［平成２１年

度～平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 本プロジェクトは、グリーンＩＴプロジェクトの一環として、極低電圧技術と極低電力無線通信技術を開発し、これ

ら要素技術の主要部分を統合最適化する技術により、半導体集積回路（ＬＳＩ（Large Scale Integration））の低消費

電力化を図る。また、ソフトウェアによる電力制御技術を開発し、プロセッサコアを中心としたシステムの低消費電力

化を図る。同じ処理を行うための消費エネルギーを従来技術に比べ１／１０以下に削減することを目的に、以下の研究

開発を実施する。 

研究開発項目⑤極低電力ＬＳＩチップ統合最適化技術 

本プロジェクトで開発してきたロジック回路、メモリ回路、電源回路の低消費電力化回路を１チッ

プに統合し、最適な性能を導き出すチップアーキテクチャによる極低電力ＬＳＩチップを設計、試作、

評価し、従来技術に比べて１／１０以下の低消費電力特性であることを実証する。さらに、大規模で

複雑なデータ処理ＬＳＩチップの低消費電力化克服への技術提案を行う。 

研究開発項目⑥低電力無線／チップ間ワイヤレス技術 

チップ間とチップ内で信号をやりとりする際に消費される電力の低減を目指した、低電力無線技術

開発において、低電圧用新アーキテクチャによる送信機、受信機の試作、特性評価を行い、無線通信

で最終目標である５０ｐＪ／ｂｉｔ以下の低消費電力通信を実証する。 

研究開発項目⑦低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 

本プロジェクトで提案してきた低消費電力メニーコアアーキテクチャに基づき、評価用ベンチマー

クとビデオ・マイニング向けを含めた実アプリケーションを使った総合評価環境を構築し、開発した

コンパイラを用いることで従来技術と比べて電力当たりの処理性能２倍、消費電力量１／１０を達成

できることを実証する。 
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［２４年度業務実績］ 

将来のネットワークシステムに使われる、半導体集積回路（ＬＳＩ）の低消費電力化を目的とし、以下の研究開発

を実施。 

研究開発項目⑤極低電力ＬＳＩチップ統合最適化技術 

ロジック、メモリ、電源を統合し、ロジックとメモリをそれぞれの最適な電圧と周波数で動作させ

るチップアーキテクチャを統合した、統合Ａチップで開発し、従来技術に比べて１／１０以下の低消

費電力特性を得られることを実証した。また、ロジック、メモリ、電源と位相同期回路（ＰＬＬ（ｐ

hase locked loop））、アナログ－デジタル変換回路（ＡＤＣ（analog to digital converter））を統

合した大規模な統合Ｂチップでは、低電圧動作での動画像処理を実現した。これら統合チップの実測

により、それぞれの目標の低電力特性を達成した。 

研究開発項目⑥低電力無線／チップ間ワイヤレス技術 

周波数帯の異なる短ミリ波無線、チップ間通信、低電力無線の３テーマで研究開発を行った。それ

ぞれ、相補型金属酸化膜半導体（ＣＭＯＳ（Complementary Metal Oxide Semiconductor））としては

初の短ミリ波無線送受信、ノイズ除去機能付き磁界結合通信、オール０．５Ｖ送受信回路に成功し、

各分野で世界最小の低消費電力特性で最終目標（５０ｐＪ／ｂｉｔ以下）を達成した。 

研究開発項目⑦低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 

新しく設計・開発したメニーコアアーキテクチャに基づいた総合評価環境を構築して評価用ベンチ

マークによる実証、メニ－コア指向のビデオマイニングアプリケーションの開発・評価、メニーコア

向けコンパイラの開発・評価を行い、従来技術と比べて電力当たりの処理性能２倍、消費電力量１／

１０を実現し最終目標を達成した。 

 

《３》低炭素社会を実現する超低電圧ナノエレクトロニクスプロジェクト ［平成２１

年度～平成２６年度］ 

［２４年度計画］ 

事業項目 I「低炭素社会を実現する超低電圧デバイスプロジェクト」 

  ＬＳＩの低動作電圧化と高機能・高集積化を実現し、エレクトロニクス機器の消費電力を大幅に低減する技術を確

立することを目的に、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①ロジック集積回路内１次メモリを対象とした、高集積・高速特性・高書き換え耐性などの機能を有す

る超低電圧・不揮発デバイスの開発 

・読み書き電圧０．４Ⅴ以下、読み書き電流１００μＡ以下、読み書き時間１０ｎｓ（電力量０．４

ｐＪ以下）が実現可能な磁性材料、磁性変化デバイス構造、プロセス技術を開発する。 

・高集積化を可能とする多値用デバイスとプロセスを開発し、多値動作を実証する。 

・試作・評価によるメモリパラメータ取得と、それを用いた低電圧動作用メモリ周辺回路設計を行う。 

・磁性変化デバイスを、ＣＭＯＳとＣｕ配線が形成された３００ｍｍ基板に埋め込むための集積化プ

ロセスを構築する。 

・電気特性の分布や歩留まり評価が可能なＴＥＧ（test element group）を設計、起版し、試作評価

を通して素子動作を実証するとともに、電気特性の分布やばらつき要因を解析し、歩留まり向上の

方針を決定する。 

研究開発項目②外部記憶の高速低電力データ転送を実現する、高集積・高速低電力書き込み特性などの機能を有する

超低電圧・不揮発デバイスの開発 

・データ転送速度２００ＭＢ／ｓを、従来の１／３の電力（２００ｍＷ）で可能とする単体デバイス

の書き込み動作及びさらなる高速低電力化の可能性の根拠を示す。 

・外部記憶向け素子材料を、ＣＭＯＳとＣｕ配線が形成された３００ｍｍ基板に埋め込むための集積

化プロセスを構築する。 

・外部記憶向け素子の試作評価を通して、データ転送速度２００ＭＢ／ｓを、従来の１／３の電力

（２００ｍＷ）で実行する書き込み動作の可能性を示す。 

・クロスポイント選択スイッチに、外部記憶向け素子材料を搭載したクロスポイント型メモリセルを

試作し、素子動作を実証する。 

研究開発項目③配線切り換えを可能とするスイッチを対象とした、低電流・高速書き換え、高オン・オフ抵抗比、小

面積などの機能を有する超低電圧・不揮発スイッチデバイスの開発 

・スイッチ素子の材料選定、素子構造の最適化を行い単体素子の動作検証を行う。 

・単体素子性能として、書換え電流と書換え速度の積が１０－１０Ａ・秒以下、オン・オフ抵抗比１０５

以上、書き換え回数１０３以上であることを実証する。 

・原子移動型スイッチ素子を、ＣＭＯＳとＣｕ配線が形成された３００ｍｍ基板に埋め込むための集

積化プロセスを構築する。 

・集積化したスイッチアレイの動作を実証し、集積化した状態で、素子性能として書換え電流と書換

え速度の積が１０－１０Ａ・秒以下、オン・オフ抵抗比１０５以上、書き換え回数１０３以上であるこ

とを実証する。 
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研究開発項目④集積回路チップ内において、機能ブロックの三次元集積を実現するための、微細幅・超低電気抵抗、

超高アスペクト比配線・材料技術の開発 

・微細線幅（１００ｎｍ）、低抵抗（シート抵抗＜５０Ω／□）の配線特性を実証する。 

・微細直径（９０ｎｍ）、超高アスペクト比（≧１６）のコンタクトホールへのナノカーボン材料埋め

込み実証に向けた、ナノカーボン成長・評価用ＴＥＧの作製を行うと共に、３００ｍｍでのナノカ

ーボン成長・加工プロセス開発及び集積化技術開発を行う。 

・微細直径（９０ｎｍ）、超高アスペクト比（≧１６）のコンタクトホールへのナノカーボン材料埋め

込みを実証する。 

研究開発項目⑤ＣＭＯＳトランジスタの超低電圧動作、及びリーク電流抑制を同時に実現するための、低しきい値ば

らつきトランジスタを集積化するための技術開発、並びに、この技術を用いた高集積機能素子における

低電圧動作実証 

・１００万個以上のトランジスタで、平均±０．１Ⅴ以下（±５σ）の局所しきい値電圧ばらつきを

達成する。 

・低い電源電圧に動作を最適化し、基板バイアス制御技術を適用したナノトランジスタ構造デバイス

を集積した１Ｍｂｉｔ以上のＳＲＡＭでの、０．４Ⅴ動作を実証する。 

・ナノトランジスタ構造デバイスを用いた回路・システムのための設計基盤を開発し、設計試行を通

じてこの基盤を評価する。 

［２４年度業務実績］ 

事業項目 I「低炭素社会を実現する超低電圧デバイスプロジェクト」 

 

研究開発項目①ロジック集積回路内１次メモリを対象とした、高集積・高速特性・高書き換え耐性などの機能を有す

る超低電圧・不揮発デバイスの開発 

・磁性変化デバイスの材料や構造の研究開発を行い、５０ｎｍ径のデバイスで、読み書き電圧０．４

Ｖ、最小読み書き電流５０μＡ、読み書き時間１０ｎｓ（電力量０．２ｐＪ）を実証し、中間目標

（０．４ｐＪ下）を達成した。 

・磁性変化デバイスの多値化の設計指針に基づいて、積層構造と加工プロセスを開発し、試作を通し

て４値の多値動作を確認し、中間目標を達成した。 

・磁性変化デバイスの動作で特徴的な、抵抗値の非線形的な書き換え電圧依存性と、書き換え電圧の

パルス幅依存性を再現できるＳＰＩＣＥ（ Simulation Program with Integrated Circuit 

Emphasis）モデルを開発し、中間目標を達成した。負性抵抗回路とそれに並列に昇圧負荷回路を設

けた、低電圧でも動作可能な読み出し回路を提案した。この回路を試作評価した結果、０．４Ｖの

低電圧で、０．３Ｖ以上の十分なセンス電位差を取得し中間目標を達成した。この周辺回路を搭載

したメガビット級メモリＴＥＧを起版した。 

・５０ｍｍ径の磁性変化デバイスをＣｕ多層配線間に埋め込むため、磁性膜の加工技術や微細なＭＴ

Ｊ（Magnetic tunnel junction）とＣｕ配線を接触させるためのボーダーレスコンタクト技術など

を開発した。これらの開発技術により、ＣＭＯＳと下層Ｃｕ配線が形成された３００ｍｍ径基板に

磁性変化デバイスと上層Ｃｕ配線を形成し、デバイスの動作を確認した。開発した集積化プロセス

を用いて、デバイス寸法と電気特性の分布評価やばらつき要因の解析を開始した。 

・磁性変化デバイスを用いたシステム（アプリケーション実証のためのチップが搭載されたボード）

の評価を可能とする、ボード設計と評価の準備を開始した。 

・トンネル絶縁膜の高品質化開発を通して、１０年間の絶縁耐性保障と、１次メモリ適用に必須の無

限回書き換え（１０１６回の書き換え耐性）を実証した。 

研究開発項目②外部記憶の高速低電力データ転送を実現する、高集積・高速低電力書き込み特性などの機能を有する

超低電圧・不揮発デバイスの開発 

・熱拡散防止層の開発を行い、その結晶サイズを５ｎｍ程度とすることで、メモリセルの電気抵抗を

増加させ、かつ熱伝導率を減少させることに成功した。この熱拡散防止層を適用した抵抗素子（１

Ｒ素子）を単体デバイスとして試作し、書き換え電流を従来のＧｅ２Ｓｂ２Ｔｅ５の１／３に削減する

メモリ動作と、書き換え時間を従来の１／３以下の１０ｎｓｅｃとして、動作電力を１／１０に削

減するメモリ動作を実証した。 

・３００ｍｍ径ウエハの成膜装置を用い、ＧｅＴｅ／Ｓｂ２Ｔｅ３超格子構造形成に世界で初めて成功

した。さらに、５０ｎｍ直径の電極を有するＧｅＴｅ／Ｓｂ２Ｔｅ３超格子抵抗ＴＥＧを３００ｍｍ

ラインで試作することを通して、外部記憶向け素子材料を、ＣＭＯＳとＣｕ配線が形成された３０

０ｍｍ基板に埋め込むための集積化プロセスを構築した。 

・超格子相変化膜の低抵抗から高抵抗へ変化する動作が、従来のＧｅ２Ｓｂ２Ｔｅ５の１／２５以下であ

る７０ｕＡの電流、３．５ｐＪのエネルギーで起きることを実証した。ならびに、高抵抗から低抵

抗へ変化する動作は、さらに低い６０ｕＡで起こることを確認した。以上の熱拡散防止層を用いた

メモリセルと、超格子相変化膜を用いたメモリセルの両方において、中間目標である、データ転送

速度２００ＭＢ／ｓを、従来の１／３の電力（２００ｍＷ）で可能とする書き込み動作、および、

さらなる高速低電力化の可能性の根拠を提示した。 

・Ｗ配線／シリコンダイオード／相変化材料／Ｗ線からなるクロスポイント選択スイッチを試作し、

ダイオードの正常動作を確認した。さらに、相変化材料を搭載したクロスポイント型メモリセルを
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試作し、相変化材料の抵抗変化現象を確認することで、中間目標である、単体デバイスとして、ク

ロスポイント型メモリセル試作と動作実証を達成した。加えて、クロスポイント型メモリアレイの

集積化プロセスを開発するためのキロビット級ＴＥＧを設計し、マスクを起版した。 

研究開発項目③配線切り換えを可能とするスイッチを対象とした、低電流・高速書き換え、高オン・オフ抵抗比、小

面積などの機能を有する超低電圧・不揮発スイッチデバイスの開発 

・スイッチ素子材料として下部電極にＣｕ、固体電解質材料にＰＳＥ（Polymer Solid Electrolyte：

固体電解質）、上部電極にＲｕを用いることを基本構成とした３端子型原子移動スイッチの開発を行

った。また、その最適化を実施し、単体素子性能として、書き換え電流と書き換え速度の積が１０－

１０Ａ・秒以下、オン・オフ抵抗比１０５以上、書き換え回数１０３以上であることを実証し、中間目

標を達成した。 

・平成２３年度に開発した集積化プロセスを基本とし、上記の３端子原子移動型スイッチを、ＣＭＯ

ＳとＣｕ配線が形成された３００ｍｍ基板に埋め込むためのＢＥＯＬ（Back End Of Line）設計・

製造基盤と完全に整合した集積化プロセスを再構築し、さらにスイッチ素子特性改善のためのプロ

セス最適化を実施した。前記集積化プロセスを用い、３００ｍｍＣＭＯＳ基板に単体の３端子原子

移動型スイッチの集積化を実施し、２００ｎｓｅｃ．、５００ｕＡ（電流速度積：１０－１０Ａ・秒）

のプログラムパルスでプログラムが可能であることを確認した。オンオフ抵抗比は、０．１Ｖ印加

時の電流値から、１０５以上のオン・オフ比が得られていることを確認した。さらに、書き換え回数

評価の結果、１０３回以上の書き換え耐性が得られた。これらによって、中間目標が達成されたこと

を確認した。 

・従来のＳＲＡＭスイッチを用いた再構成可能回路との消費電力比較を目的とした、１０ｋ論理ゲー

ト規模の再構成可能回路の設計を実施し、ＴＥＧマスクを起版した。 

研究開発項目④集積回路チップ内において、機能ブロックの三次元集積を実現するための、微細幅・超低電気抵抗、

超高アスペクト比配線・材料技術の開発 

・横方向配線用多層グラフェンの微細線幅での配線抵抗（シート抵抗２３Ω／□＠９２ｎｍ幅）を、

剥離グラフェンを用いて実証し、中間目標を達成した。 

・微細高ＡＲ（Aspect Ratio）ホールＴＥＧ作製と、触媒Ｎｉ－ＣＶＤによる高ＡＲホール底への極

薄触媒層形成プロセスの整備により、ＡＲ～１６（１００ｎｍ径）ホールでのＣＮＴ（Carbon 

Nanotube）埋め込みを実証し、中間目標を達成した。 

・ＣＮＴビア用ＴＥＧ基板を作製し、３００ｍｍでのＣＮＴビア集積化に必要な要素プロセスの開発

を進めた。これにより、ビア側壁でのＣＮＴ成長を抑制しながら、ビア底からのＣＮＴ成長、下層

配線層を形成したＣＮＴビアのＣＭＰ平坦化研磨、汎用ＢＥＯＬラインへの投入による上部電極形

成などのプロセスを整備した。 

・多層グラフェン低抵抗化のためのドーピング手法候補の検討を行い、臭素のインターカレーション

ドーピングにより、剥離グラフェンにおいて一桁以上の抵抗低減を実証した。 

・多層グラフェンの低温ＣＶＤ成長に基づいて横方向配線の集積化構造候補を抽出し、プロセスの比

較検討を行った。触媒段差での成長起点制御のため、Ｉｒ等を添加した耐熱合金触媒を開発し、フ

ォトリソグラフィによる人工段差からの優先的なグラフェン成長を実証した。 

研究開発項目⑤ＣＭＯＳトランジスタの超低電圧動作、及びリーク電流抑制を同時に実現するための、低しきい値ば

らつきトランジスタを集積化するための技術開発、並びに、この技術を用いた高集積機能素子における

低電圧動作実証 

・低電圧動作のためのトランジスタ構造に改良を加え、デバイス試作により、しきい電圧の適正化や

オン電流の向上、ばらつきの低減など、効果を確認した。試作したトランジスタのばらつき評価を

行い、局所しきい電圧ばらつきが、１００万個以上のトランジスタで、平均値±０．１Ｖ以下（±

５σ）となり、中間目標を達成した。 

・試作したトランジスタのオン電流ばらつきσＩｏｎ／Ｉｏｎが２．８％と、従来バルクトランジス

タの６．６％に比べて半分以下になることを示し、その理由を解析した結果、しきい電圧ばらつき

と同様に不純物が電流ばらつきの要因であることを見いだした。 

・低い電源電圧にデバイス動作を最適化し、かつ、基板バイアス制御技術を適用したナノトランジス

タ構造デバイスを集積した１メガビット以上のＳＲＡＭで０．４Ｖ動作を実証し、中間目標を達成

した。 

・ＳＲＡＭ等を含むナノトランジスタ構造用最適化セルライブラリと、これを使用したＬＳＩ設計フ

ローに改良を加え、大規模回路ＴＥＧ作成を通じて設計環境と設計フローが正しく機能することを

検証した。 

・基板バイアス電圧を印加可能な大規模回路ＴＥＧの設計を通じて、従来デバイスに比較して消費電

力を１／１０に低減できるための基本検討を行った。 

・デバイスを実用化レベルで集積したときの課題検討と従来デバイスに比較して消費電力を１／１０

に低減出来ることを実証するため、実証アプリケーションチップの設計開発、および、実証アプリ

ケーションチップに必要な周辺回路等の設計開発を行い、実証アプリケーション用のマスクを起版

した。 

・製造ロット間のばらつき低減や歩留まり等の改善を目指し、特にキープロセスであるエピタキシャ

ル成長工程の安定化のため、選択エピタキシャル成長装置を新規導入し、量産対応仕様のエピタキ
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シャル成長プロセスの開発に着手した。 

 

《４》低炭素社会を実現する次世代パワーエレクトロニクスプロジェクト ［平成２１

年度～平成２６年度］ 

［２４年度計画］ 

研究開発項目①低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト （平成２２年度～平成２６年度） 

本プロジェクトは、高品質・大口径なＳｉＣ結晶成長、ウエハ加工、エピタキシャル膜形成まで一

貫した製造技術の確立と、高耐圧スイッチングデバイス製造技術の確立、及びこれを用いた低損失電

力変換器の試作・実証等により、電力分野における省エネルギー技術の国際的牽引、及び我が国の産

業競争力強化を目的に、独立行政法人産業技術総合研究所 先進パワーエレクトロニクスセンター長 

奥村 元氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。なお、（９）については、平

成２４年度中に公募により委託者を選定し、実施する。 

（１）高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発／革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発 

昇華法では引き続き成長条件の最適化を進め口径６インチで転位密度１０３個／ｃｍ２台を実現す

る。高速化との両立に向けて開発を進め０．５ｍｍ／ｈ以上での結晶成長を実現するために必要な基

盤技術を確立する。革新的結晶成長法では高速性・高品質性・長尺化・口径拡大等の各課題に対する

結晶育成方針を見出し、口径２インチ・厚さ１ｍｍ以上の４Ｈ－ＳｉＣ単結晶を実現する。これらに

より中間目標を達成する。 

（２）大口径ＳｉＣウエハ加工技術開発 

切断・研削・粗研磨・仕上げ研磨の各要素プロセスの検証データを元に一貫プロセスの構築方針を

決定し、３及び４インチ口径で表面粗さ０．１ｎｍ（２μｍ角において）に至る一貫プロセス時間２

４時間を達成する。その結果を元に６インチ化に向けた方針を策定する。これらにより中間目標を達

成する。 

（３）ＳｉＣエピタキシャル膜成長技術 

大口径化に向けて、水素エッチング条件等を最適化し、みなし６インチ径４°オフ基板において厚

さ±１０％などの中間目標の品質を実現する。２°オフ以下の基板も検討する。 

高速・厚膜化に向けては、ハライド法などの結果をもとに口径２インチ・膜厚５０μｍ以上で、中

間目標を実現する。また４インチ実証実験に向けて実証炉を導入し均一性実現のためのシミュレーシ

ョン技術を立ち上げる。このほかクリーニング法の条件検討などを行う。 

（４）ＳｉＣ高耐圧スイッチングデバイス製造技術 

プレーナＭＯＳ構造・ダブルトレンチＭＯＳ構造・ＳＪ構造等の要素構造に対して、それぞれのさ

らなる低損失化に向けた新規デバイス構造・作製プロセスを開発する。当該構造を用いて、中間目標

である耐圧３ｋＶ以上のＭＯＳＦＥＴを実現する。また、３ｋＶ以上の電力変換器モジュールを試作

して、中間目標を達成する。 

（９）高耐熱部品統合パワーモジュール化技術開発 

ＳｉＣパワー半導体デバイスの特長である高温動作を可能にするための高温実装技術と、これに適

合するキャパシタ等の高耐熱部品を開発し、パワーモジュールの試作を通じて、技術の優位性を実証

する。 

研究開発項目②次世代パワーエレクトロニクス技術開発（グリーンＩＴプロジェクト）（平成２１年度～平成２４年

度） 

本プロジェクトは、グリーンＩＴプロジェクトの一環として、次世代ＳｉＣスイッチングデバイス

を用いたデータセンタや、その電力源としての分散型太陽光発電システムに用いる電力制御機器実用

化技術を確立することを目的に、独立行政法人産業技術総合研究所 先進パワーエレクトロニクスセ

ンター長 奥村 元氏をプロジェクトリーダー、独立行政法人産業技術総合研究所 先進パワーエレ

クトロニクスセンター 清水 肇氏をサブプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

（１）ＳｉＣパワーデバイスを用いたデータセンタ用サーバ電源技術開発 

電力容量が２ｋＷ級のサーバ電源のプロトタイプを試作し、その電力変換効率が５０％負荷で９

４％以上であることを実証する。 

（２）ＳｉＣパワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発 

平成２３年度の結果を元に、目標達成に向けて三相交流を対象に３０ｋＷ級太陽光発電用パワーコ

ンディショナのプロトタイプを試作し、定格出力時に９８％以上のシステム効率をもつことを実証す

る。 

（３）次世代ＳｉＣ電力変換器基盤技術開発 

耐高温電極接合技術の信頼性向上、ワイヤーボンディングの信頼性向上指針獲得、シミュレーショ

ン手法高度化、部材間の応力緩和を考慮した新設計手法開発などを行う。回路開発として解析モデル

を活用してサージ抑制に取り組む。高温・高速動作時の信頼性確保のため統合設計技術を開発する。 

電力変換器試作実証においては、既に試作したＳｉＣインバータ『ＮＩＪＩ』を用いて最終目標で

ある４０Ｗ／ｃｍ３（Ｔｊ＝２００℃以上）を達成するほか、さらなる出力パワー密度の向上を目指
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し、高温実装技術の高信頼化・受動部品の最適化・ソフトスイッチングの導入・モジュールインテグ

レーションの推進・冷却器の高効率化・統合設計技術の高度化などを進める。この中では高温はんだ

材の低コスト化など、ＳｉＣデバイスの普及のボトルネック解消を意識して取り組む。 

［２４年度業務実績］ 

研究開発項目①低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト（平成２２年度～平成２６年度） 

ＳｉＣパワーエレクトロニクスについて、結晶成長からデバイス製造、低損失電力変換器の試作・

実証まで一貫した技術開発を目的とし、独立行政法人産業技術総合研究所 先進パワーエレクトロニ

クスセンター長 奥村 元氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。なお、新規

に項目追加を行った（９）については平成２４年度に公募を実施、１件採択し、研究開発を開始した。 

（１）高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発／革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発 

＜高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発＞ 

・高品質の６インチＲＡＦ（Repeated a-face）シードを用いたｃ面成長により口径６インチ結晶成長

を実現し、転位密度２～３×１０３個／ｃｍ２、螺旋転位密度３００～６００個／ｃｍ２を実証し、中

間目標を達成した。 

・口径６インチ成長において成長速度０．５ｍｍ／ｈ以上を達成可能な結晶製造技術を確立した。 

＜革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発＞ 

・ガス法を使って口径２インチ、厚さ１５ｍｍの４ＨーＳｉＣ単結晶の成長を実現して中間目標を達

成した。 

・溶液法では最適条件で成長を行い、昇華法とほぼ同等の成長速度０．５ｍｍ／ｈで成長結晶厚～４

ｍｍの４ＨーＳｉＣ単結晶成長を実現した。 

（２）大口径ＳｉＣウエハ加工技術開発 

・開発した高剛性マルチワイヤーソーを用い、３インチインゴットで２時間１０枚の同時切断を実証

した。 

・３インチインゴットを対象にした切断～仕上げ研磨の各要素工程の最適化により、切断からＣＭＰ

まで約１２時間のプロセス時間で完了できることを検証した。この成果をふまえ、６インチの一貫

加工プロセス開発において２４時間以内の目標値を達成するための方策・指針を決定した。 

（３）ＳｉＣエピタキシャル膜成長技術 

・大口径化に向けて、４°オフＳｉ面については、低Ｃ／Ｓｉ比で成長させた、みなし６インチ成長

実験で膜厚均一性±０．８５％を達成した。２°以下の低オフ角ウエハについては、三角欠陥発生

と多形混入に対し、高温かつ低Ｃ／Ｓｉ比の成長条件により抑制できることを明らかにし、平坦か

つ単一多形の実現に成功した。 

・高速・厚膜化に向けては、ガスフロー制御法を用いて３インチウエハ上に成長速度１００μｍ／ｈ

以上で形成した、膜厚５０μｍ以上の厚膜について、残留キャリア濃度３×１０１４／ｃｍ３以下を達

成した。 

・４インチ実証炉については、導入立ち上げを完了すると共に、膜厚と濃度の均一性両立を検討する

ためのシミュレーション技術の立ち上げを完了した。 

・欠陥密度に対しては、クリーニング法の改良により、３．４個／ｃｍ２を実現し、中間目標を達成し

た。 

（４）ＳｉＣ高耐圧スイッチングデバイス製造技術 

・新規耐圧構造デバイス技術として、プレーナＭＯＳ構造では、基板濃度、耐圧終端構造、ＪＦＥＴ

幅等を振ったＴＥＧを詳細に評価解析した結果、ＪＦＥＴ抵抗低減構造の効果を確認すると共に、

耐圧３０００～４０００Ｖを確認し、中間目標を達成した。 

・トレンチＭＯＳ構造では、トレンチエッチング後、高温アニール処理による破壊時間改善効果、窒

化処理による移動度向上とトレンチ方向およびオフ角依存性抑制効果を明らかにし、要素技術を開

発した。ＳＪ（Super Junction）構造では、トレンチ型ＭＯＳＦＥＴとＳＪ構造とを組み合わせる

ことで、トレンチＭＯＳＦＥＴを超える超低オン抵抗が実現できる可能性をシミュレーションによ

り提示した。 

・高耐圧大容量デバイス／変換器技術として、３．８ｋＶ以上の耐圧を実現しており３．３ｋＶＭＯ

ＳＦＥＴとして必要とされる性能を実現した。 

（９）高耐熱部品統合パワーモジュール化技術開発 

・高耐熱環境下で動作する受動部品のコンデンサー、抵抗、メタライズ放熱基板及び配線基板につい

て、実装構造の設計基本仕様に基づき各部品開発を行った。試作したモジュール部品は、実装技術

側にて評価を行い、次年度実装評価を行うモジュール部品仕様を確定した。 

・１２００Ｖ－５０Ａ級のＳｉＣ半導体、配線基板ならびにスナバ用セラミックキャパシタ半導体、

配線基板ならびにスナバ用セラミックキャパシタ半導体電力変換器モジュールとして統合／評価す

るための方策／設備等の環境整備を進めた。各部品の配置やそれぞれに使用する接合材料の種類に

ついて、モジュール組立の工程順序や組立に用いる装置の性能等を踏まえた検討を進め、作業工程

案としてまとめた。また、モジュール実装構造の基本仕様を定め、接合技術を中心とした信頼性評

価を実施し、受動部品開発に反映した。 

研究開発項目②次世代パワーエレクトロニクス技術開発（グリーンＩＴプロジェクト）（平成２１年度～平成２４年

度） 
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データセンタや分散型太陽光発電システムへの次世代ＳｉＣスイッチングデバイス適用技術の確立

を目的とし、独立行政法人産業技術総合研究所 先進パワーエレクトロニクスセンター長 奥村 元

氏をプロジェクトリーダー、独立行政法人産業技術総合研究所 先進パワーエレクトロニクスセンタ

ー 清水 肇氏をサブプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

（１）ＳｉＣパワーデバイスを用いたデータセンタ用サーバ電源技術開発 

新しい回路技術を適用して、高速スイッチング、回路簡素化を可能とした結果、９５．１０％（２

ｋＷ電源、負荷率５０％）を達成し、当初目標であった変換効率９４％を約１％上回ることができた。 

（２）ＳｉＣパワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発 

窒化熱処理による移動度の改善とＭＯＳＦＥＴ構造の最適化により、低オン抵抗５ｍΩｃｍ２を実

現した。このＭＯＳＦＥＴと新開発の低損失フィルターを組み合わせて３０ｋＷ級の太陽光発電用パ

ワーコンディショナのプロトタイプにおいて定格運転時の変換効率９８．８８％を実現した。 

（３）次世代ＳｉＣ電力変換器基盤技術開発 

・ＡｕＳｎ、ＡｕＧｅなどの鉛フリー低温度ハンダ、並びに産業化を想定した低価格のＺｎＡｌのテ

ストにおいて、良好な結果を得た。熱歪、浮遊容量を削減できる両面実装に着手し、実用化の目途

を得た。 

・高出力パワー密度の変換器作製のため、環境とデバイスの温度差（Δ）を大きくして、放熱器の小

型化に取り組んだ。変換器の高密度化は、コンデンサーなどの周辺部品の小型化に必要な周波数向

上を検討し、サージ電圧、ＥＭＩの対策を行った。 

・市販のＪＦＥＴ、ＳＢＤを採用し１０ｋＷクラスでパワー密度が２５～３０Ｗ／ｃｃクラスの変換

器作製を統合設計、高温実装技術の成果を取り入れて行った。 

・デバイスの発熱、抜熱、変換器内の熱流体解析、部品の耐熱性と配置、回路の浮遊容量の極小化な

どを検討し、３次までの試作を行い、２００℃超、数１００ｋＨｚ以上の動作条件で、４０～６０

Ｗ／ｃｃの値をクリアーした。 

 

《５》次世代半導体微細加工・評価基盤技術の開発 ［平成２２年度～平成２７年度］ 

［２４年度計画］ 

次世代の半導体微細化技術として極端紫外線（Extreme Ultra Violet：ＥＵＶ）露光システムを構築するマスク関連

評価技術、レジスト評価技術等を確立することを目的に、株式会社ＥＵＶＬ基盤開発センター 代表取締役社長 渡邊 

久恆氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①ＥＵＶマスク検査・レジスト材料技術開発 

（１）ＥＵＶマスクブランク欠陥検査技術開発 

ＥＵＶマスクＢＩ装置の高感度化・高度化開発による欠陥検出効率と、スループットの向上を進め

る。また、ブランク欠陥のウエハへの転写性を高精度で評価し、欠陥サイズ等を精度良く評価する手

法を開発する。具体的には、多層膜欠陥の転写性評価、ＣＳＭの継続開発、真空搬送系の開発、総合

システム開発等を行う。また、今後のｈｐ（※）１１ｎｍ世代に対する準備もはじめる。 

（２）ＥＵＶマスクパターン欠陥検査技術開発 

電子線写像投影光学系のコア技術開発を行い基本的な機能を確認することによりＥＵＶマスクＰＩ

装置の低ノイズ化・高感度化、及び高スループット化開発を進める。また、パターン欠陥のウエハ転

写性を高精度に評価し、ｈｐ１６ｎｍ世代において検出が必要なクリティカル欠陥を明確化し、欠陥

検査装置の欠陥検出性能にこれをフィードバックし装置開発をおこなう。 

（３）ＥＵＶレジスト材料技術開発 

ＥＵＶレジスト材料開発を進め、解像度、ＬＷＲ、感度、アウトガスの観点で優れた特性を持つレ

ジスト材料を開発する。またＥＵＶ露光時にＥＵＶレジスト材料から発生するアウトガスの材質や量

等について高精度測定方法を確立する。具体的には、レジストの評価を進め「第２次標準レジスト」

を選定する。アウトガス評価においては、解像度ｈｐ１６ｎｍのレジストに対するアウトガスのガイ

ドラインを提示する。 

 （※）ｈｐ：half pitchの略。ＬＳＩの配線層のピッチで最小のものの１／２。 

［２４年度業務実績］ 

研究開発項目①ＥＵＶ（Extreme Ultra Violet）マスク検査・レジスト材料技術開発 

（１）ＥＵＶマスクブランク欠陥検査技術開発 

・ＥＵＶ光源モジュール、照明光学系、および対物光学系、センサー、ステージモジュール、信号処

理システムと搬送システムを組み上げてＢＩ（Blank Inspection）装置を製作完成させた。このＢ

Ｉ装置において、プログラム欠陥を用いた画像データから、基本機能が達成されていることを確認

した。また、ブランク欠陥のウエハへの転写性を実際に露光試験により評価し、ｈｐ１６ｎｍ世代

で検出すべき欠陥の概略の仕様を決定した。更に詳細に評価する手法として、ＣＳＭ（Coherent 

Scatterometry Microscope）、ＥＵＶ顕微鏡の製作を行い、ＥＵＶマスクの位相欠陥の評価に活用で

きることを確認した。 

・ｈｐ１１ｎｍ世代に向けたシミュレーションの高度化をおこない、欠陥検出信号やパターン転写像

に与える位相欠陥の形状依存性およびマスク表面ラフネス依存性を明らかにした。 
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（２）ＥＵＶマスクパターン欠陥検査技術開発 

・写像投影光学系を試験架台の上で評価し、設計で目標とした光学性能が得られていることを確認し

た。 

・低分散照明系と低収差電子光学系に写像投影光学系を搭載し、ｈｐ１６ｎｍ世代対応のマスクパタ

ーン欠陥検査装置を組み上げ、設計通りのｈｐ１６ｎｍ世代における高コントラスト解像と、旧形

式機比３０倍の電子透過率の向上を確認した。 

・シミュレーションと実際の露光により、パターン欠陥のウエハ転写性を高精度に評価し、ｈｐ１６

ｎｍ世代で要求されるパターン欠陥の定義をおこなった。更に、ｈｐ１１ｎｍ世代を見据え、高開

口数に想定されるより大きな入射角による照明におけるパターン欠陥の転写性に関しても露光シミ

ュレーションをおこない、欠陥に対する仕様がより厳しくなることを確認した。 

（３）ＥＵＶレジスト材料技術開発 

・レジスト組成物のスクリーニングとして、樹脂のスクリーニングを行った結果、レジスト感度を向

上させる樹脂材料を見出した。 

・ネガ現像レジストの初期評価を行い、ｈｐ１６ｎｍ世代で実現可能性があることを確認した。 

・約３００サンプルのレジスト材料を評価し、解像度、ＬＷＲ（Line Width Roughness）、感度のバラ

ンスが良好な「第２次標準レジスト」と「第３次標準レジスト」を選定した。 

・アウトガス評価においては、ＥＵＶ光よりも安価で効率的な電子ビームを用いたレジストアウトガ

ス評価手法を確立した。ＥＵＶ光照射の場合との相関を確認し、求められる評価精度を実現してい

ることを確認した。標準レジストのＥＵＶ光の未露光部分の付着物からレジストを高感度にする成

分が検出され、今後のアウトガス合否基準の高精度化に寄与すると共に、レジスト材料開発に対す

る指針となる知見を得た。 

 

（２）ストレージ・メモリ分野 

［中期計画］ 

 メモリについては、低消費電力化、大容量データの蓄積など、情報家電の進展により、不揮発性メモリの必要性が増

している。このため、従来型の揮発性メモリ（ＤＲＡＭ等）と比べ、不揮発性メモリ（フラッシュメモリ）の市場が大

きく増加しており、さらに、複数の新規不揮発性メモリの研究開発が活発化している。 

 ストレージについては、情報家電・モバイルＰＣ向けの中小型（２．５インチ以下）高密度ＨＤＤを中心に市場が拡

大するとともに、国際的な業界再編等により高密度化技術競争が激化している。 

 以上のことから、ストレージ・メモリ分野は引き続き国際競争力の維持・強化を図っていくことが必要である。 

 第２期中期目標期間中には、メモリについては、不揮発性メモリＭＲＡＭ（Magnetoresistive Random Access 

Memory，磁気抵抗メモリ）の更なる性能向上を目指し、大容量化・高速化のための技術開発に取り組む。具体的には、

第１期中期目標期間に開発したＭＲＡＭのメモリ容量に比べて１０倍以上の高集積化を可能とするスピンＲＡＭ（電子

スピンの特徴を利用したＭＲＡＭ）技術等を確立する。 

 ストレージ（ＨＤＤ）については、記録密度の向上及び省電力性の追求のための技術開発等に取り組む。 

 

《１》超高密度ナノビット磁気記録技術の開発（グリーンＩＴプロジェクト） ［平成

２０年度～平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

本プロジェクトは、グリーンＩＴプロジェクトの一環として、ＨＤＤの記録密度を向上させるための技術開発に取り

組み、ＩＴ機器の大幅な省エネルギーの達成等を目指すことを目的に、株式会社日立製作所研究開発本部主管研究長 

城石芳博氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①超高密度ナノビット磁気媒体技術の研究開発 

（１）ナノビット微細加工技術の研究開発 

平成２３年度までに得られたナノビット微細加工技術の成果をもとに２．５インチ径の媒体面内に

おける少なくとも３０トラックで、２．５Ｔｂ／ｉｎ２の面密度に対応するナノビットが面積２００

ｎｍ２程度、かつ、±７ｎｍ以内の位置決め精度にて加工できる事を確認する。 

研究開発項目②超高性能磁気ヘッド技術の研究開発 

（１）強磁場発生記録ヘッドの研究開発 

マイクロ波アシスト機構を併用し、５Ｔｂ／ｉｎ２の面密度に対応するナノビットに記録可能な磁

場強度を発生できることを示す。さらに、６Ｔｂ／ｉｎ２記録実現に向けたフィージビリティを確認

する。 

（２）エネルギーアシスト機構の研究開発 

印加磁場領域はアシストエネルギー照射領域と適切な位置関係に合わせ込まれており、その条件下

において５Ｔｂ／ｉｎ２の面密度に対応する単一ナノビットの磁化反転が可能であり、また、それぞ

れの照射に際して周辺ナノビットにおける磁気情報に影響がないことを確認する。さらに、パターン
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スリミング技術を用いたマイクロ波アシスト素子の微細化により、６Ｔｂ／ｉｎ２記録実現に向けた

フィージビリティを確認する。 

（３）高感度・高分解能再生ヘッドの研究開発 

高感度・高分解能の再生ヘッドを作製し、５Ｔｂ／ｉｎ２の面密度の対応サイズのナノビットにお

いて磁気情報を再生できる性能を有することを示す。 

（４）ヘッド動作の検証 

マイクロ波アシスト機構付き記録ヘッド、再生ヘッドの両方を搭載する一つのスライダ、若しくは、

各々を独立に搭載する二つのスライダが、周速５～２０ｍ／ｓで回転する磁気媒体上に浮上量５ｎｍ

以下で安定浮上し、かつ、５Ｔｂ／ｉｎ２の面密度に対応するナノビットに対して記録と再生ができ

る性能を有することを示す。 

研究開発項目④ハードディスクドライブシステム化技術の研究開発 

（１）システム化とＨＤＤ性能の検証 

５Ｔｂ／ｉｎ２の面密度に対応する超高密度ナノビット媒体と超高性能ハイブリッド磁気ヘッド、

超高性能ナノアドレッシング技術、又は、それらの組み合わせによって得られる各性能値をもとにイ

ンテグレーション技術として、２．５Ｔｂ／ｉｎ２ＨＤＤプロトタイプ駆動実証を行い、５Ｔｂ／ｉ

ｎ２の磁気記録密度（２．５インチディスク一枚の記憶容量で３ＴＢ以上）、かつアクティブアイド

ル時における単位情報量当たりの消費電力を０．３Ｗ／ＴＢ以下（平成１９年の３．５インチＨＤＤ

製品に対して、１／５０以下に相当）を実現できることを検証する。さらに、統合シミュレーション

により６Ｔｂ／ｉｎ２級記録のフィージビリティを確認する。 

［２４年度業務実績］ 

 本プロジェクトは、ＨＤＤの記録密度向上による、ＩＴ機器の大幅な省エネルギーの達成等を目的とし、株式会社日

立製作所研究開発本部主管研究長 城石芳博氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①超高密度ナノビット磁気媒体技術の研究開発 

（１）ナノビット微細加工技術の研究開発 

２．５インチ径の媒体面内の３０トラック以上において、面密度２．５Ｔｂ／ｉｎ２相当のナノビ

ット（面積２００ｎｍ２程度）の配置の位置決め精度が３σで６．７ｎｍ以内で加工できることを確

認した。 

研究開発項目②超高性能磁気ヘッド技術の研究開発 

（１）強磁場発生記録ヘッドの研究開発 

マイクロ波アシスト機構を併用した強磁場発生記録ヘッドにより、５Ｔｂ／ｉｎ２の面密度に対応

するナノビットに記録可能な磁場強度を発生できること、および、６Ｔｂ／ｉｎ２記録実現に向けた

フィージビリティを確認した。 

（２）エネルギーアシスト機構の研究開発 

統合シミュレーションにより、アシストエネルギーで面密度５Ｔｂ／ｉｎ２に対応する単一ナノビ

ット磁化反転が可能であり、また、それぞれの照射に際して周辺ナノビットにおける磁気情報に影響

がないことを確認した。該設計に基づき、レーザ光源、レーザ光高効率導入機構、位置関係を調整し

て近接場素子を集積した熱アシスト集積ヘッドを試作した。さらにパターンスリミング技術を用いた

１５ｎｍ級マイクロ波アシスト素子により、６Ｔｂ／ｉｎ２記録実現に向けたフィージビリティを確

認した。 

（３）高感度・高分解能再生ヘッドの研究開発 

新規ナノコンタクトＭＲセンサーを試作し、抵抗変化率３５％、面抵抗０．１５Ωμｍ２から５Ｔ

ｂ／ｉｎ２が可能であることをシミュレーション検証した。また極薄３層構成のヘッドを試作し、５

Ｔｂ／ｉｎ２の再生分解能を確認した。 

（４）ヘッド動作の検証 

熱アシスト集積ヘッドが周速５～２０ｍ／ｓにおいて５ｎｍ以下で安定浮上し、面密度５Ｔｂ／ｉ

ｎ２対応媒体へ熱アシスト記録が可能なことを確認し、マイクロ波アシスト機構付き記録ヘッドでも

記録動作を確認した。さらにナノコンタクトＭＲ型極薄３層構成の再生ヘッドを試作し、５ｎｍ以下

の安定浮上性と５Ｔｂ／ｉｎ２の再生分解能を確認した。 

研究開発項目④ハードディスクドライブシステム化技術の研究開発 

（１）システム化とＨＤＤ性能の検証 

媒体／ヘッド／アドレッシング／信号処理などのナノビット個別要素技術の仕様に基づき、２．５

Ｔｂ／ｉｎ２、及び５Ｔｂ／ｉｎ２ＨＤＤシステムの概略仕様をシミュレーションにより策定・検証

し、ナノビット媒体へのエネルギーアシスト記録により６～８Ｔｂ／ｉｎ２級ＨＤＤのフィージビリ

ティを確認した。さらに、ナノビット媒体、ナノアドレッシング技術の個別要素技術を基にＨＤＤプ

ロトドライブを試作し、原理動作を検証した。これらにより、５Ｔｂ／ｉｎ２の磁気記録密度（２．

５インチディスク一枚の記憶容量で３ＴＢ以上）、かつアクティブアイドル時における単位情報量当

たりの消費電力を０．３Ｗ／ＴＢ以下を実現できることを検証した。 
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《２》高速不揮発メモリ機能技術開発 ［平成２２年度～平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 不揮発メモリによる大幅な低消費電力化を目的に、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①高速不揮発メモリの開発 

・現象論的、あるいは経験的に導かれる手法を用いて、書き換え回数の向上を継続して検討する。さ

らに、ビット間のばらつきを低減することにより、大容量プロトタイプチップに適用可能なメモリ

素子構造を実現する。また、書き換え耐性の最終目標（≧１０１６程度）に向けた改善を行うととも

に、研究開発項目②の成果も合わせてＤＲＡＭ機能代替の見極めを行う。 

・中規模アレイ搭載テストチップの評価を継続して、大容量プロトタイプチップの仕様にフィードバ

ックする。 

・ギガビットクラスの大容量プロトタイプチップを設計、試作し、製品動作と信頼性を確認する。こ

れにより、既存の不揮発性メモリに対して、高速、低消費電力動作不揮発性メモリを実現する。書

き換え回数に関しては、現状の１０６回レベルでもストレージクラスメモリとして十分実用化可能で

あるが、更なる改善を行い、より広範囲の用途に適用できるメモリを目指す。 

研究開発項目②不揮発アーキテクチャの研究開発 

・高速不揮発メモリの特性を生かした、低電力を志向したメモリ制御手法を探索する。そして、平成

２３年度に開発した仮想デモシステムを活用して、従来のメモリアーキテクチャの消費電力に対し、

実質上１／１０以下に削減する新しい不揮発アーキテクチャの構成事例を提示する。 

［２４年度業務実績］ 

研究開発項目①高速不揮発メモリの開発 

抵抗変化素子膜を搭載した１Ｇｂｉｔ縦ＭＯＳアレイＴＥＧを作製し、評価を行った。また、８Ｇ

ｂｉｔ大容量プロトタイプチップの設計を行った。 

研究開発項目②不揮発アーキテクチャの研究開発 

平成２３年度に開発した仮想デモシステムを用いて、従来のメモリアーキテクチャの消費電力に対

し、実質上１／１０以下に削減する不揮発アーキテクチャを開発した。電力削減と同時に、書き込み

性能も１１倍に高速化することが出来た。また、断片化したデータや頻繁にアクセスするデータを高

速不揮発メモリに記憶することでフラッシュメモリの書き換え回数を１／７に削減することが出来た。 

 

（３）コンピュータ分野 

［中期計画］ 

 コンピュータ分野においては、ユビキタス化の進展に伴い、コンピューティング機器の小型化・多様化・分散化が進

展し、組み込みコンピュータやサーバシステムの市場が拡大している。また、ＣＰＵ（Central Processing Unit，中

央演算処理装置）、サーバシステムの高性能化の追求から、低消費電力化と電力対性能比の改善へと競争軸が変化して

いる。さらに、システムの信頼性向上や開発効率の向上も求められている。 

 第２期中期目標期間中には、信頼性・セキュリティ、開発効率の向上に寄与する技術、３０ＧＯＰＳ／Ｗ（Giga 

Operation Per Second／Ｗ）程度の電力対性能比を実現するマルチコア技術の開発等に取り組む。 

《１》ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開発 ［平成２３年度～平成２７年

度］ 

［２４年度計画］ 

事業終了時に求められると予測される不揮発性素子の性能を前提に、機器・システムにおいて、事業開始時の１０倍

の電力消費性能（電力あたりの性能）を実現することで新たな市場を創出するとともに、温室効果ガスの削減に寄与す

ることを目的に、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①次世代不揮発性素子を活用した電力制御技術の開発 

・キャッシュメモリとしてＭＴＪ（Magnetic Tunnel Junction）を用いた不揮発メモリ回路を作製し、

動作検証・特性比較を開始する。また、キャッシュメモリの周辺回路、高速インタフェース回路を

設計し、メモリ階層の基本構造設計を開始する。 

・センサーネットワーク低電力化技術としてノーマリーオフ評価用のボードを設計し、制御用チップ

の設計及び試作・評価を開始する。同時に、センサーネットのモニタ、ドライバ等のソフトウェア

を設計し、デモシステムの仕様策定を行う。 

・ヘルスケア応用として電源管理アーキテクチャとメモリアーキテクチャ等の研究開発を行い、プロ

トタイプの作成・評価を行う。 

研究開発項目②将来の社会生活を支える新しい情報システムにおいて飛躍的なノーマリーオフ化を実現する新しいコ

ンピューティング技術の検討 

・評価基盤の研究開発として、集中研で用いる評価ボードとメモリ拡張ボードの設計、試作・評価を

開始する。電力効率１０倍の見通しをたてるために評価シミュレーション環境の構築とベンチマー
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ク作成を開始する。 

・プラットフォーム研究開発として、階層メモリ構造の評価のためのベンチマークシミュレーション

環境を使ってシングルコア、マルチコアのプロセッサ評価を行い、次年度からのヘテロ・マルチコ

アといったより複雑なプロセッサ構造やメモリ階層の評価に向けた準備を行う。 

・設計方法論の研究開発として、実アプリケーションを用いて動作アクティビティ最適化方式と不揮

発性メモリを採用するメモリシステムの検討を行う。 

［２４年度業務実績］ 

本プロジェクトにおいて、事業開始時の１０倍の電力消費性能（電力あたりの性能）の機器・システム開発を目的と

し、東京大学大学院情報理工学系研究科教授 中村 宏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①次世代不揮発性素子を活用した電力制御技術の開発 

・①－１：高速低消費不揮発メモリシステムによる携帯情報端末低電力化技術 

  高速で低消費電力で書き込み動作可能なＭＴＪ（Magnetic Tunnel Junction）素子を開発し、そ

れを用いた高速動作可能なノーマリーオフ型ＳＴＴ－ＭＲＡＭ（ Spin Transfer Torque 

Magnetoresistive Random ACCESS Memory）回路を不揮発キャッシュメモリ向けに設計した。これを

３００ｍｍシリコンウエファで試作し、キャッシュメモリとして使いうるメモリ読み出しと書き込

みの高速動作を確認し、各回路を比較した。 

・①－２：スマートシティー・センサーネットワーク低電力化技術 

  センサーネットワークシステムにおける評価ボード・拡張ボード及び制御チップ（ＦＰＧＡを使

用）の設計／試作を行った。また、ノーマリーオフセンサーネットワーク・デモシステムとして、

デマンド交通システムの仕様を策定した。 

・①－４：ヘルスケア応用生体情報計測センサーネットワーク低電力化技術 

  ＦｅＲＡＭ（Ferroelectric Random Access Memory）を混載した生体センサーＬＳＩを試作し、

システムモジュールとして生体センサシステム動作中にＦｅＲＡＭ部を間歇動作させることにより、

ＦｅＲＡＭ部の待機時消費電流を１０分の１以下に削減した。また、ＣＰＵを搭載した次世代生体

センサーＬＳＩの設計と試作を開始した。 

研究開発項目②将来の社会生活を支える新しい情報システムにおいて飛躍的なノーマリーオフ化を実現する新しいコ

ンピューティング技術の検討 

・②－１：ノーマリーオフ評価基盤・プラットフォームの研究開発 

  評価ボードの一次試作を行い、実機でのノーマリーオフ技術の有効性を検討できる評価基盤を実

現した。また、電力評価エミュレーションを行う環境仕様策定を実施した。 

・②－２：超高速不揮発メモリを活用するノーマリーオフメモリシステムプラット 

フォームの研究開発 

  平成２３年度に整備したシミュレータの精度を向上させ、高速不揮発メモリの特性が性能に与え

る影響を定量的に評価できる環境を整備した。 

・②－３：ノーマリーオフコンピューティングシステム設計方法論の研究開発 

  ②－１で実施した評価基盤を用いて、ノーマリーオフ技術を有効に活用できる新規アーキテクチ

ャの提案、電力を最適化するソフトウェア技術の検討を行った。 

また、②－２で実施したシミュレーション環境を用いて、研究開発項目①で開発した高速低消費

電力ＳＴＴ－ＭＲＡＭ回路を適用する不揮発キャッシュメモリの消費電力を効果的に下げるプロセ

ッサアーキテクチャの第一次検討を行った。 

さらに、低消費電力化効率の高い不揮発性フリップフロップの構成にて回路シミュレーションを

実施し、電力低減を確認した。また当該不揮発性フリップフロップと不揮発性メモリを適用した場

合の性能比較、およびベンチマークとすべきアプリケーションの選定を開始した。 

 

（４）ネットワーク分野 

［中期計画］ 

 通信ネットワークの状況を見ると、トラヒックはますます増大し、既存ルータの機能的限界が顕在化している。また、

データセンタにおいて要求される処理能力の高まり及び消費電力の急増といった問題が顕在化している。 

 第２期中期目標期間中には、第１期中期目標期間において確立した革新的光デバイス技術等を基礎として、エッジル

ータ機器については信号処理速度４０Ｇｂｐｓ以上、ＬＡＮ－ＳＡＮシステムについては伝送速度１６０Ｇｂｐｓ伝送

を可能とする高効率ネットワーク機器・システムの実現に向けた研究開発等に取り組む。 

 

（５）ユーザビリティ分野 

［中期計画］ 

 ＩＴ情報機器関連では、近年、ますますインターネット・ブロードバンドが浸透するとともに、携帯情報端末が普及

し、ユビキタス社会化が進展している。これに伴い、セキュリティの確保など安全・安心を中心とした新たな社会的課

題が登場してきている。 
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 ディスプレイ関連では、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）、プラズマディスプレイ（ＰＤＰ）が引き続き薄型平面ディス

プレイ（ＦＰＤ）市場の主流をなしており、韓国・台湾との競争が激化している。これからの大画面ＦＰＤについては、

高精細化・高画質化・低消費電力化などの高付加価値機能搭載、薄型化が進むと考えられる。有機ＥＬについては、小

型ディスプレイ搭載デバイスが既に事業化されており、市場は今後も堅調に拡大する見通しであるが、大型化に向けて

は開発リスクの高い技術課題が残されている。 

 第２期中期目標期間中には、ＩＴ情報機器関連では、コンシューマ、ビジネスユーザからサービス提供業者までを含

め、ユビキタス社会において、ＩＴ機器を活用するためのインターフェース技術やセキュリティ技術等の「人中心型利

用技術」の開発を推進する。 

 ディスプレイ関連では、第２期中期目標期間中に、大画面・高精細・高画質でありながら従来比（平成１８年度時

点）１／２以下の低消費電力化を実現するＬＣＤ技術、新たなパネル材料を用いて年間消費電力量を従来比（平成１８

年度時点）２／３以下にできるＰＤＰ技術の開発等を推進する。また、ＬＣＤ・ＰＤＰを性能面で上回る大型有機ＥＬ

ディスプレイの開発等を推進する。 

 

《１》次世代大型有機ＥＬディスプレイ基盤技術の開発（グリーンＩＴプロジェクト） 

［平成２０年度～平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 大型有機ＥＬディスプレイを実現する共通基盤技術開発に取り組み、ディスプレイ機器の大幅な省エネルギーの達成

等を目指すことを目的に、ソニー株式会社 コアデバイス開発本部 シニア・リサーチ・アドバイザー 占部 哲夫氏

をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①低損傷大面積電極形成技術の開発 

・これまでに得られた知見をもとに、大型基板によるトータルな検証実験を行い、低損傷大面積電極

の製造プロセス確立に向けた最終目標であるシート抵抗３Ω／□以下、可視光損失率１０％以下を

達成する。 

研究開発項目②大面積透明封止技術の開発 

・大型基板による検証実験を更に推進し、生産性まで考慮した大面積透明封止膜の製造プロセス技術

確立に向けた最終目標である可視光損失率１０％以下、面内ばらつき３％以内、素子寿命５万時間

（常温常圧換算）を達成する。 

研究開発項目③大面積有機製膜技術の開発 

・これまでに得られた知見をもとにＧ６サイズ（１５００ｍｍ×１８５０ｍｍ）基板への適用性の実

証を行い、最終目標である膜厚ばらつき±３％以内、発光効率９０％以上（小型ディスプレイ比）

を達成する。 

研究開発項目④大型ディスプレイ製造に向けた検証 

・上記①②③の個別要素技術の結果をもとに、トータルでの消費電力達成レベルとしてフルＨＤ４０

型有機ＥＬディスプレイの消費電力４０Ｗ以下、及び製造技術の達成レベルとしてＧ６サイズ（１

５００ｍｍ×１８５０ｍｍ）以上の基板に対する適用可能性、生産性を明確にすることで、最終目

標を達成する。 

［２４年度業務実績］ 

ディスプレイ機器の大幅な省エネルギー化を目的とし、ソニー株式会社 コアデバイス開発本部 シニア・リサー

チ・アドバイザー 占部 哲夫氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①低損傷大面積電極形成技術の開発 

・プロセス条件が大型基板上の膜特性に与える影響について最終的な検証実験を行うことで、シート

抵抗３Ω／□以下、可視光損失率１０％以下の最終目標を達成。低損傷大面積電極の製造プロセス

を確立した。 

研究開発項目②大面積透明封止技術の開発 

・生産性まで考慮した大面積封止プロセスの検証実験を推進し、最終的な寿命試験を実施することで、

可視光損失率１０％以下、面内ばらつき３％以内、素子寿命５万時間以上（常温常圧で発光領域減

少が生じない見込み時間を考案した加速試験で換算）を達成。大面積透明封止膜の製造プロセス技

術を確立した。 

研究開発項目③大面積有機製膜技術の開発 

・Ｇ６サイズ（１５００ｍｍ×１８５０ｍｍ）基板において、プロセス条件が膜の諸特性に与える影

響の検証実験を行うことで、面内均一性±３％以下、発光効率９０％以上（小型ディスプレイ比）

の最終目標を達成した。 

研究開発項目④大型ディスプレイ製造に向けた検証 

・研究開発項目①～③で得られた結果を基として検証を行い、フルＨＤ４０型の有機ＥＬディスプレ

イの消費電力４０Ｗ以下、Ｇ６サイズ（１５００ｍｍ×１８５０ｍｍ）基板への適用可能性、生産

性について、いずれも最終目標を達成することを明らかにした。 
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《２》次世代照明等の実現に向けた窒化物半導体等基盤技術開発 ［平成１９年度～平

成２５年度］ 

［２４年度計画］ 

研究開発項目①次世代高効率・高品質照明の基盤技術開発（平成２１年度～平成２５年度） 

高効率・高品質かつ低コストの次世代照明を実現するための基盤技術開発を行い、次世代照明の早

期普及を図ることで、照明機器の省エネルギー化に資することを目的に、以下の研究開発を実施する。 

（１）ＬＥＤ照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発（平成２１年度～平成２５年度） 

Ｎａフラックス法とＨＶＰＥ（Hydride Vapor Phase Epitaxy）改良法などの高品質ＧａＮ結晶成

長や高演色・高効率ＬＥＤを実現するエピタキシャル成長に関する研究開発、及び最終目標の２００

ｌｍ／Ｗに向けた高効率ＬＥＤデバイスの試作評価・検証を行う。ＬＥＤデバイスの評価結果は結晶

成長やエピタキシャル成長の研究開発にフィードバックする。 

（２）有機ＥＬ照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発（平成２１年度～平成２５年度） 

高効率化に必要な青色燐光材料及び高効率光取り出し技術の開発を継続する。最終目標の１３０ｌ

ｍ／Ｗに向けた有機ＥＬパネルの試作評価・検証を行い、評価結果を材料開発及び光取り出し技術開

発にフィードバックする。 

（３）戦略的国際標準化推進事業（平成２２年度～平成２５年度） 

ＬＥＤ照明に関する標準化についてはＬＥＤ照明の性能試験評価方法に関する研究開発を継続する

と同時に現在、世界主要国が参加して実施しているＬＥＤ照明の標準化に密接に連携するＩＥＡ Ｓ

ＳＬ ＡｎｎｅｘでのＬＥＤ照明のラウンドロビン実証試験に参加して、実地で日本のＬＥＤ照明の

試験を実施する。 

有機ＥＬ照明に関する標準化については国際照明委員会にて、有機ＥＬ照明ガイドラインに添った

日本発の測光規格提案が計画されており、本提案支援として必要とされる光源／器具測光方法・測色

方法の追加検証評価、及び研究基礎データの追加蓄積を図る。 

別途、中間評価結果により追加した次世代照明の人体に与える影響について調査する実証実験に着

手する。 

研究開発項目②ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－窒化物系化合物半導体基板・エピタキシャル

成長技術の開発（平成１９年度～平成２４年度） 

従来の半導体材料では実現できない領域で動作可能なハイパワー・超高効率な電力素子などの作成

に必要な窒化物半導体結晶成長技術の確立を目指すことにより、我が国のエネルギー消費量削減に貢

献し、地球環境の温暖化抑制につなげることを目的に、国立大学法人福井大学 工学部 教授 葛原 

正明氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

（３）窒化物半導体単結晶基板上電子デバイスの評価 

有極性ＧａＮ基板と無極性ＧａＮ基板それぞれをトランジスタとして評価した際の差違、およびこの

利害得失を明確化する。また、ＧａＮ基板を用いて、耐圧＞１，２００Ｖ級の縦型および横型トランジ

スタを試作・評価し、ＳｉやＳｉＣ基板等との比較においてＧａＮが有利または不利な点を明確化する。 

［２４年度業務実績］ 

研究開発項目①次世代高効率・高品質照明の基盤技術開発（平成２１年度～平成２５年度） 

（１）ＬＥＤ照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発（平成２１年度～平成２５年度） 

高品質ＧａＮ基板の結晶成長をＮａフラックス法とＨＶＰＥ改良法で行い、４インチＧａＮ基板の

作製を実現した。このＧａＮ基板を活用したＬＥＤデバイスの試作評価・検証の結果、最終目標の２

００ｌｍ／Ｗに近づく１７２ｌｍ／Ｗを達成した。本成果により、最終目標達成と実現上の課題が明

確となった。 

（２）有機ＥＬ照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発（平成２１年度～平成２５年度） 

高効率青色燐光材料及び高効率光取り出し技術を開発し、有機ＥＬパネルの試作評価・検証を行い、

最終目標１３０ｌｍ／Ｗに迫る１１０ｌｍ／Ｗを達成した。本試作・検証により最終目標達成の目処

及び課題が明確となった。 

（３）戦略的国際標準化推進事業（平成２２年度～平成２５年度） 

ＬＥＤ照明に関する標準化についてはＬＥＤ照明の測光等の性能試験評価方法に関する研究開発を

行い、測光に関しては、ＪＩＳで定める基準の評価が可能な評価装置および評価方法を実現した。 

有機ＥＬ照明に関する標準化については国際照明委員会内に発足した日本議長の光束維持率測定方

式等（寿命測定方式等）を検証・規格化する技術委員会にて本研究に基づく光束維持率の基礎測定デ

ータ及び測定方式の課題を発表した。 

別途、中間評価結果により追加した次世代照明の人体に与える影響について調査する実証実験につ

いては次世代照明の付加価値性調査に切り替えて着手した。 

研究開発項目②ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－窒化物系化合物半導体基板・エピタキシャル

成長技術の開発（平成１９年度～平成２４年度） 

（３）窒化物半導体単結晶基板上電子デバイスの評価 

高耐圧ＧａＮデバイスの試作・検証を行い、１，２００Ｖ級の高耐圧性の確認を行い、窒化物半導
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体をパワーデバイスとして活用した場合の優れた耐圧特性について確認した。 

 

②新製造技術［後掲：＜６＞新製造技術分野 ① 新製造技術 参照］ 

③ロボット技術［後掲：＜６＞新製造技術分野 ② ロボット技術 参照］ 

④宇宙産業高度化基盤技術 

［中期計画］ 

 宇宙開発は研究開発中心から利用・産業化の時代に移行しつつあるが、当該分野における中国やインドの急速な台頭

もあり、国際競争は一層激化している。 

 第２期中期目標期間においては、国内産業全般への幅広い波及効果を狙い、宇宙の産業利用促進のための基盤技術

（リモートセンシング技術等）、及び、宇宙機器産業の国際競争力強化のための基盤技術（小型化・即応化・軽量化・

高機能化・低コスト化・短納期化技術、民生部品の宇宙転用技術、ロケット設計合理化技術、高信頼性化技術等）の開

発を行う。例えば民生部品の宇宙転用技術については、第２期中期目標期間中に、宇宙実証衛星への適用数を３０種以

上とすること等を目標とする。 
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＜３＞環境分野 

［中期計画］ 

 平成１７年２月の京都議定書の発効を受け、温室効果ガスの排出抑制の一環として地球温暖化係数の低いフロン代替

物質の工業的合成技術開発、ノンフロン化の技術開発を実施してきた。これらの技術開発及び成果普及を通じて、地球

温暖化対策推進大綱での目標である９５年比で＋２％以下の削減目標を達成できることが明らかとなり、更に京都議定

書目標達成計画では＋０．１％以下という厳しい目標を掲げられた。 

また、３Ｒ分野では、循環型経済社会システムの構築に向け、着実な改善が見られる等対策の効果が現れてきている。 

第２期中期目標期間中においては、環境保全を図りつつ資源・エネルギーの効率的利用を促進する持続可能な社会構築

を実現するとともに、健康の維持や生活環境の保全を図り将来にわたって生活基盤と産業基盤を両立させていくことを

目指して、温暖化対策技術、３Ｒ関連技術、輸送系低環境負荷技術等の課題に重点的に取り組むため、以下の研究開発

等を推進する。 

①フロン対策技術 

［中期計画］ 

 代替フロンについては、より厳しい排出削減目標値を設定されており、温室効果の低い物質の開発とともに、その普

及や代替フロン等３ガスの排出抑制設備の導入・実用化支援事業等、京都議定書第１約束期間の目標達成に直接貢献す

ることが求められている。 

第２期中期目標期間では９５年比で代替フロン等３ガスを＋０．１％以下にするという目標達成に貢献するべく、温

室効果の低いフロン代替物質の合成技術の開発成果等の一層の普及に力を注ぐとともに、冷凍空調分野、断熱材分野で

のノンフロン化の技術開発を促進し、京都議定書第１約束期間のみならずポスト京都議定書を見据えたフロン排出削減

技術開発事業を展開する。更に、我が国が開発した効率の良い温室効果ガス排出削減技術の海外移転を促進し、我が国

が地球規模での地球温暖化対策防止に貢献できるようリーダーシップを発揮することを目指す。 

 

《１》革新的ノンフロン系断熱材技術開発プロジェクト ［平成１９年度～平成２４年

度］ 

［２４年度計画］ 

 高分子素材の発泡等による断熱材分野において、平成２４年度までに、現状のフロン系硬質ウレタンフォームと同等

以上（熱伝導率λ≦０．０２４Ｗ／（ｍ・Ｋ）を目安）の断熱性能を有し、かつ、実用化、市場化に際して経済性を考

慮した上で、従来技術と比較して優位性のある性能・特徴を有する革新的なノンフロン系断熱技術を確立するための技

術課題を解決することを目的に、京都大学大学院工学研究科教授 大嶋 正裕氏をプロジェクトリーダー、ウレタンフ

ォーム工業会専務理事 横山 茂氏をサブプロジェクトリーダーとし、以下の革新的断熱技術開発を実施する。 

研究開発項目③発泡ポリマー＝シリカナノコンポジット断熱材及び連続製造プロセスの開発 

ポリマーの発泡セル内部を断熱性の高い低密度シリカで充填した構造を持つ発泡ポリマー＝シリカ

ナノコンポジット断熱材の開発、及びその連続製造プロセスの改良、最適化を検討する。具体的には、

連続製造装置で発泡ポリマーの成型を行うためのダイ（金具）の形状選定、連続製造装置に対して、

ＣＯ２添加量、シリカ添加量、温度、圧力をパラメータとした試験を実施し、発泡状態、熱伝導率の

最適化を図る。 

［２４年度業務実績］ 

 京都大学大学院工学研究科教授 大嶋 正裕氏をプロジェクトリーダー、ウレタンフォーム工業会専務理事 横山 

茂氏をサブプロジェクトリーダーとし、以下の革新的断熱技術の開発を実施した。 

 研究開発項目③発泡ポリマー＝シリカナノコンポジット断熱材及び連続製造プロセスの開発 

ポリマーの発泡セル内部を断熱性の高い低密度シリカで充填した構造を持つ発泡ポリマー＝シリカ

ナノコンポジット断熱材の開発、及びその連続製造プロセスの改良、最適化を検討した。原料の組成、

供給法の変更、押出機内部の温度、圧力の最適条件、スクリュー、ダイの形状選定などの検討により、

吐出の安定化、発泡倍率の向上などを達成し、熱伝導率０．０２８Ｗ／（ｍＫ）程度の試料を安定に

連続製造するプロセスを確立した。また、長期安定性試験において、性能、形状の安定性を確認した。 

２４年度実績（論文１件、発表・講演１件） 

 

《２》高効率ノンフロン型空調機器技術の開発 ［平成２３年度～平成２７年度］ 

［２４年度計画］ 

従来のフロン冷媒使用機器と同等以上の省エネルギー性と（オゾン層の破壊及び温室効果等の環境影響が少ない）低

温室効果冷媒の使用を両立する業務用空調機器技術を実現するために、機器システム及び冷媒の両面からの革新的技術

を開発することを目的に、東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 飛原 英治氏をプロジェクトリーダーに、日本
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冷凍空調工業会環境企画委員長 藤本 悟氏をサブプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

なお、国内外の規制動向、技術開発動向等について情報収集し、実施者との共有を図るとともに、事業運営に適切に

反映する。 

研究開発項目①低温室効果の冷媒で高効率を達成する主要機器の開発 

業務用ＰＡＣ（パッケージエアコン）及びビル用マルチエアコンを対象に、低温室効果冷媒を適用

するための主要な要素部品（熱交換器、圧縮機等）の材料、形状、特性等に係る仕様検討、設計を実

施するとともに、試作、性能評価を行う。また、それらを組み込んだシステム全体での性能を評価す

る。 

研究開発項目②高効率かつ低温室効果の新冷媒の開発 

新低温室効果冷媒の分子設計・合成試作を行うとともに、得られた新冷媒の基本特性評価、環境影

響評価、安全性及び熱力学特性評価等を行うことにより、冷媒選定を実施する。 

研究開発項目③冷媒の性能、安全性評価 

微燃性物質を低温室効果冷媒として使用する際の安全性評価のため、エアコン性能評価法の確立、

冷媒の燃焼・爆発性評価及び事故シナリオに基づく安全性評価等を行い、冷媒の適切な使用法及びリ

スク評価等を検討・実施する。 

［２４年度業務実績］ 

東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 飛原 英治氏をプロジェクトリーダーに、日本冷凍空調工業会環境企画

委員長 藤本 悟氏をサブプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①低温室効果の冷媒で高効率を達成する主要機器の開発 

業務用ＰＡＣ（パッケージエアコン）及びビル用マルチエアコンを対象に、低温室効果冷媒を適用

するための主要な要素部品（熱交換器、圧縮機等）の材料、形状、特性等に係る仕様検討、設計を実

施するとともに、試作、性能評価を行った。また、それらを組み込んだシステム全体での性能評価を

実施した。 

研究開発項目②高効率かつ低温室効果の新冷媒の開発 

新低温室効果冷媒の分子設計・合成試作を行うとともに、得られた新冷媒の基本特性評価、環境影

響評価、安全性及び熱力学特性評価等を行い、冷媒選定に必要なデータを取得した。 

研究開発項目③冷媒の性能、安全性評価 

微燃性物質を低温室効果冷媒として使用する際の安全性評価のため、エアコン性能評価法の確立、

冷媒の燃焼・爆発性評価（燃焼限界、熱分解特性、消炎距離、最小着火エネルギー等）及び事故シナ

リオ（室内への冷媒リーク時、サービス・据え付け時等）に基づく安全性評価等を行い、産業界と情

報を共有しながら、冷媒の適切な使用法及びリスク評価等を検討・実施した。 

 

②３Ｒ関連技術 

［中期計画］ 

３Ｒ関連技術分野においては、主に最終処分量削減技術、有用資源回収利用技術等の開発に取り組むことにより、資

源生産性の向上等の政策目標の達成が求められているところである。 

第２期中期目標期間においては、従来の最終処分量削減、有用資源回収利用の下流工程を中心とした対策に加え、国

際的な技術普及という観点も踏まえ、枯渇性資源及び地球温暖化・省エネに関する上流工程での対策や、資源・エネル

ギーの有効利用、環境リスクの低減等を考慮した流域圏水再生循環システムの実現に必要な対策等に向けた技術課題の

整理及び必要に応じた技術開発等の取組を行う。 

 

《１》省水型・環境調和型水循環プロジェクト ［平成２１年度～平成２５年度］ 

［２４年度計画］ 

 我が国が強みを持つ膜技術を始めとする水処理技術を強化するとともに、こうした技術を活用した省水型・環境調和

型の水循環システムを構築して、国内外での普及支援等を推進し、更には省水型・環境調和型の水資源管理技術を国内

外に普及させることで、水資源管理における省エネ、産業競争力の強化に資することを目的とし、東洋大学常勤理事 

松尾 友矩氏をプロジェクトリーダーとして、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①革新的膜分離技術の開発 

・ＲＯ膜の開発 

平成２３年度に試作したモジュールをもとに、耐薬品性や長期運転等の実証運転試験を安定的に維

持・管理し、検証を行う。 

・ＮＦ膜の開発 

有機・無機ハイブリッド極超低圧ＮＦ膜を用いて、平成２３年度に導入した動的光撹乱法粒度分布

測定装置及び平成２１年度に導入した汎用電子顕微鏡を用いて既存ＮＦ膜と比較してどのようなナノ

粒子が高透水性に寄与しているかメカニズム解明を行う。また、有機・無機ハイブリッド極超低圧Ｎ

Ｆ膜のスパイラルエレメント化の為、実生産機での量産化技術の開発を行う。 

・分離膜の細孔計測技術の開発及び標準化に向けた性能評価手法の開発 
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ＮＦ膜の低速陽電子消滅寿命測定を行うことにより、測定と解析の手順を整理し、陽電子消滅法に

よるＮＦ膜中の細孔測定に適用可能な校正技術基準を作成する。 

膜素材や分離性能の異なる各種の膜を用いて、膜性能を測定し、陽電子消滅法で測定された細孔径

との相関を求めるとともに、評価手法の指針を作成する。 

研究開発項目②省エネ型膜分離活性汚泥法（ＭＢＲ）技術の開発 

・担体添加型ＭＢＲシステムの開発 

パイロット試験装置を用いた、開発膜及び開発装置の実証実験を継続し、膜ろ過フラックスの向上、

膜洗浄及び生物処理散気量の削減効果を検証する。更に、これらフラックス向上と散気量の削減によ

る省エネ化の他、反応槽構造最適化や高効率化に関する検討をＣＦＤ等を用いて行い、システム全体

の省エネ化の評価を実施する。 

・省エネ型ＭＢＲ技術の開発 

１５０ｍ３／ｄ×４系列の下水向けパイロット試験装置を４００ｍ３／ｄ、１５０ｍ３／ｄ×各１系

列の実証試験装置に改造し、実販売サイズの膜ユニットを用いた実証試験を実施する。この実証試験

において、運転フラックスの向上、膜洗浄空気量の削減、付帯機器の省略・効率化などの個別省エネ

技術の組合せによって、ＭＢＲシステム全体の消費エネルギー削減効果の実証確認を行う。 

研究開発項目③有用金属・有害物質の分離・回収技術の開発 

・抽出 

－プラント実証（工場試験）を行い２６年度以降の適応・普及の範囲を検討する。 

－大型装置におけるヘッド構造の更なる高度化、多段式装置の更なる省エネ化とダウンサイズ、ニッ

ケル回収の前処理として行う亜鉛などの不純物除去へのエマルションフロー法の適用についての基

礎試験、多段式装置の電子制御化、ニッケル回収装置と不純物除去装置の結合試験などを実施する。 

－ニッケルの溶媒抽出に及ぼす有機酸等の共存イオンの影響を定量化する。 

・沈殿 

委託事業で確立した処理法を、工場の排水処理系で実際に実証し、その課題を抽出する。 

・吸着法 

委託事業で開発した吸着剤を実排水にて実証試験する。 

ほう素吸着剤についてはハンドリング性向上のため、吸着剤の母剤であるＰＡＡの分子量や用いる

架橋剤を変えることにより、従来剤と同程度に膨潤を抑えた剤へ改良を行う。 

研究開発項目④高効率難分解性物質分解技術の開発 

・難分解性化学物質分解 

生物処理試験を継続し、詳細データの取得、最適運転条件の検討を行い、「生物処理＋促進酸化処

理」によるジオキサンの処理システムを確立する。 

・新機能生物利用 

低水温対応型アナモックスシステムの実排水での実証試験を実施する。 

［２４年度業務実績］ 

 我が国が強みを持つ膜技術を始めとする水処理技術を強化するとともに、こうした技術を活用した省水型・環境調和

型の水循環システムを構築して、国内外での普及支援等を推進し、更には省水型・環境調和型の水資源管理技術を国内

外に普及させることで、水資源管理における省エネ、産業競争力の強化に資することを目的とし、東洋大学常勤理事 

松尾 友矩氏をプロジェクトリーダーとして、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目① 水循環要素技術研究開発  

１）革新的膜分離技術の開発 

・ＲＯ膜の開発 

従来膜の数倍の耐薬品性能を持つ高透水性ＲＯ膜を開発した。本膜は常時塩素添加による連続運転

を可能とし、前処理工程簡略化で、最終目標のＲＯ膜処理プロセス全体で５０％以上省エネの目途を

得た。また、５０ｃｍ幅エレメントの作成技術も確立した。（特許１４件） 

・ＮＦ膜の開発 

架橋密度・スキン層形態制御等で極超低圧ＮＦ膜モジュールを開発し、最終目標である既存ＮＦ膜

対比５０％以上の省エネ効果を達成した。（特許４件） 

・分離膜の細孔計測技術の開発及び標準化に向けた性能評価手法の開発 

高分子系複合膜の分離機能層の０．５ｎｍから１０ｎｍの細孔評価のための低速陽電子消滅法の校

正技術基準を確立し、マニュアル化した。市販高分子系複合膜の細孔サイズ及び溶質分離性能には相

関があることを明らかにし、陽電子消滅法による細孔構造が分離特性を制御していることを世界で始

めて実験的に示した。（特許０件） 

研究開発項目② 省エネ型膜分離活性汚泥法（ＭＢＲ）技術の開発 

・担体添加型ＭＢＲシステムの開発 

パイロットスケール実験装置（処理規模３０ｍ３／日）を用いた実証実験を実施し、最終目標であ

るシステム全体で３０％以上の省エネ化を確認した。（特許１２件） 

・省エネ型ＭＢＲ技術の開発 

下水処理場に設置したパイロット試験装置の改造（大規模化）を行い処理量４００ｍ３／日での実

証実験を開始した。新膜ユニット、膜洗浄空気量制御、付帯装置の省略・効率化による、省エネ有効

性を確認した。 
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研究開発項目③有用金属・有害物質の分離・回収技術の開発 

・抽出 

ニッケル回収装置のスケールアップ基礎試験、不純物除去装置の改良、２５年度より本格実施する

実証プラントの予備試験を実施した。 

・沈殿 

硫化ニッケル汚泥からのニッケル回収実証試験に向け、中規模電解析出実験、空気酸化実験、溶媒

抽出による不純物亜鉛の除去実験を実施した。また、実証用リパルプ洗浄設備を開発し、実証場所に

設置した。 

・吸着 

２３年度までに開発したほう素吸着剤、ふっ素吸着剤を用いて実証試験を実施するため公募により

実施企業を決定した。ほう素吸着剤については実証に向け膨潤を押さえる剤改良実施中。ふっ素吸着

剤については、実証試験に向けプラントの予備実験を実施した。 

研究開発項目④高効率難分解性物質分解技術の開発 

・難分解性化学物質分解 

生物処理＋ＡＯＰによる実証試験実施中。実証時に発生した不具合を解析し、低温、高ＢＯＤ対策

を検討した。また、省エネルギー化、低コストに向けた運転指標の検討実施した。 

・新機能生物利用 

実排水による実証試験に向け実証試験装置の改良実施。低温型アナモックス菌の集積培養を実施し

た。アンモニア排水へのメタノール混入影響を評価した。 

 

《２》使用済モーターからの高性能レアアース磁石リサイクル技術開発 ［平成２４年

度］ 

［２４年度計画］ 

１）各種モーターからの効率的なレアアース磁石リサイクル実現のための技術開発を行う。 

２）使用済みレアアース磁石のリサイクルシステムの検証・評価を行い、持続可能な条件を把握し、我が国のレアアー

ス磁石リサイクルシステム構築に向けた基盤を確立する。 

［２４年度業務実績］ 

・公募により実施体制を決定し、ハイブリッド自動車の駆動用モーターに使用されるレアアース磁石の回収技術や、回

収済みの磁石からの新しいレアアース抽出技術の基盤を開発するとともに、使用済み製品の回収等を含めたリサイク

ルシステム全体について、コストや環境影響等の評価を行った。 

・また、実用化可能性の向上と磁石の回収量の拡大に向けて、実施期間を３年間に延長することとした。 

 

③化学物質のリスク評価・管理技術 

［中期計画］ 

人の健康や生態系に有害な化学物質のリスクを最小化するため、化学物質のリスクの総合的な評価を行いつつ、リス

クを評価・管理できる技術体系を構築する。 

近年、シックハウス症候、化学物質過敏症が大きな社会問題となってきた。今後は化学物質の製造、利用、廃棄段階な

どのライフサイクルにわたる適切な管理が潮流となってきている。一方、海外では欧州のＲＥＡＣＨ（化学物質の登録、

評価、認可及び制限に関する規則）、ＲｏＨＳ（電気電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限に関する指令）規制

の導入を始め、中国等においても同じような化学品規制が始まろうとしている。また、国内の産業では、アスベスト飛

散による健康被害が報告されている。このように、従来にはない新たな化学品を巡る課題が明らかになってきた。 

今後、化学物質の管理に関する国内外の規制は、ハザードベースの規制から、企業の自主管理促進・リスクベースの

管理に移行すると見込まれる。また、ＥＵでは２０１２年から化粧品開発での動物実験が禁止になる等、動物愛護の傾

向がますます高まっている。 

このため、第２期中期目標期間中においては、企業の自主管理促進と化学物質開発の効率化を促進するため、化学物

質の安全性を低コストで簡易かつ迅速に評価できる新しい手法の開発を行う。具体的には、構造活性相関手法に関する

５００物質以上の化学物質の既知の反復投与毒性データ等のデータベースの構築と有害性を予測するシステムの開発等

を行う。その際、ＯＥＣＤ試験ガイドライン等の国際標準化を目指した技術開発を行う。また、化学物質のライフサイ

クルにわたるリスク等を評価する手法の開発、アスベストの簡易計測・無害化処理技術等の開発、実用化を進める。具

体的には、５つの用途群（洗浄剤、プラスチック添加剤、溶剤・溶媒、金属類及び家庭用製品）を対象としたリスクト

レードオフ評価書の作成、アスベストに関する処理量５ｔ／日以上の無害化処理、再資源化技術開発等を行う。更に、

有害化学物質を原料やプロセス中の中間体として使用しない等の代替技術、新規化学プロセス等を活用した環境負荷低

減技術等を開発する。 
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《１》グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発 ［平成２１年度～平

成２７年度］ 

［２４年度計画］ 

国際的な技術開発動向、市場動向等を踏まえた技術開発ロードマップに基づき、以下の研究開発を実施する。なお、

ロードマップ等の活用により、開発内容の国際的な位置付け、意義等について実施者と共有を図るとともに、事業運営

に適切に反映する。 

研究開発項目③資源生産性を向上できる革新的プロセス及び化学品の開発 

（１）触媒を用いる革新的ナフサ分解プロセス基盤技術開発（平成２１年度～平成２５年度） 

エネルギー多消費であった石油化学プラントの大幅な省資源化、省エネルギー化を可能にする接触

分解技術の確立を目的に、東京工業大学資源化学研究所教授辰巳敬氏をプロジェクトリーダーとし、

以下の研究開発を実施する。 

「酸点密度・酸強度最適化」「長時間活性評価」「大量合成」「新合成法」「修飾元素種・前処理法」

「第二、第三成分検討」「脱Ａｌ抑制」「成形・洗浄工程における条件」「セミベンチスケールにて反

応・再生評価」「バインダーレス成形」を行う。セミベンチスケール装置にて反応評価を実施し、ス

ケールアップに伴う影響を検証し、反応モデルベースの収率シミュレーターのアップデートを行う。 

（２）規則性ナノ多孔体精密分離膜部材基盤技術の開発（平成２１年度～平成２５年度） 

化学・石油関連産業においてエネルギー多消費である蒸留プロセスの大規模な省エネルギー化を達

成するための膜分離技術の開発を目的に、早稲田大学理工学術院教授松方正彦氏をプロジェクトリー

ダーとし、以下の研究開発を実施する。 

「分離膜製造基盤技術及び分離膜評価技術の開発」について、結晶成長過程の解明を行い、膜合成

に対する合理的指針を得る。脱水膜については、１ｍの長尺膜において水透過度と分離係数の最適化

の検討を行う。膜の構造解析技術について透過挙動の解析を検討する。また多チャンネル型支持体の

製膜技術検討を行う。更に、膜の性能向上を加速化し、製膜機構及び実膜での透過現象の解析を行う。

「分離膜用セラミックス多孔質基材の開発」については、基材の高性能化及び機械特性と多チャンネ

ル型支持体の改良を行う。「モジュール化技術の開発」については、モジュール構造設計及び高効率

化の検討を行う。「試作材の実環境評価技術の開発」については、実環境試験を開始する。更に、Ｈ

ｙｂｒｉｄなプロセスシステムを検討し、省エネルギーの期待値を精度を上げて明らかにする。 

（３）副生ガス高効率分離・精製プロセス基盤技術開発（平成２１年度～平成２５年度） 

各種化学プロセス等から発生するＣＯ２等の副生ガスを高効率・低エネルギーで分離回収し、回収

ガスから有用な化学品の合成をすることを目的に、京都大学大学院理学研究科北川宏氏をプロジェク

トリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

従来の最終目標に加え、分離材としてＰＳＡへの適用に即した吸着性能の達成に向け開発する。

「選択的吸着のメカニズム解明」「高性能化及び低コスト化」「実用化に必要な性能、コスト等算定」

「ＰＣＰ複合触媒の新たな調製法」「複合触媒メカニズム解明」「ＣＯ２からの含酸素化合物生産プロ

セス」の検討を行う。 

（４）微生物触媒による創電型廃水処理基盤技術開発（平成２４年度～平成２７年度） 

廃水中の有機物を微生物が分解する際に生ずる電気エネルギーを効率よく取り出し、廃水処理シス

テム自体の運転に活用し、併せて汚泥の大幅削減を図るための微生物燃料電池の実用化に必要な基盤

技術を開発する。公募により委託者を選定し、実施する。 

研究開発項目④化学品原料の転換・多様化を可能とする革新グリーン技術の開発 

（１）気体原料の化学品原料化プロセスの開発（平成２２年度～平成２５年度） 

水素と空気から過酸化水素を直接製造するプロセスの開発では、「プロセス評価」「ベンチプラント

設計」「小型の触媒懸濁流通型反応器試作」「Ｐｄ－Ａｕ／ＴｉＯ２系触媒開発」を行う。天然ガス等

から基幹化学品を製造するプロセスの開発では、「触媒の改良」「工業的製造法・耐久性検討」「クラ

ッキング触媒開発」「分離材改良・成型法検討」を行う。ヘキサメチレンジイソシアネート（ＨＤ

Ｉ）を製造する新規プロセス開発では、「反応経路の最適化によりＨＤＩ収率９８％以上、消費エネ

ルギー２０％低減、比例製造コスト１５％低減を目指す」「製品スペックを確立」を行う。 

（２）植物由来原料からの化合物・部材製造プロセスの開発（平成２２年度～平成２５年度） 

セルロースナノファイバー（ＣＮＦ）強化による高機能化部材の研究開発では、ＣＮＦの精密化学

修飾技術、ＣＮＦ強化プラスチックの特性の更なる向上及び製造プロセスの改良を行う。 

木質バイオマスからのフルフラール製造では、フルフラール収率の更なる向上を図る。フルフラー

ルからテトラヒドロフランＴＨＦ等の化学品への製造プロセスについては、工業触媒とプロセスに関

する詳細なデータ取得及びプロセス設計を行う。 

非可食原料からのバイオポリエステル製造では、非可食植物油精製副産物から、目的の分子量を有

するバイオポリエステルの生産技術、繊維の強度向上・連続溶融紡糸技術の検討、分岐状ポリエステ

ルの生産条件の最適化及び実用部材化に向けた成形加工技術の検討を行う。 

非可食性植物由来原料からのナイロン樹脂原料の製造技術では、糸状菌による油脂発酵生産性向上、

水酸化脂肪酸生産酵素触媒の高機能化、膜利用バイオプロセスを利用した油脂発酵生産の収率向上、
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水酸化脂肪酸からのジカルボン酸の化学変換プロセスの収率向上及びナイロン樹脂の試作、物性評価

を行う。 

グリセロールからの基幹化合物製造では、廃グリセロールを原料とし、モノオール、ジオールを中

心とする基幹原料を合成する触媒技術の更なる改良、ポリエステル高分子材料の性能評価及びプロセ

スの経済性評価を行う。 

高性能ポリ乳酸の製造プロセスでは、Ｌ－乳酸の精製プロセス最適化、Ｄ－乳酸の発酵菌探索、ス

テレオブロック型ポリマーの重合条件の検討・スケールアップ、及び高光学純度ポリ乳酸についての

重合技術・部材成形プロセスの検討を行う。 

木粉・樹皮からのリグニン樹脂の高効率製造プロセス開発では、リグニン利用率の更なる向上、及

びリグニン樹脂連続製造プロセスを検討する。乳酸類からのアクリレート系ポリマーの製造プロセス

では、乳酸類からピルビン酸類及びアクリレート系モノマーの収率向上及びアクリレート系ポリマー

の製造技術の開発を行う。 

［２４年度業務実績］ 

研究開発項目②廃棄物、副生成物を削減できる革新的プロセス及び化学品の開発 

（１）平成２３年度までに実用化にめどをつけた過酸化水素酸化技術については、より高難度の基質を

高反応率、高選択率で酸化する酸化触媒プロセスの開発と、これを用いた廃棄物、副生成物を大幅に

削減できる触媒反応プロセス及び化学品の実用化開発を開発成果創出促進制度により実施した。９月

下旬から委託先の公募を実施し、１１月より昭和電工株式会社内田博氏をテーマリーダーとして研究

開発を開始した。３か所以上のアリルエーテル構造を有する多官能性の基質について高反応率、高選

択性でエポキシ化する方法を確立するとともに、ベンチ試験での試作を実施し、工業的に展開できる

ことを確認した。また、得られたエポキシ樹脂を用いて２種の最終製品への実用化配合の検討を行い、

それぞれの目標を実現できる配合系を確立した。 

研究開発項目③資源生産性を向上できる革新的プロセス及び化学品の開発 

（１）触媒を用いる革新的ナフサ分解プロセス基盤技術開発［平成２１年度～平成２５年度］ 

候補触媒であるゼオライトの合成に関し、種々の有機構造規定剤（ＯＳＤＡ）やＯＳＤＡ－ｆｒｅ

ｅ状態での合成方法及びナノ粒子結晶の合成方法等を検討した。また触媒劣化の主原因であるコーク

析出及び脱Ａｌについて、触媒への第二・第三成分の種類・添加率、酸点密度や酸強度の最適化を検

討し、触媒性能と寿命の両立を図った。併せてコーク生成メカニズムや生成速度の解析を実施し、コ

ーク生成現象の解明を図るとともに、反応シミュレータの基礎データを取得した。 

更にセミベンチスケール装置を用いて反応と再生の繰り返しによる触媒性能を確認し、再生後の触

媒活性、再生サイクル、再生時間等の最終目標を達成するとともに、実ナフサを用いた反応状況等を

確認した。また触媒成形方法を検討し、粉状品における触媒性能の維持と触媒強度を有する成形方法

の最適化を図った。これらの基礎データを基に反応シミュレータの精度向上を検討するとともに、実

際の反応器及び加熱炉を想定したプロセスシミュレーションを実施した。 

なお、プロジェクトリーダーは平成２４年１２月６日付けで東京工業大学辰巳敬氏から北海道大学

増田隆夫氏に交代した。 

（２）規則性ナノ多孔体精密分離膜部材基盤技術の開発［平成２１年度～平成２５年度］ 

「分離膜製造基盤技術及び分離膜評価技術の開発」については、イソプロピルアルコール（ＩＰ

Ａ）及び酢酸脱水用ゼオライト膜について、最終目標値を超える事が出来た。またゼオライト膜の微

細構造解析については製膜法の違いによる膜構造の変化の観察を進め、結晶内と粒界の透過性を個別

に評価を進めた。 

「分離膜用セラミックス多孔質基材の開発」については、細孔径、気孔率を制御して、より高透過

の基材の開発と、熱・機械的特性の評価を行った。「モジュール化技術の開発」については、シミュ

レーション精度の向上により、内部構造の基礎設計について検討した。 

「試作材の実環境評価技術の開発」については、試験設備のフロー、機器の仕様を決定し、ＪＸ日

鉱日石エネルギー川崎製造所にて実環境下評価試験を行った。また、ＩＰＡ及び酢酸脱水プロセスの

最適化のため、膜透過シミュレーションの精度向上を検討した。 

（３）副生ガス高効率分離・精製プロセス基盤技術開発［平成２１年度～平成２５年度］ 

分離・精製材料の開発については、各企業で実用化を想定している混合ガス系に最適な性能を持つ

多孔性配位高分子（ＰＣＰ）を用いて、コスト計算精度及び形態付与技術を向上させ、最終目標達成

に向けて、耐久性評価試験を継続した。一部の委託先ではＰＣＰの量産化を視野に入れた製造技術開

発に着手した。ＰＣＰ複合触媒の開発については、水溶媒を用いたＰＣＰ複合触媒合成方法を確立し、

ＰＣＰ耐水性の影響因子を解明した。更に、ＣＯ２からの含酸素化合物については、収率向上の鍵と

なる要因を解明し、ラボレベルの電解反応で収率８０％以上（最終目標）を達成した。また、本年度

１２月の変更契約において、分離・精製材料の開発項目を追加・変更するとともに、ＰＣＰ複合触媒

開発の委託先１社が担当から外れた。 

（４）微生物触媒による創電型廃水処理基盤技術開発［平成２４年度～平成２７年度］ 

４月中旬から委託先の公募を実施し、７月より東京大学先端科学技術研究センター教授橋本和仁氏

をプロジェクトリーダーとして、研究開発を実施した。本年度は、研究開発に必要な装置を導入する

とともに、実証試験で用いる１ｍ３程度の微生物燃料電池（ＭＦＣ）装置の製作に向け、必要となる

要素技術（触媒、電極、制御技術、システム）の開発を行い、以下の主な研究開発成果を得た。①グ
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ラフェンベースで開発したカソード触媒の製法が、安価なグラファイトにも適用できることを見出し

た。②ＭＦＣ装置を迅速にスタートアップさせる手法を開発した。③実証試験で用いる工場廃水中の

主な有機成分がＭＦＣのよい基質となり、発電を伴う廃水処理が進むことを確認した。④装置の流路

を改良することで、処理性能・発電性能が向上することを見出した。 

研究開発項目④化学品原料の転換・多様化を可能とする革新グリーン技術の開発 

（１）気体原料の化学品原料化プロセスの開発［平成２２年度～平成２４年度］ 

（ア）水素と空気から過酸化水素を直接製造するプロセスの開発では、既存法とのコスト比較及び二酸

化炭素排出量の試算を実施し、優位性を確認するとともに、各種用途への適用の可能性を示したほか、

ナノコロイド触媒と同等以上の性能を持つ担持触媒の可能性も見出した。 

（イ）天然ガス等から基幹化学品を製造するプロセスの開発では、高い炭素析出耐性を有するメタン改

質用触媒の設計指針を確立した。また、反応と触媒を最適化して選択性の高いプロピレン製造プロセ

ス基盤技術を確立した。更に、プロピレン吸着選択性を維持できるＰＣＰ成形体の製造基盤技術を確

立した。 

（ウ）ヘキサメチレンジイソシアネート（ＨＤＩ）を製造する新規プロセス開発では、マイクロリアク

タを活用した素反応等の解析、ベンチ設備での最適化により、ＨＤＩ収率９８％以上、消費エネルギ

ー２０％低減、比例製造コスト１５％低減を達成した。また、製品評価ではポリイソシアネート化反

応挙動、塗膜性能ともに従来品と同等である事を確認した。 

（２）植物由来原料からの化合物・部材製造プロセスの開発［平成２２年度～平成２４年度］ 

非可食性植物由来原料であるセルロース、ヘミセルロース、リグニン、油脂、残渣、糖類等から植

物由来の構造の特徴をいかした製品・部材やポリエステル、ポリアミド等の含酸素系樹脂等の化合

物・部材を省エネルギー・高効率に製造する以下の開発を行った。 

（ア）セルロースナノファイバー（ＣＮＦ）強化による自動車用高機能化グリーン部材の研究開発では、

プラスチックを軽量・高強度・低熱膨張のＣＮＦにより補強し、高機能部材の開発を行うため、ＣＮ

Ｆの精密化学修飾技術、樹脂複合体発砲技術、コンパウンディング等、製造プロセスの確立、及び製

造されたＣＮＦ強化プラスチックの特性評価を行った。 

（イ）バイオマスからのフルフラール経由化学品製造プロセスの研究開発では、実バイオマス使用時の

製造条件の探索や触媒の改良により、効率的な製造技術の確立を行った。また、フルフラールからＴ

ＨＦ（テトラヒドロフラン）等の化学品へのプロセスについて、触媒の効率向上及び実バイオマス使

用時の製造プロセスの検討を行った。 

（ウ）非可食原料からのバイオポリエステル製造基盤技術の研究開発と実用材料化では、植物油精製副

産物やパルプから、微生物の物質変換機能を利用したバイオポリエステルの生産性向上技術の確立を

行った。実用部材化に向けて難燃化等コンパウンド、成形加工技術や高強度繊維化の開発を行った。 

（エ）非可食性植物由来原料からのグリーンポリマー製造基盤技術に関する研究（微生物機能を用いた

ポリマー原料製造基盤技術の研究開発）では、ナイロン樹脂原料を製造するための新規微生物技術、

分離膜を利用した革新バイオプロセス及び化学変換技術の開発を行った。高性能な油脂発酵菌・油脂

分泌生産菌の開発に成功した。また、膜利用バイオプロセスの油脂発酵条件の見直しにより生産性向

上に成功した。更に、発酵油脂から水酸化脂肪酸を合成する微生物変換技術を構築し、化学変換条件

の見直しにより、収率の向上に成功した。本検討にて得られた原料を用いてナイロン樹脂の試作も実

施した。 

（オ）グリセロールからの化学工業基幹化合物製造に関する研究開発では、廃グリセロールを原料とし、

モノオール、ジオールを中心とする基幹原料を合成するプロセス及びポリエステル高分子材料の開発

を行い、廃グリセロールからの基幹原料の選択率・寿命向上に成功した。また、工業プロセスの検討、

本検討にて得られた原料を用いたポリエステルの実用性評価を行った。 

（カ）高性能ポリ乳酸の研究開発・製造プロセス開発と実用化技術開発では、原料となるラクチドの非

可食化・コストダウンのため乳酸の収率向上、及び高光学純度ポリ乳酸の製造プロセスの確立、ステ

レオブロック型ポリマーの重合条件の確立を行った。 

（キ）バイオマスの化成品転換のための熱化学反応技術基盤の構築とそれに基づく脂肪族、芳香族ポリ

マー製造プロセスの開発では、熱化学変換技術を利用した木粉・樹皮からのリグニン樹脂の高効率製

造プロセスの開発を行った。抽出条件の検討により、リグニンの抽出率向上に成功した。また、アク

リレート系ポリマー製造プロセス検討については、マイクロリアクターを用いた乳酸類からのピルビ

ン酸類及びアクリレート系モノマーへの転換プロセスの反応条件を検討した結果、収率の向上に成功

した。更に、得られたモノマーを用いたアクリレート系ポリマーの試作を行った。 

 

《２》アスベスト含有廃棄物の無害化実証開発 ［平成２３年度～平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 実証試験により、処理効率の向上、安全・安定運転条件の検証等を進め、環境省の無害化認定申請に必要なデータを

取得し、また事業化シナリオの策定を行う。 

［２４年度業務実績］ 

 平成２３年度に設置した実証試験設備を用いて、平成２４年度はアスベスト含有廃棄物の無害化実証試験を実施し、
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平成２４年９月末にプロジェクトを終了した。 

 無害化実証試験において、飛散性又は非飛散性アスベストを含有する廃棄物（木質系、プラスチック系）と燃料とな

るアスベスト非含有木質系廃棄物及び融解剤を無害化炉に装入し、アスベストが無害化されたことを確認した。その際、

試験環境及び排ガス中のアスベスト濃度を測定し、環境規制値以下であることを確認するとともに、併せて、排ガス中

のダイオキシン濃度を測定し、塩素を含有していない廃棄物の処理であればダイオキシン濃度が規制値以下となること

を確認した。また、無害化炉で無害化された廃棄物（無害化物）に水蒸気を混合し、炭素分を水蒸気ガス化するガス化

試験を実施し、得られた生成ガス（Ｈ２：２５％、ＣＯ：６％）と軽油により発電が可能なことを確認した。 

 更に、アスベスト無害化物を用いて水熱合成による有用物への転換を検討し、リン除去剤やケイ酸カルシウム肥料に

活用できる Tobermorite１１Åに高収率で転換できることを確認した。移動式処理システムの検討では、国内移動可能

なコンテナサイズの適用の検討とともに、事業化の検討も実施した。環境省認定のための準備データはほぼ採取できた。 

 

④燃料電池・水素エネルギー利用技術【後掲】 

［中期計画］ 

 ［後掲：＜５＞エネルギー分野 ①燃料電池／水素エネルギー利用技術 参照］ 

【注】本項目は１．（２）新エネルギー・省エネルギー関連業務等、＜１＞燃料電池・水素エネルギー分野に記載。 

 

⑤民間航空機基盤技術 

［中期計画］ 

環境負荷低減、運航安全性向上等の要請に対応した民間航空機及びエンジンに関する基盤技術力の強化を図るため、

環境適応型の小型航空機を対象とした、操縦容易性の実現による運航安全性の向上等を可能とする技術の開発及び飛行

試験を含む実証や、エネルギー効率を向上させて直接運航費を現行機種よりも１５％向上し、かつ窒素酸化物排出量で

もＩＣＡＯ２００４規制値に対して５０％削減する等環境適合性に優れた小型航空機用エンジンの実用化に向けた技術

開発等を実施する。 

 

《１》環境適応型小型航空機用エンジン研究開発 ［平成１５年度～平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 エネルギー使用効率を大幅に向上し、かつ低コストで環境対策にも優れた次世代小型航空機用エンジンの実用化に向

け、最終目標であるエンジン仕様目標値達成の見通しを得るためのインテグレーション技術開発として民間企業等が実

施する実用化開発を支援する。 

研究開発項目①インテグレーション技術開発 

（１）エンジンシステム特性向上技術 

（ア）全体システムエンジン実証 

圧縮機要素研究状況を反映して、目標エンジンのインテグレーション設計を行うとともに、システ

ム評価を実施する。 

なお、目標エンジンのインテグレーション設計およびシステム評価に必要な、ダクトロスの低減や

冷却空気量最適化、制御技術、騒音低減技術の高度化等については、共同研究を活用する。 

（イ）関連要素実証 

第２期圧縮機をベースとした燃費重視仕様のための高圧力比化対応高圧圧縮機について、実機形態

の供試体により、実作動環境における要素試験を実施する。 

研究開発項目②市場・技術動向調査 

（１）市場動向調査 

引き続き、昨今の市場情勢の変化を考慮し、世界の小型エンジンに関する市場動向の調査を行う。 

［エンジン仕様目標］ 

（１）直接運航費用の削減（エンジン寄与分） 

現在運行されている同クラス小型航空機用エンジンと比較して、エンジン寄与分の直接運航費用を

１５％削減可能なエンジン仕様であること。 

（２）環境適応性の向上 

   ＩＣＡＯ規制値（２００６年適用）に対して、－２０ｄＢの低騒音化 

   ＩＣＡＯ規制値（２００４年適用）に対して、－５０％の低ＮＯｘ化 

     注）ＩＣＡＯ：国際民間航空機関 

［２４年度業務実績］ 

 エネルギー使用効率を大幅に向上し、かつ低コストで環境対策にも優れた次世代小型航空機用エンジンの実用化に向

け、民間企業等が実施する以下の技術開発を支援する。平成２４年度はインテグレーション技術開発として、以下を実

施した。 

研究開発項目①インテグレーション技術開発 
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（１）エンジンシステム特性向上技術 

（ア）全体システムエンジン実証 

圧縮機要素研究状況を反映して、目標エンジンのインテグレーション設計を行うとともに、システ

ム評価を実施した。 

なお、目標エンジンのインテグレーション設計およびシステム評価に必要な、ダクトロスの低減や

冷却空気量最適化、制御技術、騒音低減技術の高度化等については、共同研究を活用した。 

（イ）関連要素実証 

第２期圧縮機をベースとした燃費重視仕様のための高圧力比化対応高圧圧縮機について、実機形態

の供試体により、実作動環境における要素試験を実施した。 

本年度は、実施方針に基づく上述の研究開発を進め、全ての目標を達成した。（２４年度終了） 
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＜４＞ナノテクノロジー・材料分野 

［中期計画］ 

我が国の材料技術は、過去数十年にわたる多くの研究者、研究機関のたゆまぬ取組と研究成果の蓄積により、基礎研

究から応用研究、素材、部材の実用化に至るまで全ての段階において世界のトップレベルを堅持しており、我が国製造

業の国際競争力の源泉となっている。 

ナノテクノロジー（物質の構造をナノレベルで制御することにより、機能・特性の向上や新機能の発現を図る材料技

術等）についても、１９８０年代に世界に先駆けて技術の斬新性と重要性を認識して研究に着手したこともあって、現

時点において世界トップレベルにある。特に、カーボンナノチューブや酸化チタン光触媒などに代表されるナノ材料の

研究が全体を牽引していることが我が国のナノテクノロジーの特徴の１つであり、いわば材料技術の強みがナノテクノ

ロジーの強みの源泉となっている 

また、材料技術においては、ナノメートル（１０－９ｍ）の領域にまで踏み込んだ組織制御・合成技術と、高分解能

電子顕微鏡などの高精度分析・計測・解析技術を両輪として、更に進化し続けている。 

このように、我が国のナノテクノロジーや材料技術は、研究開発の成果を製品に仕上げるものづくり技術によって支え

られており、ナノテクノロジーと材料技術の融合やものづくり技術との相互連関こそが、我が国の科学技術の強み、あ

るいは技術の特徴となっている。 

一方、２０００年以降、欧米ではナノテクノロジーの研究開発を国家戦略として政策的に推進してきており、情報通

信、環境、ライフサイエンス等の分野においてナノテクノロジーと融合した研究開発が進展している。また、中国、韓

国を始めとしたアジア諸国もこれに追随しており、ナノテクノロジー・材料分野における科学技術力が急速に向上して

いる。これらアジア諸国はいずれも、当該分野で科学技術の国際競争力を確保しようとしている。 

このような背景の下、広範な科学技術の飛躍的な発展の基盤となる技術を確立するため、川上、川下の連携、異分野

異業種の連携による技術の融合を図りつつ、ナノテクノロジー、革新的部材創製技術等の課題について重点的に取り組

むこととし、以下のような研究開発を推進するものとする。 

①ナノテクノロジー 

［中期計画］ 

２１世紀の革新的技術として、情報通信、環境、バイオテクノロジー、エネルギー等の広範な分野の基盤技術である

材料技術を根幹から変貌させることが期待されるナノテクノロジーの基盤技術を構築し、川上・川下の連携による早期

の実用化を図る。さらに、ナノテクノロジーは広範な産業分野にまたがる基盤技術であることから、縦方向の連携だけ

でなく、ナノバイオ・ナノＩＴ・環境ナノ等の、複数の技術領域の組合せや横への広がりを持った異分野・異業種の連

携による技術の融合を図り、新たな産業分野の創出・イノベーション等を実現する。具体的には、第２期中期目標期間

中に異分野・異業種の連携による研究テーマを１０件程度実施し、ナノテク関連テーマの早期の実用化等の促進に努め

る。具体的研究テーマでは、第２期中期目標期間中に、ナノカーボン１０ｗｔ％添加複合ポリエチレンで弾性率２０％

向上（ポリエチレン比）、摩耗量低減１０％（ポリエチレン比）を実現し材料の高度化を図るとともに医工連携により

高耐久性人工関節部材への適用等を目指す開発等を行う。 

 

《１》低炭素社会を実現する革新的カーボンナノチューブ複合材料開発プロジェクト 

［平成２２年度～平成２６年度、中間評価：平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 本プロジェクトは、国内技術が海外と比べて優位性をもっていながら、実用化に至っていない単層カーボンナノチュ

ーブ（ＣＮＴ）に的を絞り、我が国産業の国際競争力の維持・強化に資することを目的に、以下の研究開発を行う。 

 なお、ＣＮＴと同様のナノ材料であるグラフェンについては、近年世界中で研究が活発化しており、ＣＮＴと同様の

分野での実用化を目指している。そこで、グラフェンの産業応用の可能性を見極めるための基盤研究開発を並行して行

うこととし、平成２４年度中に公募により委託者を選定し、実施する。 

研究開発項目①ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発 

実用化検討が求められる導電用途及び半導体用途向けにｅＤＩＰＳ法で比較的細い平均直径の単層

ＣＮＴ形状制御技術開発を進め、連続合成技術、部材加工技術についても検討を行う。スーパーグロ

ース法では引き続き直径、結晶性及び比表面積の制御について研究を進めるとともに、複合材料の作

製や評価及びサンプル提供を前提とした直径制御した単層ＣＮＴの量産化を検討する。金属半導体分

離技術においては大量分離を行うことにより、コストダウンの半減を目指した取り組みを行う。以上、

ＣＮＴの形状、配向性、結晶性の制御、半金分離等の工程の検討及び各工程の効率化を引き続き実施

する。 

研究開発項目②単層ＣＮＴを既存材料中に均一に分散する技術の開発 

単層ＣＮＴを溶媒中に分散する技術開発として、密閉衝突型分散装置で劣化しにくい分散剤の探査

を行い、孤立分散収率の向上を目指す。ポリマーに分散する技術開発として、樹脂構造、添加剤、単

層ＣＮＴ処理の最適化検討を行い、高性能複合材料に最適な分散プロセスを確立する。金属中に分散
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する技術開発として、単層ＣＮＴを用いた高熱伝導性材料の性能向上と量産プロセスの効率化を進め

る。そのほか、スーパーグロース法で合成した単層ＣＮＴの網目構造や板状構造を利用して熱・電気

伝導用途の複合材料や配線用途での応用基盤検討も進める。 

研究開発項目③ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立 

市販の単層ＣＮＴや技術研究組合単層ＣＮＴ融合新材料研究開発機構（ＴＡＳＣ）開発のｅＤＩＰ

Ｓ法単層ＣＮＴを対象試料としてインビトロ細胞試験等の研究をさらに進捗させる。各種の簡便なＣ

ＮＴ等ナノ材料計測手法を開発し、国際動向を考慮して、作業環境濃度計測の手順書の素案を作成す

る。自主管理基準濃度を設定する手順案を作成し、ＣＮＴ等ナノ材料関連の事業者が実施すべき自主

安全管理項目の設定に取り組み、各種ケーススタディ報告書を作成する。ＣＮＴ等ナノ材料の法規制

や自主管理の動向について、欧米の行政機関やＩＳＯ、ＯＥＣＤ等の国際機関の動きを中心に情報収

集するとともに、国内外のナノ安全研究プロジェクトとの間のネットワーク形成を行う。 

・技術普及活動 

研究開発項目①～③での研究成果を関連団体の展示会及び学会、独自の報告会、技術説明会等で広

報するとともに戸別訪問等により応用製品の開発先を見つけていく。 

研究開発項目④高熱伝導率単層ＣＮＴ複合金属材料の応用研究開発 

金属と単層ＣＮＴを複合化することによって得られる高熱伝導率複合金属材料を用い、ヒートシン

ク等の放熱部材に応用するための技術開発を実施する。 

研究開発項目⑤導電性高分子複合材料の開発 

ゴム、樹脂等の高分子材料と単層ＣＮＴを複合化し、本来の物性を保持しつつ、新機能を有する材

料を開発する。 

研究開発項目⑥単層ＣＮＴ透明導電膜の開発 

タッチパネル、電子ペーパーなどに利用されているＩＴＯ（酸化インジウムスズ）を使用した透明

導電膜を代替できる単層ＣＮＴを用いた透明導電膜を開発する。 

研究開発項目⑦グラフェン基盤研究開発 

グラフェンの特性を活かすための評価指標を明確にし、グラフェンの産業応用の可能性を適切に評

価する基盤技術を開発する。 

［２４年度業務実績］ 

 グラフェンについては、平成２４年度に公募を実施し、８件の提案のうち、２件の委託先を選定し、研究開発を開始

した。 

研究開発項目①ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発 

・ｅＤＩＰＳ法では各種合成条件を最適化することで、合成段階で高精度に制御された単層 CNT が生

成可能となった。また、連続合成技術開発を行い、連続巻き取り回収に成功した。さらに、低コス

ト化に有利な直接成膜加工技術開発を行い、低コスト化できる見込みを得た。 

・スーパーグロース法では形状制御合成技術において直径、比表面積、長さ、純度、配向性、密度の

制御についてプロジェクト最終目標を達成した。また、触媒組成を最適化することで、非常に高い

結晶性を得ることができ、結晶性と収率の課題を解決した。さらに、連続合成技術開発では量産化

に成功し、複合材料の作成、評価用に大規模なサンプル提供が可能になった。 

・金属半導体分離技術は分離スループットをあげることができ、外部企業への資料提供が可能なレベ

ルに到達した。また、分離された半導体型ＣＮＴから薄膜型トランジスタを試作し、基板上のほぼ

すべてのトランジスタでの動作を確認することができた。 

研究開発項目②単層ＣＮＴを既存材料中に均一に分散する技術の開発 

・単層ＣＮＴを溶媒中に分散する技術では粗分散とナノマイザー分散を組み合わせることで、孤立分

散液の収率は最終目標を達成するレベルに到達した。 

・ポリマーへ分散する技術では、ポリマーの分子量、組成に大きく影響を受けることを確認し、分散

材を選定できる可能性が示された。 

・高熱伝導率性複合材料として、ゴム様の柔軟さを保ちながら、鉄の熱伝導率を上回る結果を示す材

料が開発された。 

・スーパーグロース法で合成した単層ＣＮＴ複合材料のサンプル提供を行い、実用化を推進した。 

・高許容電流密度が期待される銅との複合材料の電気特性と熱特性の温度依存性を計測し、非常に良

好な結果を得た。 

研究開発項目③ナノ材料簡易自主安全管理技術の確立 

・市販の単層ＣＮＴやｅＤＩＰＳ単層ＣＮＴを対象試料としてインビトロ細胞試験を進め、ＳＧ単層

ＣＮＴにおける結果と併せることで、ＳＧ単層ＣＮＴを実施例とする「カーボンナノチューブ有害

性試験のための試料調整、計測、細胞(インビトロ)試験方法の手引書(初版))」を作成した。 

・簡便なＣＮＴ等ナノ材料計測手法の開発を行い、国際動向を考慮して、作業環境濃度計測の手引き

書を作成した。さらに、「ナノ材料自主安全管理のための手引き-ＳＧ単層ＣＮＴ(初版)」を作成し、

助成事業先等へ提供した。 

・ＣＮＴの法規制や自主管理の動向については調査を継続し、北米や欧州のいくつかのプロジェクト

と意見交換を行った。開発成果の国際展開として、ＯＥＣＤへインプットを行った。 

・技術普及活動 

 研究開発項目①～③での研究成果を関連団体の展示会及び学会、独自の報告会、技術説明会等で
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広報を行うとともに、戸別訪問等を行い、応用製品の開発先として、数１０件のサンプル提供を行

った。 

研究開発項目④高熱伝導率単層ＣＮＴ複合金属材料の応用研究開発 

金属と単層ＣＮＴを複合化することによって得られる高熱伝導率複合金属材料を用い、ヒートシン

ク等の放熱部材に応用するための技術開発を実施し、目標を達成できる見込みが得られた。 

研究開発項目⑤導電性高分子複合材料の開発 

 ゴム、樹脂等の高分子材料と単層ＣＮＴを複合化し、本来の物性を保持しつつ、新機能を有する

材料として、高伝導度を有する高分子複合材料と柔軟な電極開発を行った。高伝導度を有する高分子

複合材料開発では、目標とする特性が得られ、柔軟な電極開発では単層ＣＮＴの優位性が確認された。 

研究開発項目⑥単層ＣＮＴ透明導電膜の開発 

タッチパネル、電子ペーパーなどに利用されているＩＴＯ（酸化インジウムスズ）を使用した透明

導電膜を代替できる単層ＣＮＴを用いた透明導電膜を開発し、低抵抗化と高透過率化を実現した。 

研究開発項目⑦グラフェン基盤研究開発 

本年度よりグラフェン基盤研究開発を開始した。高品質のグラフェンの製作技術の開発と、それら

を用いた透明導電フィルムと放熱材の開発を行った。また、グラフェン高品質化のための評価技術と

して、光学特性、電気特性、表面形状の評価技術の開発を進めた。 

 

《２》革新的ナノカーボン材料先導研究開発 ［平成２３年度～平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 グラフェン等のナノカーボン材料は、既存材料を大きく超える特性が見いだされており、多彩な分野への応用が期待

されている。しかし、これらのナノカーボン材料は比較的新しい材料であるが故に、実用化へ向けた企業単独での研究

開発はリスクが高く、十分には進んでいないのが現状である。そこで、新たな成長産業創出による国際競争力維持・強

化を目的として、ナノカーボン材料を用いた部材開発を先導的に実施し、既存材料による部材を超える特性が発現する

ことを確認する。 

［２４年度業務実績］ 

 グラフェン、カーボンナノチューブのナノカーボン材料を用いた部材開発を行った。既存材料による部材を超える優

れた特性を有する電磁波吸収シート、機能性ゴム、導電性フッ素樹脂を開発した。またグラフェンを用いたテラヘルツ

帯デバイスとバイオセンサを開発し動作を確認した。 

 

②革新的部材創製技術 

［中期計画］ 

現在及び将来において我が国経済を牽引していく産業分野において、競争力を発揮し世界で勝ち抜いていくために、

資源、エネルギー等の制約に対応した持続可能性も踏まえつつ、多様な連携（川上・川下産業の垂直連携、材料創製・

加工との水平連携）による研究開発を推進する。これにより、当該市場のニーズに応える機能を実現する上で不可欠な

高品質・高性能の部品・部材を適時に提供するとともに、提案することができる部材の基盤技術を確立する。また、得

られた研究開発の成果については、知的基盤整備又は標準化等との連携を図り、早期普及・実用化を目指す。具体的に

は、例えば、第２期中期目標期間中に、２０μｌ／本・分の噴出速度、２０万本のノズルに相当する機能を有する大型

電界紡糸装置基盤技術や現状と比較して紫外光活性２倍、可視光活性１０倍の光触媒の高感度化等の開発を行う。 

 

《１》循環社会構築型光触媒産業創成プロジェクト ［平成１９年度～平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 光触媒技術の新産業創成を可能にする高活性化（紫外光応答２倍、可視光応答１０倍）光触媒材料の開発及びそれら

の技術を担う人材を育成することを目的に、平成１９年～平成２３年度まで研究開発を実施し、既に目標を達成したが、

実用化に向けて引き続き実証実験の実施が必要となった。そこで、平成２４年度は東京大学大学院工学系研究科教授 

橋本 和仁氏をプロジェクトリーダーとし、以下の実証実験を実施する。 

研究開発項目③ 高感度可視光応答型光触媒利用内装部材の開発 

医療施設で、実環境におけるウィルス・細菌の不活性化の実証実験を引き続き行い、データ収集及

び解析を行う。 

研究開発項目⑤ 光触媒新産業分野開拓 

医療施設でウィルス・細菌の不活性化及びＶＯＣ除去の実証実験を引き続き行い、データ収集及び

解析を行う。 

［２４年度業務実績］ 

 以下の研究開発を実施した。 

 研究開発項目③高感度可視光応答型光触媒利用内装部材の開発 
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 研究開発項目⑤ 光触媒新産業分野開拓 

平成２４年度は実環境（医療施設）において、高感度可視光応答型光触媒を適用した製品サンプル

を使用し、ウィルス・細菌の不活性化及びＶＯＣ除去の実証試験を引き続き行い、通年でのデータ収

集及び解析を完了させ、その効果を検証することが出来た。本成果を記者会見（平成２４年１０月１

１日）及び成果報告会（平成２４年１０月２５日）で公表した。 

プロジェクト期間全体（平成１９年度～平成２４年度）での特許出願は、１５１件を申請した。ま

た、標準化事業として、可視光応答型光触媒の性能評価試験方法に関するＪＩＳ／ＩＳＯ案を１１件

作成した。ＪＩＳ提案については、１１件全て発行済み、ＩＳＯ提案については、３件が審議中であ

る。 

 

《２》希少金属代替材料開発プロジェクト ［平成２０年度～平成２７年度］ 

［２４年度計画］ 

 本プロジェクトは、希少金属の代替／使用量低減を目指すものでもあり、これを通じて我が国の希少金属の中長期的

な安定供給を確保すること等を目的に、研究開発項目毎に研究開発責任者（テーマリーダー）を設置し、以下の研究開

発を実施する。 

（１）委託事業 

研究開発項目⑥－１～⑧［平成２１年度～平成２５年度］ 

研究開発項目⑥－１ 排ガス浄化向け白金族使用量低減技術開発及び代替材料開発／遷移元素による白金族代替技術

及び白金族の凝集抑制技術を活用した白金族低減技術の開発 

・代替触媒の開発では、ＤＯＣ（酸化触媒）、ＬＮＴ（リーンＮＯｘトラップ触媒）、ＤＰＦ（デ

ィーゼルパティキュレートフィルター）用遷移元素活性材料候補について、各触媒に対する不

足機能を向上させ３つ以上の候補を決定する。この遷移元素酸化物のＴＧ測定法（電子遷移の

速さ・保持性の解析）を決定する。 

・触媒の機能向上では、Ｐｄ（パラジウム）とＲｈ（ロジウム）の最適サイズ、最適担体の明確

化を平成２３年度に引き続き行い、耐久試験での耐久性向上方法を開発する。 

・フィルターの開発では、シミュレーションから得られた知見をもとに、実際の触媒を平成２３

年度に引き続き製作し効果の確認を行う。 

・フィルターの開発では、シミュレーションから得られた知見をもとに、実際に触媒を製作し効

果の確認を行う。 

・プラズマを使った反応促進手法の開発では、実際に触媒を試作し設計の指針を得る。 

・ＤＯＣとＤＰＦの機能一体化では、機能統合した時の課題を明らかにし、また、実用化、量産

時の課題を検討する。 

研究開発項目⑥－２ 排ガス浄化向け白金族使用量低減技術開発及び代替材料開発／ディーゼル排ガス浄化触媒の白

金族使用量低減化技術の開発 

・酸化触媒開発では、活性が高くかつ安定性の優れた触媒を見出し、実排ガス条件における評価

と改良を行う。また、活性種を凍結乾燥ゲルに担持する技術を開発し特性評価により触媒設計

指針を得る。 

・耐久性の高い担体をパイロットスケールの装置を導入して作製し、長期性能評価を行い必要な

改良の指針を得る。 

・上述の要素技術を総合して、候補触媒の実排ガス条件における評価を行う。また、酸化触媒及

びＤＰＦ用触媒に関し、プロトタイプを試作することで量産適合性を確認し課題を明らかにす

る。 

・ＤＰＦ用白金代替銀触媒の開発では、銀合金触媒をベースにして耐熱性と酸化性能を両立させ

た触媒仕様を確立する。 

・開発品の実用性について検討するために、実機エンジンベンチによりシステムでの耐久性能を

評価し、触媒システムとしての基本性能を明らかにする。 

研究開発項目⑦－１ 精密研磨向けセリウム使用量低減技術開発及び代替材料開発／代替砥粒及び革新的研磨技術を

活用した精密研磨向けセリウム低減技術の開発 

・代替砥粒の開発では、研磨プロセスシミュレータにより開発の指針を得、ペロブスカイト型酸

化物の開発により５％の代替を実現する。また、この砥粒に適した研磨パッドの開発を行う。 

・研磨パッドの開発では、酸化セリウムを３０％以上低減若しくは代替砥粒の効果的加工条件を

明示し、仕様の指針を得る。 

・電界制御トライボケミカル研磨技術の開発では、両面研摩対応型の研磨装置を開発するととも

に、セリウム砥粒、スラリー溶媒、代替砥粒での研磨条件を明らかにする。導入した大型電界

制御研磨評価装置では、研磨レートの向上技術、低濃度スラリーについて検討し実用化開発を

進める。 

研究開発項目⑦－２ 精密研磨向けセリウム使用量低減技術開発及び代替材料開発／４ＢＯＤＹ研磨技術の概念を活

用したセリウム使用量低減技術の開発 

・複合砥粒開発では、研磨特性に優れるコアの無機粒子材料を開発する。また、この研磨時に研
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磨特性を高める添加粒子を開発する。 

・メディア粒子開発では、研磨時に滞留性が良くなる無機粒子、有機粒子の開発を行う。 

・研磨パッドの開発では、開発が終了した一次研磨用多孔質パッドの成果をより広げるために仕

上げ研磨用研磨パッドの研磨特性を向上させる開発を開始する。また、隙間調整型研磨パッド

の開発では、構成材料の検討、効果的な前処理手法の開発を行う。 

・プロセス技術の開発では、精密研磨の加工時間短縮を目的として、前処理であるラッピングや

研削の見直しと開発を行う。 

研究開発項目⑧ 蛍光体向けテルビウム・ユウロピウム使用量低減技術開発及び代替材料開発／高速合成・評価法に

よる蛍光ランプ用蛍光体向けＴｂ（テルビウム）、Ｅｕ（ユウロピウム）低減技術の開発 

・蛍光体の開発では、高速合成装置を用い特に赤色蛍光体をターゲットとした探索を行う。ここ

で見出した蛍光体の評価、量産技術の開発を行いＴｂ、Ｅｕの２０％以上を低減できる蛍光体

の組み合わせを提示する。また、高速化量子化学計算を利用し蛍光体の発光効率を予測する新

規手法、計算による組成開発支援を確立する。 

・ガラス部材の開発では、発光シリカの開発により従来より１５％以上光束を向上させ、実ラン

プ試作を行う。また、ガラス開発では、表面にパターニングを行い全方位光に対して１０％以

上光取り出し効率が高くなる方法を確立する。 

・蛍光体の高速評価法を確立し、開発した各種材料を用いてランプ試作を行い最終目標達成に向

けての課題を明確にする。 

・磁気力分離によって蛍光体を種別分離する手法を確立する。またランプ製造プロセスの低温化

について方針の目途を立てる。 

研究開発項目⑨－３ Ｎｄ－Ｆｅ－Ｂ系磁石を代替する新規永久磁石の実用化に向けた技術開発 

・窒化鉄ナノ粒子の大量合成技術を継続して段階的に行い、これまで一部改良を行ってきた合成

装置の更なる改良を行い、Ｆｅ１６Ｎ２単層窒化鉄ナノ粒子を１０ｇ／バッチ合成することを目

指す。 

小項目「非平衡状態相の形成を利用したＮｄ系磁石代替実用永久磁石の研究開発」 

・成膜法による人工積層構造膜磁石の高温下における優位性評価を行う。 

・非平衡状態相の形成によるＭｎＢｉを利用した高保磁力磁石の開発を行う。 

（２）助成事業 

希少金属の使用量低減を加速するため、産業界で取り組まれている希少金属代替・削減技術の実

用化開発で、事業終了後数年に実用化することが期待される優れた技術に対して実用化に向けた助

成事業を行う。なお、公募により助成先を選定し、実施する。 

［２４年度業務実績］ 

 本プロジェクトでは、希少金属の代替／使用量低減を目指し、研究開発項目毎に研究開発責任者（テーマリーダー）

を設置し、以下の研究開発を実施した。 

（１）委託事業 

研究開発項目⑥－１～⑧［平成２１年度～平成２５年度］ 

研究開発項目⑥－１ 排ガス浄化向け白金族使用量低減技術開発及び代替材料開発／遷移元素による白金族代替技術

及び白金族の凝集抑制技術を活用した白金族低減技術の開発 

・代替触媒の開発では、触媒活性点の材料候補種（鉄の複合酸化物）を決定し、実用化に向けた

触媒仕様の研究に着手した。本研究では、Ｆｅの複合酸化物を数ナノメートルまで微粒子化し、

さらに、酸化セリウム等の酸素吸蔵放出材料に担持することによって、触媒活性が向上するこ

とを見出した。さらに、エンジン排ガス耐久後も微粒子を維持し、Ｆｅ複合酸化物により、白

金触媒とほぼ同等の触媒性能を発現可能であることを確認した。 

・プラズマを使った反応促進手法の開発では、反応メカニズム解析を行い、更に、グライディン

グを開始した。 

・ＤＯＣ(Diesel Oxidation Catalyst)とＤＰＦ（Diesel Particulate Filter）の機能一体化で

は、効果を検証するため、ＤＰＦへの種々の触媒コーティング方策を策定し、効果の検証を開

始した。 

研究開発項目⑥－２ 排ガス浄化向け白金族使用量低減技術開発及び代替材料開発／ディーゼル排ガス浄化触媒の白

金族使用量低減化技術の開発 

・酸化触媒に関しメソ孔拡大４ｗｔ％シリカ添加アルミナ担体を開発した。 

・酸化反応において重要な役割を担うアルミナ担体の第二成分として、ジルコニア添加アルミナ

の組成や調製法等の最適化を行い、大量合成のための調製条件を提示した。 

・白金-パラジウム構造化複合ナノ粒子を担持した触媒の量産化に向け、触媒担体上での金属種の

新たな還元手法を開発した。 

・担体上における金属の配置制御法を検討し、白金をルイス酸点上に選択的に固定化する技術を

確立した。 

・上述の研究成果を統合し、ＮＯ酸化、炭化水素酸化ともに高い活性を示す候補触媒を抽出し、

今年度は５０％削減できる酸化触媒開発の目処を得た。 

・ＤＰＦ用触媒については、銀合金触媒をベースにしてコート方法の改良を行い、圧損を市販と

同等レベルまで低減することができた。 
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・上記で選定された触媒を大型トラックエンジン用のハニカムおよびＤＰＦにコーティングし、

大型トラックエンジンにより評価を行い、初期活性については良好な結果が得られたが、耐久

評価後、若干の触媒劣化が見られた。 

研究開発項目⑦－１ 精密研磨向けセリウム使用量低減技術開発及び代替材料開発／代替砥粒及び革新的研磨技術を

活用した精密研磨向けセリウム低減技術の開発 

・代替砥粒の開発では、研磨プロセスシミュレータによる解析により、砥粒の結晶構造を変化さ

せることで研磨特性を大きく改善できることを明らかにした。また、 

開発したＣａ含有ジルコニア系砥粒の低コスト化を検討し、２，０００円台／Ｋｇでの供給に目

処をつけた。 

・電界制御トライボケミカル研磨技術の開発では、大型研磨装置（実用機）を用いて有効性を実

証した。ラボレベルでの結果と同様に、本技術は研磨効率の改善およびスラリーの長寿命化に

極めて有効であることを明らかにした。 

研究開発項目⑦－２ 精密研磨向けセリウム使用量低減技術開発及び代替材料開発／４ＢＯＤＹ研磨技術の概念を活

用したセリウム使用量低減技術の開発 

・複合砥粒開発では、滞留性を高める粒子（移動抑制粒子）の添加を行うことで研磨特性が向上

することを確認した。また、移動抑制粒子を添加し滞留性を高めた酸化ジルコニム砥粒の開発

を行った。粒径と比重の最適化を行い酸化セリウム砥粒と同等の研磨特性を達成した。 

・研磨パッドの開発では、平成２４年４月に多孔質エポキシ樹脂研磨パッドの市販を開始した。

仕上げ研磨パッドに砥粒の滞留性を向上させる樹脂の適用を検討し、市販パッドと比較して研

磨能率が３倍まで上がることを確認した。 

・プロセス技術開発では、研磨スラリーに金属塩を添加することより酸化ジルコニム砥粒の研磨

特性が向上することを見出した。また、ラッピング用砥粒の開発では、移動抑制粒子を添加す

ることで砥粒の滞留性が改善し、研磨特性が向上することを確認した。 

研究開発項目⑧ 蛍光体向けテルビウム・ユウロピウム使用量低減技術開発及び代替材料開発／高速合成・評価法に

よる蛍光ランプ用蛍光体向けＴｂ（テルビウム）、Ｅｕ（ユウロピウム）低減技術の開発 

・蛍光体の開発では、溶融炉を用いて作製した試料のＬＥＤ用途としての検証を実施し、リン酸

系の酸化物で青色光（４６０ｎｍ)の励起で赤色発光を示すことを見出した。また、蛍光体の構

造探索を加速するために構造データベースから発光効率が高いと考えられる酸素配位数を有す

る構造をとりだすプログラムを開発した。 

・ガラス部材の開発では、Ｅｕを含有する蛍光シリカの近紫外励起での性能検証を行い、近紫外

域で０．６以上の内部量子効率を有することを見出した。 

・蛍光体の分離技術確立では、市中回収品から緑色蛍光体（ＬＡＰ）を磁気力分離によって９５

～９８％まで濃縮でき、蛍光スペクトルのピーク強度は新蛍光体の９６～１００％の値を得る

ことができた。また、連続分離のシミュレーションに基づき蛍光体の分離に適するマトリック

スの設計を実施した。また連続分離用の装置を設計、試作した。 

研究開発項目⑨－３ Ｎｄ－Ｆｅ－Ｂ系磁石を代替する新規永久磁石の実用化に向けた技術開発 

・窒化鉄ナノ粒子の５０％以上の単分散化を達成した。 

・窒化鉄ナノ粒子を１０ｇ／バッチで合成することに成功した。 

・窒化鉄ナノ粒子を用いてバルクに匹敵する試料サイズで成型体・焼結体の試作に成功した。 

・酸化鉄ナノ粒子を用いて、体積充填率６７ｖｏｌ％の成型体の試作に成功した。 

・窒化鉄粒子表面は数ナノメートルの酸化層で覆われていることを明らかにした。 

小項目「非平衡状態相の形成を利用したＮｄ系磁石代替実用永久磁石の研究開発」 

・ＳｍＣｏ５／α－Ｆｅ人工積層構造磁石は比較的高温で使用されるＮｄ磁石を代替できる可能性

が得られた。 

・飽和磁化の高いＦｅ－Ｎｉ磁石と保磁力の大きいＳｍ－Ｆｅ系磁石はＮｄ磁石に匹敵すること

が期待でき、ＭｎＢｉ系磁石は高温特性が優れているため高温用に限定すればＮｄ磁石に匹敵

することが期待できることがわかった。 

・ＭｎＢｉ/α-Ｆｅ系複合磁石は、１８０℃においてＮｄ磁石の保磁力を上回ることは確認でき

た。 

・人工積層構造、急冷凝固合金の微細組織と磁気特性の関係を明らかにした。 

（２）助成事業 

  ２４年度は、事業終了後早期の実用化が期待される、「超硬工具のタングステン使用量を削減する

代替サーメット材料の実用化」「耐摩耗工具用新規開発サーメットの改良と実用化」の２件の事業を

採択し、助成した。 

 

《３》サステナブルハイパーコンポジット技術の開発 ［平成２０年度～平成２４年

度］ 
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［２４年度計画］ 

 本プロジェクトは、炭素繊維複合材料の易加工・高強度を実現するための基盤技術として、短時間で成形が可能な易

加工性中間基材を開発し、それを用いた高速成形技術の開発及び接合技術の開発を行うとともに、リサイクル技術の開

発を実施し、自動車等の更なる軽量化を可能とする。これにより、高度な省エネルギー社会を構築するとともに、日本

製造業の国際競争力の更なる向上を図ることを目的に、国立大学法人東京大学教授 髙橋 淳氏をプロジェクトリーダ

ーとし、以下の研究開発を実施する。 

【共通基盤技術】 

研究開発項目①易加工性ＣＦＲＴＰ中間基材の開発 

開発基材の曲げ強度以外の特性データを取得して材料データベースを構築し、シミュレーション設

計を可能とするパラメータを見極める。また、長期耐久性の理論構築と実証を進め、実用化に求めら

れる具体的な性能・仕様を見極め、性能向上のための基本技術を確立する。 

研究開発項目②易加工性ＣＦＲＴＰの成形技術の開発 

成形時の基材流動性のデータベース化を進め、材料の使い方の提案に必要な情報を揃える。さらに、

これらのデータを活用して部材化における成形シミュレーション検討を進め、材料構成だけでなく、

成形条件をパラメータとした成形性を評価・比較検証し、基材の流動解析や成形品の強度予測技術を

確立する。 

研究開発項目③易加工性ＣＦＲＴＰの接合技術の開発 

継ぎ手構造や材料特性、さらには、融着時の加工条件・接合方法が接合強度に及ぼす影響を明らか

にし、データベースの構築を行う。 

研究開発項目④易加工性ＣＦＲＴＰのリサイクル技術の開発 

リサイクル性を発現するための材料特性・構成の条件、破砕材処理方法を見極め、リサイクル材の

用途を提案していく。 

【応用技術】 

研究開発項目⑤易加工性自動車モジュール構造部材の開発 

等方性ＣＦＲＴＰ中間基材の量産検討を進め、連続生産性及び品質安定性を向上させる。 

研究開発項目⑥易加工性自動車一次構造材用閉断面構造部材の開発 

炭素繊維、マトリクス樹脂、これらを用いた一方向性ＣＦＲＴＰ中間基材の最適化検討に伴う、量

産製造条件の検討を継続して実施する。 

［２４年度業務実績］ 

 本プロジェクトは、自動車等の更なる軽量化を目指し、炭素繊維複合材料の易加工・高強度を実現するための基盤技

術、それを用いた高速成形技術、リサイクル技術の開発を実施。国立大学法人東京大学教授 髙橋 淳氏をプロジェク

トリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

【共通基盤技術】 

研究開発項目①易加工性ＣＦＲＴＰ（Carbon Fiber Reinforced Plastics）中間基材の開発 

・等方性中間基材においては、樹脂界面設計、Ｆ最適化、フィラー材添加処置により最終目標値を達

成した。さらに、適用樹脂のバリエーション拡大により他の樹脂を用いた基材の作製にも成功した。 

・一方向性中間基材においてはＰＡ（polyamide）系樹脂改良、炭素繊維表面改質により最終目標値を

達成した。さらに、樹脂と繊維の接着メカニズムの解析技術の向上を図った。 

研究開発項目②易加工性ＣＦＲＴＰの成形技術の開発 

・等方性中間基材を用いた高速スタンピング成形技術に関しては既に目標を達成しており、さらに、

高速加熱技術のデータベースの構築とリブ形状の繊維充填性を明確にした。 

・一方向性中間基材を用いた高速スタンピング成形技術に関しては、既に目標を達成しており、さら

に様々な部材・構造形状による性能比較の為に構造設計解析ツールを活用し、一般鋼材、ハイテン

鋼材との強度比較を行った結果、軽量かつ剛性同等以上を達成した。 

・一方向性中間基材を用いた高速内圧成形技術に関しては、急速誘導加熱方式の条件最適化により目

標値の金型占有時間７分を大きく上回る４分間成形を達成した。 

研究開発項目③易加工性ＣＦＲＴＰの接合技術の開発 

・繊維と樹脂の界面におけるせん断強度と接合強度の関連性を明確にし、接合部の形状や寸法に対す

る継手強度を系統的に評価することで、融着接合構造の設計指針をまとめた。異材接合はボルト接

合強度特性を明確にし、実用的な設計指針を得た。 

研究開発項目④易加工性ＣＦＲＴＰのリサイクル技術の開発 

・当該基材を用いて成形加工後の製品について、破砕粉砕成形を３回くり返しリサイクル後マトリッ

クス樹脂の熱劣化が無いこと、通常の標準材と比較しても同等以上の力学特性が保持されているこ

とを確認した。さらにプレートリサイクル技術の向上策としてフレッシュ材を用いたハイブリッド

リサイクル手法を検討し、力学特性維持の比率を明確にした。 

【応用技術】 

研究開発項目⑤易加工性自動車モジュール構造部材の開発 

・本事業は東レ㈱と㈱タカギセイコーが主体となり助成事業として活動した。等方性中間基材の量産

化技術に関しては、幅５００ｍｍ上、長さ１００ｍをすでに達成しており、さらなる技術の向上と

して高生産性を実現可能にする手法を構築した。一方、モジュール部材成形加工に関しては実自動

車部材について試作的に成形加工を行い、実用化の可能性を検証した。当該部材は従来品と比較し
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て重量半減を達成した。 

研究開発項目⑥易加工性自動車一次構造材用閉断面構造部材の開発 

・本事業は三菱レイヨン㈱と東洋紡㈱が主体となり助成事業として活動し、一方向性中間基材の樹脂

含浸のための量産技術を構築した。さらに、自動車一次構造部材への適用を目指して試作品を製

作・検証した結果、高強度かつ重量半減という性能を発揮することに成功した。 

 

《４》次世代高信頼性ガスセンサー技術開発 ［平成２０年度～平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 本プロジェクトは、都市ガス警報器の加速的な普及及びＣＯ中毒事故の未然防止に資するため、メタン及びＣＯガス

を確実に検出でき、超低消費電力でかつ長期間の信頼性が担保できる革新的高信頼性ガスセンサーの技術開発を目的と

して、国立大学法人九州大学名誉教授 山添 曻氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

【実用化技術】 

研究開発項目③超低消費電力高信頼性ガスセンサーの開発 

センサーの劣化機構解明検討を実施し、長期信頼性を保証するための劣化機構解析及び５年保証の

ための理論付けを行う。 

［２４年度業務実績］ 

 本プロジェクトは、超低消費電力でかつ長期間の信頼性が担保できる革新的高信頼性ガスセンサーの技術開発を目的

とし、国立大学法人九州大学名誉教授 山添 曻氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

【実用化技術】 

研究開発項目③超低消費電力高信頼性ガスセンサーの開発 

センサーの長期信頼性を保証するための劣化機構解析し、劣化機構を明らかにした。その結果から、

理論的にも５年程度の長期信頼性が得られることを確認した。 

 

《５》次世代グリーン・イノベーション評価基盤技術開発 ［平成２２年度～平成２７

年度］ 

［２４年度計画］ 

 本プロジェクトは、次世代グリーン・イノベーションの実現に必要な有機エレクトロニクス材料に関する共通的な評

価基盤技術を開発することにより、迅速に材料開発にフィードバックする体制を構築し、材料開発の加速化・高度化、

材料メーカーとデバイスメーカーとの擦り合わせ期間の短縮、及び高額な試作設備や評価設備の共通化が促進されるこ

とにより、我が国の化学産業の研究開発効率を向上・加速化させることを目的に、次世代化学材料評価技術研究組合 

理事 富安 寛氏をプロジェクトリーダーとして、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①有機エレクトロニクス材料の評価基盤技術開発 

本事業では、有機ＥＬの材料やその周辺材料について、製造プロセスや実装時の状態も含めた評価

手法の開発を目的として、有機ＥＬの特性や寿命に影響を及ぼす微量不純物やプロセス条件等の解明

等を通じて、様々なプロセスに適用可能な有機エレクトロニクスに共通的な評価基盤技術を開発する。

平成２４年度は、導入した素子作製設備及び評価設備を用いて、有機ＥＬの標準素子を設計する上で

の課題抽出の精緻化、深度化を図る。 

［２４年度業務実績］ 

 次世代化学材料評価技術研究組合 理事 富安 寛氏をプロジェクトリーダーとして、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①有機エレクトロニクス材料の評価基盤技術開発 

事業２年目にあたる平成２４年度は、平成２３年度に導入した素子作製設備及び評価設備を用いて

本格的な研究を開始し、①ガラス基板白色基準素子の作製、②初期駆動性能評価手法の開発、③劣化

部位特定手法の抽出と検証等を実施した。また、連続プロセス適合性を評価するための第２クリーン

ルーム整備と必要な設備類の導入を行い、評価を開始した。 

 

《６》次世代プリンテッドエレクトロニクス材料・プロセス基盤技術開発 ［平成２２

年度～平成２７年度］ 

［２４年度計画］ 

 本プロジェクトは、省エネ・省資源・高生産性や軽量・フレキシブル性などの特徴を有する印刷エレクトロニクスを

基盤技術として、フレキシブルな薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）の連続製造技術の確立とその実用化技術の開発を目的に、

国立大学法人東京大学工学系研究科 教授 染谷 隆夫氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

（委託事業） 
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研究開発項目①印刷技術による高度フレキシブル電子基板の連続製造技術開発 

標準一貫製造ライン設計技術の開発として、フレキシブル基板上にＡ４サイズ以上のＴＦＴシート

を印刷形成するための小規模製造ラインを構築する。また、フレキシブル基板上に標準印刷製造法を

用いてＡ４サイズのＴＦＴシートを試作する。またそれを用いて、７０ｐｐｉ以上の解像度を有する

電子ペーパーを試作する。さらに、印刷パターンの品質評価技術の開発として、印刷パターン及びそ

れに用いるインク材料、プロセス材料及び構成部材に関して、その物性の標準評価法を定めて提示す

る。 

研究開発項目②高度ＴＦＴアレイ印刷製造のための材料・プロセス技術開発 

デバイスの高動作速度化構成部材の開発として、印刷法で製造したＴＦＴ素子において、遮断周波

数０．１ＭＨｚ以上を示すことを実証する。フィルム基板上に、印刷で形成するフレキシブルシート

ＴＦＴアレイにおいて、その高動作速度化を実現させるための材料・プロセス技術を検討し、これら

の最適化のための課題を抽出する。 

研究開発項目③印刷技術による電子ペーパーの開発 

導電性インクを用いて印刷形成した配線回路において、その高周波特性の評価解析方法を、国際標

準として対応可能とさせるための計測評価技術の検討を行う。 

研究開発項目④印刷技術によるフレキシブルセンサの開発 

各種フレキシブルセンサを印刷によるＴＦＴアレイへ適合するための基礎技術の検討を行い、デバ

イス作製のための課題抽出及び設計指針を得る。得られた成果は研究開発項目①及び②へ反映する。 

（助成事業） 

研究開発項目③印刷技術による電子ペーパーの開発 

高反射型カラー電子ペーパーの開発として、印刷法を用いてフィルム基板上に反射率５０％以上で

ある対角１０インチのカラー（５１２色）パネルを作製することにより、工業的に製造が可能である

ことを実証する。高速応答型電子ペーパーの開発として、平成２５年度中にフレキシブルな透明電極

と表示部を組み合わせた１０インチで単色表示、１５０ｐｐｉのスペックを持つパネルを作製するた

め、画像処理装置の精度向上（＜５μm）を達成すると同時に高精度ワーク搬送装置の開発に着手す

る。大面積軽量単色電子ペーパーの開発として、完全印刷工程（全層を真空成膜及び露光工程等を用

いず印刷工程だけで形成する）で、Ａ４サイズのプラスチックフィルム基板上に対角１０．７インチ

／１２０ｐｐｉ／ＸＧＡの印刷ＴＦＴアレイを連続５０枚以上製造できるプロセスを確立する。将来

の大面積化に関してＧ１級（４００ｍｍ×３００ｍｍ）以上のフィルムサイズ実現のための設計指針

を抽出する。 

研究開発項目④印刷技術によるフレキシブルセンサの開発 

有機ＴＦＴアレイの電極の断線欠陥の修正技術による低減を図る。アクティブマトリクス型新規圧

力センサの方式調査、動作実証と大型化への課題抽出を行う。検出感度の実力値を把握する。 

［２４年度業務実績］ 

本プロジェクトは、フレキシブルな薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）の連続製造技術の確立と実用化を目的とし、国立大

学法人東京大学工学系研究科 教授 染谷 隆夫氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

（委託事業） 

研究開発項目①「印刷技術による高度フレキシブル電子基板の連続製造技術開発」 

（１）標準製造ラインに係る技術開発については、フレキシブル基板上にＡ４サイズ以上のＴＦＴ

シートを印刷形成するための小規模連続製造ラインを構築し、８５ｐｐｉのＴＦＴシートを試作した。

また、（２）ＴＦＴに特有の特性評価に係る技術開発については、印刷パターンならびにそれに用い

るインク材料、プロセス材料及び構成部材の物性標準評価方法を検討した。 

研究開発項目②「高度ＴＦＴアレイ印刷製造のための材料・プロセス技術開発」 

印刷法で製造したＴＦＴ素子において、遮断周波数０．１ＭＨｚを示す高動作速度化構成部材のデ

バイスを開発した。Ａ４サイズフィルム基板上に、印刷で形成するフレキシブルシートＴＦＴアレイ

において、位置合わせ精度±１０μｍ、面内ばらつき±１０％、１２０℃、１０分の温度で焼成でき

るプロセスを開発した。 

（助成事業） 

研究開発項目③「印刷技術による電子ペーパーの開発」 

高反射型カラー電子ペーパーの開発については、対角３．５インチのアクティブ表示デバイスの作

製と評価を進めてＥＣＤ（Electrochromic Display） 構成要素材料、製膜プロセスの改良及び専用

ＴＦＴの設計を行い、反射率５０％以上、色数６４以上、色再現性３５％以上（対ジャパンカラー

比）の表示デバイスを開発した。更に、対角１０インチサイズ対応の製膜装置を導入し、サイズアッ

ププロセスの開発を実施した。製膜条件はフィルム基板が採用できる条件として、上限温度１２０℃

で設定した。また、大面積軽量単色電子ペーパーの開発においては、対角１１インチサイズのＴＦＴ

アレイの製造プロセスで転写印刷法により１μｍピッチの高解像パターンを実現し、全印刷プロセス

によるフレキシブルＴＦＴアレイの作製を実証した。更に、ＴＦＴ素子の特性としてａ-Ｓｉ

（amorphous silicon）と同等以上の特性を得た。 

研究開発項目④「印刷技術によるフレキシブルセンサの開発」 

大面積圧力センサの開発については、有機ＴＦＴアレイの印刷製造装置を導入し、大面積化へ取り

組んだ。圧力－抵抗特性の最適な感圧素材を検討し、１５０ｍｍ角圧力検出シートを試作して検出感
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度の評価を行った。 



- 100 - 

＜５＞エネルギー分野 

 

① 燃料電池・水素エネルギー利用技術［技術開発／実証］  ［後掲：新エネルギー・

省エネルギー関連業務 ＜１＞燃料電池・水素エネルギー利用技術分野 ①技術開発

／実証 参照］ 

 

② 新エネルギー技術［技術開発／実証］  ［後掲：新エネルギー・省エネルギー関連

業務 ＜２＞新エネルギー技術分野 ①技術開発／実証 参照］ 

 

③ 省エネルギー技術［技術開発／実証］  ［後掲：新エネルギー・省エネルギー関連

業務 ＜３＞省エネルギー技術分野 ①技術開発／実証 参照］ 

 

④ 環境調和型エネルギー技術 ［技術開発／実証］  ［後掲：新エネルギー・省エネ

ルギー関連業務 ＜４＞環境調和型エネルギー技術分野 ①技術開発／実証 参照］ 
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＜６＞新製造技術分野 

［中期計画］ 

我が国産業の根幹を成す製造業の強みは、川上（素材、原材料）、川中（材料・部品・装置）、川下（最終製品）の分

厚い産業集積にあり、それらの連携・融合を通じた擦り合わせ等の製造技術が国際優位性を維持・強化し、経済発展の

源泉となっている。 

しかし、近年我が国は、急速に少子化・高齢化が進み人口減少社会に突入している。また、中国、韓国等の技術力向

上に伴うコスト競争、ＢＲＩＣｓ諸国の経済発展による資源の大量消費と環境問題等が生じている。このように、我が

国を取り巻く情勢・環境は大きく転換してきている。 

我が国の産業競争力を強化し、ものづくりナンバーワン国家を目指すためには、これまで以上に高付加価値製品・技

術を創出し、省資源、省エネルギー、環境低負荷等を実現する効率的な製造プロセスを確立することが喫緊の課題とな

っている。 

第２期中期目標期間においては、持続可能な成長維持と国際競争力の強化を実現し、ものづくりナンバーワン国家を

目指す。このため、環境、省エネルギー等に配慮した分野横断的・共通基盤的な製造技術の整備・強化に向けてユーザ

ーの指向に則した製造技術の高度化及び革新的な新技術の創出に取り組むこととし、以下のような研究開発を推進する。 

① 新製造技術 

［中期計画］ 

 我が国の製造業の強みは高性能電子部品・デバイスの小型化・省エネルギー化技術及び設計、擦り合わせ等の製造プ

ロセスの効率化技術にあり、機構はこれら技術の高度化と新たな産業創成を行ってきた。 

 しかし、２００７年問題を始めとした３つの制約（資源・環境・人口）を克服し、今後も激化する製造分野の国際競

争を勝ち抜くためには、我が国の強みである「ものづくり」を更に強くし、持続可能な成長維持を実現させる技術戦略

が不可欠である。 

 このため、第２期中期目標期間においては、マイクロナノ製造技術を用いて様々な機能・用途を持つ高付加価値ＭＥ

ＭＳ（微小電気機械システム）の開発及び我が国のものづくり力を結集してＭＥＭＳを含む製造プロセスの更なる省エ

ネルギー化及び環境低負荷化等を推進する。具体的には、第２期中期目標期間中に新しい機能を提供する世界初のＭＥ

ＭＳデバイスを４種類以上開発し、製造プロセスの省エネルギー化及び環境低負荷化に貢献する。さらに、第２期中期

目標期間中に、新製造分野における人材育成、設計・開発支援等を目的とした知識データベースを２種類以上（総登録

データ数１，０００件以上）開発するとともに、企業独自の技能・ノウハウを体系化し、後継者に伝授するシステム技

術等の開発を行う。 

《１》異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト ［平成２１年度～平成

２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 サイエンスとエンジニアリングを融合させ、将来の革新的次世代デバイスの創出に必要な新しいコンセプトに基づき、

想定されるデバイスに対し、基盤的プロセス技術群の開発及びそのプラットフォームの確立を目的に、技術研究組合Ｂ

ＥＡＮＳ研究所所長 遊佐 厚氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①バイオ・有機材料融合プロセス技術の開発 

 バイオ材料に関しては、埋め込みデバイスや超高感度分子計測デバイス創出のために、機能性分子

を脂質二重膜に導入したセンシングモジュールを試作し、２４時間以上の生化学的な機能発現を蛍光

計測等により実証する。また、血糖値観察が可能な埋め込み型デバイス試作と、生体内において３ヶ

月の機能確認を実証する。 

 有機材料に関しては、光電、熱電、ＥＬ等の新規有機半導体デバイス創出のために、分子配向制御、

及び材料・デバイス構造の最適化により、光電変換効率８％を達成する。さらに有機ＥＬ金属電極鏡

面へのナノ構造形成による光取り出し効率の２０％向上を確認する。 

研究開発項目②３次元ナノ構造形成プロセス技術の開発 

 超低損傷・高密度３次元ナノ構造形成及び異種機能集積３次元ナノ構造形成プロセス開発のために、

超低損傷形成技術では３００ＭＨｚ帯高周波デバイスの実用化に向け、具体的なデバイス構造の提

案・試作・評価を実施する。また、先端電極部を１００ｎｍ以下まで微細化した耐摩耗構造プローブ

※１をマルチ化する作製プロセスを構築する。さらに、高アスペクト比トレンチへの配列やデバイス

構造の改良により、ナノ粒子配列を用いたガスセンサの感度の向上を図る。 

※１ プローブ：測定素子のこと。 

研究開発項目③マイクロ・ナノ構造大面積・連続製造プロセス技術の開発 

 将来のメーター級大面積・フレキシブルデバイスの実用化を高速、低コストで実現するために、非

真空高速形成プロセスでは、電子移動度２ｃｍ２／Ｖ・ｓｅｃ以上の電子的機能膜やマイクロ･ナノ構

造を構成する機械的機能膜の形成技術を開発し、メーター級の大面積基板上にスキャニングして、膜

厚均一性±１０％以下及び現行真空装置以上の成膜速度６０ｎｍ／分で大面積基板に形成可能とする
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プロセスを確立する。 

 繊維状基材集積化プロセスでは、タッチセンサ、光電変換デバイス、有機圧電デバイス、ＬＥＤや

ＭＥＭＳセンサ実装デバイス、圧力検出デバイス、温度検出デバイスの繊維状基材への素子製作、実

装技術と製織技術を開発し、デバイス面積１ｍ×１ｍ以上で３種類以上の素子が集積されたセンサア

レイを実現するプロセスを構築する。 

研究開発項目④異分野融合型次世代デバイス製造技術知識データベースの整備 

 本研究開発事業の各研究成果（研究データや科学技術的知見）、関連する国内学会及び国際会議

（ＭｉｃｒｏＴＡＳ２０１２等）への参加等により知識データを最終目標である１５００件蓄積する。 

［２４年度業務実績］ 

 サイエンスとエンジニアリングを融合させ、将来の革新的次世代デバイスの創出に必要な新しいコンセプトに基づき、

基盤的プロセス技術群の開発及びそのプラットフォームの確立を目的に、技術研究組合ＢＥＡＮＳ研究所所長 遊佐 

厚氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①「バイオ・有機材料融合プロセス技術の開発」 

 バイオ材料に関しては、埋め込みデバイスや超高感度分子計測デバイス創出のために、機能性分子

を脂質二重膜に導入したセンシングモジュールを試作し、２４時間以上の生化学的な機能発現を蛍光

計測、電流データにより実証した。また、血糖値観察が可能な埋め込み型デバイス試作と、生体内に

おいて４．５ヶ月の機能性を確認した。 

 有機材料に関しては、材料の最適化により、低分子材料を用いる有機太陽電池としては世界トップ

レベルの効率７％を実現した。さらに、構造の最適化により１５％効率を向上させることに成功して

おり、これらの組み合せで、効率８．０％達成を見込める。さらに有機ＥＬにおいて、ナノ構造形成

により光取り出し効率を２０％向上した。 

 研究開発項目②「３次元ナノ構造形成プロセス技術の開発」 

 超低損傷・高密度３次元ナノ構造形成及び異種機能集積３次元ナノ構造形成プロセス開発のために、

超低損傷形成技術では３００ＭＨｚ帯および５００ｋＨｚ帯の高周波デバイスを試作し、動作を確認

した。また、先端電極部を３０ｎｍまで微細化した耐摩耗構造プローブ※１をマルチ化する作製プロ

セスを構築し、描画に成功した。さらに、高アスペクト比トレンチへの配列やデバイス構造の改良に

より、ナノ粒子配列を用いたガスセンサの感度向上１０倍を実現した。 

※１ プローブ：測定素子のこと。 

研究開発項目③「マイクロ・ナノ構造大面積・連続製造プロセス技術の開発」 

 将来のメーター級大面積・フレキシブルデバイスの実用化を高速、低コストで実現するために、非

真空薄膜堆積プロセスにおいて、電源高周波化と安定放電対策により、膜厚均一性±１０％以下、電

子移動度１．３ｃｍ２／Ｖ・ｓｅｃ、及び成膜速度１１８ｎｍ／分のシリコン成膜を実現した。 

 繊維状基材集積化プロセスでは、タッチセンサ、光電変換デバイス、ＬＥＤ、圧力検出デバイス、

温度検出デバイスの５種類のデバイスを面積１ｍ×１ｍ以上に製織集積するプロセスを構築した。 

研究開発項目④「異分野融合型次世代デバイス製造技術知識データベースの整備」 

 本研究開発事業の各研究成果や関連する国内外学会への参加により、知識データを１，５６０件登

録した。 

 

《２》次世代素材等レーザー加工技術開発プロジェクト ［平成２２年度～平成２６年

度、中間評価：平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 ユーザーニーズの高まっている「高出力・高品位」で「低コスト」な半導体パルスファイバーレーザー発振技術及び

それを利用した加工技術を開発し、次世代製品に向けたレーザー加工の基盤技術を確立することを目的に、次世代レー

ザー加工技術研究所研究総括理事 尾形 仁士氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①レーザー高出力化技術の開発 

 半導体レーザー高出力化に関し、二次試作を行い、中間目標であるシングルエミッタ１５Ｗ、アレ

イ２００Ｗの出力を実現する。シングルエミッタにおいては、固定技術を確立し、結合効率８０％を

クリアーしたファイバー出力型モジュールを実現する。アレイについては、調芯及び固定技術の検討

をすすめ、結合効率６０％をクリアーしたファイバー出力型モジュールを実現する。 

研究開発項目②レーザー高品位化技術の開発 

 ファイバーレーザーの高出力化技術の開発による加工用レーザー実践型評価システムを使用し、最

適照射方法を確立する。ＫＷ級集積化ブースター増幅器を製作する。ファイバーレーザーシステムと

の結合を実現させ、中間目標（出力０．７ＫＷ）を達成する。波長変換の高効率化技術を開発し、基

本波と２倍高調波のビーム品質改善を行い、中間目標（２倍高調波変換効率＞２０％、３倍高調波変

換効率＞６％）を達成する。 

研究開発項目③多波長複合加工技術の開発 

（１）切断接合技術の開発：ビーム制御技術を開発し、デモ用加工システムを開発する。倣い加工ヘ

ッドを設計製作し加工テストを実施する。開発ＱＣＷファイバーレーザー装置、パルス３ω光源シス
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テムを加工機システムとして統合させ、切断・接合処理を行った加工面及び加工部周囲への熱損傷低

減照射方法の最適化を行う。ＣＦＲＰ材料のレーザー加工に係わるＬＣＡ評価を進める。 

（２）表面処理技術の開発：高出力レーザー光源、ホモジナイズ光学系、大型ワイドレンズを配置し

て実機に搭載可能な他の光学部品、光学システムとして構築し、ワイドビームを形成してビーム幅５

００ｍｍ（中間目標値）を実現する。 

（３）粉末成形技術の開発：成型環境を真空にした実用サイズプラットフォームの試作を実施する。

実用サイズプラットフォームに本プロジェクトで開発する複合レーザーを搭載し、成型条件の最適化

を実施し、レーザー照射方法を確立する。 

［２４年度実績］ 

ユーザーニーズの高まっている「高出力・高品位」で「低コスト」な半導体パルスファイバーレーザー発振技術及び

それを利用した加工技術の開発、並びに次世代製品に向けたレーザー加工の基盤技術を確立する研究開発体制を構築し、

技術研究組合次世代レーザー加工技術研究所 研究総括理事 尾形 仁士氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究

開発を実施した。 

研究開発項目①「レーザー高出力化技術の開発」 

端面発光ＬＤについては、平成２３年度に抽出した問題に関して、対策を施した第二次試作を行い、

中間目標であるシングルエミッタ１５Ｗ、アレイ２００Ｗの出力を実現した。面発光型ＬＤについて

は試作した面発光ＬＤアレイの冷却温度分布を評価し、熱的特性を改善することにより、アレイ出力

２００Ｗ達成の見通しを得た。 

研究開発項目②「レーザー高品位化技術の開発」 

ファイバーレーザーの高出力化技術の開発による加工用レーザーのビームを評価するとともに、中

間目標の波長変換効率を達成するために必要なビーム特性を持ったファイバーレーザーモジュールを

開発した。ＫＷ級集積化ブースター増幅器を製作し、ファイバーレーザーシステムとの結合を実現さ

せ、中間目標（出力４４０Ｗ）を達成した。波長変換の高効率化技術を開発し、基本波と２倍高調波

のビーム品質改善を行い、中間目標（２倍高調波変換効率＞６０％、３倍高調波変換効率＞４０％）

を達成した。 

研究開発項目③「多波長複合加工技術の開発」 

（１）切断接合技術の開発：高出力型３倍高調波パルス光源を活用した熱損傷抑制型ｋＷ級レーザー

重畳照射技術を確立するとともに、ｋＷ級レーザー高速掃引時の加工プロセス現象の精密解析を行い、

レーザー照射時の反応層（熱損傷層）を低減する材料構造の最適化を実施し、中間目標を達成した。 

また、加工機システムとして機能を統合させて、ユーザー企業に開放して素材メーカー、加工機メー

カー、ユーザー等の間の垂直連携を図るため、基盤プラットフォームの環境整備を行った。 

また、ＣＦＲＰ材料のレーザー加工に係わるＬＣＡ評価を実施し、環境負荷の少ない加工工程の設計

および材料・製品開発の指針を得た。 

（２）表面処理技術の開発：当初計画していた５００ｍｍを超え、７００ｍｍ対応のワイドビームレ

ンズを実現した。また、ＰＪで開発した大出力レーザー光源と、ホモジナイズ光学系、大型ワイドレ

ンズを配置して光学システムを構築し、その両者を統合した。 

（３）粉末成形技術の開発：レーザーの重畳手法やパワー、材料の温度等のフィードバック機構を組

み込んだ実用サイズプラットフォームを製作し、試作を実施。また、真空下におけるチタン粉末の成

形品の評価技術を構築した。なお、ユーザー連携の可能性を探るため、小型プラットフォームを展示

会等で紹介した。 

 

《３》グリーンセンサ・ネットワークシステム技術開発プロジェクト ［平成２３年度

～平成２６年度］ 

［２４年度計画］ 

 無線通信機能、自立電源機能及び超低消費電力機能の搭載を実現する革新的センサの開発を行い、センサネットワー

クの導入による、環境計測やエネルギー消費量等の把握（見える化）及びエネルギー消費量の制御（最適化）により、

低炭素社会の実現に寄与することを目的に、技術研究組合ＮＭＥＭＳ技術研究機構 グリーンセンサネットワーク研究

所所長 前田龍太郎氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

なお、ＮＥＤＯは、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義、競合するソリューションに対しての本技術の優

位性並びに将来の産業への波及効果等の観点から、推進委員会等で各研究開発内容について内部評価を実施する。 

研究開発項目①グリーンＭＥＭＳセンサの開発 

 電流・磁界センサについては、ｐＴ領域を検出できる素子を試作する。塵埃量センサについては、

トリガーセンサを試作し、設計通りの形状や組成が得られているか等の評価を行う。ＣＯ２濃度セン

サについては、実現するセンサの信頼性評価モデルを完成させる。ＶＯＣ濃度センサについては、実

際のＶＯＣガスのセンシングを想定した振動式センサの最終年度目標の外形寸法になるよう構造の最

適化を図る。赤外線アレーセンサについては、ウェハレベルあるいはチップレベルでの真空封止接合

プロセスの構築とセンサの動作原理確認を完了する。 

研究開発項目②無線通信機能及び自立電源機能を搭載したグリーンセンサ端末の開発 
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 超小型高効率ナノファイバー構造光電・熱電変換自立電源の開発では、２ｃｍ×５ｃｍ以下のサイ

ズで７５μｍＷ以上の電源モジュールを試作する。超小型高効率低照度環境用自立電源の開発では、

高効率光発電デバイスを試作・評価する。また、フレキシブルコイルセンサについては、センサ構造

の決定を行い、センサの試作及び要素評価を行う。端末機能集積化及び低消費電力無線通信技術の開

発については、機能検証用ＬＳＩを用いて、グリーンセンサ端末・システム超低消費電力化技術の開

発を行う。受信機については、オフィスなどの実フィールドにおいて距離測定の検証を行うことが可

能な距離測定検証用端末を試作し、それを用いて１ｍの距離測定精度の達成を図る。 

研究開発項目③グリーンセンサネットワークシステムの構築と実証実験 

 スマートコンビニのためのグリーンセンサネットワークシステムの開発では、省エネに資する環境

情報の抽出を行い、その情報を電力情報と合わせて取得できるセンサシステムの仕様を明らかにする。

スマートオフィスのための開発では、省エネ手法を実運用するのに適したセンサ端末及びセンサネッ

トワークシステムの詳細仕様を抽出する。スマートファクトリのための開発では、省エネ効果を検証

するプロトタイプセンサ端末の構成・仕様検討、既存センサ端末の調査を行う。 

［２４年度実績］ 

 センサネットワークに使用されるセンサデバイスの共通的な課題である、無線通信機能、自立電源機能及び超低消費

電力機能の搭載を実現する革新的センサの開発を行い、センサネットワークの導入による、環境計測やエネルギー消費

量等の把握（見える化）及びエネルギー消費量の制御（最適化）により、低炭素社会の実現に寄与することを目的に、

技術研究組合ＮＭＥＭＳ技術研究機構グリーンセンサネットワーク研究所 所長 前田龍太郎をプロジェクトリーダー

とし、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①「グリーンＭＥＭＳセンサの開発」 

 電流・磁界センサについては、磁界検出デバイスを試作し、評価を実施して、ｐＴ領域を検出でき

る素子を試作した。塵埃量センサについては、トリガーセンサを試作し、試作で得られた試料の断面

観察や成分分析などを行い、設計通りの形状や組成が得られているか等の評価を行った。ＣＯ２濃度

センサについては、実現するセンサ実用信頼性評価モデルを完成させ、それを用いて間欠動作を行っ

たときの過渡応答計測を行い、省電力など目標に関する特性評価を実施した。ＶＯＣ濃度センサにつ

いては、実際のＶＯＣガスのセンシングを想定した振動式センサの最終年度目標の外形寸法になるよ

う構造の最適化を図った。赤外線アレーセンサについては、小型な赤外線アレーセンサチップ試作し、

光学素子の作製プロセスとウェハレベルでの真空封止接合プロセスの構築とセンサの動作原理確認を

完了した。 

研究開発項目②「無線通信機能及び自立電源機能を搭載したグリーンセンサ端末の開発」 

 超小型高効率ナノファイバー構造光電・熱電変換自立電源の開発では、２ｃｍ×５ｃｍ以下のサイ

ズで１００μＷ以上の電源モジュールを試作した。超小型高効率低照度環境用自立電源の開発では、

高効率光発蓄電モジュールを試作した。フレキシブルコイルセンサについては、センサ構造の決定を

行い、センサの試作及び要素評価を行った。グリーンセンサ端末機能集積化および低消費電力無線通

信技術の開発については、機能検証用ＬＳＩを用いたグリーンセンサ端末・システム超低消費電力化

技術の開発を行った。受信機については、目標の受信感度を実現する時間・周波数変換アルゴリズム

の開発とＬＳＩの設計検討を行うとともに、１ｍの距離測定精度を実現できる見込みを得た。グリー

ンセンサコンセントレータの開発については、全体設計に従い、回路設計、機構設計を行った。 

研究開発項目③「グリーンセンサネットワークシステムの構築と実証実験」 

 スマートコンビニのためのグリーンセンサネットワークシステムの開発では、省エネに資する環境

情報(室内温度分布、冷蔵・冷凍ショケースのドアの開閉、店員行動など)の抽出を行い、その情報を

電力情報と合わせて取得できるセンサシステムの仕様を明らかにした。スマートオフィスのためのグ

リーンセンサネットワークシステムの開発では、選定した省エネ手法を実運用するのに適したグリー

ンセンサ端末及びグリーンセンサネットワークシステムの詳細仕様を抽出した。スマートファクトリ

のためのグリーンセンサネットワークシステムの開発では、省エネ効果を検証するプロトタイプグリ

ーンセンサ端末の構成・仕様検討、既存センサ端末の調査を行った。 

② ロボット技術 

［中期計画］ 

 我が国のロボット技術は世界トップレベルにあるが、近年我が国において少子高齢化や女性の社会進出の進展に伴い、

製造現場での労働者不足、高齢者増加に伴う福祉・介護サービスの拡充、家事等の代替を担うには至っていないのが現

状である。 

 このため、第２期中期目標期間においては、製造現場や家庭環境等の様々な環境における課題を解決するロボット

技術の基盤整備及び実用化推進を行う。具体的には、第２期中期目標期間中に、ロボット開発の効率化・低コスト化に

つながるロボットモジュールを１２種類以上開発する。また、製造現場や家庭環境等での導入を目指した７種類以上の

次世代ロボットのプロトタイプの開発等を行う。 
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《１》生活支援ロボット実用化プロジェクト ［平成２１年度～平成２５年度］ 

［２４年度計画］ 

 生活支援ロボットとして産業化が期待されるロボットを対象に関係者が密接に連携しながら安全に係る試験を行い、

安全性等のデータを取得・蓄積・分析し、具体的な安全性検証手法の研究開発を実施することを目的に、引き続き独立

行政法人産業技術総合研究所 知能システム研究部門 研究部門長 比留川 博久氏をプロジェクトリーダーとし、以

下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①生活支援ロボットの安全性検証手法の研究開発 

 ロボット毎にリスク低減手段の最適配置手法を示し、また、挙動モデルを構築する。ロボット研究

開発実施者から提供されるロボットの静的・動的・制御性能試験、対人安全性能試験を行いデータ取

得・分析を行う。また、ソフトウェア機能安全確認方法、電気的・物理的試験方法を開発する。安全

性基準適合性評価をロボット開発実施者と連携して試行する。安全性に関する情報の蓄積・提供手法

の研究開発を前年度に引き続き行う。 

研究開発項目②安全技術を導入した移動作業型（操縦が中心）生活支援ロボットの開発 

 安全技術を搭載した移動作業型（操縦が中心）生活支援ロボットについて、安全性検証手法を用い

て策定した改善仕様を適用したロボットの再度のリスクアセスメントを行う。改善仕様を基に安全技

術を具体化し、実証試験のためのロボットを製作する。また、安全性基準適合性評価を研究開発項目

①と連携して試行する。 

研究開発項目③安全技術を導入した移動作業型（自律が中心）生活支援ロボットの開発 

 安全技術を搭載した移動作業型（自律が中心）生活支援ロボットについて、安全性検証手法を用い

て策定した改善仕様を適用したロボットの再度のリスクアセスメントを行う。改善仕様を基に安全技

術を具体化し、実証試験のためのロボットを製作する。また、安全性基準適合性評価を研究開発項目

①と連携して試行する。 

研究開発項目④安全技術を導入した人間装着（密着）型生活支援ロボットの開発 

 安全技術を搭載した人間装着（密着）型生活支援ロボットについて、安全性検証手法を用いて策定

した改善仕様を適用したロボットの再度のリスクアセスメントを行う。改善仕様を基に安全技術を具

体化し、実証試験のためのロボットを製作する。また、安全性基準適合性評価を研究開発項目①と連

携して試行する。 

研究開発項目⑤安全技術を導入した搭乗型生活支援ロボットの開発 

 安全技術を搭載した搭乗型生活支援ロボットについて、安全性検証手法を用いて策定した改善仕様

を適用したロボットの再度のリスクアセスメントを行う。改善仕様を基に安全技術を具体化し、実証

試験のためのロボットを製作する。また、安全性基準適合性評価を研究開発項目①と連携して試行す

る。 

［２４年度実績］ 

生活支援ロボットとして産業化が期待されるロボットを対象に関係者が密接に連携しながら安全に係る試験を行い、

安全性等のデータを取得・蓄積・分析し、具体的な安全性検証手法の研究開発を実施することを目的に、引き続き独立

行政法人産業技術総合研究所 知能システム研究部門 研究部門長 比留川 博久氏をプロジェクトリーダーとし、以

下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①「生活支援ロボットの安全性検証手法の研究開発」 

ロボット研究開発実施者から提供されるロボットの静的・動的・制御性能試験、対人安全性能試験

を行いデータ取得・分析を行った。また、ソフトウェア機能安全確認方法、電気的・物理的試験方法

を開発した。４タイプの生活支援ロボットの安全性に関する認証モジュールの策定及び各ロボットの

特性に適した適合性評価方法を策定した。さらに、策定した適合性評価方法をロボット開発実施者と

連携して試行した。データマイニングシステムの改良を行うとともにリスクアセスメント要素データ

（グループⅡ）の入力、各試験データ（グループⅡ）の整理・入力、安全関連データ入力等を行い、

安全評価データシステムの構築、改良を行った。また、ＩＳＯ標準化提案について具体的検討を行っ

た。プロジェクトの成果を用い装着型ロボットを対象にＩＳＯ／ＤＩＳ１３４８２に基づいた認証が

実現した。 

研究開発項目②「安全技術を導入した移動作業型（操縦が中心）生活支援ロボットの開発」 

安全性検証手法を用いて策定した改善仕様を基に安全技術を具体化し、安全性試験および実証試験

のためのロボットを製作した。改善仕様を適用したロボットの再度のリスクアセスメントを行った。

安全性基準適合性評価を研究開発項目①と連携して試行した。 

研究開発項目③「安全技術を導入した移動作業型（自律が中心）生活支援ロボットの開発」 

研究開発項目④「安全技術を導入した人間装着（密着）型生活支援ロボットの開発」 

研究開発項目⑤「安全技術を導入した搭乗型生活支援ロボットの開発」 

安全性検証手法を用いて策定した改善仕様を基に安全技術を具体化し、安全性試験および実証試験

のためのロボットを製作した。改善仕様を適用したロボットの再度のリスクアセスメントを行った。

安全性基準適合性評価を研究開発項目①と連携して試行した。 
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《２》災害対応無人化システム研究開発プロジェクト ［平成２３年度～平成２４年

度］ 

［２４年度計画］ 

 災害や重大事故等によって家屋、産業・公共施設等が被災し、作業員の立ち入りが困難となった状況において、速や

かに状況把握、機材等の運搬、復旧活動を行うことを目的に、以下の研究開発を実施する。 

（１）作業移動機構の開発 

① 小型高踏破性遠隔移動装置の開発 

 作業員の立ち入りが困難な、狭隘で有害汚染物質環境下にある地上及び地下階の探索が可能な小型移動装置の開発

を行う。開発に際して、モックアップ等を用いた開発試験を行うことを前提とする。 

② 通信技術の開発 

 作業員の立ち入りが困難な、狭隘で過酷な環境下にある設備内等においても作動可能な汎用性の高いロボット要素

共通技術として通信技術の開発を行う。他の開発項目においても、当通信技術に準拠することを前提とする。 

③ 遠隔操作ヒューマンインタフェースの開発 

 作業員の立ち入りが困難な、狭隘で過酷な環境下にある設備内等においても作動可能な汎用性の高いロボット要素

共通技術としてヒューマンインタフェース（Ｉ／Ｆ）を開発する。他の開発項目における要求を満たすＩ／Ｆの開発

を行う。 

④ 狭隘部遠隔重量物荷揚／作業台車の開発 

 作業員の立ち入り困難な建屋内において、天井近くまで、調査用移動装置、除染用モジュール、遮蔽体、ロボット

アーム（遠隔移動装置に搭載し、配管溶接、ボルト回し等の補修・修繕作業等、高度な作業が可能なもの）等を搭載、

移送可能な遠隔操作荷揚／作業台車の開発を行う。 

⑤ 重量物ハンドリング遠隔操作荷揚台車の開発 

 作業員の立ち入りが困難な、有害汚染物質環境下にある設備内外において、階段、エレベータ等の移動手段に代わ

って、各種ロボット、各種資材等の重量物を各階に移送可能な遠隔操作荷揚台車の開発を行う。 

（２）計測・作業要素技術の開発 

⑥ 大気中・水中モニタリング／ハンドリングデバイス等の開発・改良 

 遠隔移動装置を用いた作業中に周辺環境の汚染状況等を計測、可視化、改善するための要素技術を開発する。他の開

発項目との親和性を重視し、かつ開発内容の偏重を回避するため、可能な範囲で複数の要素技術の開発を行う。 

（ａ）大気中モニタリングデバイス／水中モニタリングデバイス 

（ｂ）汚染状況マッピング技術 

（ｃ）ハンドリングデバイス技術 

（３）災害対策用作業アシストロボットの開発 

⑦ 作業アシストロボットの開発 

 長時間作業員の立ち入りが困難な被災現場においても、作業員の安全・健康を最大限に確保しつつ有人作業が可能

で、過酷な環境下での災害対応の省力化を可能とする作業アシストロボットの開発を行う。 

［２４年度実績］ 

災害や重大事故等によって家屋、産業・公共施設等が被災し、作業員の立ち入りが困難となった状況において、速や

かに状況把握、機材等の運搬、復旧活動を行うことを目的に、東京大学 教授 淺閒一氏をプロジェクトリーダー、東

京大学 教授 佐藤知正氏をサブプロジェクトリーダーとして以下の研究開発を実施した。 

（１）作業移動機構の開発 

① 小型高踏破性遠隔移動装置の開発 

 作業員の立ち入りが困難な、狭隘で有害汚染物質環境下にある地上及び地下階の探索が可能な小型移動装置の開発を

行った。 

・小型高踏破性遠隔装置（Ｓａｋｕｒａ） 

 幅７０ｃｍ、傾斜４５度、最大積載３０ｋｇでの走行性能を実現 

・重量計測器搭載遠隔移動装置 

 幅９０ｃｍ、傾斜４０度、最大積載重量９０ｋｇでの走行性能を実現 

② 通信技術の開発 

 作業員の立ち入りが困難な、狭隘で過酷な環境下にある設備内等においても作動可能な通信技術の開発を行った。 

・汎用の周波数帯４．９ＧＨｚと５．２ＧＨｚ帯で相互をバックアップする汎用性の高いシステムを実現 

・無線通信中継局間のケーブル断線が生じた場合でも無線でバックアップする有線／無線ハイブリッド方式を採用 

・断線時のバッテリーバックアップ機能により通信環境を維持 

・遠隔操作機器等による運搬・設置・ケーブル接続が可能な基地局 

③ 遠隔操作ヒューマンインタフェースの開発 

 汎用性の高いロボット要素共通技術としてヒューマンインタフェース（I/F）を開発した。 

・汎用の PCとゲームコントローラを採用して各社共通のヒューマン・インタフェースを実現 

・遠隔操作される装置用に全周囲俯瞰画像、動的ガイダンス、映像ノイズ除去の画像処理技術を実現 

④ 狭隘部遠隔重量物荷揚／作業台車の開発 

 作業員の立ち入り困難な建屋内において、天井近くまで、調査用移動装置、ロボットアーム（遠隔移動装置に搭載し、
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配管溶接、ボルト回し等の補修・修繕作業等、高度な作業が可能なもの）を搭載、移送可能な遠隔操作荷揚／作業台車

の開発を行った。 

・４輪駆動４輪操舵方式によりその場旋回や真横への移動が可能 

・５０ｍｍ段差乗り越え、１５度の傾斜走行が可能 

・７関節、可搬質量２０ｋｇのロボットアームのエンドエフェクタ交換により多様な作業が可能 

⑤ 重量物ハンドリング遠隔操作荷揚台車の開発 

 作業員の立ち入りが困難な、有害汚染物質環境下にある設備内外において、階段、エレベータ等の移動手段に代わっ

て、各種ロボット、各種資材等の重量物を各階に移送可能な遠隔操作荷揚台車の開発を行った。 

・遠隔操作により走行、超信地旋回、荷揚げを実現 

・最大積載重量４ｔ、最大荷揚げ高さ３０ｍを実現 

（２）計測・作業要素技術の開発 

 大気中・水中モニタリング／ハンドリングデバイス等の開発・改良遠隔移動装置を用いた作業中に周辺環境の汚染状

況等を計測、可視化、改善するための要素技術を開発した。 

⑥ガンマカメラの開発 

 災害時に放射線環境下となった設備内等において、線源位置、放射線線量等の状況確認を可能とする移動台車へ搭載

可能なガンマカメラの開発を行った。 

・３００ｍＳｖ／ｈの高放射線環境での測定を実現 

・ガンマカメラの撮影範囲の対象物との距離測定を行い、距離の影響を補正した線量率分布を算出可能 

・光学カメラ画像に放射線分布情報を重ね合わせ表示し、放射線分布を可視化 

⑦水陸両用移動装置の開発 

 作業員の立ち入りが困難な過酷環境下で漏水箇所把握のためのモニタリングデバイスと水陸両用移動装置の開発を行

った。 

・大気中から水中への連続移動と階段走行性能を実現 

・水中性浮力化で水中遊泳も可能 

・超音波カメラと水中カメラで当該部の形状確認が可能 

・水中マイク、ドップラー流速計による水流調査が可能 

⑧汚染状況マッピング技術 

 ⑥のガンマカメラと①の遠隔移動装置等で計測された３次元測域センサのデータを合成して汚染状況をマップとして

構築するシステムを開発した。 

・レーザスキャナやセンサ（サーモグラフィやガンマカメラ）により収集したデータをオフラインで処理することによ

り、三次元形状や汚染状況を可視化することが可能 

・三次元の汚染状況マップはＰＣ画面上でインタラクティブに視点を変更しながら閲覧が可能 

（３）災害対策用作業アシストロボットの開発 

⑨ 作業アシストロボットの開発 

 長時間作業員の立ち入りが困難な被災現場においても、作業員の安全・健康を最大限に確保しつつ有人作業が可能で、

過酷な環境下での災害対応の省力化を可能とする作業アシストロボットの開発を行った。 

・防護装備により作業員の被ばく線量を低減 

・タイベック内へ冷気を直接送風することにより、高温・多湿環境下での作業者の体温上昇を抑えることが可能 

・ロボット装着者の胸に取付けたセンサによりバイタル情報（心拍、体温、加速度）をモニタリング可能 

プロジェクトの中間報告としてＮＥＤＯ主催のＪａｐａｎ Ｒｏｂｏｔ Ｗｅｅｋ ２０１２で報告を行い、終了直前

にもＮＥＤＯ主催の成果報告会を行い、いずれも実演を交えたデモも行った。 
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＜７＞各分野の境界分野・融合分野及び知的基盤研究分野 

［中期計画］ 

従来の技術区分にとらわれない更なる境界分野・融合分野の重要性が顕在化すると予想される。このため、急速な知

識の蓄積や新知見の獲得によって、異分野技術の融合や新たな技術領域が現れることを踏まえ、従来の取組をさらに強

化し、生涯健康や安全・安心等を中心とした社会ニーズや社会的貢献の実現を視野に入れつつ、上記のライフサイエン

ス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料及びエネルギー等の境界分野及び分野を跨ぐ技術の融合領域における研

究開発を推進する。また、社会ニーズを把握・意識しつつ、安全・安心な社会構築に配慮した知的基盤整備のための研

究開発を推進する。 

① 新製造技術 

［中期計画］ 

 「第３期科学技術基本計画」においては、異分野間の知的な触発や融合を促す環境を整えることや、新興領域・融合

領域へ機動的に対応しイノベーションに適切につなげていくことの重要性が提唱されており、従来の技術区分にとらわ

れない更なる境界分野・融合分野における取組を進めることが必要である。 

 このため、第２期中期目標期間においては、急速な知識の蓄積や新知見の獲得によって、異分野技術の融合や新たな

技術領域が現れることを踏まえ、従来の取組を更に強化し、生涯健康や安全・安心等を中心とした社会ニーズや社会的

貢献の実現を視野に入れつつ、上記のライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料及びエネルギー等

の境界分野及び分野を跨ぐ技術の融合領域における研究開発を推進する。 

 また、社会ニーズを把握・意識しつつ、安全・安心な社会構築に配慮した知的基盤整備のための研究開発を推進する。 

《１》基盤技術研究促進事業 ［平成１３年度～］ 

［２４年度計画］ 

 産業投資特別会計から出資を受けて飛躍的な技術的進歩の達成や新規市場の創造等をもたらす知的資産が形成される

ような鉱工業基盤技術に関する試験研究テーマを委託により行う基盤技術研究促進事業について、継続事業１件を実施

する。 

［２４年度業務実績］ 

 産業投資特別会計から出資を受けて飛躍的な技術的進歩の達成や新規市場の創造等をもたらす知的資産が形成される

ような鉱工業基盤技術に関する試験研究テーマを委託により行う基盤技術研究促進事業について、継続事業１件を実施

した。 

《２》イノベーション推進事業（次世代戦略技術実用化開発助成事業、ナノテク・先端

部材実用化研究開発） ［平成１９年度～］ 

［２４年度計画］ 

 次世代戦略技術実用化開発助成事業については、民間企業独自の研究開発リソースが十分でない、よりリスクの高い

中期の実用化開発を支援する。平成２４年度においては、継続分１６テーマを実施する。また、平成２３年度採択のテ

ーマについて延長評価を実施し、延長による開発成果の向上に著しい効果が見込まれる等必要なものについては、１年

間の事業延長を認め、事業を実施する。前年度までに終了した３２テーマについては、技術的成果、実用化見通し等を

評価する事後評価を実施する。なお、事後評価の結果に関しては、第２期中期計画期間中を通して６割以上が「順調」

との評価を得ることを目指す。 

 ナノテク・先端部材実用化研究開発については、革新的ナノテクノロジーと新産業創造戦略の重点分野をつなぐ、川

上と川下の垂直連携、異業種・異分野の連携で行う研究開発を実施することにより、キーデバイスを実現し新産業を創

出すること及び様々な異業種・異分野に跨るテクノロジーとデバイス化技術との融合を強化することを目的とする。具

体的には、次の研究開発を実施する。ステージⅠの「革新的ナノテクノロジーによる高度材料・部材の先導的研究開

発」においては、革新的ナノテクノロジーの活用により、５分野（情報家電、燃料電池、ロボット、健康・福祉・機

器・サービス、環境・エネルギー・機器・サービス）におけるキーデバイスのためのシーズを確立する。ステージⅡの

「革新部材実用化研究開発」においては、実用化に向けた試験・評価・製品試作等の研究開発を支援することで、５分

野のキーデバイスへの実用化を促進する。継続分１３テーマを実施する。なお、各テーマにおいてはステージ終了時ま

でに、ステージⅠにおいては最終目標とする特性の目途がつくサンプルを、ステージⅡにおいては最終目標の特性を有

するサンプルを、評価のために企業、大学等の外部機関に対してラボレベルで提供できる状態まで技術を確立する。 

［２４年度実績］ 

次世代戦略技術実用化開発助成事業については、民間企業独自の研究開発リソースが十分でない、よりリスクの高い

中期の実用化開発を支援する。平成２４年度においては、継続分１６テーマを実施した。また、平成２３年度採択のテ

ーマについて延長評価を実施し、延長による開発成果の向上に著しい効果が見込まれる等必要なものについては、１年

間の事業延長を認め、事業を実施する。前年度までに終了した３５テーマについては、技術的成果、実用化見通し等を

評価する事後評価を実施する。なお、事後評価の結果に関しては、第２期中期計画期間中を通して８割以上が「順調」
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との評価を得ることを目指す。 

 ナノテク・先端部材実用化研究開発については、継続分１３テーマ（ステージⅠ １１テーマ、ステージⅡ ２テー

マ）を実施した。 

平成２３年度末および２４年度上期終了の計１６テーマについては、外部有識者による事後評価委員会を開催し、事

業実施期間中の成果及び今後の実用化・事業化計画に関しての評価を実施した。 

事業継続中の６テーマについては、平成２５年度に最終年度を迎えるため、テーマ終了後に円滑に実用化・事業化が

進むよう、残り期間の実施内容の見直し等を行った。一部テーマについては成果を利用するユーザーを追加する等の体

制変更を実施した。 

 

《３》環境・医療分野の国際研究開発・実証プロジェクト ［平成２３年度～平成２７

年度］ 

［２４年度計画］ 

１） 省水型・環境調和型水循環プロジェクト（水資源管理技術研究開発） 

研究開発項目①水資源管理技術の国内外への展開に向けた実証研究 

水資源管理技術の取得及び省水型・省エネ型の水循環システムの構築を目的とした水循環システムの

実証研究に関して、国内（北九州市、周南市）、ＵＡＥ、ベトナム（フエ市）、オマーン、豪州の関係

機関との調整・協議、実施内容の検討、装置製作、試運転、連続運転等を実施する。 

研究開発項目②水資源管理技術の国内外への展開に向けた調査検討 

水資源管理技術を国内外に展開する際に必要となる、水事業の運営管理技術・国内外の水資源等の動

向・事業展開戦略に関する調査、戦略的な成果普及活動等を平成２３年度の成果を踏まえて実施する。 

２）アジアにおける先進的資源循環システム［平成２３年度～平成２７年度］ 

 下記の実証研究により、現地に適合するリサイクル及び廃棄物処理の技術・システムを確立すると

ともに、アジア等の諸外国のリサイクル及び廃棄物処理の市場動向や法整備等の状況を把握すること

で海外展開の強化を図る。 

２） アジアにおける先進的資源循環システム 

 下記の実証研究により、現地に適合するリサイクル及び廃棄物処理の技術・システムを確立するとともに、アジア等

の諸外国のリサイクル及び廃棄物処理の市場動向や法整備等の状況を把握することで海外展開の強化を図る。 

研究開発項目①－１先進的自動車リサイクルシステム 

今後数年以内に自動車リサイクル法が施行される見通しである中国を始め、アセアン各国等のアジア

において、有価物の回収・再利用、廃棄物の適正処理化を目指す高効率かつ経済的な自動車リサイク

ルシステムを確立するため、我が国の先進的な自動車リサイクル技術に係る国際研究開発・実証を実

施する。 

研究開発項目①－２有用金属を含む廃棄物の高度リサイクル技術 

電気・電子機器をはじめとする、有用金属を含む廃棄物を対象として、低環境負荷及び安全性を確保

しつつ、現地のニーズに合致したリサイクル技術を確立するため、処理対象物の性状把握と課題の明

確化、現地実証設備の設計、据付を行う。 

研究開発項目②高効率な下水汚泥の減容化・再資源化 

（１）現地にて実証設備の据付工事（配管工事、電気計装工事含む）を実施する。 

（２）現地の下水汚泥に対する乾燥性能の実証を目的としてＤＤを用いて実証運転を行う。具体的に

は汚泥処理量等の運転条件ごとの検証を実施し、蒸発速度について性能評価や汚泥性状の影響の考察

を行う。 

（３）使用環境に適した材質の選定を目的として、ＩＤＤを用いて実証運転を行う。具体的にはＩＤ

Ｄ内部に摩耗検証用のテストピースを取り付け、実証運転における摩耗傾向の観察と実測を行い、材

質選定の考察を行う予定であるが、試験方法については、適宜見直しを行う。 

（４）熱回収プロセスの実証を目的として、実証プラントを用いて実証運転を行う。具体的には運転

条件ごとの検証を実施し、熱回収プロセスについて性能評価を行う。 

（５）熱回収プロセスの実証を目的として、実証プラントを用いて実証運転を行う。具体的には運転

条件ごとの予備検証を実施し、熱利用プロセスについて性能評価を行う。 

３） 先進的医療機器システムの国際研究開発及び実証 

我が国が有する優秀な要素技術を組み合わせ、医療機器単体のみならず、システムとして、海外諸国の実情に即した

海外展開を目指した国際研究開発及び実証を行うため、以下の研究開発を実施する。なお、平成２４年度新規テーマの

公募・採択を予定している。 

研究開発項目①再生・細胞医療技術及び製造インフラ最適化の研究開発 

研究開発項目②革新的通信技術を用いた内視鏡診断支援システムの海外展開 
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４） フランスにおける国際共同研究開発・実証事業 

 ＮＥＤＯとフランスのＯＳＥＯ（起業支援・イノベーション振興機構）間でのＭＯＵに基づき、戦略的重要性のある

分野での両国企業等の技術開発、イノベーション、連携が促進されるよう、両機関で日仏連携プロジェクトに対する支

援を目指す。 

５） シンガポールにおける国際共同研究開発・実証事業 

 日本のＲ＆Ｄ部門を持つ企業とシンガポールの研究機関が連携し、新たな価値を生み出すイノベーションが促進され

るよう、ＮＥＤＯ、ＮＲＦ（シンガポール国立研究財団）双方による支援を目指す。 

６） 生活支援システムの国際研究開発・実証事業 

 世界的な高齢化や生活水準の向上に伴う健康志向の高まりを受けて、今後高い成長が期待される医療、介護、健康、

福祉等の生活支援関連産業において、我が国企業が強みを有するロボット技術を中心とした生活支援システムの研究開

発・実証を、海外の介護、医療その他生活支援の現場のニーズを反映しつつ主に相手国にて実施し、相手国から我が国

技術の有効性等の理解を得ることにより、我が国の当該分野における技術水準の向上に加え、海外展開や市場化の促進

等を図る。 

［２４年度実績］ 

１） 省水型・環境調和型水循環プロジェクト（水資源管理技術研究開発） 

研究開発項目①水資源管理技術の国内外への展開に向けた実証研究 

国内（北九州市、周南市）においては、連続運転を実施し、省エネ効果等の成果を得た。また、ＵＡ

Ｅ、ベトナム（フエ市）、オマーン、豪州の関係機関との調整・協議、実施内容の検討、装置製作、

連続運転等を実施した。 

研究開発項目②水資源管理技術の国内外への展開に向けた調査検討 

水資源管理技術を国内外に展開する際に必要となる、戦略的な成果普及活動等を国内外で実施した。 

２） アジアにおける先進的資源循環システム 

研究開発項目①－１先進的自動車リサイクルシステム 

ＮＥＤＯと中国国家発展改革委員会との間でＭＯＵを締結し、国家発展改革委員会から本事業推

進にあたっての全面的な協力及び事業期間終了後の本事業の成果普及に対する協力が得られる事

となった。また、我が国の先進的な自動車リサイクル技術に基づき、現地へ導入する実証用設備

の構成機器について設計・製造を行った。 

研究開発項目①－２有用金属を含む廃棄物の高度リサイクル技術 

新たに公募を行い、インドを実証サイトとして、委託先企業及び現地パートナー企業を含めた実

施体制を構築した。現地における処理対象物の性状等のデータ収集を行い、現地実証設備の検討

を行った。 

３） 先進的医療機器システムの国際研究開発及び実証 

以下の①～③の研究開発項目について実施した。 

研究開発項目①「再生・細胞医療技術および製造インフラ最適化の研究開発」 

現地国（タイ）政府関係機関との間でＭＯＵを締結し、骨髄液から軟骨再生する方法、および角膜再

生技術に関する現地への技術移管に着手するとともに、日本国内においては、現地研究機関に設置す

る細胞自動培養装置の開発に着手した。また、タイ・日本の主要実施機関に遠隔診断・治療に適した

国際通信インフラのための機器設置を進めた。 

研究開発項目②「革新的通信技術を用いた内視鏡診断支援システムの海外展開」 

高機能内視鏡のカスタマイズ（立体内視鏡・蛍光内視鏡・超音波画像統合機能・微細部位に適した画

像処理）を実施するとともに、革新的通信技術による通信装置の開発を進め、診断等に十分な画質を

維持したまま、元データ量の約１／５までリアルタイムに圧縮・復元するハードウエアを開発した。

現地国（タイ）政府関係機関との間でＭＯＵを締結し、現地実証実験を開始し、その効果を検証する

とともに効果の定量的把握を行った。 

研究開発項目③「人工透析管理システム構築に係る研究開発・実証」については、公募を行い、以下 2件を採択し、

ＭＯＵ締結にむけたフィージビリティスタディを実施した。 

（１）中国における水浄化／セントラル透析システムの研究開発 

（２）現地国事情に適した高品位透析治療を達成する透析水浄化システムの研究開発・実証 

４） フランスにおける国際共同研究開発・実証事業 

 ＮＥＤＯとフランスのＯＳＥＯ（起業支援・イノベーション振興機構）との間で、環境分野及び産業技術分野におい

て、日仏が協力して二国間の共同研究開発を支援する仕組みを整備。公募の結果、バイオテクノロジー・医療分野に係

る研究開発テーマ３件を採択。 
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５） シンガポールにおける国際共同研究開発・実証事業 

日本のＲ＆Ｄ部門を持つ企業とシンガポールの研究機関が連携し、新たな価値を生み出すイノベーションが促進される

よう、ＮＥＤＯとＮＲＦ（シンガポール国立研究財団）との間で、環境分野及び産業技術分野において、日星が協力し

て二国間の共同研究開発を支援する仕組みを整備。公募の結果、バイオテクノロジー・医療分野に係るＦＳテーマ３件

を採択。 

６） 生活支援システムの国際研究開発・実証事業 

 我が国企業が強みを有するロボット技術を中心とした生活支援システムの研究開発・実証を、海外の介護、医療その

他生活支援の現場のニーズを反映しつつ主に相手国にて実施し、相手国から我が国技術の有効性等の理解を得ることに

より、我が国の当該分野における技術水準の向上に加え、海外展開や市場化の促進等を図ることを目的に、平成２４年

度は以下の調査事業を実施した。 

①「環境・医療分野の国際研究開発・実証プロジェクト／生活支援システムの国際研究開発・実証事業／ドイツ（フェ

ーズ 1）」 

詳細な調査項目は以下の通り。 

1)ドイツにおける医療機器の管理・監督行政、及び医療機器の認定登録、医療機器の試験と評価方法、ドイツのリハビ

リ分野の医療・介護制度、保険制度の調査 

2)ロボットスーツＨＡＬの実証計画及び将来の普及シナリオの作成 

3)リハビリ用装着型ロボット市場調査と事業発展の可能性を検討 

②「環境・医療分野の国際研究開発・実証プロジェクト／生活支援システムの国際研究開発・実証事業／デンマークに

おける生活支援ロボットを活用した介護サービス提供に係る検討」 

詳細な調査項目は以下の通り。 

1） デンマークにおける基礎情報調査 

2） 地方政府の基礎情報調査 

3） 生活支援ロボットに関する開発可能性の分析調査、検証 

4） 共同プロジェクト具現化へ向けた実施計画（技開部） 

 

  

《４》ＩＴ融合による新社会システムの開発・実証プロジェクト ［平成２４年度～平

成２８年度］ 

［２４年度計画］  

 本プロジェクトは、「都市交通」「農業」「ヘルスケア」の３分野を中心に、１０年後を見据えても持続可能な「医食

住インフラ」を実現するための応用システムの開発及び同システムの水平展開の仕組みを構築することを目的とする。

平成２４年度中に公募により共同研究先を選定し、先導研究・調査・実証研究等に着手する。 

［２４年度実績］ 

 新規に公募を実施し、都市交通分野で６件、 ヘルスケア分野で６件、農商工連携分野で４件、データ処理基盤分野

で２件のテーマを採択し、先導研究・調査等に着手した。 

 具体的には、都市交通分野では人の属性、場所、時間情報等に応じたコンテンツ等と融合する新しいパーソナルモビ

リティシェアリングシステムの開発等、ヘルスケア分野では・アルツハイマー病の超早期診断と正確な診断に基づく先

制医療を、高度な IT 技術により脳画像、臨床情報等により可能とする技術の開発等、農商工連携分野では土壌の状態、

農産物品質等の継続的なモニタリングから得られる大規模データ等を利用して、市場競争力のある高品質農作物の生

産・出荷を支援するサービスの開発等、データ処理基盤分野では高度なデータ解析機能を有するリアルタイム処理シス

テム及び当該システムが必要とするデータの高速アクセスを可能とするデータストアの開発等を行った。 

 

《５》ＮＥＤＯプロジェクト特別強化プログラム［平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

ＮＥＤＯプロジェクト成果の実用化に向けて重要となる補完技術や、ＮＥＤＯプロジェクト成果を他の領域に応用展

開させるために重要となる技術など、ＮＥＤＯプロジェクトに関する周辺技術について、本格的に技術開発を進めるべ

きかどうかの判断をするため、ＮＥＤＯが設定した技術課題について、研究開発を行う。 

［２４年度実績］ 

当初、本事業に係る委託先の公募を行う予定であったが、事業内容等を鑑み、公募を中止した。 
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９．新エネルギー・省エネルギー関連業務等における技術分野ごとの事業 

＜１＞燃料電池・水素エネルギー利用技術分野 

［中期計画］ 

 誰もが自由な情報の発信・共有を通じて、個々の能力を創造的かつ最大限に発揮することが可能となる高度な情報通

信（ＩＴ）社会を実現するとともに、我が国経済の牽引役としての産業発展を促進するため、技術の多様性、技術革新

の速さ、情報化に伴うエネルギー需要の増大といった状況も踏まえつつ、高度情報通信機器・デバイス基盤関連技術、

新製造技術、ロボット技術、宇宙産業高度化基盤技術等の課題について、引き続き重点的に取り組むこととし、以下の

ような研究開発を推進するものとする。 

①技術開発／実証 

［中期計画］ 

燃料電池は、エネルギー効率が高く、ＣＯ２排出抑制に資するなど環境負荷が低いことに加え、エネルギーセキュリ

ティの向上、産業競争力の強化や新規産業の創出等の観点からも重要な技術分野であり、その政策的位置付けはますま

す重要になっている。第３期科学技術基本計画における戦略重点科学技術の一つとして「先端燃料電池システムと安全

な革新的水素貯蔵・輸送技術」が位置付けられ、新国家エネルギー戦略においては運輸エネルギー次世代化として燃料

電池自動車に関する技術開発の推進が必要とされている。また、新経済成長戦略においては世界をリードする新産業群

創出のための戦略分野の一つとして燃料電池が位置付けられ、さらに、経済成長戦略大綱において、新産業創出の分野

として燃料電池及び次世代自動車向け電池が位置付けられるとともに、運輸エネルギーの次世代化のために燃料電池自

動車を含む次世代クリーンエネルギー自動車の技術開発と普及促進の必要性が挙げられている。 

 第２期中期目標期間においては、燃料電池自動車、定置用燃料電池等の早期の実用化・普及に資するため、技術開発、

安全・基準・標準化及び導入支援・実証研究等を一体的に推進する。具体的には、燃料電池自動車、定置用燃料電池等

の早期の実用化・普及に向け、固体高分子形燃料電池及び固体酸化物形等の燃料電池の研究開発並びに燃料電池自動車、

電気自動車、プラグインハイブリッド車等に資する蓄電池システム等関連技術の研究開発を実施し、効率向上、信頼

性・耐久性向上及びコスト低減を図る。第２期中期目標期間中には定置用燃料電池で発電効率３２％（ＨＨＶ，高位発

熱量）、耐久性４万時間、自動車用燃料電池で車輌効率５０％（ＬＨＶ，低位発熱量）、耐久性３，０００時間の見通し

が得られる技術基盤確立等を目標とする。 

 また、水素エネルギーの本格的利用に向け、水素の製造・輸送・貯蔵及び水素インフラストラクチャ等の研究開発を

実施し、効率向上、信頼性・耐久性向上、小型化及びコスト低減等を図る。あわせて、技術開発課題の抽出、安全性・

信頼性等の確認、基準・標準の制定・見直し及び社会的認知・受容の推進等のために必要な普及基盤整備及び実証研

究・試験等を実施する。また、今後の導入普及状況を踏まえ、その時期に応じた適切な業務を国の方針を踏まえつつ実

施する。 

《１》固体高分子形燃料電池実用化推進技術開発 ［平成２２年度～平成２６年度、中

間評価：平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 固体高分子形燃料電池（以下、ＰＥＦＣ）の本格商用化に要求される低コスト化・信頼性向上等に資する基盤技術開

発、市場拡大・普及促進等に資する実用化技術開発、革新的な低コスト化・信頼性向上等に資する次世代技術開発等を

総合的に推進し、ＰＥＦＣの普及に必要な要素技術を確立すること等を目的に、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①基盤技術開発 

各テーマにプロジェクトリーダーを設置し、「劣化機構解析とナノテクノロジーを融合した高性能

セルのための基礎的材料研究」「定置用燃料電池システムの低コスト化のためのＭＥＡ高性能化」「低

白金化技術」「カーボンアロイ触媒」「酸化物系非貴金属触媒」「ＭＥＡ材料の構造・反応・物質移動

解析」「セル評価解析の共通基盤技術」等の研究開発を引き続き実施する。 

研究開発項目②実用化技術開発 

天然ガス燃料組成変動による燃料電池システムへの影響評価及び耐性向上に係る研究開発として、

平成２３年度に開発したシステムについて、窒素、酸素を含む国内の都市ガスを用いた実ガス試験を

継続し、長時間の耐久性検証を行う。また、高濃度窒素を含む海外都市ガスに対応するシステムにつ

いても、模擬ガスによる耐久試験を継続し、技術の改善と実用化の課題解決の目処をつける。 

［２４年度業務実績］ 

研究開発項目①基盤技術開発 

山梨大学 教授 渡辺 政廣氏、パナソニック（株）エナジー変換システムセンター所長 小原 

英夫氏、同志社大学 教授 稲葉 稔氏、横浜国立大学 特任教授 太田 健一郎氏）、技術研究組

合ＦＣ－Ｃｕｂｉｃ 専務理事 長谷川 弘氏、大同大学 客員教授 大丸 明正氏をプロジェクト

リーダー（ＰＬ）として各テーマについて実施し、「劣化機構解析とナノテクノロジーを融合した高

性能セルのための基礎的材料研究」では、電解質膜に関しては、スルホン酸化ポリイミドＳＰＩ－８
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（８０）膜、スルホン酸化ポリエーテルブロック共重合ＳＰＥ－ｂｌ－１膜の劣化機構を明らかにし、

化学安定性の低い部位を特定した。炭化水素系電解質膜の劣化生成物である硫酸の濃度増加とともに、

白金触媒の酸素還元速度が低下することが分かった。 

研究開発項目②実用化技術開発 

平成２３年度に開発したシステムについて、窒素を含む国内の都市ガスを用いた実ガス試験を継続

し、耐久性の改善方式の有効性を検証した。酸素を含む実ガス試験も行い、性能への影響を調査した。

また、高濃度窒素を含む海外都市ガスに対応するシステムについては模擬ガスによる耐久試験を継続

し、システム主要部位の性能変化を調査した。国内外の都市ガスにおける不純物の調査も継続実施し、

システムの性能劣化対策を検討、検証した。 

 

《２》固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発 ［平成２０年度～平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 固体酸化物形燃料電池の信頼性・耐久性、運用性及び効率の向上とコスト競争力を実現するために必要な要素技術を

確立することを目的に、独立行政法人産業技術総合研究所 エネルギー技術研究部門 横川 晴美氏をプロジェクトリ

ーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①基礎的・共通的課題のための研究開発 

引き続き、耐久性・信頼性向上のための基礎研究として、熱力学的解析・化学的解析・機械的解析

による劣化機構の解明、対策立案と効果検証、加速試験方法の確立等を実施する。また、耐久性評価

手法の確立に向けた研究開発を行うことにより、２５０回のサイクル耐久性、耐久性４万時間（電圧

低下率０．２５％／１，０００時間）の見通しを得る。 

研究開発項目②実用性向上のための技術開発 

引き続き、ＳＯＦＣ－ＭＧＴ複合発電システム実証機に搭載するカートリッジ、モジュール、シス

テムの製作を進め、試運転調整の中で性能確認試験や緊急停止試験を行ってシステムとして問題が無

いことを確認する。その後の実証試験では、夜間最低負荷運転試験等、電力需要に応じた負荷シフト

運転試験等を織り交ぜて、商品化の課題を抽出する。 

［２４年度業務実績］ 

研究開発項目①基礎的・共通的課題のための研究開発 

「耐久性・信頼性向上のための基礎研究」では、耐久試験後のセルスタックの劣化部位を集学的に

解析・解明することにより、製造手順と劣化部位との相関を明らかにするなど、セルスタックの改善

指針を得ることができた。また、不純物による劣化の一般的モデルを構築して、加速試験のベースと

なる知見を得ることができた。さらに、熱膨張や還元膨張を定量的解析可能な機械的信頼性評価技術

の構築が進んだ。この結果、参加企業のセルスタックの耐久性は大幅に向上し、最終目標である「劣

化率０．２５％／１０００時間、２５０回」の起動停止を見通すことができた。 

研究開発項目②実用性向上のための技術開発 

「原料・部材の低コスト及び低コストセルスタック・モジュールの開発」では、金属インターコネ

クタの耐久性を大幅に向上することができ、合金設計の方針を確立することができた。また、セルス

タックの低コスト化を実現し得る材料の開発方針を決定することができた。 

さらに、「運用性向上のための起動停止技術開発」では起動停止２５０回の耐久性達成の見通しが

得られつつあり、「超高効率運転のための高圧運転技術」では起動停止や緊急時における安全停止動

作を確認することができた。 

 

《３》水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発 ［平成２０年度～平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 水素供給インフラ市場立ち上げ（２０１５年頃を想定）に向け、水素エネルギーの導入・普及に必要な一連の機器及

びシステムに関する技術を確立することを目的に、国立大学法人九州大学水素エネルギー国際研究センター 尾上 清

明氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①システム技術開発 

７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発を実施する。具体

的には、試験用７０ＭＰａ級水素ステーションにおいて、開発した機器を用いステーションシステム

を構築して、実運転を通して検証する。また、水素ステーションの建設コスト２億円以下（３００Ｎ

ｍ３／ｈ規模の場合、土地取得価格を除く）、各機器メンテナンス回数１回以下／年に向けた更なる

コスト低減、高耐久性の検討と規制合理化に関わる技術基準等の検討を行う。 

研究開発項目②要素技術開発 

水素製造機器要素技術では、引き続き、水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化の研究開

発を行う。膜モジュールで８，０００時間の耐久性を実証し、システムの運転継続で、８，０００時

間以上の耐久性を確認する。 

水素ステーション機器要素技術では、７０ＭＰａ級水素ステーション用ディスペンサー開発におい
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て、平成２３年度に試作したディスペンサーについて、水素ガスでの実ガス充填性能評価を行うとと

もに、コスト評価等を行う。 

研究開発項目③次世代技術開発・フィージビリティスタディ等 

水素インフラに係る基準整備に関する研究開発、水素ステーションの設置・運用等に係る規制合理

化のための研究開発、燃料電池自動車等に係る国際標準化及び規制見直しのための研究開発等を行う。

また、本分野における産業界・学術界の効率的かつ的確な研究開発への取り組みを先導するために、

水素製造・輸送・供給技術ロードマップの改訂を行う。 

［２４年度業務実績］ 

研究開発項目①システム技術開発 

試験用７０ＭＰａ級水素ステーションにおいて、開発した機器を用いステーションシステムを構築

して、実運転を通して検証した。また、水素ステーションの建設コスト２億円以下（３００Ｎｍ３／

ｈ規模の場合、土地取得価格を除く）、各機器メンテナンス回数１回以下／年に向けた更なるコスト

低減、高耐久性の検討と規制合理化に関わる技術基準等の検討を行った。 

研究開発項目②要素技術開発 

水素製造機器要素技術では、引き続き、水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化の研究開

発を行う。膜モジュールで８，０００時間の耐久性を実証し、システムの運転継続で、８，０００時

間以上の耐久性を確認した。 

水素ステーション機器要素技術では、７０ＭＰａ級水素ステーション用ディスペンサー開発におい

て、平成２３年度に試作したディスペンサーについて、水素ガスでの実ガス充填性能評価を行うとと

もに、コスト評価等を行った。 

研究開発項目③次世代技術開発・フィージビリティスタディ等 

水素インフラに係る基準整備に関する研究開発、水素ステーションの設置・運用等に係る規制合理

化のための研究開発、燃料電池自動車等に係る国際標準化及び規制見直しのための研究開発等を行っ

た。 

 

《４》水素先端科学基礎研究事業 ［平成１８年度～平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 水素社会到来に向け、水素物性や水素脆化の基本原理の解明、対策検討等、根本的な現象解析を目的に、独立行政法

人産業技術総合研究所水素材料先端科学研究センター 村上 敬宜氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を

実施する。 

研究開発項目①高圧水素物性の基礎研究 

圧縮機などの機器や水素ステーションなどの設備を設計する際に不可欠な水素熱物性データの体系

的データベース化を完了し、運用方法等を定める。 

研究開発項目②高圧化状態における金属材料等の水素脆化の基本原理の解明、長期使用及び加工、温度などの影響に

よる材料強度特性研究 

水素インフラの規制見直し・使用鋼種拡大に資するデータ提供を継続的に実施し、水素構造材料の

評価を行い、評価データ及び関連資料と一緒に水素インフラの規制見直しを検討する委員会等に提供

する。 

研究開発項目③高圧化状態における高分子材料等の長期使用及び加工（成形・溶接・表面修飾）、温度などの影響に

よる材料強度特性研究（高分子材料） 

引き続き、高圧水素に対する耐性に優れたゴム材料の設計指針策定を目指し、ゴム材料について、

き裂発生状況・水素曝露の影響・疲労進展特性等を評価する。 

研究開発項目④高圧水素トライボロジーの研究 

軸受・バルブ・シール摺動材料について、超高圧水素中の摩擦試験等を進める。ガス純度を高度に

制御した試験、材料表面の力学的特性と化学的特性の測定、侵入水素量の測定等を行う。 

［２４年度業務実績］ 

研究開発項目①高圧水素物性の基礎研究 

物性チームが測定した各種の物性値を２３年度までのデータベースに反映させる作業を開始した。

水素利用機器の現状を想定したアプリケーション型の物性計算システムを拡充した。 

研究開発項目②高圧化状態における金属材料等の水素脆化の基本原理の解明、長期使用及び加工、温度などの影響に

よる材料強度特性研究 

水素インフラの規制見直し・使用鋼種拡大に資するデータ提供を継続的に実施し、水素構造材料の

評価を行い、評価データ及び関連資料と一緒に水素インフラの規制見直しを検討する委員会等に提供

した。 

研究開発項目③高圧化状態における高分子材料等の長期使用及び加工（成形・溶接・表面修飾）、温度などの影響に

よる材料強度特性研究（高分子材料） 

高圧水素に対する耐性に優れたゴム材料の設計指針策定を目指し、ゴム材料について、き裂発生状

況・水素曝露の影響・疲労進展特性等を評価した。 

研究開発項目④高圧水素トライボロジーの研究 
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超高圧水素中摩擦試験機において、試験ガスの不純物の計測を可能にするとともに、圧力４０ＭＰ

ａ、温度３７３Ｋのもとでの摩擦力測定技術を確立して、種々の材料の高圧水素中の摩擦摩耗特性を

明らかにした。高圧水素中に曝露された鋼材表面の力学的特性、化学的特性、侵入水素量などの測定

を行い、高圧水素曝露により表面酸化膜の減少、表面硬度の上昇、炭素の析出などが起こり、温度依

存性があることを明らかにした。 

 

《５》燃料電池自動車用水素貯蔵材料に関する調査研究［平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 本格普及期のＦＣＶの水素貯蔵材料容器システムへの適用を目指して、現在、我が国で開発されている水素貯蔵材料

の性能把握、開発課題の抽出、開発の方向性の明確化を行うとともに、技術開発戦略や開発計画を策定し、これらを開

発ロードマップとしてまとめることを目的に以下の調査研究を実施する。 

（１）現状性能等の調査 

各種特性評価試験を行い、水素貯蔵密度、水素吸蔵・放出の温度、速度、耐久性等に関するデータを取得し、現状

の性能レベルを把握する。また、量産を想定した場合の生産プロセスの検討、生産コストの試算等を行う。 

（２）性能向上可能性の調査 

高強度Ｘ線回折を用いた結晶構造、局所構造、電子物性の解析、水素吸蔵・放出時における構造変化の解析、中性

子全散乱装置を用いた材料中の水素量、水素位置や周辺環境の解析等を行い、水素貯蔵の原理・機構を明らかにし、

今後における性能向上の可能性を把握する。 

（３）開発課題の抽出と開発の方向性の明確化 

上記（１）及び（２）の調査結果に基づき、候補材料及びそれを適用する水素貯蔵材料容器システムの実用化に向

けた技術開発課題を抽出するとともに、課題解決に向けた研究開発のアプローチを明確にした上で、開発ロードマッ

プを策定する。 

なお、開発ロードマップの策定に際しては、当該分野に関する海外の最新開発動向も把握するものとし、我が国の

国際競争力強化を考慮した戦略的な目標を設定するものとする。 

［２４年度業務実績］ 

（１）現状性能等の調査 

各種特性評価試験を行い、水素貯蔵密度、水素吸蔵・放出の温度、速度、耐久性等に関するデータを取得し、現状

の性能レベルを把握した。また、量産を想定した場合の生産プロセスの検討、生産コストの試算等を行った。 

（２）性能向上可能性の調査 

高強度Ｘ線回折を用いた結晶構造、局所構造、電子物性の解析、水素吸蔵・放出時における構造変化の解析、中性

子全散乱装置を用いた材料中の水素量、水素位置や周辺環境の解析等を行い、水素貯蔵の原理・機構を明らかにし、

今後における性能向上の可能性を把握した。 

（３）開発課題の抽出と開発の方向性の明確化 

上記（１）及び（２）の調査結果に基づき、候補材料及びそれを適用する水素貯蔵材料容器システムの実用化に向

けた技術開発課題を抽出するとともに、課題解決に向けた研究開発のアプローチを明確にした上で、開発ロードマッ

プを策定した。 

 

《６》地域水素供給インフラ技術・社会実証 ［平成２３年度～平成２７年度］ 

［２４年度計画］ 

 ＦＣＶ・水素供給インフラの、２０１５年普及開始に向け、既存のガソリン車・供給インフラと同等レベルの耐久性、

利便性、実用性を備え、コスト低減の見通し等も含めて商業化レベルに達していることを実証すること、また、地域特

有の水素供給技術を活かした水素供給インフラ等の技術実証及び調査等を行い、将来の水素供給インフラの導入可能

性・課題を明らかにすることを目標に、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①技術・社会実証研究 

（１）７０ＭＰａ水素充填技術の実証 

ＳＡＥ Ｊ２６００に適合する赤外線式通信設備（発信器、受信器）、プレクーラーの熱交換器及

び冷凍機、緊急離脱カプラ及び充填ノズル等の付属機器類等に関し、十分な信頼性を有することを実

証する。また、千住ステーションにおいて、通信充填による３５ＭＰａフル充填試験を実施し、７０

ＭＰａフル充填技術の規制適正化に資する基礎データ取得を行う。 

（２）低コスト化ステーション技術の実証 

千住ステーションに直接充填圧縮機及び３０～４０ＭＰａの蓄圧器を導入するとともに、有明ステ

ーションに液体水素を圧縮する直接充填圧縮機を導入し、これらの技術実証を行う。 

（３）高頻度運転、高稼働運転 

空港シャトルバス、ハイヤー事業者等、第三者による高稼働フリート運転実証を進め、各水素ステ

ーション設備・機器の耐久性に関する実証データを蓄積するとともに、フリート運転実証で運 行した

ＦＣＶの燃料電池スタックの耐久性に関する実証データを蓄積する。 

（４）トータルシステム技術 
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大規模水素出荷に係る技術実証、ＦＣＶ受入台数１００台／日規模の商用ステーションの建設・運

用を行う。また、各ステーションにおいて長期間使用した蓄圧器・弁類等を回収し、劣化等に関する

材料分析を進める。 

（５）その他 

都内ステーションと山梨ステーション、日光ステーション間の広域実証走行を継続する。また、各

ステーションにおける水素の性状分析及び含有微粒子分析等を継続して行い、水素燃料仕様の国際標

準化に資するデータとしてＩＳＯ／ＴＣ１９７／ＷＧ１２の国内委員会等へ提供する。 

研究開発項目②地域実証研究 

水素供給インフラ運営計画、ＦＣＶ運行計画及び実証データ取得計画は、必要に応じて改定する。

また、平成２３年度に整備した安全管理体制を運用する。 

（１）福岡県・佐賀県における実証研究 

前年度に引き続き、北九州・九州大学・鳥栖の３ステーションを利用しての地域連携実証を継続す

る。 

（２）山梨県における実証研究 

前年度に引き続き、移動式水素ステーションを使用して実証と山梨県内での水素ステーション整備

に関する検討を進める。また、高速道路サービスエリアでの水素充填の実証について、許認可に係る

検討を行う。 

研究開発項目④国際連携調査等 

海外の低コスト・高性能水素ステーション技術について、必要な法規等への適合及びそれに伴う設

計変更、技術課題に関する検討を行う。また、法規適合に係る課題が解決したことが確認できた場合、

日本への導入可否を判断する。 

［２４年度業務実績］ 

研究開発項目①技術・社会実証研究 

（１）７０ＭＰａ水素充填技術の実証 

ＳＡＥ Ｊ２６００に適合する赤外線式通信設備（発信器、受信器）を千住ステーション、旭ステー

ション等の７０ＭＰａ水素ステーションに導入し、ＦＣＶから発信された水素充填中の各種情報がエラ

ー無く受信でき、充填率が計算できることを実証により確認した。プレクーラーの熱交換器および冷凍

機が３分間急速充填を含む要求性能を満足した上で、充填中の圧力変化、温度変化の過程においても十

分な信頼性を有することを実証により確認した。充填ノズル等の付属機器類に関し、３分間急速充填を

含む要求性能を満足した上で、充填中の圧力変化、温度変化の過程においても十分な信頼性を有するこ

とを実証により確認した。千住ステーションにおいて、通信充填による３５ＭＰａフル充填試験を実施

し、７０ＭＰａフル充填技術の規制適正化に資する基礎データの取得を行った。 

（２）低コスト化ステーション技術の実証 

千住ステーションに直接充填圧縮機及び３０～４０ＭＰａの蓄圧器を導入するとともに、旭ステーシ

ョンに蓄圧器の増強を行い、圧縮機直接充填と差圧充填併用方式とし、これらの技術実証を進めた。 

（３）高頻度運転、高稼働運転 

空港シャトルバス、ハイヤー事業者等、第三者による高稼働フリート運転実証を進め、各水素ステー

ション設備・機器の耐久性に関する実証データを蓄積するとともに、フリート運転実証で運行したＦＣ

Ｖの燃料電池スタックの耐久性に関する実証データを蓄積した。 

（４）トータルシステム技術 

１５００Ｎｍ３／ｈ規模の出荷設備を導入し、水素製造プラントからオフサイトステーションへの大規

模水素出荷・輸送に係る技術実証を進めた。また、商用規模ステーションを神の倉、海老名、豊田市の

３ヵ所に建設し、運用を開始した。さらに、各ステーションにおいて長期間使用した蓄圧器・弁類等を

回収し、劣化等に関する材料分析を進めた。 

（５）その他 

都内ステーションと山梨ステーション、日光ステーション間の広域実証走行を実施した。また、各ス

テーションにおける水素の性状分析および含有微粒子分析等を継続して行い、水素燃料仕様の国際標準

化に資するデータとしてＩＳＯ／ＴＣ１９７／ＷＧ１２の国内委員会等への提供を行った。 

研究開発項目②地域実証研究 

（１）福岡県・佐賀県における実証研究 

前年度に引き続き、北九州・九州大学・鳥栖の３ステーションを利用する実証を進めた。 

（２）山梨県における実証研究 

前年度に引き続き、移動式水素ステーションを使用して実証と山梨県内での水素ステーション整備

に関する検討を進めた。また、高速道路サービスエリアでの水素充填の実証について、許認可に係る

検討を行った。 

研究開発項目④国際連携調査等 

海外の低コスト・高性能水素ステーション技術について、必要な法規等への適合及びそれに伴う設

計変更、技術課題に関する検討を行った。日本への導入に係る検討を行い、導入判断のための情報蓄

積を行った。 
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《７》固体酸化物形燃料電池を用いた事業用発電システム要素技術開発 ［平成２４年

度～平成２６年度］ 

［２４年度計画］ 

革新的な高効率発電技術である固体酸化物形燃料電池（以下、ＳＯＦＣ）、ガスタービン及び蒸気タービンを組み合

せたトリプルコンバインドサイクルシステム（ＳＯＦＣ、ガスタービン、蒸気タービンの順に化石燃料の持つエネルギ

ーをカスケード利用するシステム）の早期実用化を図ることを目的として、当該システムに適用するＳＯＦＣセルスタ

ック、ＳＯＦＣとガスタービンの連携技術等の要素技術開発を行うことを目標に以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①ＳＯＦＣセルスタックの開発 

ガスタービンとの連携運転が可能なＳＯＦＣセルスタックを開発するために、数十ＭＷ級のガスタ

ービンとの連携運転を模擬した条件で、セルスタックの電流－電圧特性、圧力依存性、伝熱特性等を

検証するとともに、１万時間レベルの長期耐久試験を実施する。 

研究開発項目②ＳＯＦＣ－ガスタービン連携技術の開発 

①で開発したセルスタックを実際に数十ＭＷ級のガスタービンに接続し、電流－電圧特性、圧力依

存性及び伝熱特性等を検証する。 

研究開発項目③導入可能性の調査 

数十ＭＷ以上（百ＭＷ未満）のトリプルコンバインドシステムの最適仕様、経済性、環境性等につ

いて検討し、国内外での導入可能性（市場性）を把握するとともに、実用化・事業化の道筋を整理す

る。 

［２４年度業務実績］ 

研究開発項目①ＳＯＦＣセルスタックの開発 

セルスタック及びカートリッジの発電試験用装置の製作を行い、試験装置の試運転を行った。 

研究開発項目②ＳＯＦＣ－ガスタービン連携技術の開発 

ＳＯＦＣとガスタービンとの連携模擬発電試験の設計・製作を行った。 

研究開発項目③導入可能性の調査 

数十ＭＷ以上（百ＭＷ未満）のトリプルコンバインドシステムの最適仕様、経済性、環境性等につ

いて検討し、国内外での導入可能性（市場性）の把握とともに、実用化・事業化の道筋を整理した。 

 

《８》革新型蓄電池先端科学基礎研究事業 ［平成２１年度～平成２７年度、中間評

価：平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 電池の基礎的な反応メカニズムを解明することにより、本格的電気自動車用の蓄電池（革新型蓄電池）の実現等に向

けた基礎技術を確立することを目的として、京都大学特任教授 小久見 善八氏をプロジェクトリーダーとし、以下の

研究開発を実施する。 

研究開発項目①高度解析技術開発 

ＳＰｒｉｎｇ－８及びＪ－ＰＡＲＣに設置・完成させた蓄電池専用ビームラインの整備を進めて、

蓄電池計測技術をさらに深化させる。また、５００Ｗｈ／ｋｇを見通せる３００Ｗｈ／ｋｇ級のエネ

ルギー密度を有する蓄電池の実証に向け、計算科学手法に基づいた高度解析の高度化をはかる。 

研究開発項目②電池反応解析 

ＬＩＢのエネルギー密度の向上が可能な４Ｖ超で作動する高電位正極の実用化に向けて、高電位正

極活物質の劣化機構及び劣化抑制機構を明らかにする。また、電池の安全性向上が期待される難燃性

溶媒に着目し、電極電位や反応温度などのパラメータと電解質の分解挙動の相関を明らかにする。さ

らに、正極の大容量化が期待できるコンバージョン型材料の反応機構の解明も行う。 

研究開発項目③材料革新 

本プロジェクトの目標値である５００Ｗｈ／ｋｇ級電池の実現可能性を見通しうる電極活物質系に

ついて、材料革新の指針を適用しつつ研究開発を行うとともに、それらの電極活物質系が３００Ｗｈ

／ｋｇの比エネルギーを有する電池を構成し得ることを実証する。また、正極／電解質界面の高度安

定化に資する材料革新の指針を提案する。さらに、革新電池に用いる材料への適用も行う。 

研究開発項目④革新電池 

金属空気電池とナノ界面制御電池について、電池材料系探索を徹底するとともに、検討の重点を材

料系探索から電池構成の研究開発へとシフトする。そして、電池特性の評価から目的達成への到達点

を明確にするとともに特性向上に向けた具体的課題を抽出する。固体化電池については、反応解析技

術及び材料革新技術を活用して開発を行う。 

［２４年度業務実績］ 

 京都大学特任教授 小久見 善八氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。特に、平成２３年度

に実施した中間評価の指摘事項を受け、研究開発項目④「革新型蓄電池」に関する追加公募を行い、研究体制を強化し
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た。 

研究開発項目①「高度解析技術開発」 

放射光、中性子等の量子ビーム技術などを用い、活物質と電解質界面での被膜形成とその成長挙動、

活物質の構造変化及び合剤内電極の挙動などの解析を進め、耐久性向上、不安全化抑止及び高出力化

の方向性を示した。 

研究開発項目②「電池反応解析」 

高電位で充放電反応が可能な正極薄膜を作製し、電気化学特性の評価を進めた。また、分子構造の

情報を得る特殊な分光計測手法を開発し、黒鉛負極の性能劣化に及ぼす様々な影響を明らかにした。

交流インピーダンス測定により、ＬＩＢの充放電サイクル劣化によって、正極被膜に由来する抵抗、

電荷移動抵抗、電極活物質層内のイオン移動に由来する抵抗が増加することを明らかにした。走査型

電子顕微鏡等を用いた解析により、固体電池全体の動的な電位分布や正極粒子の表面修飾物質の付着

状態を明らかにした。 

研究開発項目③「材料革新」 

高電位正極については、サイクル劣化機構を解明し、特性が最大となる組成と合成法を見出した。

また、硫黄系正極の結晶性を制御し、導電性の向上を図ると共に、反応性と効率低下の要因を明らか

にした。高容量負極については、可逆容量とサイクル容量保持率が飛躍的に向上する組成及び電極形

成手法を見出すと共に、組成・電極形成手法に関する指針を提示した。また、正極／電解質界面での

劣化を抑制する被覆法を開発すると共に、劣化との相関性を示す被覆パラメータや電解質との組合せ

などに関する指針を提示した。 

研究開発項目④「革新型蓄電池」 

金属空気電池では、負極／電解液界面構造制御と電解液設計の２つの観点から劣化の抑制を検討し

た。また、追加公募によって開発体制を強化し、空気極の開発を進め、アルカリ電解液中での酸素還

元・酸素発生の両反応に対して高活性な触媒の検討を行った。ナノ界面制御電池についても同様に、

追加公募によって研究体制を強化し、正極、負極、電解液組成の適合性検討、電池構成の絞り込みな

どを行った。 

 

《９》次世代蓄電材料評価技術開発 ［平成２２年度～平成２６年度、中間評価：平成

２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 高性能蓄電池材料評価に関する課題とそれに対するアプローチ手法を明確化することにより、的確かつ迅速な新材料

評価手法を確立するため、以下の研究開発を支援する。 

 平成２４年度は、策定された電池標準構成モデルを用いた評価基盤の内容について、電池メーカーや電池製造有識者

等のチェックを通じた改善を行い、評価基準書１次版を作成する。また、材料の電池化学特性から電池特性を検証でき

る評価シミュレーション技術の確立を目標に、「共通的な性能特性評価方法の確立」において策定された電池標準構成

モデル１種類に適用可能な評価シミュレーションシステムを開発設計する。 

［２４年度業務実績］ 

 新規蓄電池材料の特性を的確かつ迅速に評価する手法を確立するため、以下の研究開発を行った。 

 新材料の構成間の適合性及び材料－製造工程間の相互影響の解析を踏まえた共通的な性能評価方法の確立に関しては、

ラミネート型電池の標準構成電池モデル５タイプについて、電極内の空隙構造、導電材のネットワーク構造、バインダ

分布、電極構造・性能に関するデータの取得を行い、電池特性との相関解析を実施した。これら解析結果に基づいて、

標準的な材料評価に適合する電極構造とその製造条件を選定し、製造仕様書と性能評価手順書で構成される評価基準書

を策定した。 

 また、評価シミュレーション技術開発については、新材料を実際に電池に組み込むことなしに電池特性が推定できる

シミュレーションプログラムの基本仕様案を策定し、プログラム開発におけるモデル作成やシミュレーション結果の妥

当性検証に必要な基礎データを、標準構成電池モデルを対象に取得した。 

 加えて、次世代蓄電池用の部材提案と実用化研究について、リチウムイオン電池材料評価研究センターの組合員企業

１４社から提供された新規材料について、本事業で策定した評価基準書を適用して７９の電池試作と評価を行った。 

 

《１０》安全・低コスト大規模蓄電システム技術開発 ［平成２３年度～平成２７年

度］ 

［２４年度計画］ 

 市場規模が大きくなることが予想される系統安定化用蓄電システム向けとして、余剰電力貯蔵や短周期周波数の変動

抑制を目的とした蓄電システムを開発する。徹底した低コスト化、長寿命化、安全性を追求した蓄電システムを目指す

ため、以下の研究開発を実施する。また、必要に応じて追加公募を行い、事業の補強・加速をはかる 
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研究開発項目①系統安定化用蓄電システムの開発 

系統安定化用蓄電システムとして、余剰電力貯蔵及び短周期の周波数変動に対応する蓄電システム

を想定し、システム設計や電池の試作、仕様の決定を行った上で各種評価や検証を行う。また、安全

性試験や寿命試験等も行う。 

研究開発項目②共通基盤研究 

系統安定化用蓄電システムの電池を用いて、周波数応答解析や過渡応答解析から電池の劣化推定の

可能性を示し、劣化診断方法の基盤技術開発を実施する。 

［２４年度業務実績］ 

 市場規模のポテンシャルの大きい系統安定化用蓄電池向けに低コスト及び究極の安全性を備えた蓄電池を開発すると

共に、系統安定化用蓄電システムが将来円滑に普及するための取り組みを実施するため、平成２３年度に採択した６者

に加えて平成２４年度に公募で３者を採択し、以下の開発を実施した。 

研究開発項目①「系統安定化蓄電システムの開発」 

蓄電池については、安全、長寿命、低コスト、高容量な電池セルの仕様を検討・決定する共に、シ

ステムの設計検討や制御アルゴリズムの開発を実施した。加えて、一部の実施者において、実証試験

場所にＭＷ級蓄電システムを構築した。 

フライホイールについては、風損、軸受け損を最小化する設計を行い、一次試作で性能検証を行っ

たほか、超電導磁気軸受けを用いたフライホイール蓄電システムの仕様検討を行った。 

研究開発項目②「共通基盤研究」 

リチウムイオン電池の周波数応答解析及び過渡応答解析により、反応素過程の分離及び劣化部の推

定が可能であることを明らかにしたほか、電池の内部インピーダンスモデルの内、劣化に関連するパ

ラメーターを抽出し、劣化診断アルゴリズムのプロトタイプを構築した。加えて、太陽光発電と住宅

負荷の実測データから得られる蓄電池の充放電の連続データ群を使用し、劣化診断技術への適用性を

検討した。 

 

《１１》リチウムイオン電池応用・実用化先端技術開発事業［平成２４年度～平成２８

年度］ 

［２４年度計画］ 

 ２０２０年又はそれ以降でリチウムイオン電池の用途の主力と目される電気自動車（ＥＶ）、プラグインハイブリッ

ド自動車（ＰＨＥＶ）の市場における日本の優位性を確保すると共に、多用途展開による新規市場を創出及びコスト低

減による蓄電分野の競争力を強化することを目的として以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①高性能リチウムイオン電池技術開発 

ＥＶ・ＰＨＥＶ用途において特に要求の高いエネルギー密度を向上させ、かつ電池として適切なバ

ランスを持った電池の実現のため、エネルギー密度向上技術（高容量活物質の開発、電極活物質の高

密度充填・粒子の均一化等の電極形成技術開発等）、及び電池性能の向上とコスト低減に資するプロ

セス技術開発を行う。また、有機溶媒系電解液を用いたリチウムイオン電池より高い安全性を実現す

る全固体リチウムイオン電池について、固体電解質のイオン伝導度向上、電極／電解質間の界面安定

形成、全固体電池に対応したプロセス技術開発を行う。 

研究開発項目②リチウムイオン電池応用技術開発 

既存の自動車用電池や研究開発項目①で開発された電池を使用し、用途拡大に向けた技術開発とし

て、想定アプリケーションに対応した充放電パターンを用いたセルの特性評価、使用環境を想定した

耐環境性能（耐熱性・耐振動性等）に優れたパック化技術開発を行うと共に、材料や電池系の特性か

ら本質的に耐環境性能に優れるリチウムイオン電池の開発を行う。 

［２４年度業務実績］ 

 ２０２０年又はそれ以降でリチウムイオン電池の用途の主力と目される電気自動車（ＥＶ）、プラグインハイブリッ

ド自動車（ＰＨＥＶ）の市場における日本の優位性を確保すると共に、多用途展開による新規市場を創出及びコスト低

減による蓄電分野の競争力を強化することを目的として、平成２４年度に実施した公募により７者を採択し、以下の研

究開発に着手した。 

研究開発項目①「高性能リチウムイオン電池技術開発」 

ＥＶ・ＰＨＥＶ用途において特に要求の高いエネルギー密度を向上させ、かつ電池として適切なバ

ランスを持った電池の実現のため、正極、負極、電解液、セパレータ等の各種材料の組成、合成条件

の検討を行うと共に、一部材料において小型セルを試作し、性能評価、信頼性評価を実施した。また、

高い安全性を実現する全固体リチウムイオン電池について、イオン伝導パスを確保したコンポジット

電極における正極活物質と固体電解質の最適な混合比率を把握した他、固体電解質層の薄層化技術を

開発した。 

研究開発項目②リチウムイオン電池応用技術開発 

リチウムイオン電池の用途拡大のため、港湾設備を中心とした産業用機械のＥＶ／ＨＥＶを実現する大型蓄電池につい

て、実機負荷から電池仕様の適性を見極めるためのシミュレーションモデルを構築した。加えて、ハイレート大型セル

の構成を決定し、５Ａｈ級セルの作製準備を完了するとともに、ハイレートモジュールの基本作製仕様を確定した。 
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＜２＞新エネルギー技術分野 

［中期計画］ 

 新エネルギーは、これまで主として経済性の面での制約があることから普及が難しいとされてきたが、近年、技術革

新や導入支援策等により、経済性の制約は大幅に緩和されており、太陽光発電に代表されるように世界的に見てもその

導入が飛躍的に増大しているところである。また、世界全体で環境・エネルギー問題への関心が高まる中、新エネルギ

ー等の導入拡大、エネルギー効率の飛躍的向上及びエネルギー源の多様化に資する新エネルギー技術の重要性は、これ

まで以上に高まっている。このため、短期及び中長期の対策を視野に入れ、アイディア発掘を含めた新エネルギー技術

開発・実証及び導入普及業務等を推進する。 

①技術開発／実証 

［中期計画］ 

技術開発／実証については、以下の分野を中心として実施する。 

・太陽光 

技術開発に関し、ヨーロッパ、特にドイツにおける太陽光発電産業の急速な伸びがあり、累積導入量ではドイツが

日本を抜いて１位となった。また、半導体産業の成長に加え、太陽電池需要の大幅な伸びにより、世界的なシリコン

材料不足が顕在化した。 

第２期中期目標期間においては、シリコン需給がますます不透明な状況となるものと予想されるため、太陽光発電

の継続的な普及拡大のためには、非シリコン、省シリコン型の太陽電池の重要性は更に高まるものと考えられる。こ

れを踏まえ、非シリコン、省シリコン型の太陽電池で６～１６％のモジュール変換効率等を目指し、これら太陽電池

の低コスト化・高効率化等の太陽光発電システムに係る研究開発を推進し、将来、太陽光発電が我が国のエネルギー

源の一翼を担うよう、その普及拡大を図る。 

実証に関し、２０１０年度における導入目標達成に資するため、太陽光、太陽熱の利用設備について、更なる普及

に向けた機器の性能向上・コスト低減がいよいよ求められてくる。 

第２期中期目標期間においては、更なる普及の推進対策として、太陽光及太陽熱フィールドテスト事業について、

コスト低減を促す仕組みを設け、今後の利用の着実な普及を目指す。また、得られた成果や知見が効果的に広く国民

に情報提供できるよう、普及啓発活動を推進する。 

・風力発電 

２０１０年度における導入目標達成に向け、風力発電技術や系統連系技術が重要となっている。 

第２期中期目標期間においても、風力発電導入に係る技術開発等を実施するとともに、新たに風力発電に対する我

が国特有の課題克服や洋上風力発電導入に向けた技術開発等に着手する。 

・バイオマス 

技術開発に関し、平成１９年１月の米国ブッシュ大統領の年頭演説における今後１０年でガソリン消費量を２０％

削減するとの発表により、バイオエタノールを積極的に導入する方針を明確にしたことを受け、それらの燃料開発や

資源確保の動きが世界的に加速されるといった大きな変化があった。かねてより、機構において実施してきた液体燃

料化技術では、機構の研究開発成果により廃木材からの商用エタノール製造プラント（米国、３万ｋｌ／年）が世界

に先駆けて実用化される見込みであるが、こうした環境変化を踏まえ、食料事情と競合せず国内賦存量の豊富な木質

等のセルロース系バイオマス（農業残さ含む）由来の液体燃料製造技術について、更なる低コスト化を実現する研究

開発に重点化する方針を機構として明確にしたところである。 

第２期中期目標期間においては、２０１０年以降に普及が期待される革新的な技術の実用化ニーズの高まりが見込

まれる。そこで、機構の重点化の方針に基づき、セルロース系バイオマス（農業残さを含む）由来の液体燃料製造技

術の２０１５年～２０３０年での導入拡大に向け、第２期中期目標期間中に３５％のエネルギー回収率を目指す研究

開発等を実施する。 

実証に関し、京都議定書目標達成計画においてバイオマスの熱利用を中心とした挑戦的な導入目標が設定されたこ

とを踏まえ、多種多様なバイオマスからのガス化、発酵、直接燃焼等に係る技術実証、運用研究等を経て、食品工場

や製材所等での地産地消型モデルを中心としたバイオマスの導入を促進し、２０１０年の導入目標の達成を確実にす

ることが必要である。 

第２期中期目標期間においては、２０１０年の導入目標の達成に向け、上記の運用研究事業等に取り組む。さらに、

２０１０年以降、２０１５年～２０３０年における導入拡大に向け、国内賦存量の豊富な木質等のセルロース系バイ

オマス（農業残さ含む）からの液体燃料製造技術に係る研究開発成果の技術実証、運用研究等に着手する。 

・系統連系技術 

風力発電や太陽光発電等の再生可能エネルギーは、地球温暖化防止に資する貴重なエネルギー源であるが、自然の

影響を受けやすく出力が不安定な電源である。 

このため、第２期中期目標期間においては、このような不安定な電源の導入に不可欠な系統連系技術の実証研究等

を実施する。また、系統連系円滑化のための蓄電システム技術開発について、２０１０年でコスト４万円／ｋＷｈ、

寿命１０年の蓄電システムの実現等を目指すとともに、これまでの実証研究等の成果を受けて、今後の導入普及やコ

スト低減に資する技術開発など系統連系技術の普及導入に資する実践的な研究開発段階に移行する。 

・超電導技術 
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イットリウム系高温超電導線材については、高性能線材、低コスト線材ともに臨界電流値３００Ａ、線材長５００

ｍを達成するなど実用化レベルに達するとともに、将来の超電導機器開発に向けた線材としての課題である超電導特

有の交流損失低減の目処も得られている。 

第２期中期目標期間においては、実用レベルに達したイットリウム系線材の更なる性能向上を図り、同時に、同線

材を使用した次世代の高機能電力機器（２７５ｋＶ・３ｋＡケーブル及び６６ｋＶ・５ｋＡケーブル、６６ｋＶ／６

ｋＶ２ＭＶＡ級変圧器、２ＭＪ級ＳＭＥＳ要素コイル及び２ＭＶＡ／１ＭＪ級ＳＭＥＳ等）の実用化を見通した重要

な技術等を開発し、その効果を信頼性等を含めて確認する。 

 

《１》太陽エネルギー技術研究開発 ［平成２０年度～平成２６年度］ 

［２４年度計画］ 

研究開発項目①革新的太陽光発電技術研究開発（革新型太陽電池国際研究拠点整備事業）（平成２０年度～平成２６

年度） 

平成２０年度に採択した３グループに加え平成２３年度に採択した１グループにおいて、中間評価

の結果を反映し、量産性、低コスト化、資源問題の観点も踏まえた上で変換効率４０％超を見込める

テーマで研究開発を継続する。各グループの主たる研究開発の概要は以下のとおり。 

（１）ポストシリコン超高効率太陽電池の研究開発 

国立大学法人東京大学 先端科学技術研究センター 所長 中野 義昭氏をグループリーダーとし

て以下の研究開発を実施する。 

セルの性能向上のため、Ⅲ－Ⅴ族系半導体材料を用いた３接合セルの集光下での性能測定を行い、

得られたデータをフィードバックし、集光時の変換効率４５％を達成する。量子ドット超格子セル開

発においては、集光下での動作解析を開始するとともに、量子ドット構造の解析を進め、最適なバン

ド構造となる条件の抽出等を行う。 

（２）高度秩序構造を有する薄膜多接合太陽電池の研究開発 

独立行政法人産業技術総合研究所 太陽光発電工学研究センター センター長 近藤 道雄氏をグ

ループリーダーとして以下の研究開発を実施する。 

「メカニカルスタック技術」においては太陽電池の高効率化の開発を進めるために、現在１ｃｍ２

の大きさで実施しているサブセルの透明導電接着層による接合の大面積化を目指す。同様に、「ナノ

シリコン／ナノカーボンを用いた新概念太陽電池」においては変換効率のさらなる向上のため、複数

本の束状のｐｎ接合内蔵ＳＷＮＴを電極間に架橋する技術を開発する。 

（３）低倍率集光型薄膜フルスペクトル太陽電池の研究開発 

国立大学法人東京工業大学 大学院理工学研究科 電子物理工学専攻教授 小長井 誠氏をグルー

プリーダーとして以下の研究開発を実施する。 

「薄膜フルスペクトル太陽電池－光吸収層」においては、トップセル用ＩｎＧａＮ系薄膜について

ｐｉｎ接合特性の改善を行う。またボトムセル用ＣｕＩｎ（Ｓｅ，Ｔｅ）２系材料については、不純

物添加によるキャリア濃度制御技術の開発に着手する。 

「薄膜フルスペクトル太陽電池－周辺技術」においては、フルスペクトルＴＣＯの開発において、

グラフェンの大面積化、低コスト化の為の成膜技術の原理検討に着手する。 

（５）高効率集光型太陽電池セル、モジュール及びシステムの開発（日ＥＵ共同開発） 

Ⅲ－Ⅴ系材料におけるキャリアの非発光再結合過程における転位や欠陥の性質を解析し、Ⅲ－Ⅴ系

薄膜の高品質化をはかる。 

研究開発項目②太陽光発電システム次世代高性能技術の開発（平成２２年度～平成２６年度） 

低炭素社会の実現のため我が国政府が打ち出した太陽光発電の導入規模を２０２０年に現状の２０

倍（２８ＧＷ）、２０３０年に４０倍（５３ＧＷ）にするとの目標達成に資する技術開発を行う。豊

田工業大学大学院工学研究科教授 山口 真史氏及び、東京工業大学統合研究院特任教授 黒川 浩

助氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

（１）結晶シリコン太陽電池 

結晶シリコン太陽電池の高効率化技術及び低コスト化に資する技術の開発を目的として研究開発を

行う。極限シリコン結晶太陽電池の研究開発においては、原料シリコンのＰ成分の定量分析による不

純物限界含有量の把握、低コスト単結晶・高品位多結晶では結晶の高品位化と不純物低減を目指した

結晶成長技術、シリコン基板薄型スライス技術の開発では基板厚さ、カーフロスの中間目標１２０μ

ｍの確実な達成、バックコンタクトセル及びヘテロ接合技術の高度化等を引き続き行う。 

（２）薄膜シリコン太陽電池 

薄膜シリコン太陽電池の大面積化高生産性製膜技術開発を行う。膜質向上による変換効率や光安定

性を向上させるための要素技術開発を実施する。新規光閉じ込め構造の大面積化と量産化の開発も併

せて行う。ａ－Ｓｉの変換効率を８．５％に向上させ、多接合セルの安定化効率１３％（中間目標）

を達成する。 

（３）ＣＩＳ・化合物系太陽電池 

光吸収層の高品質化及び新規バッファ層の開発により高効率化を図る研究開発を行う。また、フレ

キシブル太陽電池の試作・評価を行い、量産技術の検討を行う。ロールｔｏロール装置を用いて幅３
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０㎝のフレキシブルＣＩＳ太陽電池モジュールで、変換効率１６％（中間目標）を目指す。 

（４）色素増感太陽電池 

色素、半導体電極、電解液材料の開発をモジュール作製技術に展開し、モジュール変換効率の向上

を目指す。 

（５）有機薄膜太陽電池 

有機薄膜材料の開発及びモジュール構造の最適化を行い、モジュール変換効率６％（中間目標）を

目指す。 

（６）共通基盤技術 

システムを構成するモジュール等の性能、耐久性、安全性、システムとしての発電量算定評価や信

頼性評価等の各種評価方法の確立、国際的な規格化・標準化、システムの認証、リサイクル・リユー

スの技術開発等の産業基盤の整備などを行う。 

研究開発項目③有機系太陽電池実用化先導技術開発（平成２４年度～平成２６年度） 

有機系太陽電池を使用した太陽光発電システムを設計・試作・設置し、実使用環境下で発電量・耐

久性等を実証・評価することで、実用化に向けた開発課題を抽出し、実用化検討にフィードバックす

る。それにより、民間企業等が実施する実用化開発を支援する。また、本実証研究を通じ、有機系太

陽電池の市場要件（コスト・発電量・設置条件・耐久性・信頼性・デザイン等）を把握し、用途開拓

を行う。 

［２４年度業務実績］ 

研究開発項目①革新的太陽光発電技術研究開発（革新型太陽電池国際研究拠点整備事業）（平成２０年度～平成２６

年度） 

基本計画に基づき、平成２３年度から引き続き、（１）～（３）及び（５）については４グループ

にて研究開発を実施し、さらに中間評価を実施し研究開発内容等の絞り込み等によって、平成２５年

度以降の実施体制等の見直しを実施した。なお、（４）については、平成２２年度で研究開発を終了

した。 

本委託事業ではプロジェクトリーダーを設置せず、各グループにグループリーダーを設置すること

で、研究を効率的に推進した。グループ毎の主たる実施内容及び進捗状況は以下のとおり。 

（１）ポストシリコン超高効率太陽電池の研究開発 

国立大学法人東京大学 先端科学技術研究センター所長 中野 義昭氏をグループリーダーとして

以下の研究開発を実施した。 

Ⅲ－Ⅴ族系半導体材料を用いた３接合セルのトンネル接合抵抗の低減や受光面の電極間隔の最適化

等を行い、集光下で世界最高レベルの変換効率４３．５％を達成した。また、非集光下では世界最高

となる変換効率３７．５％を達成した。 

量子ドット超格子セル開発においては、最適なバンド構造の検討を進め、集光下で変換効率２０．

３％を達成した。 

（２）高度秩序構造を有する薄膜多接合太陽電池の研究開発 

独立行政法人産業技術総合研究所 太陽光発電工学研究センター センター長 近藤 道雄氏をグ

ループリーダーとして以下の研究開発を実施した。 

メカニカルスタック技術の開発においては、高圧ガス加圧法を用いたプレス技術による貼合せ接合

技術で４インチＧｅ及びＧａＡｓ基板の貼合せに成功した。さらに、（ＧａＩｎＰ／ＧａＡｓ）２接

合太陽電池とＩｎＧａＡｓＰ太陽電池を接合した太陽電池で変換効率２１．８５％を達成した。同様

に、ナノシリコン／ナノカーボンを用いた新概念太陽電池においては、熱拡散法により合成したカリ

ウム内包半導体ＣＮＴ太陽電池を作製し、１，５５０ｎｍで変換効率３．８％、１，６５０ｎｍで変

換効率１１．４％を達成した。 

（３）低倍率集光型薄膜フルスペクトル太陽電池の研究開発 

国立大学法人東京工業大学 大学院理工学研究科電子物理工学専攻 教授 小長井 誠氏をグルー

プリーダーとして以下の研究開発を実施した。 

光吸収層の開発としては、トップセル用ＩｎＧａＮ系薄膜でＥｇ＝２．３６ｅＶの太陽電池を作製

し、開放電圧０．５８Ｖを達成した。また、ボトムセル用ＣｕＩｎ（Ｓｅ，Ｔｅ）２系材料では、変

換効率３．５％を達成した。さらに、波長スプリッティング型の薄膜フルスペクトル太陽電池を作製

し、世界最高の変換効率２１．８％を達成した。周辺技術の開発としては、フルスペクトルＴＣＯ

（Ｔｒａｎｓｐａｒｅｎｔ Ｃｏｎｄｕｃｔｉｖｅ Ｏｘｉｄｅ）の開発において、グラフェンシー

トの転写技術を開発し、５ｍｍ角で完璧な転写を実現した。また、界面接合の開発では、サブセル界

面接合抵抗を８０ｍΩｃｍ２まで減少した。 

（５）高効率集光型太陽電池セル、モジュール及びシステムの開発（日ＥＵ共同開発） 

豊田工業大学 大学院工学研究科 特任教授 山口 真史氏をグループリーダーとして以下の研究

開発を実施した。 

Ⅲ－Ⅴ系オン・シリコンのその場Ｘ線逆格子マッピングを実施し、透過型電子顕微鏡観察と合わせ

て、欠陥解析を行った。また、Ⅲ－Ⅴ－Ｎ系材料におけるＮ－Ｈ欠陥構造や電荷状態に関する知見を

偏光・時間分解ＦＴ－ＩＲ測定により得た。更に、高品質Ⅲ－Ⅴ系オン・シリコンの為の新規バッフ

ァ層として、Ｓｂ系バッファ層を検討し、積層欠陥密度が大幅に低減できることを確認した。 

研究開発項目②太陽光発電システム次世代高性能技術の開発（平成２２年度～平成２６年度） 
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基本計画に基づき、平成２２年度から引き続いて、豊田工業大学大学院工学研究科 教授 山口 

真史氏（研究開発（１）～（５）及び（６）のニ）及び東京工業大学ソリューション研究機構 特任

教授 黒川 浩助氏（研究開発（６）のイ、ロ、ハ及びホ）をプロジェクトリーダーとし、以下の研

究開発を実施した。 

（１）結晶シリコン太陽電池 

結晶シリコン太陽電池の高効率化技術及び低コスト化に資する技術の開発を目的として研究開発を

行った。 

「極限シリコン結晶太陽電池の研究開発」では、シリコン原料評価において系統的な分析を行い原

料鉱石から中間原料四塩化シリコンに混入する不純物の挙動を明らかにした。低コスト単結晶の研究

開発では、開発した高効率単結晶育成炉の温度分布解析・不純物除去解析・転位除去解析シミュレー

タを用いて、５００ｍｍ角の結晶中の炭素濃度を８×１０-１６／ｃｍ３まで軽減し、ライフタイム２

００μｓｅｃ．を達成した。「シリコン基板薄型スライス技術の開発」では、基板厚さ、カーフロス

共に１２０μｍ、歩留まり９５％以上を達成した。バックコンタクトセル及びヘテロ接合技術の開発

では、セル変換効率２２．１％（９０ｍｍ角）を達成した。 

（２）薄膜シリコン太陽電池 

薄膜シリコン太陽電池の高効率化と低コスト化を目的として、多接合モジュール要素技術開発と大

面積化高生産性製膜技術開発を行った。また、大面積製膜装置（Ｇ８．５装置）用プラズマ源（２種

類）の予備試験装置の放電試験を行い、共振アレイ方式を選定した。また多接合セルで安定化変換効

率１１．６％を得た（中間目標１３％）。 

（３）ＣＩＳ等化合物系太陽電池 

光吸収層の高品質化及び高効率化に資する新規バッファ層の開発を行った。また３０ｃｍ角のフレ

キシブルＣＩＧＳ太陽電池の試作に着手した。「ＣＩＳ系薄膜太陽電池の高効率化技術の研究開発」

においては、小面積セルにおいて１９．７％を達成した（小面積セルの中間目標２２％）。ロール・

トゥ・ロール装置にて幅３０ｃｍのフレキシブルＣＩＧＳ光吸収層の製膜条件の検討を開始した。 

（４）色素増感太陽電池 

色素増感太陽電池の高効率化技術及びモジュール化技術・耐久性向上技術を開発した。逆電子移動

をブロックする新色素を開発し、小面積セルで変換効率１１．９％（認証値）を得た。また、２０ｃ

ｍ角サブモジュールで変換効率９．１％を得た。また、５０ｃｍ角の高電流型モジュールを設計・試

作し、変換効率６．７％を得た。 

（５）有機薄膜太陽電池 

平成２４年度は、有機薄膜太陽電池の高効率化技術及び耐久性向上技術を開発した。吸収端を長波

長したｐ型有機半導体と起電力を高めたｎ型有機半導体を組み合わせ、小面積セルで変換効率１０．

０％を得た。また、昨年度開発した高精度塗布・パターニング技術をさらに改良し、２０ｃｍ角モジ

ュールで６．７％（認証値）を得た。 

（６）共通基盤技術 

太陽電池性能評価・校正技術及び発電量推定と予測技術を開発した。また、予測技術では、予測モ

デルのプロトタイプを試作し、予測誤差を評価した。モジュール・機器耐久性評価技術、システム点

検技術の研究開発を実施した。リユースモジュール健全性試験技術の研究開発を実施し、リユースモ

ジュールが具備すべき基本的な要求である絶縁性能に関するデータを収集した。低コスト汎用リサイ

クル処理の共通処理部のプロトタイプの試作、性能評価を行い、基本技術の開発見通しを得た。さら

に、リサイクル処理に必要な社会システムの調査、ＬＣＡ調査を実施した。太陽電池モジュール・ア

レイ及び太陽光発電システム・周辺機器の標準化支援を行った。 

研究開発項目③有機系太陽電池実用化先導技術開発（平成２４年度～平成２６年度） 

有機系太陽電池を使用した太陽光発電システムを実証・評価するためのシステムの設計や開発を行

った。産業資材や可搬型発電システムといった用途での実証を目指し、メンテナンスが容易なプラス

チック基板型色素増感太陽電池を使用したシステム設計を行い、必要な太陽電池セルの試作、蓄電・

電圧変換システムの開発を行った。また、電子広告板、壁面発電パネルといった用途での実証を目指

し，ガラス基板型色素増感太陽電池を試作し、ランタンについては実証試験を開始すると共に、壁面

設置パネル、電子広告、カーポート、窓設置パネルの仕様設計を行った。そして、これまでの太陽電

池の適用が困難であった用途（内装、外壁、自動車、ドーム膜構造）での実証を目指し、プラスチッ

ク基板型有機薄膜太陽電池のロール・トゥ・ロール モジュール連続生産技術の開発と、設置システ

ムの電気系統の設計を行った。 

 

《２》風力等自然エネルギー技術研究開発 ［平成２０年度～平成２８年度］ 

［２４年度計画］ 

研究開発項目①次世代風力発電技術研究開発（平成２０年度～平成２４年度） 

独立行政法人産業技術総合研究所 エネルギー技術研究部門ターボマシングループ 研究員 小垣 

哲也氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

（１）基礎・応用技術研究開発 
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ア）複雑地形における風特性の精査 

実際の複雑地形（いちき串木野、大月）における信頼性の高い風計測を継続し、統計的に信頼性の

高い風データを取得する。 

イ）複雑地形・台風要因極値風特性モデルの開発・検証 

本事業で取得した実際の複雑地形における風データの詳細解析により、複雑地形・台風要因極値風

モデルの再評価・検証を実施する。また、ＩＥＣ国際規格案として採用されるように技術を確立する。 

ウ）リモートセンシング技術の応用研究 

ＬＩＤＡＲを活用した年間発電量評価手法を大月ウィンドファームにおける計測値により評価・検

証する。複雑地形にも適用可能なリモートセンシング技術による年間発電量評価手法を確立する。 

エ）ＩＥＡ Ｗｉｎｄ実施協定への参画・成果発信 

ＩＥＡ Ｗｉｎｄ実施協定の各種タスクに参加し、風力発電の最新技術に関する国際共同活動に参

画するとともに、本事業における成果を国際発信する。また、次世代風力発電基礎応用技術研究開

発・ＩＥＡ風力国内委員会の運営を行う。 

オ）小形風車の性能・信頼性・安全性等の技術的評価確立 

フィールド試験を実施し各種基礎データを取得するとともに、設計要件、各種技術評価方法を開発

する。また平成２３年度に続き、小形風車本体に対する現状の試験技術をベースとした各種試験を継

続実施し、得られたデータを基に技術評価課題の抽出と検証を行う。 

カ）数値シミュレーション技術を用いた風車性能評価技術等の国際標準化に係る研究開発 

ＩＥＣ／ＴＣ８８（風力タービン）における風車の出力性能計測方法について、我が国が主体的に

提案をしている数値シミュレーションモデルによる風車流入風速推定方法（ＮＳＣ）の標準化に資す

るための実証データを取得する。平成２４年度は、平成２３年度に引き続き、ＣＦＤ及び屋外計測評

価のための分析、ＮＳＣ素案作成のためのシミュレーションの実施、並びに海外調査、提案を行う。 

（２）自然環境対応技術等 

ア）落雷保護対策 

①全国規模での落雷電流計測、落雷様相観測 

２５ヶ所の計測地点（うち１２ヶ所で様相観測も同時実施）における計測結果より、計測値等の特

性を整理する。また平成２３年度に引き続きデータ計測を実施する。 

②落雷被害詳細調査 

平成２３年度に引き続き、風力発電事業者等を対象としたアンケート調査を実施する。また、事業

者等からの落雷被害情報を踏まえ、必要に応じて現地ヒアリング調査を実施する。 

③実機規模・実雷による落雷保護対策の検証 

平成２３年度に引き続き実機規模・実雷による試験を継続し、ブレードへの保護対策の有効性を確

認する。計測地点において、落雷によりブレード等に被害を受けた場合、損傷様相を詳細に把握する

ために現地調査、ヒアリング調査を行う。 

④全体とりまとめ 

これまでの検討結果に基づいて、標定データと実測データ、被害状況の解析を行い、それぞれの相

関関係等を明らかにした上で風力発電に有効な高精度落雷リスクマップを作成する。さらに、実機規

模・実雷試験の結果を風力発電設備に必要な落雷保護対策として整理する。また、日本型風力発電ガ

イドラインへ反映することについて検討する。 

イ）風車音予測手法の開発 

①風車音源モデルの開発 

複雑地形に適した非線形風況解析モデルを応用し、風車毎の風況の空間的違いと時刻歴での変動を

考慮した風車音源の特性を把握する。平成２４年度は、実機の風車音の計測と風車音源モデルの高度

化を図る。 

②ウィンドファーム合成音モデルの開発 

風況や地形による影響を考慮し、個々の風車からの風車音の合成音がウィンドファーム内部でどの

ように分布するのか、音の伝搬状態を把握する。平成２４年度は上記風車音源モデルを組込み、ウィ

ンドファーム合成音をシミュレーションし、フィールド試験データと比較しその評価を行う。 

③フィールド試験  

シミュレーション精度を検証するため、複数台の風車が設置されたウィンドファームでフィールド

試験を実施する。平成２４年度は、ウィンドファームにおける計測を実施する。 

研究開発項目②洋上風力発電等技術研究開発（平成２０年度～平成２７年度） 

我が国特有の海上風特性や気象・海象条件を把握して、これらの自然条件に適合した風況観測手法

や洋上風力発電システムの設計指針、風力発電機等の技術開発、施工方法及び環境影響評価手法の確

立を目的に、国立大学法人東京大学大学院工学研究科教授 石原 孟氏をプロジェクトリーダーとし、

以下の研究開発を実施する。 

（２）洋上風況観測システム実証研究 

洋上に設置する風況観測システムを製作する。また、生態系への影響を評価するためのモニタリン

グも実施して、洋上環境影響評価手法及び技術課題等を検討する。 

（３）浮体式洋上風力発電実証研究フィージビリティスタディ（ＦＳ）調査・評価 

現在検討されている様々な浮体式洋上風力発電について、体系的に整理し、それらの特徴や技術的
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な課題等を基礎調査として取りまとめ、実証試験の意義及び海域調査、全体設計などのＦＳ、実証研

究の実現可能性を調査・評価する。 

（４）洋上ウィンドファーム・フィージビリティスタディ（ＦＳ） 

国内洋上ウィンドファームにおける事業性及び実現可能性を評価し、併せて技術的課題の対策を検

討するとともに実現可能性等の調査を行う。 

（５）洋上風力発電システム実証研究 

洋上に設置する風力発電システムを製作する。また、洋上風況観測システム実証研究と協調しなが

ら、生態系への影響を評価するためのモニタリングを実施して、洋上環境影響評価を取りまとめる。 

（６）超大型風力発電システム技術研究開発 

超大型風力発電システムの技術的課題の検討を終了し、５ＭＷクラス以上の風車に必要な要素技術

の基本的な機能評価を終了することを目指し、油圧ドライブトレイン（試験用２．４ＭＷ）の工場内

での調整試験を実施し、その後、実機風車詳細設計と材料・部品を手配する。１６０ｍ超級の翼型

（モールド＝雌型）の手配と試験用翼の製作を開始する。 

研究開発項目④海洋エネルギー技術研究開発（平成２３年度～平成２７年度） 

（１）海洋エネルギー発電システム実証研究 

ア）フィージビリティスタディ 

平成２３年度に引き続き、発電装置の概念設計を実施する。また、実証候補地の詳細調査、現地工

事基本計画の作成、電力事業者によるコスト試算の妥当性評価・事業性評価等を実施する。  

イ）発電システム実証研究 

発電システムの設計・製作、発電装置単体試験、実海域確認試験等を実施する。 

（２）次世代海洋エネルギー発電技術研究開発 

平成２３年度に引き続き、総合評価シミュレーション法の開発、実海域の流況計測、国内外調査、

事業性評価手法検討等を実施する。また、浮体係留システムのシミュレーション検討、水槽試験、発

電機・送変電システムの要素試験、コスト試算・事業性評価を実施する。 

［２４年度業務実績］ 

研究開発項目①次世代風力発電技術研究開発（平成２０年度～平成２４年度） 

（１）基礎・応用技術研究開発 

ア）複雑地形における風特性の精査 

実際の複雑地形（いちき串木野，大月）における信頼性の高い風計測を継続し、複雑地形・台風要

因極値風特性モデルの技術的妥当性を裏付けるため必要とされる統計的に信頼性の高い風データ（特

に台風襲来時の極値風特性）を取得した。 

イ）複雑地形・台風要因極値風特性モデルの開発・検証 

本事業で取得した実際の複雑地形における風データの詳細解析により、複雑地形・台風要因極値風

モデルの再評価・検証を実施した。複雑地形、台風襲来地域へも風力発電を可能とする技術として、

同風特性モデルが、低コストでかつ設計面で風車の安全性・信頼性を確保したものであることを示す

ため、新たにガスト特性モデルの開発・評価及び複雑地形における乱流スペクトル特性の解析・評価

を実施し、ＩＥＣ国際規格へ提案を行った。 

ウ）リモートセンシング技術の応用研究 

ＬＩＤＡＲ（ＬＩｇｈｔ Ｄｅｔｅｃｔｉｏｎ Ａｎｄ Ｒａｎｇｉｎｇ）を活用した年間発電量

評価手法を大月ウィンドファームにおける計測により評価・検証することによって、国際的にも更な

る展開が予測される複雑地形においても精度及び信頼性の高い低コストな年間発電量評価手法を開発

した。 

エ）ＩＥＡ Ｗｉｎｄ実施協定への参画・成果発信 

ＩＥＡ Ｗｉｎｄ実施協定の各種タスクに参加し、風力発電の最新技術に関する国際共同研究開発

活動に参画するとともに、本事業における成果の国際発信を行った。また、次世代風力発電基礎応用

技術研究開発・ＩＥＡ風力国内委員会を運営し、これらの活動を支援し、更に、本事業の研究開発成

果である複雑地形におけるリモートセンシング計測技術及び小形風車技術（建物屋上設置小形風車、

垂直軸型小形風車の設計要件・試験手法）等について、各種タスク活動の場で成果発信をした。 

オ）小形風車の性能・信頼性・安全性等の技術的評価確立 

現状の基準では未確立な建物屋上・複雑地形に設置される風車、及び垂直軸型風車の設計要件と技

術評価手法を検討するための風洞実験、ＣＦＤ（Ｃｏｍｐｕｔａｔｉｏｎａｌ Ｆｌｕｉｄ Ｄｙｎ

ａｍｉｃｓ）シミュレーション及びフィールド試験を実施し、各種基礎データを取得するとともに、

設計要件、各種技術評価手法を開発した。また、平成２３年度に続き、小形風車本体の試験技術をベ

ースとした各種試験（耐久性試験、性能試験、騒音試験、荷重計測等）を継続し、得られたデータを

基に、小形風車の技術評価と試験基準をさらに向上させた。 

カ）数値シミュレーション技術を用いた風車性能評価技術等の国際標準化に係る研究開発 

平成２３年度に引き続き、数値シミュレーションモデルによる風車流入風速推定方法（ＮＳＣ）」

素案作成のために、シミュレーションを実施し、評価分析法確立のためシミュレーションデータおよ

び屋外データを分析した。これまで２０％ものばらつきがあった平均風速予測を本技術手法によって

数％程度まで下げることができた。また、国内外標準化に向けた活動として、ＪＩＳ素案文書を完成

させ、ＩＥＣ国際標準提案を進めた。 
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（２）自然環境対応技術等 

ア）落雷保護対策 

①全国規模での落雷電流計測、落雷様相観測 

平成２３年度に引き続き、全国２５ヶ所の計測地点（うち１２ヶ所で様相観測も同時実施）におけ

る現地観測を継続した。さらに、保護対策の確立には落雷パラメータ・着雷様相・被害・対策の関係

を把握することが重要になっており、既に落雷計測装置設置済みの２５ヵ所の地点で、落雷計測の継

続とともに、落雷痕を確認して着雷様相を把握した。 

②落雷被害詳細調査 

事業者を対象としたアンケート調査を昨年度より継続した。さらに、ブレード以外の電気設備の対

策方針を確立するため、該当部位別に被害状況を整理し、類似被害事例が多いケースを中心に現地ヒ

アリングによる原因調査を行い、有用な対策を整理した。 

③実機規模・実雷による落雷保護対策の検証 

平成２３年度に引き続き、実機規模・実雷による試験を継続した。落雷データに加えて、現地調査、

ヒアリング調査を実施し、現地観測結果および損傷様相結果から、ブレード保護対策の有効性の検証

と実用化に向けた落雷保護対策技術を確立した。 

④全体とりまとめ 

これまでの検討結果に基づいて、標定データと実測データ、被害状況の解析を行い、それぞれの相

関関係等を明らかにした上で風力発電設備の雷保護対策レベル判断に有用な高精度落雷リスクマップ

を作成した。 

イ）風車音予測手法の開発 

①風車音源モデルの開発 

ウィンドファームでの実機の風車音計測から風車音源モデルの実証を行った。２３年度に設計、製

造、予備計測したマイクロフォンアレイを使用し、音の発生位置、周波数、音圧レベルを計測し、運

転状態に則した風車音源モデルを開発した。 

②ウィンドファーム合成音モデルの開発 

ウィンドファームで複数個所を同時計測した結果を基にウィンドファーム合成音モデル（減衰，反

射，風の影響を付加したモデル）を開発した。風況や地形による影響を考慮し、個々の風車からの風

車音の合成音をシミュレーションし、フィールド試験データと比較しその評価を行った。  

③フィールド試験 

事業者の協力を得てウィンドファーム内で、風車音源モデル化用に風車から発生する音特性計測、

マイクロフォンアレイによる計測を音の伝搬がわかるように同時計測を実施した。 

研究開発項目②洋上風力発電等技術研究開発（平成２０年度～平成２７年度） 

国立大学法人東京大学大学院 工学研究科 教授 石原孟氏をプロジェクトリーダーとし、以下の

研究開発を実施した。 

（２）洋上風況観測システム実証研究 

洋上風況観測システムの製作を完了し、実海域に設置した。また、生態系への影響を評価するため

のモニタリングも実施して、洋上環境影響評価手法を検討した。観測タワーの工場製作とブロック組

立、基礎の運搬据付、観測タワーの据付を実施しその後、試運転を行い、風況観測を開始した。洋上

風況観測システム実証研究及び洋上風力発電システム実証研究において地元関係機関（自治体や漁協

関係者等）との協議に基づき実施している環境調査項目や取得データを踏まえると共に、我が国の気

象・海象条件や社会条件を考慮したケーススタディを実施するなどして、環境影響評価手法や課題を

整理した。 

（４）洋上ウィンドファーム・フィージビリティスタディ（ＦＳ） 

本実施項目は、平成２３年度で終了。 

（５）洋上風力発電システム実証研究 

洋上風力発電システムの製作を完了し、実海域に設置した。また、洋上風況観測システム実証研究

と協調しながら、生態系への影響を評価するためのモニタリングも実施して、洋上環境影響評価を取

りまとめた。洋上風力発電システムの基礎の運搬据付、風車の据付を実施し、試運転を行い、発電を

開始した。メンテナンス高度化装置、運転制御装置及び運転監視装置による検証を開始した。平成２

３年に作成した詳細計画に基づき、設置前調査及び供用中調査を実施した。 

（６）超大型風力発電システム技術研究開発 

油圧ドライブトレイン（試験用２．４ＭＷ）の工場内での調整試験を実施し、その後調整試験を完

了させた油圧ドライブトレインを実機風車（２．４ＭＷ）に搭載し、適用性について確認した。７Ｍ

Ｗの油圧ドライブトレインの詳細設計と材料・部品を手配した。１６０ｍ超級の翼型（モールド＝雌

型）の手配と試験用翼の製作を開始した。 

研究開発項目④「海洋エネルギー技術研究開発」 

（１）海洋エネルギー発電システム実証研究 

ア）フィージビリティスタディ 

実証候補地の詳細調査、現地工事計画の作成、水槽試験や発電システムの基本設計等の結果を踏ま

え、性能や信頼性の妥当性評価、コスト試算による事業性評価を実施した。 

（２）次世代海洋エネルギー発電技術研究開発 
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シミュレーション技術の開発、実海域の自然条件等の調査、国内外調査、事業性の評価手法の検討

を継続した。また、係留や発電システムの概念設計を継続し、小型装置による陸上試験や水槽試験な

どを実施し、要素技術のコスト試算や事業性評価を実施した。 

 

《３》バイオマスエネルギー技術研究開発 ［平成１６年度～平成２８年度］ 

［２４年度計画］ 

バイオマスエネルギーの更なる使用促進・普及に向け技術開発を行うことを目的として、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①バイオマスエネルギー等高効率転換技術開発（平成１６年度～平成２４年度） 

（１）バイオマスエネルギー先導技術研究開発 

中長期的先導技術開発及び加速的先導技術開発のテーマのうち継続を決定したテーマについて研究

開発を行う。また、バイオマスのエネルギー転換等に係わる最新の技術情報や、導入に向けた課題等

を整理し公表する。 

「木質バイオマスからの高効率バイオエタノール生産システムの研究開発」及び「セルロース系バ

イオマスエタノールからプロピレンを製造するプロセス開発」では、それぞれに開発した技術による

一貫実験を実施し、実用化に向けたスケールアップのためのデータを取得するとともにプロセスの最

適化を図り、技術確立の目処をつける。 

また、中長期的先導技術開発である「イオン液体を利用したバイオマスからのバイオ燃料生産技術

の開発」では、セルロースの結晶構造の緩和と糖化が可能なイオン液体処理技術と酵素機能を有する

酵母を組み合わせた、セルラーゼを用いないセルロース系エタノール製造技術の開発を行う。 

中長期的先導技術開発内の植物創成枠である「糖化酵素を高度に蓄積するバイオ燃料用草本植物の

開発」では、高価なセルラーゼの購入を削減するために、糖化酵素を自己蓄積する組換え植物の創成、

育種開発を行う。 

（２）バイオマスエネルギー転換要素技術開発 

「草本系バイオマスの運搬と在庫及びエネルギー転換時の前処理工程を改善する可搬式ペレット化

技術の開発」においては、稲藁の長期保管・乾燥試験を実施し、ペレット化での性能確認を実施する。 

研究開発項目②セルロース系エタノール革新的生産システム開発事業（平成２１年度～平成２５年度） 

（１）「バイオエタノール一貫生産システムに関する研究開発」 

ａ）早生樹からのメカノケミカルパルピング前処理によるエタノール一貫生産システムの開発 

国内（一部海外も含む）での圃場試験を継続して実施し、大規模栽培における植栽条件（植栽密度、

伐採時期、萌芽更新等）を検討すると共に、実際の試験植林地で収穫試験を実施しコスト試算等を行

う。また、植樹試験から得られたサンプルを用いて一貫生産システムによるデータ収集を継続すると

共に、スケールアップ時の課題の検討を行う。 

ｂ）セルロース系目的生産バイオマスの栽培から低環境負荷前処理技術に基づくエタノール製造プロセ

スまでの低コスト一貫生産システムの開発 

国内（一部海外も含む）での圃場試験を継続して実施し、周年供給栽培モデルの検証を完了すると

共に、伐採現場等の調査から得られた基礎データを基に収穫・運搬に関する施業工程の最適化を行う。

また、エタノール製造プロセスについて、熱収支や物質収支を検討し、一貫生産システムとしてのデ

ータを収集する。 

（２）「バイオ燃料の持続可能性に関する研究」 

バイオエタノール一貫生産システムの海外での動向、事業化への適正規模や経済性及びバイオエタ

ノールの燃料としての持続可能性に関する調査・研究を追加的に実施する。なお、実施にあたっては、

公募を行った上で、委託により実施する。 

研究開発項目③戦略的次世代バイオマスエネルギー利用技術開発事業（平成２２年度～平成２８年度） 

２０３０年頃の実用化を目標とするＢＴＬ（Ｂｉｏｍａｓｓ ｔｏ Ｌｉｑｕｉｄ）、微細藻類等

の次世代技術開発と、２０１５年以降のバイオマス利用の早期拡大に向け、メタン発酵、ガス化技術

等のコンパクト化、建設、ランニングコストの削減を目的に、以下の研究開発を実施する。 

（１）次世代技術開発 

２０３０年頃の本格的増産が見込まれ、バイオ燃料の普及を促進する波及効果の大きい次世代バイ

オ燃料製造技術について、研究開発が不十分であった課題を中心に実施する。 

（ア）軽油・ジェット燃料代替燃料技術開発 

引き続き、微細藻類由来バイオ燃料製造技術、ＢＴＬ等の軽油代替燃料のための研究開発を実施す

る。軽油代替燃料ではあるが、エステル化反応によるバイオディーゼル燃料は既に実用化されている

ため、開発項目としない。 

（イ）その他の燃料で画期的な技術開発 

軽油代替燃料製造技術以外で、現在行われている研究開発技術に比較して、効率が２倍になる、コ

ストが半分になる等の技術の普及が加速される技術開発を実施する。 

（２）実用化技術開発 

事業期間終了後５年以内に実用化が可能なバイオマス利用技術について、ビジネスベースに乗るレ

ベルまで設備導入コスト及びランニングコストを低減することを目標とした技術開発を実施する。 
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（ア）ガス化炉のコンパクト化や、バイオガス発電技術の効率化等、バイオマスのガス化、メタン発酵

技術の低コスト化、コンパクト化、効率化に寄与する研究開発を行う。 

（イ）バイオガス精製技術の効率化等、既存のエネルギーインフラとの複合利用に関する研究開発を行

う。 

（ウ）その他のバイオマス燃料（気体、液体及び固体燃料）製造技術の低コスト化に寄与する研究開発

を行う。 

［２４年度業務実績］ 

研究開発項目①バイオマスエネルギー等高効率転換技術開発（平成１６年度～平成２４年度） 

（１）バイオマスエネルギー先導技術研究開発 

「バイオマスエネルギー先導技術研究開発」として、２０１５～２０３０年頃の実用化を目標とし

たバイオマスエネルギーの転換・総合利用に関する先導的な技術開発である「中長期的先導技術開

発」、２０１５～２０２０年頃の実用化が期待されるセルロース系バイオ燃料において製造コスト４

０円／Ｌ及びエネルギー回収率０．３５等を実現するための研究開発である「加速的先導技術開発」

を実施した。「木質バイオマスからの高効率バイオエタノール生産システムの研究開発」及び「セル

ロース系バイオマスエタノールからプロピレンを製造するプロセス開発」においては、マイクロ波ソ

ルボリシスによる木材前処理法と我が国独自の新規発酵細菌（ザイモバクター等）を組み合わせたバ

イオエタノール生産システムにおいて、ベンチプラントを建設して運転を行い、実用化に向けたスケ

ールアップのためのデータを取得し、技術確立の目処をつけた。 

セルロース系バイオマスからエタノールを製造する際にボトルネックとなっている糖化酵素と効率

的発酵の実現に向けた発酵基盤技術に関する研究開発を行い、セルラーゼ及びヘミセルラーゼ活性に

おいて欧米製の最新市販酵素を凌駕する能力を有し、更に性能を向上した新規酵素を開発した。中長

期的先導技術開発及び加速的先導技術開発において１５テーマの研究開発を行った。 

（２）バイオマスエネルギー転換要素技術開発 

草本系バイオマスの運搬と在庫及びエネルギー転換時の前処理工程を改善する可搬式ペレット化技

術の開発において、稲藁の長期保管・乾燥試験を実施し、保管・ペレット化で十分な効果があること

を検証した。 

研究開発項目②セルロース系エタノール革新的生産システム開発事業（平成２１年度～平成２５年度） 

（１）「バイオエタノール一貫生産システムに関する研究開発」 

ａ）早生樹からのメカノケミカルパルピング前処理によるエタノール一貫生産システムの開発 

樹種試験植栽地の生長量調査を継続して行った。事業植林の調査データと実際の生長量調査結果を

基にバイオマスの生産コストの精度向上を行った。また、２０１５年までの実用化に向けて酵素コス

トの見通しを明らかにするために、試験プラントを用いて酵素のコストを削減検討した。さらに、植

樹試験から得られたサンプルを試験プラントに使用することで一貫生産システムによるデータ収集を

継続して実施した。 

ｂ）セルロース系目的生産バイオマスの栽培から低環境負荷前処理技術に基づくエタノール製造プロセ

スまでの低コスト一貫生産システムの開発 

多収量草本系植物による原料周年供給システムについて、対象を温帯地域に集約して大規模圃場試

験を実施し生産コストの試算を行った。また、スケールアップを前提とした最適化検討のために試験

プラントによる運転試験を実施し、スケールアップに必要な課題の抽出を行うとともに、圃場試験か

ら得られたサンプルを用いて熱収支や物質収支等のデータ収集を行った。 

（２）「バイオエタノール燃料の持続可能性に関する検討」 

平成２１年度～２２年度「セルロース系エタノール革新的生産システム開発事業／バイオ燃料の持

続可能性に関する研究」にて評価したバイオ燃料の製造におけるライフサイクルＧＨＧ（ｇｒｅｅｎ

ｈｏｕｓｅ ｇａｓ 温室効果ガス） 排出量に関し、先進バイオ燃料製造技術に係る技術動向を踏

まえ、最新動向を反映し、評価対象、各種係数の見直しを実施した。また、食料競合、生物多様性等

の持続可能性基準に関する評価手法について検討を行った。 

研究開発項目③戦略的次世代バイオマスエネルギー利用技術開発事業（平成２２年度～平成２８年度） 

（１）「次世代技術開発」 

２０３０年頃の本格的増産が見込まれ、バイオ燃料の普及を促進する波及効果の大きい次世代バイ

オ燃料製造技術について、以下の研究開発を実施した。 

（ア）軽油・ジェット燃料代替燃料技術開発 

脂質産生株を様々な条件で培養し、脂質産生能力との評価系構築に向けた検討を行い、屋外培養に

適した微細藻類選択のために遺伝子組換えによるポテンシャル向上や生物学的封じ込め技術を検討し

た。 

（イ）その他の燃料で画期的な技術開発 

バイオマスと補助燃料（石炭）との混焼ガス化を特徴とするバイオ燃料製造に資するＢＴＬ（Ｂｉ

ｏｍａｓｓ ｔｏ ｌｉｑｕｉｄ バイオ燃料）トータルシステムの研究開発を行った。 

（２）「実用化技術開発」 

事業期間終了後５年以内に実用化が可能なバイオマス利用技術について、公募によりテーマを採択

し、低コスト化、コンパクト化、効率化に寄与する研究開発を実施した。 

（ア）バイオマスのガス化、メタン発酵技術の低コスト化、コンパクト化、効率化に寄与する研究開発 
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馬鈴薯澱粉製造時に発生する廃水・廃棄物をバイオマス原料とし、浸漬膜分離システム、多段膜分

離システム、水熱可溶化システム、コンパクトメタン発酵システムを現地設置し試験を開始した。 

（イ）既存のエネルギーインフラとの複合利用に関する研究開発 

ペーパースラッジ炭化用キルン（７００～８００℃）について、木質バイオマスを比較的低温で炭

化（３００℃）ができるよう設備改造を行い、搬送と集塵設備の改造及び燃焼バーナの調整により連

続してトレファクション燃料を製造し、実機石炭ボイラで石炭代替２０％が可能であることが分かっ

た。 

（ウ）その他のバイオマス燃料（気体、液体及び固体燃料）製造技術の低コスト化に寄与する研究開発 

生ごみや紙ごみ等による都市域の建物・街区にオンサイトで適用できる小型ユニット装置の開発を

行い、生ごみがガス化原料として利用可能であることを検証した。 

 

《４》超電導技術研究開発 ［平成１９年度～平成２５年度］ 

［２４年度計画］ 

 電力の一層の安定的かつ効率的な供給システムの実現に資することを目的に、研究開発項目ごとにプロジェクトリー

ダーを置き、以下の研究開発を実施する。また、超電導電力機器について、海外への展開も視野に入れた調査・検討を

行う。 

研究開発項目①高温超電導ケーブル実証プロジェクト 

東京電力株式会社フェロー 原 築志氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

（１）高温超電導ケーブルの総合的な信頼性研究 

高温超電導ケーブルシステムの実系統接続に向け変電設備の建設、警報・監視システムを構築し、

建設済みのケーブル、端末、ジョイント及び冷却システムと組み合わせて竣工試験を実施する。その

後、実系統へ接続し実証通電試験を開始する。実証通電試験を通じて運転マニュアル、異常時対応マ

ニュアルの妥当性を確認する。試験の運転状態を継続的に監視すると共に、計画に沿ったケーブル保

守、冷却システムのメンテナンスを実行する。また実用化用途の一つとして低電圧大電流ケーブルの

可能性を検討し、実適用時の概略設計検討及び課題抽出を行い解決に必要な要素技術の開発研究を行

う。さらに、実用超電導ケーブル向けに冷却能力５ｋＷ級の冷却システムをＣＯＰ＝０．１を目標に

開発し、ターボ圧縮機、膨張機の単体性能試験の継続、熱交換器、循環ポンプ等と組み合わせた運転

試験及び冷凍能力、ＣＯＰの計測を行い設計・製造の妥当性を確認する。 

（２）超電導ケーブルの適用技術標準化の研究 

ＣＩＧＲＥ Ｂ１※１における超電導ケーブルの試験法に関するＷＧにて議論されるに必要な本プ

ロジェクトのデータや試験方法について随時とりまとめ、情報を提供する。 

※１ ＣＩＧＲＥ Ｂ１は、国際大電力システム会議（ＣＩＧＲＥ）に設置されている１６研究委

員会のうち、絶縁ケーブルを対象とする研究委員会。 

研究開発項目②イットリウム系超電導電力機器技術開発 

国際超電導産業技術開発センター超電導工学研究所長 塩原 融氏をプロジェクトリーダーとし、

以下の研究開発を実施する。 

（１）超電導電力貯蔵システム（ＳＭＥＳ）の研究開発 

限界性能把握のために実運転を模擬した試験システム用のコイルを作製し耐久性検証試験を実施す

る。評価及び課題抽出を行い、解決策を提案する。 

（２）超電導電力ケーブルの研究開発 

大電流・低交流損失ケーブルについては、実用化に向け２ｍｍ導体のみを使用した更なる交流損失

低減のためのケーブル構造を設計すると共に、高電圧絶縁・低誘電損失ケーブルについては、更なる

損失低減のために絶縁材含め最適なケーブル構造を設計する。また大電流ケーブルシステム検証で６

６ｋＶ／三心一括／５ｋＡ、１５ｍ長、高電圧ケーブルシステム検証で２７５ｋＶ／単心／３ｋＡ、

３０ｍ長の超電導電力ケーブルシステムを所定の条件で試験し性能検証する。 

（３）超電導変圧器の研究開発 

鉄心付大電流巻線モデルの試作、試験、評価を実施する。また２ＭＶＡ級変圧器モデルシステムを

モデル冷凍機の冷却試験及びサブクール液体窒素循環装置と組合せ、試験、評価を行う。２０ＭＶＡ

級変圧器を設計する。 

（４）超電導電力機器用線材の技術開発 

更なる厚膜化及び人工ピン止め点導入による高Ｉｃ線材、切断・微細加工技術の開発による低損失

化線材、引張強度１ＧＰａの高強度線材を開発し各々長尺化を図る。２円／Ａｍの線材作製条件を開

発する。 

（５）超電導電力機器の適用技術標準化 

イットリウム系超電導線材の短尺臨界電流測定方法に関するラウンドロビンテストを行う。ＩＥＣ
※１／ＴＣ９０※２及びＴＣ２０※３と連携し、ＩＥＣ国際規格提案に資するよう、ＣＩＧＲＥ／ＷＧの

活動に関連情報を提供する。 

※１ ＩＥＣ：国際電気標準会議。 

※２ ＴＣ９０：超電導分野の技術委員会 
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※３ ＴＣ２０：電力ケーブルの技術委員会 

［２４年度業務実績］ 

研究開発項目ごとにプロジェクトリーダーを置き、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①高温超電導ケーブル実証プロジェクト（平成１９年度～平成２５年度） 

東京電力株式会社フェロー 原 築志氏（平成２４年６月２８日より公益財団法人東電記念財団常

務理事）をプロジェクトリーダーとし以下の研究開発を実施した。 

（１）高温超電導ケーブルの総合的な信頼性研究 

平成２３年度に開発した冷却システム大容量・高性能化のためのブレイトン冷凍機のターボ圧縮機、

膨張機等とコールドボックス、水冷システムを組み合わせ、冷凍機システムの開発及び性能検証試験

を実施し、目標である冷凍能力５ｋＷ、ＣＯＰ＝０．１を達成する見通しを得た。 

また、超電導ケーブルシステムの運転マニュアルについて、冷却手順、運転方法、制御方法に関す

る手法の妥当性を確認した。そのうえで、冷却システム等も合わせた超電導ケーブルシステムの系統

接続前の検証試験を実施し、臨界電流値、直流課電特性、熱損失特性等が所定の性能を満たすことを

確認した。特に、冷却システムについては、最適な制御方法の決定とその応答性、また事前検証とお

り冷凍機のメンテナンス法に問題のないことを確認した。 

これらの成果を踏まえて、平成２４年１０月に我が国で初めて実系統に接続し、実証試験を開始し

た。 

なお、初期の適用候補先である大電流ケーブルを想定した２２ｋＶ／１２ｋＡ級のケーブル、端末

の概念設計を基にケーブルコアの通電試験、端末ブッシング等の要素技術開発も実施した。 

（２）超電導ケーブルの適用技術標準化の研究 

ＣＩＧＲＥ Ｂ１※１における超電導ケーブル試験法に関するＷＧでの議論に必要な本プロジェク

トの出荷試験データ、現地での検証試験方法と結果について情報を提供した。新潟大学との共同研究

では最終目標である侵入熱１Ｗ／ｍ／ｐｈ＠３ｋＡを達成できるケーブル構造を設計し、サイズ等を

決定した。また、超電導ケーブルの初期適用候補である水力発電所引出線に必要な大電流化、端末の

コンパクト化などの課題を抽出した。 

※１ ＣＩＧＲＥ Ｂ１は、国際大電力システム会議（ＣＩＧＲＥ）に設置されている１６研究委

員会のうち、絶縁ケーブルを対象とする研究委員会。 

研究開発項目②イットリウム系超電導電力機器技術開発（平成２０年度～平成２４年度） 

公益財団法人国際超電導産業技術研究センター 超電導工学研究所長 塩原 融氏をプロジェクト

リーダーとし以下の研究開発を実施した。なお、本研究開発項目については最終目標を達成し、２４

年度をもって終了する。 

（１）超電導電力貯蔵システム（ＳＭＥＳ）の研究開発 

２ＧＪ級高磁界・コンパクトコイルの構成技術開発では、従来の電圧検出に替えて電流によるクエ

ンチ検出技術を確立した。また２万回繰返し充放電試験と同等レベルの信頼性・耐久性を持つコイル

要素技術開発のためのコイル化技術を確立した。 

（２）超電導電力ケーブルの研究開発 

大電流・低交流損失ケーブル化技術の開発では、２ｍｍ幅線材のみを使用した更なる低交流損失の

ケーブル構造設計を確立した。また、高特性線材を用いて６６ｋＶ単相モデルケーブルを作成し、よ

り交流損失が少ないケーブルの検証試験を実施した。さらに６６ｋＶ／三心一括／５ｋＡ，１５ｍ長

のケーブルシステムが試験計画書の性能を満たすことを検証した。高電圧絶縁・低誘電損失ケーブル

化技術の開発では、更なる低損失ケーブルのための絶縁材料評価を実施し、低誘電損失ケーブルの設

計を確立した。さらに２７５ｋＶ／単心／３ｋＡ，３０ｍ長の超電導電力ケーブルシステムが試験計

画書の性能を満たすことを検証した。 

（３）超電導変圧器の研究開発 

超電導変圧器巻線技術開発では、鉄心付大電流巻線モデルの試作、試験、評価を実施し、所定の性

能を満足することを確認した。冷却システム技術開発では、２ＭＶＡ級変圧器モデルと組み合わせた

総合冷却試験を実施し、所定の効率で運転できることを検証した。また変圧器組立を行い、変圧器巻

線性能試験を実施し、所定の性能を発揮することを検証した。さらに変圧器システムを構成して性能

試験、評価を実施し、所定の変換効率、変圧機能を発揮することを検証した。これらの成果に基づき

２０ＭＶＡ級変圧器を設計した。 

（４）超電導電力機器用線材の技術開発 

線材特性の把握では線材の超電導層の剥がれ等の各種機器に応じた耐性検討を行い、その防止策の

開発を行った。磁場中高Ｉｃ線材作製技術開発では、厚膜化及び人工ピン止め点導入技術開発を実施

し、磁場中Ｉｃ特性向上と長尺化を達成した。低損失線材作製技術開発では、２～４ｍｍ幅線材での

特性向上と５ｍｍ幅線材１０分割での特性低下を抑制して交流損失を低減するとともに長尺化を達成

した。高強度・高Ｊｅ線材作製技術開発では、１ＧＰａの引張強度を有する線材の高特性化とともに、

更なる高－工業的臨界電流密度化と長尺化を達成した。低コスト・歩留向上技術開発では、更なる高

Ｉｃ化技術と高速化製造技術により１．６円／Ａｍを達成した。 

（５）超電導電力機器の適用技術標準化 

超電導線関連技術標準化では、イットリウム系を含む超電導線並びにその試験方法について技術調

査を行うとともに、規格素案を作成した。また、イットリウム系超電導線材の短尺臨界電流測定方法
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に関するラウンドロビンテスト（ＲＲＴ）を実施した。ＩＥＣ※１／ＴＣ９０※２と連携し、超電導線

試験方法に関連したＷＧに技術情報を提供した。超電導電力ケーブル関連技術の標準化では、イット

リウム系を含む超電導線を適用した超電導電力ケーブル並びにその試験方法に関する規格素案を作成

した。ＩＥＣ／ＴＣ９０、ＩＥＣ／ＴＣ２０及びＣＩＧＲＥと連携することによりＩＥＣ／ＴＣ２０
※３、ＩＥＣ／ＴＣ９０を中心としてジョイントタスクフォース（ＪＴＦ）が設置された。その他超

電導電力機器関連技術の標準化等では、イットリウム系を含む超電導線等を適用した超電導変圧器、

ＳＭＥＳ等の機器仕様並びにこれらの試験方法の標準化素案を作成した。ＩＥＣ／ＴＣ９０西安会議

を経てＩＥＣ／ＴＣ９０とＣＩＧＲＥ Ｄ１との間の国際合意醸成を行った。 

超電導電力ケーブルおよび限流器技術について「高温超電導電力機器の適用拡大と標準化に資する

ケーススタディ」調査を実施し、それぞれ詳細な技術及びコスト評価を実施し報告書を作成した。 

※１ ＩＥＣ：国際電気標準会議。 

※２ ＴＣ９０：超電導分野の技術委員会 

※３ ＴＣ２０：電力ケーブルの技術委員会 

 

《５》新エネルギーベンチャー技術革新事業 ［平成１９年度～］ 

［２４年度計画］ 

 新・国家エネルギー戦略（平成１８年５月）における新エネルギーイノベーション計画「新エネルギー・ベンチャー

ビジネスに対する支援の拡大」や総合資源エネルギー調査会新エネルギー部会中間報告書（平成１８年５月）における

「ベンチャー企業による多様な技術革新の活性化」に基づき、ベンチャー企業等が保有している潜在的技術シーズを活

用することで、継続的な新エネルギー導入普及のための新たな技術オプションの発掘・顕在化を実現し、次世代の社会

を支える産業群を創出するため、再生可能エネルギー及びその関連技術に関する技術課題を提示し、それらの解決策と

なる技術について、多段階選抜方式による研究開発を委託及び助成により実施する。 

 平成２４年度は、平成２３年度に採択したフェーズＡ（フィージビリティ・スタディ：委託）の７テーマのうち、ス

テージゲート評価により継続が認められたテーマについてフェーズＢ（基盤研究：委託）に着手する。また、平成２３

年度にフェーズＢ（基盤研究：委託）として実施している９テーマのうち、ステージゲート評価により継続が認められ

たテーマについてフェーズＣ（実用化研究開発：助成）に着手する。 

 基本計画に基づき、公募により実施者を選定し、実施するとともに、ハンズオン支援を実施する。また、政府予算等

の成立を条件として、平成２５年度新規採択に係る公募を平成２４年度内に実施する。 

［２４年度業務実績］ 

 新・国家エネルギー戦略（平成１８年５月）における新エネルギーイノベーション計画「新エネルギー・ベンチャー

ビジネスに対する支援の拡大」や総合資源エネルギー調査会新エネルギー部会中間報告書（平成１８年５月）における

「ベンチャー企業による多様な技術革新の活性化」に基づき、ベンチャー企業等が保有している潜在的技術シーズを活

用することで、継続的な新エネルギー導入普及のための新たな技術オプションの発掘・顕在化を実現し、次世代の社会

を支える産業群を創出するため、再生可能エネルギー及びその関連技術に関する技術課題を提示し、それらの解決策と

なる技術について、多段階選抜方式による研究開発を委託及び助成により実施した。 

 平成２４年度は、平成２３年度に採択したフェーズＡ（フィージビリティ・スタディ：委託）として実施している７

テーマのうち、ステージゲート評価により継続が認められた４テーマについてフェーズＢ（基盤研究：委託）に着手し

た。また、平成２３年度にフェーズＢ（基盤研究：委託）として採択された９テーマのうち、ステージゲート評価によ

り継続が認められた５テーマについてフェーズＣ（実用化研究開発：助成）に着手した。 

 新規に研究を開始するテーマの選択においては、申請のあった１０２件について厳正に審査し、３５件（うちフェー

ズＡ１６件、フェーズＢ１１件、フェーズＣ８件）について研究を実施した。また、ハンスオン支援については、９回

実施した。 

 平成２４年度に実施したフェーズＡ１６件及びフェーズＢ１５件のうち、２７件を対象にステージゲート評価を行い、

１２テーマ（うちフェーズＢ８件、フェーズＣ４件）の選考を行った。 

 

《６》再生可能エネルギー熱利用計測技術実証事業 ［平成２３年度～平成２５年度］ 

［２４年度計画］ 

研究開発項目①太陽熱利用計測技術 

平成２３年度に引き続き熱量計等の計測器を組み込んだ太陽熱利用設備（太陽熱とボイラ等を併用

して給湯や空調などを行う設備）の設置を行い、データを引き続き取得する。また、取得したデータ

を元に、使用熱量を推定する手法を検討する。 

研究開発項目②地中熱利用計測技術 

平成２３年度に設置した熱量計等の計測器を組み込んだ地中熱利用設備で、地中温度等のデータを

引き続き取得する。取得したデータを比較・検討し地中熱利用設備の採熱量と使用熱量の関係を検証

する。また、ヒートポンプ消費電力、圧力等のデータから使用熱量の推定を行う。 

研究開発項目③雪氷熱利用計測技術 

平成２３年度に設置した雪氷熱利用設備にて、基準となる風量や温湿度計測による熱量、簡易計測
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の風量や温湿度計測による熱量、推定に必要な気温や日射量等のデータを引き続き取得する。取得し

たデータを比較・検討し雪氷熱利用設備の使用熱量の検証を行う。また、室内外気温、地中温度や日

射量等のデータから使用熱量の推定も行う。 

［２４年度業務実績］ 

研究開発項目①太陽熱利用計測技術 

平成２３年度に引き続き熱量計等の計測器を組み込んだ太陽熱利用設備（太陽熱とボイラ等を併用

して給湯や空調などを行う設備）の設置を行い、データを引き続き取得する。また、取得したデータ

を元に、熱量を推定する手法も検討し、解析に導入するパラメータについて検証を行った。 

研究開発項目②地中熱利用計測技術 

平成２３年度に設置した熱量計等の計測器を組み込んだ地中熱利用設備で、地中温度等のデータを

引き続き取得した。また地中熱利用設備の地中より取り出した熱量と、居住空間等で消費される熱量

の関係を検証し、実証システムの特性を把握した。実証システムの特性を元に、熱量を推定する手法

の検証も行った。 

研究開発項目③雪氷熱利用計測技術 

基準計測および簡易計測の熱量を比較・検討し、雪氷熱利用設備での除湿熱量が、使用冷熱の一部

を占め、誤差の要因となることを確認した。また、取得した外気温、室温、地温を元に、外皮負荷よ

り熱量を推定する手法の検証を行った。 

 

②導入普及業務 

［中期計画］ 

第２期中期目標期間においては、地球温暖化対策の追加・強化が図られる見通しであることを踏まえ、以下に留意し

つつ実施する。 

・経済原則上、導入コストの低い案件群から導入がなされていくものであることを認識しつつ、全体として我が国の

エネルギー需給構造の高度化が達成されるような案件選定・採択を行う。 

・国民全体への啓発活動の重要性や公的部門における取組の重要性にも配慮し、地方自治体やＮＰＯ等の非営利団体

が実施する新エネルギー等関連設備の導入普及、普及啓発活動、ビジョン策定活動、技術指導活動への支援を行う。 

・新エネルギー等の加速的な導入促進のため、先進的な新エネルギー等導入事業を行う者に対し支援を行い、事業者

レベルでの新エネルギー等の導入拡大を促す。 

・新エネルギー等の普及に伴い生じる課題を抽出し、有識者、事業者、地方公共団体等の関係者と協力しつつ、課題

を解決するための事業環境整備を行う。 

・新エネルギーの導入に係る債務保証業務については、制度の安定運用を図りつつ、新エネルギーの導入目標達成に

向けて適切な実施に努めるとともに、「独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の融資業務等の見直し

（平成１８年１２月１８日）」を踏まえ、当該制度の在り方及び機構で業務を実施する必要性について、第２期中

期目標期間終了時に改めて検討し、結論を得る。 

 

《１》新エネルギー利用等債務保証制度 

［２４年度計画］ 

 新エネルギー債務保証業務については、平成２２年度中に新規引受を停止しており、債務保証中案件の代位弁済の発

生可能性を低減させるべく債務保証先を適正に管理する。また、既存の保証契約に係る必要な額を算定し、不要額が確

定次第、順次国庫納付する。 

［２４年度業務実績］ 

新エネルギー債務保証業務については、平成２２年度中に新規引受を停止しており、債務保証中案件については、代

位弁済の発生可能性を低減させるべく債務保証先を適正に管理し、求償権となったものについては、回収の最大化を実

現させるべく必要な措置を講じている。 

 

＜３＞省エネルギー技術分野 

［中期計画］ 

中国、インドを始めとするアジア諸国の高度経済成長を背景に、今後も世界のエネルギー需要の増加傾向が継続する

と予想されている。一方で、エネルギー供給の中心地域である中東地域は政治的に不安定さが増す等の状況の下、世界

のエネルギー需給構造は変化しつつあり、原油価格は過去最高水準で推移している。 

また、「世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比して２０５０年までに半減する」という長期目標を我が国が世界

に提案したほか、気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）第４次評価報告書統合報告書が発表される等、所謂「ポ

スト京都」に向けて、温室効果ガスの排出量削減に向けた議論が活発化している。こうした中、我が国の省エネルギー

技術は大きな期待を集めている。 

一方、我が国においては、京都議定書（平成１７年２月発効）の目標達成計画を策定したものの、平成１７年度にお
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ける我が国のエネルギー起源二酸化炭素排出量は基準年比１３．６％増という状況にある。 

こうした背景の下、機構の省エネルギーに関する取組としては、温室効果ガス排出量の大幅削減に貢献する革新技術

の開発と、京都議定書目標達成計画のクリアという短期的目標への貢献の両立が求められるようになった。 

 

①技術開発／実証 

［中期計画］ 

技術開発／実証では、「新・国家エネルギー戦略」を受けて策定された「省エネルギー技術戦略」で示されたシナリ

オや技術ロードマップに沿って、実現性が高く、波及効果も含め省エネルギー効果が大きいテーマを重点課題に設定し

て開発を行う。 

第２期中期目標期間においては、上記に加え、Cool Earth ５０で提言された「世界全体の温室効果ガス排出量を現

状に比して２０５０年までに半減する」という目標に資する革新的技術の発掘と推進にも取り組む。具体的には、第２

期中期目標期間中に発光効率４０ｌｍ／Ｗを目指す有機ＥＬ照明技術の開発等を推進する。 

加えて、情報量の爆発的増加に伴いエネルギー消費量の大幅増が予想されるＩＴ分野における省エネルギー技術の開

発や、交通流改善により自動車のエネルギー消費率削減を図るためのＩＴＳ（Intelligent Transport Systems）技術

の開発等を行う。 

 

《１》戦略的省エネルギー技術革新プログラム ［平成２４年度～平成３３年度］ 

［２４年度計画］ 

 「省エネルギー技術戦略２０１１」に掲げる産業・民生・運輸部門等の省エネルギーに資する重要技術に係る分野を

中心として、また、技術領域別に設けた会議体（コンソーシアム等）において設定した技術開発課題の解決に資する技

術開発を実施する。具体的には、技術毎にその開発リスクや開発段階は異なるため、３つの開発フェーズ（「インキュ

ベーション研究開発フェーズ」、「実用化開発フェーズ」、「実証開発フェーズ」）を設けることで、その開発段階等に応

じるものとする。 

 平成２４年度においては、平成２４年度に研究開発を開始するテーマの採択を行い、実施するとともに、継続分のテ

ーマを実施する。また、政府予算等の成立を条件として、平成２５年度新規採択を行う場合には、公募手続きを平成２

４年度内に実施する。 

 また、震災後の情勢変化を踏まえつつ、関係機関との連携を強化し、省エネルギー技術戦略の見直しに着手する。具

体的には、技術領域別の課題だけではなく、横断又は融合領域の創出と共に、海外展開の可能性も踏まえた国際標準化

や知財戦略の構築についても検討する。 

［２４年度業務実績］ 

平成２４年度は２度の公募を行い、１次公募１８テーマ（応募総数７０件、倍率３．９倍）、２次公募２９テーマ

（応募総数６４件、倍率２．２倍）の計４７テーマ（※）を採択した。公募に際しては、特に産業、家庭・業務、運輸

部門それぞれで適用範囲が広く横断的な取り組みが期待される４つの「重要技術」について「特定技術開発課題」を設

定した。 

 事業の実施に際しては、外部有識者による技術委員会を開催し、進捗確認や課題解決に向けたアドバイスを行った。

また、６月下旬には平成２３年度に採択した事前研究一体型の５件のテーマについて中間評価を行い、全５テーマが

「継続」と評価された。１月下旬から２月上旬にかけては、平成２３年度に採択した２５件のテーマについての中間評

価および平成２４年度に採択した６件のテーマについてのステージゲート審査をそれぞれ実施した。中間評価において

は２５件中２１件が「継続」、４件が「非継続」の評価、ステージゲート審査では６件中３件が「継続」、３件が「非継

続」の評価をそれぞれ受けた。「継続」となったテーマについては、評価委員によるコメント等を事業運営に適切に反

映した。 

 また、平成２５年度新規採択に係る公募を、平成２５年２月２７日から開始した。 

（※）インキュベーション研究開発フェーズ１３テーマ、実用化開発フェーズ３１テーマ、実証開発フェーズ３テーマ。

インキュベーション研究開発フェーズは他フェーズとの一体提案によるもの。また、実用化開発フェーズは、実証開発

フェーズとの一体提案によるものも含む。 

 また、エネルギー基本計画の策定等の情勢変化を踏まえつつ、省エネ技術戦略の見直しについての検討を開始した。 

 

《２》グリーンネットワーク・システム技術研究開発プロジェクト（グリーンＩＴプロ

ジェクト） ［平成２０年度～平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 データセンタ及びネットワーク部分の消費電力量を３０％以上削減可能な要素技術の確立を目的に、独立行政法人産

業技術総合研究所 情報技術研究部門 関口智嗣氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①エネルギー利用最適化データセンタ基盤技術の研究開発 
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サーバの構成最適化、クラウドコンピューティング技術、抜熱技術、データセンタにおける電源シ

ステム最適化等の要素技術について、平成２３年度に引き続きモデル設計やプロトタイプの試作を行

い、消費電力削減技術の実証及び技術改良並びに消費電力削減量の評価を行うと共に、データセンタ

の評価指標の開発、リファレンスモデルの開発等を行う。さらにデータセンタ全体の総合評価を実施

し、最終目標達成状況を検証する。 

研究開発項目②革新的省エネルギーネットワーク・ルータ技術の研究開発 

平成２３年度までに開発したトラフィック量を動的に予測する技術及び転送性能制御技術の性能向

上、消費電力情報の可視化技術の開発を行う。また、平成２３年度までに開発した、各種ネットワー

クモデル等の省電力効果検討モデルの開発や、光パス網の電力消費モデルの検討を基に、光パス網の

伝送技術，ノード機器の更なる大規模化を含めた、ネットワーク全体の消費電力削減効果について実

験により調査を行い、最終目標達成状況を検証する。 

［２４年度業務実績］ 

産業技術総合研究所 関口智嗣氏をプロジェクトリーダーとして、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①「エネルギー利用最適化データセンタ基盤技術の研究開発」 

（１）サーバの最適構成とクラウドコンピューティング環境における進化するアーキテクチャーの開発 

筐体内光接続技術等の最適化を実施し、筐体プロトタイプの試作／評価を行った。また、大規模ス

トレージシステムの消費電力を削減する高速冗長性除去技術を開発し、ストレージの蓄積容量削減を

確認した。更にサーバやストレージ技術とネットワーキング技術の統合システムを構築し省電力特性

と実用性の実証を行った。 

（２）最適抜熱方式の検討とシステム構成の開発 

サーバルームの空調冷却効率を５０％以上改善可能な高効率冷却システム等について、長時間実証

試験を行った。また変化冷却技術のモジュール化技術と、データセンタ全体での冷却電力削減効果の

検証を行った。 

（３）データセンタの電源システムと最適直流化技術の開発 

消費電力を３０％以上削減可能な電源システムの最終検証の為の第３次試作機までの設計／評価を

行った。 

（４）データセンタのモデル設計と総合評価 

データセンタ評価指標及びデータセンタ全体の消費電力測定基準となるリファレンスモデルを策定

し、総合評価用として各要素技術を集結した次世代モジュール型グリーンデータセンターを構築した。 

研究開発項目②「革新的省エネルギーネットワーク・ルータ技術の研究開発」 

（１）情報のダイナミックフロー測定と分析ツール及び省エネルギー型ルータ技術の開発 

ネットワークのトラフィック量を総合的に考慮するアルゴリズムを開発し、性能を１６段階以上の

多段階に制御可能な転送性能制御技術を確立した。数秒オーダーの短期変動に対応可能な消費電力取

得・観測技術、および複数のルータからなるネットワークの消費電力情報の可視化技術を完成した。 

（２）社会インフラとしてのネットワークのモデル設計と総合評価 

将来のトラフィック予測手法の開発を完了し、電気ルータ部の制御により消費電力を大幅に削減可

能である事を明らかにした。また、光パス網用伝送特性及びノード機器の消費電力評価系、更にシス

テム全体の省エネ効果を評価する実験を行い消費電力削減が可能であることを明らかにした。 

また、平成２３年度までに開発した省エネ関連要素技術を結集して構築した次世代モジュール型グ

リーンデータセンターで最終目標達成状況を検証した結果、総消費電力を従来に比べて３０％以上削

減可能であることを確認した。 

 

《３》エネルギーＩＴＳ推進事業 ［平成２０年度～平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 自動運転・隊列走行の要素技術確立及び、国際的に信頼されるＩＴＳ（Intelligent Transport Systems）によるＣ

Ｏ２削減効果評価方法の確立を目的に、名城大学理工学部教授 津川 定之氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研

究開発を実施する。 

研究開発項目①自動運転・隊列走行技術の研究開発 

（１）全体企画、実証実験、評価 

・基本計画の最終目標である一般の車が混在する走行環境化において大型トラック及び小型トラック

合計４台隊列で時速８０ｋｍ、車間距離４ｍでの走行可能性を検証する。 

・早期実用化に繋げるためＣＡＣＣ（車車間通信を用いた車間距離制御）の要素技術を大型トラック

メーカに開示してドライバ受容性評価実験車を製作する。物流事業者のドライバにより一般乗用車

約２０台が走行する走行環境にて、隊列実験車３台もしくは４台による走行実験をおこなうととも

に、手動運転⇔自動運転・隊列走行のヒューマン・マシーン・インターフェース（ＨＭＩ）も含め

た受容性評価実験を行い、開発・実用化ロードマップを策定する。 

・物流事業者の強い要望であるトレーラ型トラックへの自動運転・隊列走行の適用を見極めて開発・

実用化ロードマップの策定に生かすため、隊列走行の課題と考えられる車両運動制御モデルシミュ

レーション、自動操舵装置及びブレーキ制御装置の制御性能を評価し、可能性を見極める。 
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・ウイーンにて開催予定のＩＴＳ世界会議において自動運転・隊列走行のスペシャルセッションを企

画するとともに日米欧の関係者によるワークショップを開催する。 

（２）自律走行技術等の要素技術の開発 

・様々な道路線形において高い車線維持制御性を可能とするため、車両運動モデルと制御モデルの改

良設計を行うとともに、車間距離４ｍでの隊列走行を行うため車間距離制御アルゴリズムの改良設

計を実施する。 

・夜間やトンネル内等認識が困難な状況でもロバスト性を確保するため、遠赤外線カメラと高速ビジ

ョンカメラの性能向上をはかり車両にて性能評価を行う。 

・ステレオカメラ及びレーザレーダ、ミリ波レーダ信号の融合による障害物認識アルゴリズムの改良

を行い無人運転実験に供する。 

・車車間通信において無線と光による多重化通信を行うための通信プロトコル設計を行い車間距離４

の走行実験に供する。 

・隊列形成後、後続車ドライバ責任を先頭車ドライバに移行するためのＨＭＩ※１を開発し、実験車を

用いてドライバの受容性評価実験を実施する。 

研究開発項目②国際的に信頼される効果評価方法の確立 

 平成２３年度までに開発してきた推計ツール群（ハイブリッド交通流シミュレーション、ＣＯ２排

出量推計モデルなど）に関し機能・性能向上を進め、推計結果の妥当性及び精度の検証を行い、信

頼性のある推計技術及びデータウェアハウスを完成させる。また、ＩＴＳ施策の効果評価手法とし

て満足すべき要件やツールの検証方法を国際ワークショップにおいて合意した上で国際共同技術報

告書として取りまとめ、公表する。 

※１ ＨＭＩはヒューマンマシンインターフェース。 

［２４年度業務実績］ 

 自動運転・隊列走行の要素技術確立及び、国際的に信頼されるＩＴＳ（Intelligent Transport Systems）によるＣ

Ｏ２削減効果評価方法の確立を目的に、名城大学理工学部教授 津川 定之氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研

究開発を実施した。 

研究開発項目①自動運転・隊列走行技術の研究開発 

（１）全体企画、実証実験、評価 

・基本計画の最終目標である一般の車が混在する走行環境化において大型トラック及び小型トラック

合計４台隊列で時速８０ｋｍ、車間距離４ｍでの実証実験を行い、走行可能性の検証を実施した。

また、その様子をプレスおよび関係者に公開した。 

・早期実用化に繋げるためＣＡＣＣ（車車間通信を用いた車間距離制御）の要素技術を大型トラック

メーカ４社に開示してドライバ受容性評価実験車４台を製作し、物流事業者（５社）のドライバ

（各社５人）による手動運転⇔自動運転・隊列走行のヒューマン・マシーン・インターフェース

（ＨＭＩ）も含めた受容性評価実験を行い、データを収集した。 

・トレーラ型トラックへの自動運転・隊列走行の適用を見極めて開発・実用化ロードマップの策定に

生かすため、隊列走行の課題と考えられる車両運動制御モデルシミュレーション、自動操舵装置及

びブレーキ制御装置の制御性能を評価し、制御性能および装置の耐久性に問題がないことを確認し

た。 

・ウイーンにて開催されたＩＴＳ世界会議において自動運転・隊列走行のスペシャルセッションを企

画するとともに日米欧の関係者によるワークショップを開催した。また、国内においては自動運

転・隊列走行のワークショップを開催し、本プロジェクトの成果をアピールした。 

（２）自律走行技術等の要素技術の開発 

・様々な道路線形において高い車線維持制御性を可能とするため、車両運動モデルと制御モデルの改

良設計を行うとともに、車間距離４ｍでの隊列走行を行うため車間距離制御アルゴリズムの改良設

計を実施し、上記の４ｍの走行実験に供した。 

・夜間やトンネル内等認識が困難な状況でもロバスト性を確保するため、遠赤外線カメラと高速ビジ

ョンカメラの性能向上をはかり車両にて性能評価を行った。 

・ステレオカメラ及びレーザレーダ、ミリ波レーダ信号の融合による障害物認識アルゴリズムの改良

を行い無人運転実験に供した。 

・車車間通信において無線と光による多重化通信を行うための通信プロトコル設計を行い車間距離４

ｍの走行実験に供した。 

・隊列形成後、後続車ドライバ責任を先頭車ドライバに移行するためのＨＭＩを開発し、実験車を用

いてドライバの受容性評価実験を実施した。 

研究開発項目②国際的に信頼される効果評価方法の確立 

平成２３年度までに開発してきた推計ツール群（ハイブリッド交通流シミュレーション、ＣＯ２排

出量推計モデルなど）に関し機能・性能向上を進め、推計結果の妥当性及び精度の検証を行い、信頼

性のある推計技術及びデータウェアハウスを完成させた。また、ＩＴＳ施策の効果評価手法として満

たすべき要件やツールの検証方法を、国際ワークショップにおいて合意した上で国際共同技術報告書

として取りまとめ、その概要を成果報告会において報告した。 
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《４》革新的ガラス溶融プロセス技術開発 ［平成２０年度～平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 ガラス産業における革新的省エネルギー技術の確立を目的に、独立行政法人物質・材料研究機構ナノスケール物質萌

芽ラボ 井上 悟氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①気中溶解（インフライトメルティング）技術開発 

（１）超高効率気中加熱技術の開発 

試験炉のバーナの改造・調整を行い、びんガラスの溶融エネルギーを目標値以下とする運転条件を

探索する。溶解したガラスについての分析・評価を行う。また、びんガラスについては実用炉に適し

た炉材を選定する。 

（２）プラズマ・酸素燃焼炎加熱技術の開発 

酸素燃焼炎、多相アークの組合せによる液晶ガラス等の特殊ガラスの気中溶解で、電極改造等によ

り長時間安定運転のための技術確立を目指す。 

（３）共通基盤技術 

気中溶解ガラスの融液挙動、溶存ガス／気泡内包ガス等の把握によりガラスの生成から清澄・均質

化までの総合的評価を行う。また、シミュレーション予測精度を向上させ大型実用炉へのスケールア

ップ、炉の改良・運転などに活用できる技術として完成させる。 

研究開発項目②ガラスカレット（再生材）高効率加熱技術開発 

（１）高速高効率加熱技術の開発（カレットの溶融技術） 

細粒カレットを連続して気中溶解できる条件を確立する。また、細粒カレットと粗粒カレットの溶

融解挙動を解析し、最適なプロセスを選定する。 

（２）カレット超予熱技術の開発 

カレット予熱装置の改良を継続し、粒径やガラスの着色に応じた最適な運転条件を明らかにする。 

研究開発項目③ガラス原料融液とカレット融液との高速混合技術開発 

（１）撹拌技術の開発 

撹拌装置と運転条件をさらに適正化し、連続運転により２時間以内の均質化を達成する。また、シ

ュリーレン像の泡、脈理を独立検出し、量や分布の定量評価法として完成させる。 

（２）均質性評価技術の開発 

実験室規模でのガラス溶融において、均質化促進処理ガラス試料を作製して品質を評価し、開発し

た評価法におけるガラス品質評価指標を完成させる。また、試験炉において作製された様々なガラス

試料の評価を評価し、完成させた実用ガラス品質評価指標と照合することで、試験炉から得られるガ

ラスに関する品質を総合的に評価する。 

［２４年度業務実績］ 

ガラス産業における革新的省エネルギー技術の確立を目的に、独立行政法人物質・材料研究機構ナノスケール物質萌

芽ラボ 井上 悟氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①気中溶解（インフライトメルティング）技術開発 

（１）超高効率気中加熱技術の開発 

ソーダ石灰ガラスの溶融エネルギー目標値９００ｋｃａｌ／ｋｇ－ｇｌａｓｓを達成した。さらに

入熱量を減らした試験を行い、より低いエネルギーで溶融できる可能性を得た。 

また、液晶用ガラスの溶融エネルギー目標値である２，８００ｋｃａｌ／ｋｇ－ｇｌａｓｓも達成

した。 

実用炉の炉材としては、空気燃焼によるシーメンス炉と同材質が使用可能と判明した。 

（２）プラズマ・酸素燃焼炎加熱技術の開発 

世界初となる新プラズマ炉（プラズマ・酸素燃焼ハイブリッド加熱）を開発し、試験条件の最適化

（電極径とＡｒガス流）により、最長４０分の安定なハイブリッド加熱を実現した。 

（３）共通基盤技術 

気中溶融条件と溶存ガス量の関係に対し、ガス種による投入エネルギー量の依存性を明らかにした。

また残存気泡消失（清澄）について、ＣＯ２溶存ガス量と投入エネルギー量の関係が重要であること

を確認した。気中溶解に伴う泡層挙動のシミュレーション精度を高め、試験炉の熱収支内訳を±５％

の精度での予測を達成した。気中溶解から気泡清澄に至る全モデルを完成させた。 

研究開発項目②ガラスカレット（再生材）高効率加熱技術開発 

（１）高速高効率加熱技術の開発（カレットの溶融技術） 

１０６～３２５μｍの細粒カレットを使用し、溶融エネルギー１０８０ｋｃａｌ／ｋｇ－ｇｌａｓ

ｓを達成した。また、カレットに造粒生原料５０％を添加して１２００ｋｃａｌ／ｋｇ－ｇｌａｓｓ

で２４時間以上の連続運転を確認した。 

（２）カレット超予熱技術の開発 

目標値以上のカレット予熱を可能とする間接加熱式ロータリーキルンを開発した。 

研究開発項目③ガラス原料融液とカレット融液との高速混合技術開発 

（１）撹拌技術の開発 

ガラス原料融液とカレット融液の均一混合時間として２時間以内を達成した。また、可視画像とシ
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ュリーレン画像を用い、脈理と泡の分布を解析する手法を確立した。 

（２）均質性評価技術の開発 

撹拌工程を経た粗溶融段階の気中溶解ガラスについて、（１）にて確立した手法を適用して均質性

を評価し、実験室溶融ガラスおよび市販ガラスとの対比を行った。気中溶解ガラスが実用レベルの均

質性を有することを確認した。 

 

《５》次世代型ヒートポンプシステム研究開発 ［平成２２年度～平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 「Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ－エネルギー革新技術計画」の目標に資する超高効率な「次世代型ヒートポンプシステム」

の開発（現状と比べて効率１．５倍以上の向上）を目的に、独立行政法人産業技術総合研究所 エネルギー技術研究部

門 宗像 鉄雄氏をプロジェクトリーダーとして、平成２３年度に引き続き６件のテーマについて、以下の研究開発を

実施する。 

研究開発項目①家庭用次世代型ヒートポンプシステムの開発 

・デシカント・蒸気圧縮式ハイブリッド型ノンフロストヒートポンプの研究開発として、実用レベル

の耐久性を有するデシカントロータの構造設計を完了し、エアコン／給湯機のハード構成を最適化

した２次試作機の設計・製作を行い、環境試験室での性能評価により省エネ効果を実証する。 

研究開発項目②業務用次世代型ヒートポンプシステムの開発 

・実負荷に合わせた年間効率向上ヒートポンプシステムの研究開発として、高効率・ワイドレンジス

クロール圧縮機のプロトタイプ機での効率評価を完了する。またヒートポンプシステムの２次試作

機を試作し、実使用場所の実負荷による実用試験、及び検証を行う。 

・地下水制御型高効率ヒートポンプ空調システムの研究開発として、実証実験装置の運転を行い、現

状システムとの比較検証及び評価を行う。 

・次世代型ビル用マルチヒートポンプシステムの革新的省エネ制御の研究開発として、業務用ビルに

設置した、低負荷領域での圧縮機発停止によるＣＯＰ低下を改善できるリアルタイムの負荷予測と、

それに基づく能力制御を組み込んだビル用マルチエアコンの評価を継続する。 

研究開発項目③産業用次世代型ヒートポンプシステムの開発 

・都市域における下水管路網を活用した下水熱利用・熱融通技術の開発として、下水処理場内の下水

管路・未処理水を用い、樹脂製熱交換器、下水管組込型熱交換器を組み込んだ小規模試験設備を構

築し、下水熱利用・熱融通の効果実測を行う。 

・高密度冷熱ネットワークの研究開発として、冷熱ネットワークシステム実証機器の評価を進めると

共に、氷混入装置／冷熱取り出し等、システム全体の網羅的統合制御ソフトウェアを開発する。 

研究開発項目④効率評価方法等に関する検討 

・将来、ＮＥＤＯにおいて開発を実施するヒートポンプシステムの省エネルギー評価に用いる「評価

方法」のガイドラインを策定し、試用と課題検証を行う。また、必要に応じて検討に資する調査を

実施する。 

［２４年度業務実績］ 

平成２３年度に引き続き、独立行政法人産業技術総合研究所 宗像鉄雄氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究

開発を実施した。 

研究開発項目①家庭用次世代型ヒートポンプシステムの開発 

・デシカント・蒸気圧縮式ハイブリッド型ノンフロストヒートポンプの研究開発として、エアコン／

給湯機の１次試作機による基本性能評価でノンフロスト性効果を確認した。さらに伝熱性能と圧縮

性能の向上、および小型化を図った２次試作機で目標のシステム効率を達成した。 

研究開発項目②業務用次世代型ヒートポンプシステムの開発 

・実負荷に合わせた年間効率向上ヒートポンプシステムの研究開発として、１次試作機評価により目

標の効率達成（圧縮機効率：３～１００％負荷範囲での運転実現、負荷比率１０％で効率１．２６

倍）を確認した。また、適応制御を改善した２次試作機を完成させ、実使用場所（清水、札幌）に

て年間を通じた実測を行った結果、目標のシステム効率を達成した。 

・地下水制御型高効率ヒートポンプ空調システムの研究開発として、実証実験システムの試作と試運

転を次世代省エネルギーⅢ地区（長野市）で行い、冬期暖房運転と夏期冷房運転による通年の性能

評価結果を基に、地下水回収効率、補機適正化などにより、目標効率達成可能なシステムに目処を

付けた。 

・次世代型ビル用マルチヒートポンプシステムの革新的省エネ制御の研究開発として、リアルタイム

な負荷予測と、能力制御を組み込んだ実証試験システムにおいて、冷暖同時運転機と外気処理機を

連動させたシステム実証試験により、目標のシステム効率を達成した。 

研究開発項目③産業用次世代型ヒートポンプシステムの開発 

・都市域における下水管路網を活用した下水熱利用・熱融通技術の開発として、下水処理場内の実証

試験システム（新たに熱融通機構も追加）で、各種熱交換器１次仕様での性能比較、夾雑物除去試

作機での機能評価も併せて、効果実測を行った結果、目標効率達成が見込めるシステムを提示した。 

・高密度冷熱ネットワークの研究開発として、システムシミュレーションにより、目標性能を達成す
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る運用方法を提示した。また氷混入装置及び配管システムの設計を完了。貯氷・移氷仕様及び冷熱

搬送工程を改良したシステムを再構築すると共に、目標効率達成が見込めるネットワークの網羅的

制御システムを完成した。 

研究開発項目④効率評価方法等に関する検討 

システム評価方法について、その基本的な考え方、手法のあり方、条件設定などの検討結果を集約

し、現行テーマの実証試験での試用および課題検証を通じて、性能評価ガイドラインを策定した。 

 

《６》太陽熱エネルギー活用型住宅の技術開発 ［平成２３年度～平成２７年度］ 

［２４年度計画］ 

 高性能断熱材、高機能パッシブ蓄熱建材の部材開発及びこれらを効果的に組み合わせ住宅全体で太陽熱エネルギーを

活用するシステムについて民間企業等が実施する実用化開発を支援する。 

研究開発項目①高性能断熱材の開発 

・高断熱性能（既存の住宅用断熱材の熱伝導率：最大０．０２Ｗ／ｍ・Ｋ程度を概ね１／２に低減）、

長期断熱性能等を有する断熱材の１次試作を行うと共に、断熱材の性能評価指標、長期耐久性の検

証方法について検討を行う。 

研究開発項目②高機能パッシブ蓄熱建材の開発 

・長期蓄熱性能を有する蓄熱建材の１次試作を行うと共に、モデル環境等における暖房等の空調エネ

ルギーの削減効果を評価するための評価指標、長期耐久性の検証方法について検討を行う。 

研究開発項目③戸建住宅用太陽熱活用システムの開発 

・太陽熱活用システムに資する太陽熱集熱装置、熱輸送技術等の試作を行うと共に、空調・給湯エネ

ルギーの削減効果を評価するための、性能評価指標について検討を行う。 

［２４年度業務実績］ 

 高性能断熱材、高機能パッシブ蓄熱建材の部材開発及びこれらを効果的に組み合わせ住宅全体で太陽熱エネルギーを

活用するシステムについて以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①高性能断熱材の開発 

・真空断熱材を用いた複合断熱パネルの実物大試作を行い、断熱性に関する中間目標値達成に目処を

つけた。また、断熱性能の寿命予測に活用可能な熱伝導解析モデルのプロトタイプを作成した。 

・ナノ多孔体セラミックス粒子をコア材とする真空断熱材の革新的連続生産プロセス確立のため、粒

子封入等の各種要素技術について検討を行い、一部のプロセスについて試作装置の設計と製作を行

った。また、使用環境を想定した長期耐久性の検証方法を考案し、耐久性促進試験や想定条件確認

のためのシミュレーションを実施し、封止フィルムのガス透過メカニズムなどの評価・検討を行っ

た。 

研究開発項目②高機能パッシブ蓄熱建材の開発 

・適切な性能評価指標と長期耐久性の検証方法の検討を行い、潜熱蓄熱材のマイクロカプセルについ

ては、熱耐久性の高い組成を確立した。また、連続生産プロセスによるスケールアップ実験を実施

し、前記組成での連続生産が可能なことを確認した。潜熱蓄熱建材については、暖房負荷削減効果

について、次世代省エネ基準の環境で２０％という中間目標を数値計算で確認するとともに、１２

ｍｍ厚さの建材を実物大で試作し、実験棟においても確認した。また製造時の歩留まり及びＶＯＣ

放散量についても今年度までの計画目標を達成した。 

研究開発項目③戸建住宅用太陽熱活用システムの開発 

・集熱部、除湿冷却部の基礎実験を重ねることで開発仕様を検討し、冬季朝室温の改善等の仕様案を

開発した。実験棟３棟を準備し、それぞれの断熱気密性能が同じことを実測で確認した上で、各棟

に集熱システム等を取り付け、現行仕様と開発仕様について冬期のシステム評価を行った。結果と

して、集熱温度、冬季朝室温、冷房能力等を確認し、今年度までの計画目標を達成した。 

・実証住宅へのパッシブ・アクティブソーラーシステムの導入検討（集熱部位、蓄熱部位、制御）を

行い、建設に着手した。適切な性能評価指標を検討の上、シミュレーションにより、平成１１年度

次世代省エネ基準の住宅に比べてＬｏｗ－ｅガラス仕様のモデルで約６２％の暖房負荷削減結果を

得た。同時に、設計法及び設計ツールの開発、試作を行い、全館空調方式パッシブ・アクティブソ

ーラーシステムにより、今年度までの計画目標を達成した。 

・５００リットル大容量蓄熱槽の試作及び発電・給湯暖房システムを試作し、モデルハウスでの実証

試験を行って、冬期の省エネ率として約５０％を確認した。水蒸発利用冷却器及び冷房機を試作し、

７度の冷却効果を確認した。 

・試作した各システム（カスケードソーラーシステム・デシカントシステム・蓄冷ユニット）の個別

での評価を行うとともに、実験棟を建設して、そこへ設置した。試作システムの通年実測を開始し、

シミュレーションとの差異を評価した。これらにより、今年度までの計画目標を達成した。 

・給湯利用・空調利用潜熱蓄熱壁試作システム及びパッシブ換気システムを実験棟に設置し、各要素

技術検証のための測定を実施した。測定データの解析結果を基にシミュレーションによる効果予測

を行い、エネルギー消費量削減の今年度までの計画目標を達成した。 
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②導入普及業務 

［中期計画］ 

我が国は、地球温暖化問題に関して、平成１７年２月の京都議定書発効を受け同年４月に京都議定書目標達成計画を

策定し、これまで温室効果ガス排出削減に取り組んでおり、産業部門、民生部門、運輸部門の３セクターにおける各部

門のエネルギー消費動向を踏まえつつ、エネルギー使用の合理化が総合的に推進されることが必要である。 

第２期中期目標期間においては、２０１０年における国の長期エネルギー需給見通し及び京都議定書目標達成計画の実

現に向けた短期対策として、以下に留意しつつ実施する。 

・全体として我が国のエネルギー使用の合理化が推進されるような案件選定・採択を行う。 

・産業部門においては、産業間連携等により更なる省エネルギーが推進されるよう、また、エネルギー消費の伸びが

著しい民生・運輸部門においては、実効性のある省エネルギー施策が推進されるよう導入普及事業を適切に実施す

る。特に民生部門については、省エネルギー推進対策として、住宅・建築物に省エネルギー性の高い高効率エネル

ギーシステムの導入促進を図るとともに、性能、費用対効果等の情報を取得し公表することにより、住宅・建築物

に対する省エネルギー意識の高揚を図る。 

・国民全体への啓発活動の重要性や公的部門における取組の重要性にも配慮し、地方自治体やＮＰＯ等の非営利団体

が実施する省エネルギーに係る普及啓発活動、ビジョン策定活動への支援を行う。 

 

＜４＞環境調和型エネルギー技術分野  

①技術開発／実証 

［中期計画］ 

 我が国は、化石エネルギー利用の技術分野において、過去の貴重な経験を生かし、ＮＯｘ／ＳＯｘ／煤塵等、地域の

環境問題への対応に関する世界トップクラスの技術を有している。また、化石エネルギーの大部分を輸入に依存してい

ることから、産業分野においてエネルギー原単位を低減するための省エネルギー技術についても、世界最先端の水準に

ある。このような状況の中、我が国の産業競争力の更なる向上を図るため、石炭等の化石エネルギーの利用効率をより

一層高めることも重要である。一方、近年アジア地域を中心とした経済の伸長により、世界のエネルギー需要が着実に

増加すると予想されており、また、ＣＯ２等の地球温暖化ガスの排出量の抑制は、地球環境問題への対応のために、

益々その重要性を増している。さらに、水銀等の微量金属の排出規制強化も重要な課題として取り上げられようとして

いる。このような状況の下、我が国の環境調和型エネルギー技術開発は、地域の環境問題への対応や地球規模の環境問

題への対応のみならず、化石エネルギーの安定供給対策も視野に入れた包括的かつ戦略的な技術開発を進めていく必要

がある。 

第２期中期目標期間においては、地域の環境問題への更なる対応、ＣＯ２問題等地球規模の環境問題への対応及び化

石エネルギー資源の安定供給への対応を推進するために、発電分野におけるＣＯ２のゼロエミッション化を目指し、石

炭ガス化プロセスからＣＯ２を分離・回収するための技術開発、我が国におけるＣＣＳ（Ｃａｒｂｏｎ ｄｉｏｘｉｄ

ｅ Ｃａｐｔｕｒｅ ａｎｄ Ｓｔｏｒａｇｅ）の実施可能性調査、製鉄プロセスから排出されるＣＯ２を大幅に低減

するための革新的な技術開発及び石炭利用に係る微量成分の環境への影響を低減するための技術開発等を実施する。ま

た、石炭ガス化プロセスからのＣＯ２分離・回収技術開発については、ＣＯ２を９９％以上の純度で分離・回収する技

術等を確立する。 

 

《１》環境調和型製鉄プロセス技術開発 ［平成２０年度～平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 ＣＯ２発生量を大幅に削減する、環境に調和した革新的な製鉄プロセス技術の確立を目的に、新日本製鐵株式会社執

行役員 高松 信彦氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目①鉄鉱石還元への水素活用技術開発 

開発成果の検証として試験高炉による試験を実施する。 

研究開発項目②ＣＯＧのドライ化・増幅技術開発 

ベンチ規模触媒試験装置により、ＣＯＧ改質試験を実施する。 

研究開発項目③水素活用鉄鉱石還元用コークス製造技術開発 

高性能粘結材の配合設計指針を用いて、製造データを蓄積整理してより汎用性の高い配合設計方案

を提案する。 

研究開発項目④ＣＯ２分離・回収技術の開発 

引き続きＣＯ２化学吸収プロセス評価プラント（３０ｔ／日）による化学吸収液評価試験を行う。

また、物理吸着ベンチスケール試験装置（３ｔ／日）による実ガスでの１，０００時間運用試験を実

施する。 

研究開発項目⑤未利用顕熱回収技術の開発 

完成したスラグを連続的に凝固させるロール成形ベンチ試験装置と顕熱回収ベンチ試験装置を連結
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して顕熱回収試験を行う。ヒートポンプ等の低温排熱回収技術の実プロセスの構成を検討し経済性評

価を実施する。製鉄所内の低温熱発電システムの最適化及びコスト削減を検討する。 

研究開発項目⑥製鉄プロセス全体の評価 

各サブテーマの成果を総合的に評価して最終目標に向けた開発課題を明確化し、次期ステップ以降

の開発計画を検討する。 

［２４年度業務実績］ 

 プロジェクトリーダーを新日本製鐵株式会社（現 新日鐵住金株式会社）執行役員 高松 信彦氏から同社製銑技術

部長 齋藤公児氏に交代し、以下の研究開発を実施した。 

研究開発項目①「鉄鉱石還元への水素活用技術開発」 

海外ミニ試験高炉にてラボレベルの試験結果の検証試験を実施し、水素還元が可能であることを確

認した。また試験結果をシミュレーションにて検証、今後の課題を明確にした。 

研究開発項目②「ＣＯＧのドライ化・増幅技術開発」 

ベンチ規模触媒試験装置により、ＣＯＧ改質試験を実施し水素増幅特性、触媒活性の持続性などを

評価した。 

研究開発項目③「水素活用鉄鉱石還元用コークス製造技術開発」 

汎用性の高い配合設計方法を構築するため、高性能粘結材を添加したコークスの強度増加のメカニ

ズムを明確化した。 

研究開発項目④「ＣＯ２分離・回収技術の開発」 

高性能化学吸収液を開発しＣＯ２化学吸収プロセス評価プラント（３０ｔ／日）により評価試験を

行い再生温度の低下、必要エネルギーの低減を確認した。また、物理吸着ベンチスケール試験装置

（３ｔ／日）により実ガスでの１，０００時間運用試験を実施して分離性能の耐久性を確認した。そ

して、これまでに得られた必要エネルギー低減の効果を反映させてＣＯ２分離回収のコスト評価を行

った。 

研究開発項目⑤「未利用顕熱回収技術の開発」 

顕熱回収ベンチ試験装置で実スラグを用いた試験を行い熱回収率などを評価した。また研究開発項

目④において低減されたＣＯ２分離回収エネルギーに対しヒートポンプ等の低温排熱回収技術等を用

いて製鉄所内の未利用排熱から回収可能かどうかを評価した。 

研究開発項目⑥「製鉄プロセス全体の評価」 

各サブテーマの成果を総合的に評価して最終目標に向けた開発課題を明確化し、次期ステップ２の

開発計画を検討した。 

 

《２》ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト ［平成４年度～平成２６年

度］ 

［２４年度計画］ 

 地球環境問題への対応及び化石エネルギー資源の安定供給への対応を推進するため、ゼロエミッション型石炭火力発

電の実現を目指すとともに、我が国のクリーン・コール・テクノロジーの国際競争力強化のための技術開発・調査研究

を、以下の事業項目について実施する。 

①ゼロエミッション石炭火力トータルシステム調査研究 

②ゼロエミッション石炭火力基盤技術 

③クリーン・コール・テクノロジー推進事業 

④革新的ＣＯ２回収型石炭ガス化技術開発 

① ゼロエミッション石炭火力トータルシステム調査研究（平成２０～２４年度） 

 石炭ガス化発電からＣＣＳ（Ｃａｒｂｏｎ ｄｉｏｘｉｄｅ Ｃａｐｔｕｒｅ ａｎｄ Ｓｔｏｒａｇｅ）までのト

ータルシステムの実現可能性ＦＳ（フィジビリティー・スタディー）検討を実施するため、財団法人エネルギー総合工

学研究所 プロジェクト試験研究部長 小野崎 正樹氏をプロジェクトリーダーとし、以下の調査研究を実施する。 

（１）石炭ガス化発電とＣＯ２分離・回収システムの概念設計 

 本テーマは平成２２年度で終了。 

（２）ＣＯ２輸送システムの概念設計 

 平成２４年度は、以下①、②、③のテーマを検討する。 

①発電所近隣沿岸域を対象に処理基地を洋上に建設する場合の制約要因の調査及び洋上処理基地の概念検討。 

②洋上基地に比べ悪海況下でも影響を受けにくく、圧入サイト候補海域を増加させる可能を持つ浮体式小型係留装

置の検討。 

③輸送システムに係る各種規則精査と規制緩和によるコスト削減可能性調査。 

（３）ＣＯ２の貯留システムの概念設計と貯留ポテンシャル評価 

 平成２４年度は平成２３年度に追加検討した結果で貯留層経済評価ツールのデータ更新を行い、ツールを完成さ

せ、輸送システムも考慮した貯留概念設計を行って経済性を評価する。また、貯留ポテンシャル増大のため、従来

の深部塩水帯水層に加え、褐炭層の貯留ポテンシャル概念評価と貯留ポテンシャルの概略評価を行う。また、平成

２４年度の海外動向調査は、ＥＵ、米国、豪州の政策及び大型実証プロジェクト動向調査、石炭火力からの回収技

術の標準化動向を調査する。 
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（４）全体システム評価 

 発電・回収での新技術によるコスト寄与とシステム信頼性向上検討を実施する。経済性評価モデルは平成２３年

度までの検討結果を更新する。 

（５）エネルギー需給影響評価モデル構築評価 

 東日本大震災後の政策検討の推移を見ながら広汎なケースを想定した長期電力需給構造とエネルギー需給シナリ

オを分析し、ゼロエミッション火力／ＣＣＳ導入シナリオを検討する。 

（６）国際標準化の検討 

 ＩＳＯへの標準化策定作業に対応し、ＣＣＳ導入・普及で我が国がリーダーシップを取るべき分野の標準化の具

体的な検討を行う。 

（７）戦略検討 

 ＣＯ２削減やＣＣＳ国際的技術、施策動向など最新の知見を取り入れ、我が国で経済効率的かつ効果的に実現可

能なゼロエミッション火力導入に関する戦略的検討を実施し、政策提言に結びつける。 

② ゼロエミッション石炭火力基盤技術 （平成１９～２４年度） 

 研究開発項目①革新的ガス化技術開発の基盤研究事業（平成２０～２４年度） 

ゼロエミッション石炭ガス化発電システムの効率を大幅に向上させるための石炭ガス化システムや

ＣＯ２分離・回収システム技術の更なる高効率化を求めた基盤研究を実施するため、財団法人エネル

ギー総合工学研究所 プロジェクト試験研究部長 小野崎 正樹氏をプロジェクトリーダーとし、以

下の研究開発を実施する。 

（１）ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発 

平成２４年度は事業目標「送電端効率４２％（ＨＨＶ基準、ＣＯ２回収後）を実現させる基盤技術

の確立」を達成するため、ＣＯ２予熱設備などを追設した小型ガス化炉によりＯ２／ＣＯ２ガス化反応

促進効果を実証する。また、基本ガス化反応検討により数値解析手法を高精度化し、それを用いた実

機規模ガス化炉解析等により、Ｏ２／ＣＯ２ガス化炉の性能向上に有効な条件を明らかにする。さら

に、実機ＦＳやガス精製設備の炭素析出抑制対策等により、目標効率達成のための最適システムを検

討するとともに、提案システムの早期実用化に向けたベンチプラントの概略設計を行う。 

また、フィージビリティスタディ（ＦＳ）によりプラント実現性可能性検討の中で、海外の他のプ

ロジェクトとの比較を行い、本プロジェクトの優位性を評価する。 

（２）石炭ガス化発電用高水素濃度対応低ＮＯｘ技術開発 

引き続き、高水素濃度燃料対応低ＮＯｘバーナの更なる性能向上を検討し、大気圧及び高圧燃焼試

験で高濃度水素の燃料に対して逆火等の不具合がないこと及び低ＮＯｘ燃焼性能を検証するとともに、

燃焼安定性と低ＮＯｘ燃焼性能を両立させるバーナ構造の最適化を高度化する。 

燃焼試験結果から、性能向上のために縮小及び実寸サイズのマルチクラスタバーナ形式低ＮＯｘ燃

焼器を改良し、燃焼安定性及び低ＮＯｘ燃焼性能を両立する構造とする。また実ガス燃焼試験に向け

たガスタービン着火・起動の成立性を検証すべく、２缶着火試験用燃焼器の製作も行う。さらに、一

酸化炭素の影響及び多缶同時燃焼を評価するため、実ガスによる燃焼試験を実施する。 

 研究開発項目③石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発 

鹿児島大学工学部生体工学科教授 大木 章氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実

施する。 

（１）微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積と燃焼プロセスにおけるプラント内挙動

の解明 （平成１９～２５年度） 

石炭中の微量成分分析手法（産総研法）について、これまでに発行されたＩＳＯガイダンスを踏ま

えＪＩＳ化を推進する。また、手法の高度化とデータ精度の検証について、規格化団体（ＪＩＳＣ石

炭・コークス委員会）との綿密な連携のもとに、コールバンク試料を活用したデータ点数の上積みを

図る。その中でコールバンク新規試料炭３炭種について産総研法による微量分析を行い、微量データ

ベースを計１１５炭種とするとともに、水銀のクロスチェックを実施する。またホウ素については２

０炭種を目途として分析値を取得する。また引き続き、産総研法における使用機器の影響評価やＨＦ

（フッ酸）の有無による溶解機構の解明に向けた理論的検討を行う。 

ガス状ホウ素及びセレンの分析方法の標準化について、実績を有する外部組織へ一部外注し引き続

き推進する。また実プラントにおける適用性の評価を継続し、分析の質に影響する要素の把握と除去

を試みる。また、石炭燃焼試験炉における挙動把握試験と、ガス状微量成分発生装置やＤＴＦ等の基

礎実験装置を用いた基礎検討から、プラント内挙動に影響する因子を検討する。 

研究開発項目④次世代高効率石炭ガス化技術最適化研究（平成２４年度） 

次世代高効率型の石炭ガス化技術調査を実施する。 

（１）次世代高効率石炭ガス化技術調査 

これまでの研究によって、開発された石炭ガス化システムを活かすシステムを構築すべく、全体プ

ラントの最適化を調査する。 

（２）ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用システム可能性調査 

ＣＯ２回収を導入した場合、既存の微粉炭火力では発電効率が３０％程度に落ち込むが、導入後も

発電効率を維持すべく、石炭の燃焼反応と金属酸化物の酸化反応を起こす二つの反応器を組み合せて、

高効率な発電システムの調査を行う。 

③ クリーン・コール・テクノロジー推進事業 （平成４年度～平成２６年度） 
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石炭利用に伴い発生するＣＯ２、ＳＯｘ、ＮＯｘ等による地球環境及び地域環境問題への対応、並びにエネルギー

需給の安定化への対応等を図るため、以下を実施する。なお、本事業は研究開発ではないため、プロジェクトリーダ

ーは設置されていない。 

（１）海外ＣＯ２対策技術、ＣＣＳプロジェクトに係る情報収集・意見交換 

昨年度に引き続き、欧州、米国、豪州、中国などにて進められている高効率化に向けた７００℃級超々臨界圧発

電（Ａ－ＵＳＣ）、石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）等の取り組み状況と、それらとＣＣＳを組合せたプロジェク

トの最新動向等の技術動向を把握するため、現地調査、技術交流や情報・意見交換等を実施する。 

（２）ＣＣＴ開発等先導調査及びその他ＣＣＴ推進事業 

我が国のＣＣＴ及びＣＣＳ技術の更なる高度化のための技術開発シーズの検討や、我が国の高効率ＣＣＴの海外

展開の可能性の検討を目的として、専門家や有識者を活用した調査、技術交流や情報・意見交換等を実施する。 

（３）ＩＥＡの各種協定に基づく技術情報交換の実施 

ＩＥＡ／ＣＣＣ（Ｃｌｅａｎ Ｃｏａｌ Ｃｅｎｔｒｅ）では、クリーン・コール・テクノロジーに関する技術

調査を行っており、これに参画し、技術情報交換・各種技術情報収集を行うとともに、国内関係者への情報提供を

行う。 

④ 革新的ＣＯ２回収型石炭ガス化技術開発（平成２２年度～平成２５年度） 

次期ＩＧＣＣに最適なＣＯ２分離回収技術の開発と新規ＣＯ２分離回収技術等の調査を行うべく、電源開発株式会

社若松研究所長 笹津 浩司氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

（１）次期ＩＧＣＣに最適なＣＯ２分離回収技術の開発 

（ア）ＣＯ２分離回収試験設備の試運転並びに引取試験  

酸素吹石炭ガス化炉で生成される石炭ガス化ガスからＣＯ２を分離回収する試験設備〔物理吸収法（Ｓｏｕｒ 

Ｇａｓ Ｓｈｉｆｔ＋Ｓｅｌｅｘｏｌ）：供試ガス１，０００ｍ３Ｎ／ｈ規模のパイロット試験設備〕の試運転並

びに引取試験を実施する。 

（イ）物理吸収法によるＣＯ２分離回収技術実証試験研究 

ＣＯ２分離回収エネルギーの低減等を目的として、基本特性確認試験、シフト系統圧力変化試験、吸収特性圧力

依存性試験、吸収液循環量変化試験、再生塔リボイラ蒸気量低減試験等の各種パラメータ試験を実施する。 

（ウ）物理吸収法におけるサワーシフト反応最適化研究 

サワーシフト反応における添加水蒸気量と反応特性及び炭素析出特性（触媒劣化）の関係を把握するために、反

応ガス組成影響評価試験、低温作動型シフト触媒選定試験、蒸気添加量影響評価試験、実ガス試験を実施する。 

（２）新規ＣＯ２分離回収技術等調査及び有望技術フィールド試験 

新規ＣＯ２分離回収技術及びＣＯ２分離回収システムに関して、フラッシュドラムを用いた化学吸収新型再生技

術やＣＯ２分離設備が不要なＣＯ２回収型石炭ガス化技術、水素分離膜を用いたＨ２／ＣＯ２分離システム等につい

て、性能・信頼性等に関する技術の評価を前年度に引き続き行い、有望技術についてＥＡＧＬＥ実ガスを用いたフ

ィールド試験を実施する。 

［２４年度業務実績］ 

 球環境問題への対応及び化石エネルギー資源の安定供給への対応を推進するため、ゼロエミッション型石炭火力発電

の実現を目指すとともに、我が国のクリーン・コール・テクノロジーの国際競争力強化のための技術開発・調査研究を、

以下の事業項目について実施した。 

① ゼロエミッション石炭火力トータルシステム調査研究 

② ゼロエミッション石炭火力基盤技術 

③ クリーン・コール・テクノロジー推進事業 

④ 革新的ＣＯ２回収型石炭ガス化技術開発 

① ゼロエミッション石炭火力トータルシステム調査研究 （平成２０～２４年度） 

 石炭ガス化発電からＣＣＳ（Ｃａｒｂｏｎ ｄｉｏｘｉｄｅ Ｃａｐｔｕｒｅ ａｎｄ Ｓｔｏｒａｇｅ）までのト

ータルシステムの実現可能性ＦＳ（フィジビリティー・スタディー）検討を実施するため、財団法人エネルギー総合工

学研究所 プロジェクト試験研究部長 小野崎 正樹氏をプロジェクトリーダーとし、以下の調査研究を実施した。 

（１）石炭ガス化発電とＣＯ２分離・回収システムの概念設計 

本テーマは平成２２年度で終了。 

（２）ＣＯ２輸送システムの概念設計 

以下①、②、③のテーマを検討した。 

①発電所近隣沿岸域を対象に処理基地を洋上に建設する場合の制約要因の調査及び洋上処理基地の概念検討を実施し

機器配置、施工方法を検討した。 

②洋上基地に比べ悪海況下でも影響を受けにくく、圧入サイト候補海域を増加させる可能を持つ浮体式小型係留装置

の検討し、潜水ブイにライザーを係留する方式を検討した。 

③輸送システムに係る各種規則精査と規制緩和によるコスト削減可能性調査を実施した。また、輸送量を大規模貯留

地点で年５２６万ｔの貯留をする場合を想定してコスト検討を行い、Ｈ２２年度の輸送コストの約半分の価格で輸

送できる目途を付けた。 

（３）ＣＯ２の貯留システムの概念設計と貯留ポテンシャル評価 

平成２３年度に追加検討した結果で貯留層経済評価ツールのデータ更新を行い、ツールを完成させ、輸送システ

ムも考慮した貯留概念設計を行って経済性を評価した。また、貯留ポテンシャル増大のため、従来の深部塩水帯水

層に加え、褐炭層の貯留ポテンシャル概念評価と貯留ポテンシャルの概略評価を行い、褐炭層で４８億トンの貯留

可能量があることが分かった。また、平成２４年度の海外動向調査は、ＥＵ、米国、豪州の政策及び大型実証プロ
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ジェクト動向調査、石炭火力からの回収技術の標準化動向を調査した。 

（４）全体システム評価 

発電・回収での新技術によるコスト寄与とシステム信頼性向上検討を実施した。経済性評価モデルは平成２３年

度までの検討結果を更新した。 

（５）エネルギー需給影響評価モデル構築評価 

東日本大震災後の政策検討の推移を見ながら広汎なケースを想定した長期電力需給構造とエネルギー需給シナリ

オを分析し、ゼロエミッション火力／ＣＣＳ導入シナリオを検討した。 

（６）国際標準化の検討 

ＩＳＯへの標準化策定作業に対応し、ＣＣＳ導入・普及で我が国がリーダーシップを取るべき分野の標準化の具

体的な検討を行った。この結果はＩＳＯ／ＴＣ２６５の標準化国内委員会の議論のベースデータとして活用された。 

（７）戦略検討 

ＣＯ２削減やＣＣＳ国際的技術、施策動向など最新の知見を取り入れ、我が国で経済効率的かつ効果的に実現可

能なゼロエミッション火力導入に関する戦略的検討を実施した。これを元に政策提言を作成し、Ｑ＆Ａ形式の政策

決定者が活用しやすいＦＳ結果の統合報告書を取り纏めた。 

② ゼロエミッション石炭火力基盤技術 （平成１９～２４年度） 

 ゼロエミッション石炭ガス化発電システムの効率を大幅に向上させるための石炭ガス化システムやＣＯ２分離・回収

システム技術の更なる高効率化を求めた基盤研究を実施するため、財団法人エネルギー総合工学研究所 プロジェクト

試験研究部長 小野崎 正樹氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

（１）ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発 

ＣＯ２予熱設備などを追設した小型ガス化炉によりＯ２／ＣＯ２ガス化反応促進効果を実証した。また、基本ガス

化反応検討により高精度化した数値解析手法を用いた実機規模ガス化炉解析等により、Ｏ２／ＣＯ２ガス化炉の性

能向上に有効な条件を明らかにした。さらに、実機ＦＳやガス精製設備の炭素析出抑制対策等により、目標効率達

成のための最適システムを検討するとともに、提案システムの早期実用化に向けた課題を網羅的に抽出し、その優

先順位付けにより、各課題を実用化に向けた各フェイズ（ベンチ、パイロット、実証）のどの段階で行うべきかを

整理した上で、ベンチ炉ガス化試験の概略を検討した。これまでの成果により、次のステップへの展開の基盤がほ

ぼ確立され、次年度以降、展開を検討する準備が整った。 

（２）石炭ガス化発電用高水素濃度対応低ＮＯｘ技術開発 

引き続き、高水素濃度燃料対応低ＮＯｘバーナの更なる性能向上を検討し、大気圧及び高圧燃焼試験で高濃度水

素の燃料に対して逆火等の不具合がないこと及び低ＮＯｘ燃焼性能を検証するとともに、燃焼安定性と低ＮＯｘ燃

焼性能を両立させるバーナ構造の最適化を高度化した。 

燃焼試験結果から、性能向上のために縮小及び実寸サイズのマルチクラスタバーナ形式低ＮＯｘ燃焼器を改良し、

燃焼安定性及び低ＮＯｘ燃焼性能を両立する構造とした。また実ガス燃焼試験に向けたガスタービン着火・起動の

成立性を検証すべく、２缶着火試験用燃焼器の製作も行い、さらには一酸化炭素の影響及び多缶同時燃焼を評価す

るため、実ガスによる燃焼試験をガスタービン実機に開発バーナを搭載して実施した。 

研究開発項目③石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発 

鹿児島大学工学部生体工学科教授 大木 章氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実

施した。 

（１）微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積と燃焼プロセスにおけるプラント内挙動

の解明 （平成１９～２５年度） 

石炭中の微量成分分析手法（産総研法）について、これまでに発行されたＩＳＯガイダンスを踏ま

えＪＩＳ化を推進した。また、手法の高度化とデータ精度の検証について、規格化団体（ＪＩＳＣ石

炭・コークス委員会）との綿密な連携のもとに、コールバンク試料を活用したデータ点数の上積みを

図った。その中でコールバンク新規試料炭３炭種について産総研法による微量分析を行い、微量デー

タベースを計１１５炭種とするとともに、水銀のクロスチェックを実施した。またホウ素については

２０炭種を目途として分析値を取得した。また引き続き、産総研法における使用機器の影響評価やＨ

Ｆ（フッ酸）の有無による溶解機構の解明に向けた理論的検討を行った。 

ガス状ホウ素及びセレンの分析方法の標準化について、実績を有する外部組織へ一部外注し引き続

き推進した。また実プラントにおける適用性の評価を継続し、分析の質に影響する要素の把握と除去

を試み、測定精度向上のため、測定数値差異について考察を実施した。また、石炭燃焼試験炉におけ

る挙動把握試験と、ガス状微量成分発生装置やＤＴＦ等の基礎実験装置を用いた基礎検討から、プラ

ント内挙動に影響する因子を検討した。 

研究開発項目④次世代高効率石炭ガス化技術最適化研究（平成２４年度） 

次世代高効率型の石炭ガス化技術調査を実施した。 

（１）次世代高効率石炭ガス化技術調査 

これまでの研究によって、開発された石炭ガス化システムを活かすシステムを構築すべく、全体プ

ラントの最適化を調査した。 

（２）ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用システム可能性調査 

ＣＯ２回収を導入した場合、既存の微粉炭火力では発電効率が３０％程度に落ち込むが、導入後も

発電効率を維持すべく、石炭の燃焼反応と金属酸化物の酸化反応を起こす二つの反応器を組み合せて、

高効率な発電システムの調査を行った。 

③ クリーン・コール・テクノロジー推進事業 （平成４年度～平成２６年度） 
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（１）ＩＧＦＣガスクリーンナップ 

石炭ガス化ガス中の微量成分の適切な分析方法を評価検討するために、ラボ試験及びＥＡＧＬＥ実ガスによる公

定法吸収液の適用性評価を実施した。また、高圧雰囲気におけるガス採取方法に関する検討を実施した。 

（２）低品位炭利用促進事業に関する検討 

今後の低品位炭活用プロジェクトに資することを目的として、過去の研究開発を公平な立場から調査分析し、開

発戦略や技術開発の課題を見極めるために低品位炭高付加価値化技術の技術的成熟度と市場性の調査、過去の低品

位炭高付加価値化技術開発の成果分析、あるべき研究開発マネジメント体制の提案とチェックリストの整備を実施

した。 

（３）モンゴルにおける乾留ブリケット製造事業に係る合理化検討 

モンゴル都市部の環境負荷低減技術として、大気汚染の主な原因とされるゲル地域の生炭燃焼を乾留ブリケット

に燃料転換することを念頭に、乾留ブリケット製造事業において市場競争力のある販売価格とするために、乾留ブ

リケットの製造コスト等、経済性向上のための課題解決に向けてイニシャルコストの低減、事業性評価、製造コス

ト低減調査を行った。 

（４）ＩＥＡの各種協定に基づく技術情報交換の実施 

ＩＥＡ／ＣＣＣ（Ｃｌｅａｎ Ｃｏａｌ Ｃｅｎｔｒｅ）では、クリーン・コール・テクノロジーに関する技術

調査を行っており、これに参画し、技術情報交換・各種技術情報収集を行うとともに、国内関係者への情報提供を

行った。 

④ 革新的ＣＯ２回収型石炭ガス化技術開発（平成２２年度～平成２５年度） 

 次期ＩＧＣＣに最適なＣＯ２分離回収技術の開発と新規ＣＯ２分離回収技術等の調査を行うべく、電源開発株式会社

若松研究所長 笹津 浩司氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

（１）次期ＩＧＣＣに最適なＣＯ２分離回収技術の開発 

（ア）ＣＯ２分離回収試験設備の試運転並びに引取試験  

酸素吹石炭ガス化炉で生成される石炭ガス化ガスからＣＯ２を分離回収する試験設備〔物理吸収法（Ｓｏｕｒ 

Ｇａｓ Ｓｈｉｆｔ＋Ｓｅｌｅｘｏｌ）：供試ガス１，０００ｍ３Ｎ／ｈ規模のパイロット試験設備〕の試運転並

びに引取試験を実施し、所定の性能が出ることを確認した。 

（イ）物理吸収法によるＣＯ２分離回収技術実証試験研究 

ＣＯ２分離回収エネルギーの低減等を目的として、基本特性確認試験、シフト系統圧力変化試験、吸収特性圧力

依存性試験、吸収液循環量変化試験、再生塔リボイラ蒸気量低減試験等の各種パラメータ試験を実施した。 

（ウ）物理吸収法におけるサワーシフト反応最適化研究 

サワーシフト反応における添加水蒸気量と反応特性及び炭素析出特性（触媒劣化）の関係を把握するために、反

応ガス組成影響評価試験、低温作動型シフト触媒選定試験、蒸気添加量影響評価試験、実ガス試験を実施した。そ

の結果、開発触媒は低温活性が高いことを確認した。 

（２）新規ＣＯ２分離回収技術等調査及び有望技術フィールド試験 

新規ＣＯ２分離回収技術及びＣＯ２分離回収システムに関して、フラッシュドラムを用いた化学吸収新型再生技

術やＣＯ２分離設備が不要なＣＯ２回収型石炭ガス化技術、水素分離膜を用いたＨ２／ＣＯ２分離システム等につい

て、性能・信頼性等に関する技術の評価を前年度に引き続き行い、有望技術についてＥＡＧＬＥ実ガスを用いたフ

ィールド試験を実施した。 

 

＜５＞国際関連分野 

［中期計画］ 

 近年におけるアジア諸国の経済発展はめざましく、とりわけＢＲＩＣｓの一角を担う中国、インドの経済成長に伴う

エネルギー需要の伸びは著しい。また、中東情勢や経済動向等により、原油価格の不安定性が増大している状況にある。

さらに、京都議定書の発効により、エネルギー・環境分野における国内外での対応策が喫緊の課題となっている。かか

る状況等を踏まえ、第１期中期目標期間においては、我が国のエネルギー安全保障の確保及び環境対策を講じること等

を目的とした海外実証業務等（共同研究を含む。）について、実用性、経済性等を重視した事業運営を行ってきた。 

第２期中期目標期間中においては、アジア諸国の更なる経済発展が見込まれるところ、これに伴う技術レベルの向上、

法制度、エネルギー関連の諸制度等が整いつつある国も見受けられ、エネルギー・環境分野等における事業のニーズも

多様化している。一方、テロ行為、政情不安などにより、治安の悪化を招いている国も散見されるなど事業を推進する

上で相手国の情勢をより一層慎重に見極めていくことが必要となっている。以上を踏まえ、第２期中期目標期間におい

ては、企画競争・公募を徹底するとともに、より効果的・効率的に事業を推進すべく、以下の点について拡充を図り、

もって我が国のエネルギー安全保障の確保、環境対策の推進等に寄与する。また、エネルギー関連施設の立地条件、技

術進歩による設備能力向上、政府予算の状況その他適当な条件を加味した上で、第１期中期目標期間と同水準以上の件

数のエネルギー使用合理化技術等の実証事業の実施等を目指す。 

・実施対象国と対象技術の選定に関し政府の政策上の優先度を踏まえ、普及可能性と波及効果の発揮に注力 

・対象分野・技術の拡大（商業ビル等民生分野向けの技術、新エネルギー技術（太陽光発電、バイオマス等）を始め

とする代エネ技術、環境調和型エネルギー技術（ＣＣＴ、石炭資源の有効利用技術等）、従来のエネルギー多消費

産業（鉄鋼、セメント、電力等）に加え、エネルギー消費の高い裾野産業（中小企業）向けの技術等） 

・我が国の省エネ技術、環境調和型エネルギー技術等の普及等を加速化させるため、実施対象国の国土面積、地域性、

地理的要因等の国情を踏まえた適切な事業運営の推進、及び普及促進を図る事業の拡充 



- 145 - 

 

《１》国際エネルギー消費効率化等技術・システム実証事業 ［平成５年度～平成２７

年度］ 

［２４年度計画］ 

（１）バイオマス利用推進事業 

 本年度実証される事業としてはパーム椰子空果房、下水汚泥、ゴミの発電所での利用や非食糧由来の植物資源を

利用したバイオエタノール製造、低濃度メタン濃縮事業がバイオマス利用事業として該当する。こうしたバイオマ

ス事業の取り組みは日本、ひいては世界全体での化石資源依存の低減に資するものであり、循環型社会形成に貢献

し得るものである。実証サイトはマレーシア、中国、インドネシアなど、今後の発展が大きく見込まれる国々であ

り、以上で述べたバイオマスエネルギーとして利用される廃棄物等の発生量は今後の発展と比例して増加すると予

想される。そのため、廃棄物利用を含むバイオマス利用推進事業によって実証サイトでのゴミ問題といった社会問

題解決への貢献も見込むことができる。加えて、実証サイト以外の地域や海外で実証された技術を普及させていく

ことで世界的な循環型社会形成に資することを目指す。 

（２）省エネルギー技術推進事業 

 本年度実証される事業としては省エネビル、ＺＥＢ、ガスタービンコージェネレーションシステム、排水再生シ

ステムなどが省エネルギー技術推進事業として該当する。こうした省エネルギー型技術の実証事業は産業部門や一

般家庭部門、発電部門での省エネルギー化や発電による化石燃料使用時に問題となるような大気汚染の低減、節電

によるエネルギーセキュリティに貢献することが期待される。実証サイトとしてはアメリカのようなエネルギー需

要の既に高い先進国、インドやタイなど今後のエネルギー需要の増加が見込まれる新興国での事業となっており、

省エネルギー技術の普及は先進国、新興国どちらにとっても前文で述べたような観点から普及が重要視される技術

である。各国での実証事業を通し、実証国内での省エネルギー技術の普及、ひいては実証国以外の国での日本の省

エネルギー普及に資するよう実証事業及び実証結果に応じたフォローアップを行っていく。 

（３）スマートコミュニティ等システム実証事業 

 システム実証事業について、平成２２年度当初はアメリカ・ニューメキシコ州（ＮＭ）でのスマートコミュニテ

ィ実証事業のみＭＯＵ締結を行っていたが、平成２３年度当初はＮＭとのＭＯＵを含めて計５件のスマートコミュ

ニティ実証事業がＭＯＵ締結を完了している。この状況から、平成２３年度よりも多くの箇所で世界的に実証事業

を展開できることが予想される。各スマートコミュニティ実証事業でどのように実証内容が異なるのかを認識しつ

つ、実証事業を推進することで各実証地域に適したスマートコミュニティの在り方を模索していく。結果として、

実証されたスマートコミュニティ関連技術やモデルケースを実証サイト以外の地域にも普及することを長期的な目

的とし、本年度行う取組が実証事例を踏まえたビジネスモデル構築に貢献するよう実証事業を推進する。さらに、

ユースケースの作成等をとおして海外も含めた事例の共有化を図るとともに、標準獲得に向けて活動を行う。 

（４）国際エネルギー消費効率化等技術・システム事業化実証事業 

 今後市場の形成が見込まれるスマートグリット分野をはじめ、民生・運輸などの省エネ分野などを広く連携し、

我が国が有する技術の有効性を実証し、相手国政府及び必要に応じ外国企業と一体となって実証・普及を図る。上

記ＦＳ及びフォローアップ事業と組み合わせて１テーマの一連の事業として実施する。 

［２４年度業務実績］ 

（１）バイオマス利用推進事業 

 平成２４年度においては、「産業廃棄物発電技術実証事業（ベトナム）」、「低濃度炭鉱メタンガス（ＣＭＭ）濃縮

技術実証事業（中国）」、「都市廃棄物高効率エネルギー回収技術実証事業（中国）」、「馬鈴薯澱粉残渣からのバイオ

エタノール製造実証事業（中国）」、「キャッサバパルプからのバイオエタノール製造技術実証事業（タイ）」（ＭＯ

Ｕ締結）、「酵素法によるバイオマスエタノール製造技術実証事業（タイ）」、「製糖工場におけるモラセスエタノー

ル製造技術実証事業（インドネシア）」を継続実施した。 

（２）省エネルギー技術推進事業 

 平成２４年度においては、「省エネビル（ニューヨーク州立大学）実証事業（アメリカ）」、「セメント工場におけ

るバイオマス及び廃棄物の有効利用モデル事業（マレーシア）」、「民生用水和物スラリー蓄熱空調システムモデル

事業（タイ）」、「焼結クーラー排熱回収設備モデル事業（インド）」、「熱電併給所高効率ガスタービンコジェネレー

ションモデル事業（ウズベキスタン）」、「民生（ビル）省エネモデル事業（タイ）」、「環境対応型高効率アーク炉モ

デル事業（タイ）」、「下水処理場における汚泥等混焼発電モデル事業（中国）」を継続実施した。 

（３）スマートコミュニティ等システム実証事業 

 前年度に引き続き、米国ニューメキシコ州及びハワイ州、スペインマラガ市、フランスリヨン市においてスマー

トコミュニティ実証事業を推進した。米国ニューメキシコ州における実証では、アルバカーキサイト、ロスアラモ

スサイトの両サイトにおいて設備の設置を完了し、実証運転を開始した他、スペインマラガ市における実証事業で

は、マラガ市とのＭＯＵ締結を完了、実証運転開始に向け着実に事業を進めた。 

 これらに加え、インドネシアにおいて工業団地を対象に高品質電源の供給等を目指した実証事業に関する実現可

能性調査（ＦＳ）を完了し実証フェーズへの移行を決定、英国マンチェスターにおける実証事業に関するＦＳ開始

にむけ、同広域市とのＬＯＩを締結した他、ポルトガル、スロベニア、ドイツなどで基礎調査に取組み、スマート

コミュニティ実証への取組みを広げるべく、システム実証事業を着実に進めた。 

 国際標準化の獲得につながる取り組みとしては、米国ニューメキシコ州及びハワイ州におけるスマートコミュニ

ティ実証事業の成果をもとにユースケースを作成し、ＥＰＲＩの公開サイトに計２件登録した。 
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（４）国際エネルギー消費効率化等技術・システム実証事業化事業 

 今後市場の形成が見込まれるスマートグリット分野をはじめ、民生・運輸などの省エネ分野などを広く連携し、

我が国が有する技術の有効性を実証し、相手国政府及び必要に応じ外国企業と一体となって実証・普及を図った。

上記ＦＳ及びフォローアップ事業と組み合わせて１テーマの一連の事業として実施した。 

 

《２》国際連携クリーンコール技術開発プロジェクト ［平成２２年度～平成２４年

度］ 

［２４年度計画］ 

 石炭火力を発生源とする日本型ＣＣＳの早期確立を図るため、我が国の研究機関と中国におけるＥＯＲ（石油増進回

収）の技術検討を、中国との合意に基づいた国際的な連携事業として行うため、以下の研究開発を実施する。 

 平成２４年度は、継続事業として下記の中国案件１件を実施する。 

研究開発項目②中国での石炭起源のＣＯ２のＣＣＳ－ＥＯＲ適応に関する調査研究 

（１）前年度に引き続き、ＣＣＳ－ＥＯＲ全体システムの検討、微生物利用メタン再生技術及び貯留層

モニタリングの調査研究を中国側と役割分担しながら進めていく。 

［２４年度業務実績］ 

石炭火力を発生源とする日本型ＣＣＳの早期確立を図るため、我が国の研究機関と中国におけるＥＯＲ（石油増進回

収）の技術検討を、中国との合意に基づいた国際的な連携事業として行うため、以下の研究開発を実施した。 

平成２４年度は、継続事業として下記の中国案件１件を実施した。 

研究開発項目②中国での石炭起源のＣＯ２のＣＣＳ－ＥＯＲ適応に関する調査研究 

（１）経済性評価モデルを組み込んだＣＣＳ－ＥＯＲ全体システムの検討、貯留層モニタリング技術の

中国における油田フィールドへの応用について検討、微生物利用ＣＯ２再資源化技術の可能性検討を

中国側と役割分担しながら実施した。 

 

《３》研究協力事業 ［平成５年度～］ 

［２４年度計画］ 

 産業、環境、エネルギー分野において開発途上国単独では解決困難な技術課題、技術ニーズに対処するとともに、途

上国における研究開発能力の向上を図るため、我が国の技術力、研究開発能力を生かしつつ、発展途上国の研究機関と

共同で調査・研究等を実施する。なお、途上国ニーズを中心とした環境技術総合研究協力事業は定額での助成となるが、

提案公募型研究協力事業では、補助率を設定して実施する。 

［２４年度業務実績］ 

 平成２４年度においては４カ国（ベトナム、タイ、ミャンマー、中国）計５件の案件を実施し、途上国における研究

開発能力の向上及び当該国の自立的な環境問題解決に貢献した。また、計画通り、環境技術総合研究協力事業では定額

での助成（１００％助成）を実施し、提案公募型研究協力事業では補助率での助成を実施した。 

 

《４》アジア等地域における現地適用型インフラシステム技術実証開発事業 ［平成２

３年度～平成２４年度］ 

［２４年度計画］ 

 エネルギーの利用拡大等で需要が見込まれるアジア等の地域において我が国の低コストかつ低環境負荷のエネルギ

ー・環境技術の有効性を実証開発し、同分野、同地域における我が国のプレゼンスを高め、中小企業等のアジアマーケ

ットへの参入拡大をはかること及び非化石燃料の導入、普及拡大により同地域の持続的発展に寄与するとともに我が国

のエネルギーの利用の制約の緩和に資することを目指す。 

［２４年度業務実績］ 

平成２４年度においては、「カンボジア王国農村地域における籾殻などバイオマスを利用したエネルギー・環境技術

実証開発事業」を実施した。本事業では、籾殻などのバイオマスから得られる電力、熱、農業有用物（肥料等）および

それによって可能となる省エネ型籾殻分離システム導入による農業生産性の向上など複合的なメリットを生み出す低コ

ストでコンパクトなバイオマス発電環境システムの実証を実施した。 

 

＜６＞石炭資源開発分野 

［中期計画］ 

 我が国は世界最大の石炭輸入国であり、近年の一次エネルギー供給に占める石炭の割合は約２割である。また、原油

と一般炭の熱量当たりの価格差は数年前の約３倍から５倍程度に拡大しており、石炭の割安感が顕在化している。過去

５年間の世界の一次エネルギー消費の伸び率は約２割であるが、石炭需要については、約３割の増加となっている。特
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に、中国、インドを中心としたアジアの伸びが顕著であり、２０１０年には全世界の石炭需要の５割以上がアジアに集

中することから、今後、アジアを中心として石炭需要がますます拡大し、需給のタイト化が見込まれている。 

このため、第２期中期目標期間中においては、我が国において主要なエネルギーの一つである石炭の安定供給確保を図

るという政策目的に資するため、初期調査から開発に至る各段階において事業を引き続き実施する。その際、以下に留

意するものとする。 

・海外における石炭の探鉱に必要な地質構造調査事業については、将来の日本への石炭供給の可能性を多面的に評価

しつつ、地域の選定を行い、各年度の調査結果を十分に評価した上で、世界の石炭需給構造の変化に対応するよう

に、次年度又は次段階の事業内容を検討する。 

・我が国民間企業の探鉱等の調査に対する支援事業については、期待される炭量、炭質、周辺インフラ状況、炭鉱権

益の取得可能性等を評価し、案件の選定を行う。この際、有望な事業については、集中してリソーシスを分配する

等の配慮を行い、成果の最大化を目指すものとする。 

・炭鉱技術の移転事業については、石炭関連業務でこれまで蓄積してきた知見やネットワークを活用し、アジア・太

平洋地域における産炭国の炭鉱技術者に対し、生産・保安技術等に関する炭鉱技術の効果的な移転を行う。このこ

とにより、産炭国との関係強化を図りつつ産炭国の石炭供給能力の拡大に資する。 

これらの事業を通じ、採掘により次第に減耗していく石炭の安定供給確保を図るため、第２期中期目標期間中に、新

たに石炭埋蔵量を１１０百万トン確認すべく努力する。 

なお、石炭資源開発分野については、災害時石油安定供給法に基づき廃止し、ＪＯＧＭＥＣが承継する。 

［２４年度計画］ 

石炭資源開発分野については、備蓄法等一部改正法案が成立し、施行された場合には、必要な措置を講ずることとす

る。 

［２４年度業務実績］ 

備蓄法等一部改正法の施行に伴い、平成２４年９月１５日を以て、ＪＯＧＭＥＣへ承継済。 

 

＜７＞技術開発等で得られた知見の活用等 

［中期計画］ 

新エネルギー・省エネルギー技術開発・実証及び導入普及業務等を戦略的に推進する。この際、「安定供給の確保」、

「環境への適合」及びこれらを十分配慮した上での「市場原理の活用」というエネルギー政策目標の同時達成を効率的

に実現することを念頭に置き、新たに開発した新エネルギー・省エネルギー技術を円滑かつ着実に市場に普及させてい

くため、技術開発、経済性等の評価・普及啓発に資するための実証試験、実用化段階における初期需要の創出を図るた

めの導入促進の各ステージで得られた知見を次のステージにフィードバックするなど三位一体で推進する。なお、得ら

れた研究開発の成果については、必要に応じて知的基盤の整備や国際標準化を図る。 

［２４年度計画］ 

新エネルギー・省エネルギー技術開発・実証を推進する。なお、得られた研究開発の成果については、必要に応じて

知的基盤の整備や国際標準化を図る。 

［２４年度業務実績］ 

 平成２４年度は、技術開発の推進と共に、国内外で洋上風力発電、燃料電池・水素利用、超電導、廃熱回収、ビルエ

ネルギー管理システム（ＢＥＭＳ）、大規模太陽光発電システム、バイオマス・廃棄物有効利用等における実証事業を

実施した。 

 具体例としては、北九州市沖に洋上風況観測タワーを、銚子沖に洋上風況観測タワーと共に洋上風車を設置し、銚子

沖の洋上風車については本格的な実証運転を開始した。また、東京電力旭変電所内に、運転、保守を含めた高温超電導

ケーブルシステムを構築し、実系統に連系した実証試験を開始した。さらに、燃料電池自動車の２０１５年一般販売を

目指し、水素ステーション等のインフラ整備に向け、それらに係る技術開発、実証研究、基準・標準化事業を一体的に

推進した。 

 技術開発成果の海外への普及事例としては、省エネルギー技術分野の「エネルギー使用合理化技術戦略的開発」にて

開発した水和物スラリー蓄熱空調システムの技術を、タイの国営電力会社ビルへ導入した。また、ＩＣＴ技術を核とし

てエネルギーの効率的利用の実現を目指すスマートコミュニティ分野においては、米国ニューメキシコ州での実証事業

について設備の設置を完了し、実証運転を開始した他、スペイン／マラガ、米国／ハワイ州、フランス／リヨンでの実

証事業についても運転開始に向け着実に推進した。加えて、スマートコミュニティ実証への取組みを広げるべく、イン

ドネシアで高品質電源の供給等に関する新たな実証事業への取組みを開始した他、イギリス、ポルトガル、スロベニア、

ドイツなどで調査に取組み、システム実証事業を着実に推進した。 

 国際標準化についての取り組みとして、燃料電池、水素インフラ、太陽光発電、風力発電、超電導、スマートコミュ

ニティ技術の国際標準化に向けた提案、データ取得等の活動を行った。 
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